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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 １ 業務の効率化

指 標 ① 業務運営等を自己評価することにより計画的に業務の改善と効率化を進める

年度計画：

業務運営の組織単位毎の自己点検及び自己評価を基本とする業務運営評価システムの定着を図

り、より計画的に業務の改善と効率化を進める。

実施結果：

前年度に運用した業務運営評価システムの試行結果を踏まえて、基本組織を単位とした自主的

な計画作成と実施 自己点検 次年度目標の策定というサイクルを確立することを目的とする 業、 、 「

務運営システム運用規則 を策定した それに基づき 課・科・研究領域・支所等の単位毎に 業」 。 、 「

務点検票」を作成して 「年度目標の設定 「実施 「実施状況の点検 「改善点の抽出、 」 」 」（Ｐ） （Ｄ） （Ｃ）

と明確化 」というサイクルを今年度初めて実施した。（Ａ）

組織を研究部門と研究支援部門（企画調整部門・総務部門）に大別して、各組織毎に特有な目

標設定と共通事項への目標設定を行い、実施状況の点検を行っている。この中で、 サイクＰＤＣＡ

ルの重要性を共通認識として定着させ、各組織の年度計画を相互に開示することで内部の改善努

力を促すように図り、業務の改善に積極的に取り組んだ。

点検項目は参考資料１－１，２に示した。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

、 、業務運営評価システムを構築し 初めて１サイクルを実施して具体化のメドをつけたことから

年度計画を達成したと評価した。

独立行政法人森林総合研究所
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参考資料１-1

業務点検票の区分ごとの項目、及び記述対象例（本、支所の研究部門）
区分 項目 記述対象例

組織運営 1.職員の要員管理 要員数の確保(選考採用等)、再任用、特別研究員、協力員の受け入れ、

非常勤職員

2.職員の適正配置 異動、出向、個人面談、業務の分担・変更

3.職員の資質向上 研究会、講演会、自主ゼミ、学会・シンポジウムへの参加、海外・国内留

学、免許・資格取得、学位取得

4.研究領域内での活動の プロジェクト申請・獲得、資金活用、研究領域(支所)会議、業務報告会、

活性化 個人面談、研究職員間の連携、課題設定の取り組み、資金の重点配

分、図書・資料の整理

5.安全衛生管理 危険物の管理、職場点検、法定点検、保護具の点検、調査・試験での安

全衛生管理、実験室での安全機器の整備、研修会、職場懇談会、

健康診断

業務運営 6.発表業績の向上 論文作成指導、論文発表指導、論文作成のための予算措置

7.他の科課、研究領域と プロジェクト・共同研究等での連携、研究データ・資料の共有化、他領域

の連携 との会議等、機器・物品等の共同利用、設備整備等による経費の削減、

省エネルギー対策、所の広報支援、研修・指導での連携

8.研究の連携協力 共同研究、受託研究、研究委託、国有林との連携(技術開発課題への参

画、固定試験地での調査研究)、国際共同研究

9.分析・鑑定等 分析･鑑定、遺伝資源の収集・配布、材鑑・植物標本の生産・配布

10.講習等 研修生の受け入れ、講演の派遣、技術指導(外部委員等)、民間機関等

への情報提供

11.行政・学会等への協力 行政対応（国会、議員質問への対応）、学会活動・研究集会への協力、

緊急災害への対応、国際会議への派遣協力

施 設 ・ 設 12.研究施設・機械等の整 施設機械、高額機械、機械・施設の共同利用等

備の整備 備と利用

及び管理 13.設備・スペース等の管 研究棟領域スペース、プロジェクト室、実験棟・実験室

理と利用

研究成果 14.研究業績の活用 行政施策での活用、民間への技術普及・移転、データベースの公開、研

等の社会 究最前線

的効果

独立行政法人森林総合研究所
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参考資料1-2

業務点検票の区分ごとの項目、及び記述対象例（本、支所の企画、総務部門）
区分 項目 記述対象例

組織運営 1.職員の要員管理 新規採用、再任用、要員数の確保、非常勤職員

2.職員の適正配置 異動、業務の分担・変更

3.職員の処遇、厚生 ポストの確保、宿舎、レク

4.職員の資質向上 研修会・会議への参加、免許・資格等の取得、

ＯＪＴ(On the Job Training)、

5.安全衛生管理 安全懇話会・講習会、安全点検、危険物の管理、安全衛生委員会、ハチ

巣等の危険物の除去、消防訓練

6.保健衛生管理 集団検診、メンタルヘルスケア、職場・作業環境の調査

7.人事交流 他機関との人事交流

業務運営 8.業務の改善 事務系列の新設・改廃、業務遂行手段の改編(アウトソーシング等)、評

価・チェック体制の整備、対外対応の改善、計画的進行管理

9.事務の簡素化、効率化 事務手続きの簡素化、電算機処理、データベース化、ペーパーレス化、

所内各種委員会

10.協力体制の構築 応援態勢の構築(業務繁多時、欠員時)、緊急時の対応

11.連絡体制の円滑化 科課内での連絡体制の円滑化・システム化

12.通達等の改変整備 業務・事務の変更

13.資金の効率的運用 予算配布、予算執行管理、機動的な支出管理、経費整理の効率化

14.経費の節減 契約方式・内容の改編、省エネルギー対策、支出内容の精査及び支出

項目の改廃、設備整備等による経費の削減、物品等の適正管理、資源

の有効利用

15.他の科課、研究部門と 企画、総務部門と研究部門との協力、他の科、課間の連携協力

の連携

16.外部への広報活動 各種媒体を使用した研究所の紹介、成果の発表、見学会・イベント、マス

コミ対応

17.外部との協力、調整 行政への対応、外部機関との連携協力、研修生の受け入れ、共同研究

・受託研究、外部要望、クレーム処理等への対応

施設・設 18.施設・設備の整備 現状把握、計画的整備、老朽施設の改修

備の整備 19.設備、スペース等の管 管理の適正化、遊休設備の改廃、遊休スペースの整理

及び管理 理

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 １ 業務の効率化

指 標 ② 研究評議会を開催しその結果を運営に反映させる

年度計画：

研究評議会、支所研究評議会を開催し、研究計画・成果及び運営管理について助言を得、その結

果を運営及び年度計画に反映させる。

実施結果：

研究評議会については、研究評議会委員として新たに９名の外部有識者（委員任期は２年）を

招き、 月に開催した。平成 年度研究評議会の指摘事項に対する対応及び平成１５年度の活動１１ １４

報告を行った後、平成 年度独立行政法人評価委員会林野分科会において指摘された事項に対す１５

る対応方針を示し、各委員から幅広い助言を得た。

ＮＰＯ研究所の研究、運営、広報に対する委員からの前年度の指摘事項への対応の一例として「

法人などの民間非営利団体との連携強化」を挙げると、１）研究所全体として への対応状況ＮＰＯ

調査をし、全体を把握したこと、２）夏休み期間中に本所の「森の展示ルーム」を 法人うしＮＰＯ

く里山の会のボランティア協力を仰いで毎日開放し、入場者数の大幅な増加を得、森林への理解

を深めることができたこと、等の事例を報告し、理解を得た。

また、平成 年に創立 周年を迎えるに当たり、森林総合研究所としてのミッションステー１７ １００

トメント（案）を掲げ、これからの 年に向かって明確な展望のもと全所一丸となって前進す１００

べく検討を行っている旨の説明を行い、委員から意見を得た。研究評議会の議事の概要と指摘事

項への対応状況等は「情報提供」としてホームページ上で公表している。

支所（北海道、東北、関西、四国、九州）においても、平成 月に、それぞれ支所研１７年２月～３

究評議会を開催し、 名の外部有識者に各支所の業務運営、研究概要、主要成果を報告し、意２～４

見や助言を得た。また、地域ニーズに対応した研究、全国を対象とした研究の地域分担研究、地

域の連携強化等に関して、今後の支所運営への助言を得た。

（参考：年報 Ⅲ資料 １５－１）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

外部有識者を招いた研究評議会の位置付けが定着し、研究方向や業務運営に関する指摘を踏ま

えて、適切な対応ができる体制になったことで、達成と評価した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 １ 業務の効率化

指 標 ③ 資質の向上と能力の啓発を促進する

年度計画：

職員には、研究所や国等の機関が実施する各種研修、学術講演会等に積極的に参加させ、資質

の向上を図る。

実施結果：

農林水産省、林野庁、人事院等が主催する各種行政研修、技術研修及び採用研修などに積極的

に参加させた。また、所内においても引き続き中堅研究職員研修・所内短期技術研修等を設定し

たほか、英語研修を実施するなど、併せて 件の研修に 名（平 年度 名）を受講させ、３４ １３９ １５ １５４

職員の資質向上を図った。

各種研修受講者数の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

１３８ １２３ １５４ １３９研修受講者数(人)

３２ ２９ ３３ ３４研修件数（件）

当所が主催した主な研修は以下のとおり。

英語研修：

英語会話能力を高め、関連業務・国際会議等に対応でき得る能力を習得するため、英語研修を

。 、 、 （ 、 、 、 、実施した 本支所 多摩科学園 試験地で合計 名 本所 名 北海道 名 東北 名 関西 名３４ １５ ６ ２ ２

四国 名、九州 名、多摩科学園 名、木曽試験地 名）が受講し、英語能力の向上に努めた。２ ５ １ １

受講後の所感では、リスニング、ヒヤリングなど英語力が向上したと感じている受講者が大半

、 、 、 。で 表現力が豊かになり 自信がついたとの意見が寄せられる等 職員の資質向上につながった

中堅研究職員研修：

採用後一定期間を経過した中堅研究員（研究職４級、３級に新規に昇格した者）を対象に研究

への意識・役割等を再認識させ、新たに行政事情・研究管理等の知識を付与し、中堅研究員の資

質の向上を図ることを目的に研修を行った。各種講義、実習・事例研究、総合討論等のカリキュ

ラムを 日の日程で実施し、 名が受講した。２．５ ２８

受講後の所感では、開催時期・期間などに一部提案の声があるものの、同年代の研究者との交

流や総合討論での真摯な意見交換など有意義だったとの意見も多く、研修が中堅研究職員として

の自覚を促す好機となった。

（参考：年報 Ⅲ資料７－１－１、９－２）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

職員に対する研修は計画どおりに行われており、達成と評価した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 １ 業務の効率化

指 標 ④ 若手研究者の国内留学や海外派遣を積極的に支援し、また、博士号取得を促進する

年度計画：

若手研究職員については、大学等への国内留学や在外研究員派遣等の制度を活用した海外留学

を積極的に支援するとともに、学位の取得を奨励する。

実施結果：

海外留学については、海外特別研究員制度及び在外研究員制度等を活用し、 名の若手研究員３

を海外研究機関へ 年間派遣した。１～２

国内留学については、国内留学・流動研究制度により県立大学に 名の研究員を ヶ月の間派遣１ １

した。また、社会人学生制度で 名大学院に在籍している。４

今年度の博士号取得者は農学博士 名、理学博士 名で、総取得者は 名となった。これは研８ ２ ２６４

究職の ％に該当する。５８

取得者数（平１６年度現在）

農学博士 ２２２（８）

理学博士 ２６（２）

学術博士 ６

地球環境学博士 ３

工学博士 ３

その他 ４＊ ＊内訳は、環境科学博士、

合計 ２６４（１０） 人間環境学博士、医学博士、哲学博士

各１名。

学位取得者の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

５ １３ ４ １０学位取得者数

（参考：年報 Ⅲ資料 ７－１－２，７－１－３ ）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

博士号取得への働きかけや指導等により、新規の学位取得者数が増加したこと等から達成と評

価した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 １ 業務の効率化

指 標 ⑤ 研究者一人当たりの主要学会誌等掲載論文数は 報を上回るよう努める０．８

年度計画：

国内及び外国の学会誌並びに森林総合研究所研究報告等への論文投稿を促し、研究者一人当たり

の主要学会誌等掲載論文数は 報を上回るよう努める。０．８

実施結果：

１．０７ ４８９ ４５５研究者一人当たりの実績値は 報（査読審査を行っている原著論文 報、研究職員数

人）となり、平成 年度 報、平成 年度 報と改善傾向を定着することができた。１４ ０．８３ １５ ０．９１

研究職員業績評価システムの定着化に伴い研究業績の部において、原著論文として報告するこ

とを高く評価している効果が定着した結果と推察できる。

Journal of Forest Research Journal of Wood Science Applied Entomology主な学会誌等は、 、 、

、 、 、 、and Zoology Ecological Research Plant and Cell Physiology Biochimica et Biophysica Acta
、 、 等である。Holzforschung Mycologia Tree Physiology

英文投稿数は 報で、平成 年度 報、平成 年度 報と推移しているが、常時 ％を２１９ １４ １７４ １５ ２２２ ５０

上回るよう今後とも努力が必要である。

、 「 」 、今後は 次期中期計画策定に向けて なるべく多くの研究者に成果を知らせる という観点で

サーキュレーションの高い雑誌への投稿を促す取り組みが必要である。

論文報告数の推移

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

３５９ ３８４ ４１９ ４８９論文報告数

０．７７ ０．８３ ０．９１ １．０７研究員一人当たり

（参考：年報 Ⅲ資料 １０－１ ）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト ２

評価結果の理由：

、 、 、原著論文数が年度ごとに増加傾向にあり 特に本年度について 報を超える状況となる等１．０

研究職員の意識は高まっており、中期計画達成の目処ができたので、年度計画を達成したと評価

した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 １ 業務の効率化

指 標 ⑥ 運営費交付金にかかる事業費及び一般管理費を少なくとも前年度比 ％の節減を行う１

年度計画：

運営費交付金にかかる業務費、一般管理費について、前年度比 ％の経費節減を実施する。１

実施結果：

業務費及び一般管理費について、前年度比 ％の削減を達成するため、業務の優先度に基づく１

執行を図る観点から、執行予算の管理体制を 年度に引き続き強化した。１５

特に、一般管理費については、新たに、前年度中に関係課間で予算の執行計画について十分な

１．６調整を行い、資金の計画的・効率的運用に努めた結果、業務費・一般管理費全体で前年度比

％の節減ができた。

運営費交付金、及びそれに係る業務費と一般管理費の決算額（単位：千円）

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度(対前年度比)

運営費交付金 （ ％）8,876,336 8,885,802 8,507,575 8,867,209 104.2

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度(対前年度比)

業 務 費 （ ％）1,331,487 1,339,312 1,316,327 1,316,599 100
一般管理費 （ ％）1,096,159 1,066,534 1,047,701 1,009,245 96.3

合 計 （ ％）2,427,646 2,405,846 2,364,028 2,325,844 98.4

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

99.0% 98.3% 98.4%対前年度比推移 －

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

業務費及び一般管理費について、引き続き予算管理体制を強化し、資金の効率的運用を図るこ

とができた。

経費の節減については、優先度に着目した予算配分、予算執行状況の把握による機動的な執行

等を通じて、運営費交付金にかかる業務費及び一般管理費を前年度比 ％節減できたので、１．６

達成したと評価した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 １ 業務の効率化

第１－１

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 業務運営等を自己評価することにより計画的に業務の ◎ １００ １

改善と効率化を進める

② 研究評議会を開催しその結果を運営に反映させる ◎ １００ １

③ 資質の向上と能力の啓発を促進する ◎ １００ １

④ 若手研究者の国内留学や海外派遣を積極的に支援し、 ◎ １００ １

また、博士号取得を促進する

⑤ 研究者一人当たりの主要学会誌等掲載論文数は０．８ ◎ １００ ２

報を上回るよう努める

⑥ 運営費交付金にかかる事業費及び一般管理費を少なく ◎ １００ １

とも前年度比１％の節減を行う

（指標数： ６ 、ウェイトの合計③：７ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ７００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ ７

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ２ 競争的研究環境の整備

指 標 ① 競争的資金の獲得のためのプロジェクト企画の効率化に努め、多様な外部資金の制度

に積極的に応募する

年度計画：

行政・産業界との連携、学会等を通じて情報収集を行い、行政、産業界、地域のニーズや研究

動向を積極的に把握し、結果を研究戦略会議等における提案・応募課題の検討に活用することに

より、プロジェクトの企画立案能力の向上を図る。

実施結果：

研究管理官を中心とする研究戦略会議を 回開催し、研究プロジェクトの企画・立案の作業を４１

迅速かつ効率的に行った。

また、関連学会や各種講演会において積極的にプロジェクトの研究成果を発表することに努め

１６ ５るとともに、情報収集を行った。その結果、平成 年度中の応募による外部資金の獲得では、

（ ） 、 （ ）種類の資金制度に合計で 件 平成 年度中 件 の応募を行い 件 平成 年度 件１４４ １５ １００ ３５ １５ ２０

の採択を得た。

応募先 応募件数 採択件数

文部科学省 科学研究費補助金 １２１ ２２*
〃 科学技術振興調整費 ２ －

環境省 地球環境研究総合推進費 ５ ３

〃 地球環境保全等試験研究費 ５ ５

農林水産省 先端技術を活用した農林水産研究高度化事業 １１ ５

合 計 １４４件 ３５件

：科学研究費補助金ではこのほか 件の分担課題の応募があった。* ４０

競争的研究資金への応募を所員へ促すため、昨年度に引き続き、募集に関する情報を電子メール

等で迅速に流すとともに、常時、所内向け情報サーバの研究戦略情報に最新の競争的研究資金に関

する情報を掲載した。その結果、応募件数および採択件数が大幅に増加し、採択率も 年度の ％１５ ２０

から に上昇した。２４.３％

若手研究職員には、特に記入要領の講習会を開催して応募書類の記載技術の向上を図った結果、

若手の科学研究費補助金への応募数が大幅に増加し、採択率も維持できた。

競争的資金への応募状況、資金獲得状況、若手研究者の応募状況の推移を参考資料２に示した。

（参考：年報 Ⅲ資料 ４－３，４－７）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

研究戦略会議の機動的運営と募集情報の適切な提供等、組織をあげた取り組みとともに、若手

研究者を中心とした科研費への応募指導により、幅広い分野で多様な資金制度にプロジェクト応

募ができ、採択率も上げられたことから、想定以上の達成ができたと評価した。

独立行政法人森林総合研究所
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参考資料２

外部資金獲得への応募状況の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

７０ １０３ １００ １４４応募件数総数

１８ ２０ ２０ ３５採択数

(25.7) (19.4) (20.0) (24.3)（採択率％）

若手研究者の科学研究費補助金への応募状況推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

１７ ２２ ２９ ５４応募件数

５ ６ ７ １３採択数

(29.4) (27.3) (24.1) (24.1)（採択率％）

競争的資金獲得状況の推移

平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度項目 年度

金額 金額 金額 金額省庁名 担当機関 制度名 件 件 件 件

数 （千円） 数 （千円） 数 （千円） 数 （千円）

文部科 本省 科学技術振 5 118,272 4 84,277 2 30,266 3 9,543

学省 興調整費

本省 科学研究費 - 13 48,000 25 67,360 37 108,360－

日本学術 補助金

振興会

農林水 本省 先端技術を 0 0 3 108,390 5 123,225 10 211,316

産省 活用した農

林水産研究

高度化事業

新技術・新 0 0 0 0 2 55,000 2 33,000農業・生物

分野創出の系特定産業

ための基礎技術研究機

研究推進事構

業

環境省 本省 地球環境研 14 224,866 13 309,346 8 252,293 8 234,629

究総合推進

費

本省 環境技術開 1 18,028 1 26,047 1 7,894 0 0

発等推進費

計 20 361,166 34 576,060 43 536,038 60 596,848

独立行政法人森林総合研究所



- 12 -

評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ２ 競争的研究環境の整備

指 標 ② 研究課題の評価に基づき研究資源の傾斜配分を行う

年度計画：

研究課題の推進に当たって、実行課題を単位にプロジェクト形式で進行管理するとともに、外

部評価者を入れるなど研究課題評価システムの定着と改善を更に進め、効果的な推進のため、事

前・中間・事後の評価結果を予算に反映させることにより、研究資源の傾斜配分を行う。

実施結果：

研究費の配分については、実行課題の評価結果を踏まえ、以下のとおり、予算の重点配布を実

施した。

１）一般研究費の研究課題への配分に際し、実行課題毎に、研究分野評価会議の評価結果、前年

度の主要研究成果及び広報活動への貢献、必要経費の査定、人的勢力投入量等による予算査

定方針に従って、分野別研究推進会議を経て申請された予算要求を精査し、研究戦略会議に

おいて予算の傾斜配分を行った。

１６ ７ ２５２）運営費交付金プロジェクトについては、平成 年度に新規に開始した 課題及び継続中の

課題ともに外部評価委員の評価結果を受けて、研究戦略会議において重点的な予算配分を平

成 年度予算に反映させた。また、台風被害および地震災害等に対応した運営費交付金によ１６

る４課題の研究プロジェクトを立ち上げ、緊急課題に対応した。

３）競争的資金のうち、研究費の ％以上の額が間接経費として配賦される研究プロジェクト課３０

題については、課題担当者にインセンティブを与えるために間接経費の ％を研究予算とし３０

て配分する制度を維持した。平成 年度配分総額は 万円（平 年度 万円 。１６ ９０７．６ １５ ９８０ ）

４）研究用機械の整備により研究の一層の発展と効率化を図るため、分野別研究推進会議を経て

申請された研究用機械整備要求について、申請理由等を精査して配分を行った。

（参考：年報 Ⅲ資料 １５－１ ）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

研究課題評価の改善を進めるとともに、引き続き外部評価等に基づく研究資源の傾斜配分を行

ったこと、競争的資金獲得へのインセンティブを付与する予算配布など効果的な配分を実施しこ

とから達成と評価した。

この中で、競争的資金の獲得者へのインセンティブ付与の効果が出てきた点を高く評価した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ２ 競争的研究環境の整備

第１－２

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 競争的資金の獲得のためのプロジェクト企画の効率化 ◎ １００ １

に努め、多様な外部資金の制度に積極的に応募する

② 研究課題の評価に基づき研究資源の傾斜配分を行う ◎ １００ １

（指標数：２ 、ウェイトの合計③：２ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ２００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ ２

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ＋

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ３ 施設、機械の効率的活用

指 標 ① 施設、機械の効率的活用を図る

年度計画：

研究所内の共同利用とともに外部との共同研究等を推進し、既存施設・設備の計画的更新と改

修により、効率的活用を図る。

実施結果：

施設、 台の機械を共同利用研究施設・機械運営規則に基づき管理し、研究職員のほか、所３ １４

外からの研修員や共同研究者などによる共同利用を進めた。

各組織が管理する研究用機械や別棟施設については、現有機器等について適切に保守・管理を

行い良好な状態で職員間の共同利用を図るため、新規機械整備費の予算枠の一部を機械の修理費

に移し替えすることにより、既存機械の効率的運用を図った。新たに購入した機器についても、

共同利用の促進やスペースの有効利用の観点から、整備に努めた。

業務運営評価システムにおいても、施設・設備の整備及び管理の項目において、具体的目標設

定を行って、効率的な活用を図るようにトップダウンによる指導を行った。

資料室の電動書架の改修については、前年度に引き続き行い、老朽化して稼働状態が悪くなっ

た電動書架の改修と収蔵棚の見直し（ 版から 版へ）及び、配置方法の改善等により収納量Ｂ５ Ａ４

の拡充（約 割増）を実現した。３

また、施設・設備の効率的活用を図るため、所内に設けた施設整備運営委員会を活用しつつ、

、 、 、 。現状を把握し 優先度を決定して 施設・設備の更新・改修等を実施し 計画的な整備に努めた

なお、別棟施設や高額機器の共同利用については、長期的な観点から、その対象範囲を広げ、

現有設備の廃棄を含む老朽化対策とスペースの有効利用を図るべく、一部施設改修等を進めてい

る。

（参考：年報 Ⅲ資料 ３－２ ）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

共同利用施設・機械の利用は、順調に行われている。また、老朽化した施設・設備の改修につ

いて、緊急度の高いものから、計画的に実行したことにより、達成と評価した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ３ 施設、機械の効率的活用

第１－３

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 施設、機械の効率的活用を図る ◎ １００ １

（指標数： １ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ １

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：１００

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ４ 研究の連携・協力

指 標 ① 共同研究のほか受託研究、委託研究など他機関との連携・協力を進める

年度計画：

共同研究のほか受託研究、委託研究など他機関との連携・協力を進める。

実施結果：

６８ １５ ６９研究機関との連携・協力については 民間 大学 試験研究機関等との間で 件 平 年度、 、 、 （

件）の共同研究を行った。また、受託研究は 件（平 年度 件 、大学等が行う科学研究費補助９ １５ １０ ）

金による研究の分担者としては 件（平 年度 件）の受託・共同研究を進めるとともに、大３６ １５ ３６

学、公立・民間試験研究機関に 件（平 年度 件）の研究委託を行い、研究の効率的実施２３０ １５ １９６

を図った。

メーカーとの共同研究では、木材不燃材料の開発、天敵昆虫の生物農薬としての利用研究、ブ

レーキ付刈払機の開発、集材機別の生産コストプログラムの開発等、実用化を目指した共同研究

を行った。

他機関との研究分担の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

共同研究 ３８ ４５ ６９ ６８

受託研究 － － １０ ９

分担研究 ３０ ２８ ３６ ３６

研究委託 ６１ １０８ １９６ ２３０

（参考：年報 Ⅲ資料 ４－１－１、４－２、４－３、４－４、４－５、４－７、７－２－２）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

他機関との連携・協力については、特許出願、商品化可能な新材料の開発、実用化に結びつく

、 、 。研究がなされる等成果を上げ 研究委託を大幅に増加するなど強化したことで 達成と評価した

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ４ 研究の連携・協力

指 標 ② 国有林野事業と連携する

年度計画：

「国有林野の管理経営に関する基本計画」等に基づき、国有林野と連携する。

実施結果：

国有林内に設定している固定試験地（ 箇所、 ）についての調査研究活動を取りまと９３ １，０１１ha

めて国有林の各組織に報告した。国有林の技術開発課題（ 課題）に参画し共同して調査研究を２１

行った。その成果として、 件（木製擁壁）を特許出願中である。１

関東森林管理局・日本自然保護協会・地元 が協働して自然再生を行う プロジェクＮＰＯ ＡＫＡＹＡ

トの企画運営委員会に参加した。

廃止された旧分局（旭川、青森、東京、名古屋等）から研究上有用な所蔵資料を譲り受け、資

料の散逸を防ぐなど資料の保存管理に協力した。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

国有林を活用した調査研究活動の情報提供、技術開発業務への支援等、引き続き連携への実績

をあげたことから達成と評価した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ４ 研究の連携・協力

指 標 ③ 会議の開催など地域の研究機関との連携・協力の改善を図る

年度計画：

公立試験研究機関との連携を図るため、会議等を開催又は会議等に参加し、併せて地域に根ざ

した研究課題に取り組む。特に、公立試験研究機関等との会議については、研究を取り巻く状況

の変化を踏まえ有意義な連携、協力が図れるよう会議の内容、協議会の在り方等の改善に取り組

む。また、前年に引き続き公立林試の成果選集を刊行する。

支所からの要請に応じた本所研究者の会議等への派遣については計画的に実施する。

実施結果：

林業試験研究開発推進ブロック会議や林業試験研究機関連絡協議会等を開催し、地域の行政ニ

ーズの把握やその対応の検討、農林水産研究高度化事業に係る地方研究領域候補の選定及び共同

研究の検討、研究情報の交換等を行い公立林業試験研究機関との連携を図った。

また、関東・中部林業試験研究機関連絡協議会の専門部会の改革を行い、具体的な研究課題に

取り組む新たな研究会を発足させ、社会情勢の変化に機動的に対応できる自発的活動体制を整え

た。

九州支所においては、九州地区林業試験研究機関連絡協議会の所長会議のあり方を見直すとと

もに分科会を充実させ、競争的研究資金獲得に向けた体制を整えた。

支所からの要請に応じて本所の専門分野の研究職員を各種会議等へ計画的に派遣した。

都道府県林業関係試験研究機関の主要な成果を公立林業試験研究機関研究成果選集（NO.2）と

して刊行した。

なお、近年、公立試験研究機関の再編縮小が急速に進んでおり、適確に情報を収集し国民に対

するサービスの低下を来さぬよう体制のさらなる立て直しを図る必要がある。

（参考：年報 Ⅲ資料 １５－１ ）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

計画どおり会議を開催し、公立試験研究機関をとりまく情勢が補助金政策から競争的資金に変

わる現状を踏まえ、共同研究への取り組み、会議の持ち方の改善への取り組みを中心となって行

った実績等を評価し、達成とした。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）
大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ４ 研究の連携・協力

指 標 ④ 海外の大学、国際研究機関等との連携・協力を積極的に進める

年度計画：

海外の大学、国際研究機関等との連携・協力を進める。

実施結果：

海外の大学や国際研究機関等と連携・協力し、平成 年度中に、合計 件（平 年度 件）１６ ７１ １５ ７１

の共同研究やプロジェクト研究を実施し、合計 名（平 年度 名）の研究者を受け入れた。５２ １５ ４０

対象国は中華人民共和国、カンボジア、タイ、マレーシア、アメリカ等である。

その内訳は、国際共同研究覚書（ ）等による共同研究 件（平 年度 件 、ＭＯＵ ９ １５ ７ ）

科学技術協力協定等に基づく二国間共同研究 件（平 年度 件 、国際林業研究４５ １５ ４１ ）

センター（ ） 件、外部資金プロジェクト 件である。ＣＩＦＯＲ １ １６

４０ １５ ３１ ６ １５招へい研究員 名（平 年度 名 、日本学術振興会フェローシップ 名（平）

年度 名 、その他森林総研の受入規則で 名を受け入れた。５ ６）

成果の一例として、 年に開始した における「荒廃熱帯森林生態系の１９９５ ＣＩＦＯＲ

修復」プロジェクトが今年度終了し、森林修復に関するデータベースの構築等の成果

を得た。

○ 共同研究、プロジェクト研究の種別・相手機関と実施件数

種別・相手機関 実施件数

１.国際共同研究覚書（ＭＯＵ等）による共同研究 ９ （ ７）

２.国際共同研究プロジェクト

１）国際研究機関（国際林業研究センター( )） １ （ １）CIFOR
２）国際協力機構（ＪＩＣＡ） ０ （ ３）

３）環境省、文部科学省等外部資金プロジェクト １６ （１９）

４）科学技術協力協定等に基づく二国間共同研究 ４５ （４１）

７１ （７１）

○ 受入研究者の種別と受入人数

種別 受入人数

１.森林総研受入規則に基づく受入外国人研究者 ６ （ ４）

２.招へい研究員 ４０ （３１）

３.日本学術振興会フェローシップ等 ６ （ ５）

５２ （４０）

共同研究等及び招へい研究員数推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

共同・プロジェクト ６６ ６９ ７１ ７１

件 数

受入総人数 ４６ ５８ ４０ ５２

（参考： 年報」Ⅲ資料 ４－１－２、９－４）「

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

前年度を大幅に上回る人数の海外の研究者を積極的に招へいし、受け入れたことに

より達成と評価した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ４ 研究の連携・協力

第１－４

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 共同研究のほか受託研究、委託研究など他機関との連 ◎ １００ １

携、協力を進める

② 国有林野事業と連携する ◎ １００ １

③ 会議の開催など地域の研究機関との連携・協力の改善 ◎ １００ １

を図る

④ 海外の大学、国際研究機関等との連携・協力を積極的 ◎ １００ １

に進める

（指標数：４ 、ウェイトの合計③：４ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ４００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ ４

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：１００

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ５ 研究支援業務の効率化及び強化

指 標 ① 海外派遣の支援体制を強化するとともに、海外出張の際の健康・安全対策を強化する

年度計画：

職員の海外出張の際の、健康・安全対策を強化する。

実施結果：

海外出張時の健康・安全対策の強化を図るために、以下の事項を実施するとともに、海外出張

者には出発前に情報を徹底した。

１）海外出張時の健康・安全対策に資するため 「海外安全・感染症情報の所内用ホームページ」、

の改訂を行ない、活用をすすめた。

、 、 “ ”流行病発生時等には 別途 当該国・地域への各出張予定者に対して 安全・健康注意喚起

を行った。

２）海外出張中の宿泊先、訪問先等に関する様式を一部改訂し、緊急時の連絡先を的確に把握で

きるように改め、活用をすすめた。

この成果として、スマトラ沖大地震及びインド洋津波発生時において、出張者の安全確認を

速やかに実施することができた。

３）海外危機管理セミナーに参加し “海外緊急時対応アシスタンス／セキュリテイプログラム”、

等に関する情報を収集した。

４）海外での緊急時対応のため、国際携帯電話についての情報を収集し、国際衛星携帯電話の試

用を行った。

1評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト

評価結果の理由：

海外出張者の健康・安全対策を、ホームページ活用と個別の注意喚起とを併せて進め、緊急時

。対応のための各種情報収集等を行ったことから達成と評価した

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ５ 研究支援業務の効率化及び強化

指 標 ② 図書資料の収集、整備を図る

年度計画：

図書・資料の収集と整備を行い、図書管理及び提供の充実強化を図る。

実施結果：

図書資料管理システム（ ）では、所蔵データ 件（農林水産技術会議事務局研究ＡＬＩＳ １０２，５８０

情報センターへの依頼入力 件を含む）の入力を行った。４，０７０

平成 年度は 件（そのうち研究情報センターへの依頼入力 件）１３ ４４，０３２ ３，２９５

平成 年度は 件（ 同上 件）１４ ６２，１７２ ９，９６４

平成 年度は 件（ 同上 件）１５ ６６，２２０ ３，３２０

また、林業・林産関係国内文献データベース（ ）への文献データ 件のＦＯＬＩＳ ７，５０１

入力（平 年度 件、平 年度 件、平 年度 件）を実施した。１３ ４，９５３ １４ ７，０１４ １５ ６，９９２

図書資料管理システム（ ）への年度入力数の推移ＡＬＩＳ

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

ＡＬＩＳへの入力総数（件） ４４，０３２ ６２，１７２ ６６，２２０ １０２，５８０

ＦＯＬＩＳへの入力総数（件） ４，９５３ ７，０１４ ６，９９２ ７，５０１

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

前年度に比して計画以上の実績をあげたことから達成と評価した。
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ５ 研究支援業務の効率化及び強化

指 標 ③ 国立情報学研究所の 文献複写等料金相殺サービスにより、支払い業務の軽減ＩＬＬ

を図る

年度計画：

国立情報学研究所の 文献複写等料金相殺サービスに加入し、支払い業務の軽減を図る。ＩＬＬ

実施結果：

平成 年 月から国立情報学研究所の 文献複写等料金相殺サービスに加入したことにより、１６ ４ ＩＬＬ

従来、依頼・受付毎に行っていた料金の請求や支払いの処理が四半期に一度になる等回数が減少

した。また、料金の相殺により請求書の作成が不要になり、事務処理が合理化された。

８８５ ５３ １３ ８５６ １４ ７９３ １５ １，１２２文献複写依頼件数 件 対象機関数 機関 平 年度 件 平 年度 件 平 年度、 （ 、 、

件）

受付件数上位機関 件数 金 額 依頼先上位機関 件数 金 額

理化学研究所 88 39,470 東京大学 90 42,550

広島大学 29 5,940 東京工業大学 73 24,055

京都大学 17 10,570 京都大学 65 24,065

三重大学 16 4,690 東北大学 54 18,250

東京農業大学 14 6,130 鹿児島大学 42 15,330

東京大学 13 4,620 茨城大学 39 15,885

玉川大学 12 2,940 大阪大学 38 10,570

鳥取大学 11 3,620 北海道大学 35 17,650

鹿児島工業高等専門学校 10 1,040 千葉大学 33 12,740

北海道大学 9 2,640 九州大学 28 16,290

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

新たなサービスへの加入に伴い、事務処理量の削減につながったことから達成と評価した。
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ５ 研究支援業務の効率化及び強化

指 標 ④ 実験林室が保有する樹木園、種子等の情報提供を積極的に行う

年度計画：

、 、 。 、研究職員に対し 実験林室が保有する樹木園 種子等の情報提供を積極的に行う 具体的には

種子目録等を電子データ化して、サイボーズ、ホームページ等でリアルタイムの情報にアクセス

できる体制を整える。

実施結果：

所内用グループウェアであるサイボーズ上に貯蔵種子目録（種子の種類別の採取年月日、採取

地、量、発芽率を明示。新規入荷ごとに更新）及び樹木園の樹木目録（毎木の樹木名、採取地、

胸高直径、樹高、植栽位置を明示）を掲載し、研究職員各自が簡便に任意の時間に閲覧できるよ

う整備して情報の共有化を進めた。

そのほか北海道支所において実験林における除伐、間伐作業をボランテイア団体の協力で実施

するなどして、北海道支所実験林の一般開放を進め、地域との連携を強化した。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

計画どおりの実績をあげたことから、達成と評価した。
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ５ 研究支援業務の効率化及び強化

指 標 ⑤ 支所における連絡調整業務を改善する

年度計画：

研究強化を図るため、支所の連絡調整室長を順次、研究職から一般職へ切り替える。

実施結果：

全支所において、連絡調整室長の研究職から一般職への切り替えを終了し、研究調整官と地域

研究官との役割分担を明確化して支所における研究支援業務が円滑に遂行できるよう措置した。

また、研究調整官等会議を通じて本・支所間および支所間での調整を図るとともに、研究支援

体制の強化と研究活動の効率化に努めた。

支所においては、一般公開、育樹祭等の支所行事を全職員の協力のもとに実施したほか、非常

時の協力体制を構築・維持することで実験林の台風被害などの突発的対応業務についても円滑に

対処した。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

支所における連絡調整室長の交替を計画どおり実施するとともに、併せて連絡調整業務の効率

化を図るなどの実績をあげたことから、達成と評価した。
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ５ 研究支援業務の効率化及び強化

指 標 ⑥ 多摩森林科学園を環境教育林としてさらに整備を進め、その活用を図る

年度計画：

、 、 。多摩森林科学園では 園内を環境教育林として利用すべく更に整備を実施し その活用を図る

実施結果：

環境教育林運営委員会において、多摩森林科学園における環境教育素材の研究を基に、環境教

育林として提示すべき テーマを選定して「環境教育のしおり」を刊行し、それに合わせて試験９

林内に展示用の試料等の整備を行った。この「パンフレット」を科学園の一般見学者に配布して

試験林の案内を行った。さらに、 テーマを追加して「環境教育林のしおり（第 刷 」の充実を２０ ２ ）

図る作業を進めた。

（参考：年報 Ⅲ資料 １３ ）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

しおりの刊行など科学園の環境教育林整備が一段と進んだこと等、計画に沿って活用が図られ

たので、達成と評価した。
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評価シ－ト（指標）
大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ５ 研究支援業務の効率化及び強化

指 標 ⑦ 高度な専門知識が必要な業務の職員の資質向上、配置を図るため、必要な免許・資格

者数を維持する

年度計画：

高度な専門的知識を必要とする業務に資するため、研修受講、資格取得等を促進することによ

り職員の資質の向上を図る。

実施結果：

、 。 、研究支援業務の遂行に必要な免許・資格を取得させるとともに 講習会等に参加させた また

研究業務の遂行のため法律上必要な資格を取得させ、職員の資質の向上を図った。

業務に必要な免許・資格者数の推移 （注：延べ人員）

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

２９１ ３６０ ４０９ ５０５免許・資格者数(人)

（主な資格 衛生管理者免許、危険物取扱者免許、圧力容器取扱作業主任資格、

甲種防火管理者資格）

平成１６年度における講習会等参加者数

普通第１種圧力容器取扱作業主任者技能講習 ２名

ボイラー取扱業務技能講習 ４名

小型移動式クレーン運転特別教育 ３名

伐木等業務従事者特別教育 ７名

刈払機作業安全衛生教育 ３名

甲種防火管理者講習 ４名

安全運転管理者講習 １名

ボイラー取扱業務従事者安全衛生教育 １名

特別管理産業廃棄物管理責任者講習 ８名

危険物取扱者保安講習 ３名

有機溶剤作業主任者技能講習 １名

フォークリフト運転技能講習 ２名

高所作業車技能講習 ２名

不整地運搬車運転技能講習 ７名

車両系建設機械運転技能講習 ３名

建築物環境衛生管理技術者講習 １名

製造保安責任者講習（第三種冷凍機械） ３名

合計５５名

（参考：年報 Ⅲ資料 ７－１－１ ）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

業務に必要な免許・資格の取得については、受講者の掘り起こしを行うとともに、担当者を積

極的に講習会等へ参加させることで、免許及び資格を有する者の増加を実現できたことか

ら達成と評価した。
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ５ 研究支援業務の効率化及び強化

第１－５

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 海外派遣の支援体制を強化するとともに、海外出張の ◎ １００ １

際の健康・安全対策を強化する

② 図書資料の収集、整備を図る ◎ １００ １

③ 国立情報学研究所の 文献複写等料金相殺サービス ◎ １００ １ILL
により、支払い業務の軽減を図る

④ 実験林室が保有する樹木園、種子等の情報提供を積極 ◎ １００ １

的に行う

⑤ 支所における連絡調整業務を改善する ◎ １００ １

⑥ 多摩森林科学園を環境教育林としてさらに整備を進 ◎ １００ １

め、その活用を図る

⑦ 高度な専門知識が必要な業務の職員の資質向上、配置 ◎ １００ １

を図るため、必要な免許・資格者数を維持する

（指標数： ７ 、ウェイトの合計③：７ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ７００（ ）
＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ ７

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ６ 事務の効率的処理

指 標 ① 文書情報の統合管理と共有化による効率的な利用を図る

年度計画：

文書情報を統合的に管理、共有化し、効率的な利用を図る。

実施結果：

文書事務の軽減・簡素化を図るため、所内用グループウェア上に文書の登録及び検索ができる

システムを構築し、平成 年以降に完結した文書 件の登録を行った。１５ １，２５０

文書管理システムを運用することにより、文書情報を共有化し各パソコンから容易に検索・閲

覧することを可能とするとともに、文書保存期間の短縮、支所等における文書管理の簡素化を推

進するなど、文書事務の効率化に務めた。

また、システムの導入により、保有する過去の文書についても、より効率的な利用が可能とな

る環境を整備した。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

文書事務の効率化については、文書管理システムの運用を開始したことにより、文書管理の簡

素化を実現したことから、達成と評価した。

独立行政法人森林総合研究所



- 30 -

評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ６ 事務の効率的処理

指 標 ② 経理事務の効率化に努める

年度計画：

経理事務の効率化に努める。

実施結果：

会計システムについて、経理事務の効率化を図る観点から、新たに、研究室から直接、物品の

購入依頼や経費整理等が行えるか、試行を 支所で実施し、会計システムの効率的運用に取り組１

み、実施できる可能性が高いことを確認した。

また、経理事務に関する職員の資質の向上を図るため、本所・支所の経理事務担当者を中心と

した研修会を実施した。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

経理事務の効率化については、研究室からの直接入力を試行し、今後の改善の目処をつけたこ

とから、達成と評価した。
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ６ 事務の効率的処理

指 標 ③ 設備、高額機器のメンテナンスや放射線施設管理について、

引き続きアウトソーシングを行う

年度計画：

設備等のメンテナンスについて、可能なものは引き続きアウトソーシングを行う。

実施結果：

設備等のメンテナンスについて、 件（平成 年度 件 、 千円２８ １５ ２８ １８１，３２０）

（平成 年度 千円）の委託業務を行った。１５ １８２，４３７

なお、発注に当たっては、業務内容について点検し、経費の節減につながるよう効率化を図っ

た。

また、新たに、構内の環境整備、樹木の廃棄物処理について、 件、 千円で２ ４，６８７

全面的に外部委託を行った。

設備機器等の点検・保守業務（ 件）〇 １４

電気設備及び機械設備等、特殊空調機、環境調節装置、構内交換設備、エレベータ等、実

験廃水処理施設、クレーン、中央監視制御装置、放送設備、自動火災報知設備、室内空気環

境測定、純水装置、自動扉、シャッター 千円１６０，２７４

高額機器の整備・点検業務（１３件）〇

発光分光分析装置、水利用効率測定装置、 シーケンサー（ 台 、キャピラリーＩＣＰ ＤＮＡ ２ ）

電気泳動装置、走査型プローブ顕微鏡、走査電子顕微鏡、高分解能質量分析装置、Ｘ線解析

装置、核磁気共鳴装置、個葉用光合成蒸散測定ユニット、ダイオキシン測定機

千円１８，１０６

放射線施設の管理業務（ 件）〇 １

実験棟一部管理 千円ＲＩ ２，９４０

アウトソーシング実施状況の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

206,000 188,755 182,437 181,320業務委託費(千円)

業務委託（件数） ３０ ３０ ２８ ２８

（参考：年報 Ⅲ資料 ３－３）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

メンテナスについては、引き続きアウトソーシングを実施することにより業務の効率化を図っ

たことで、達成と評価した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ６ 事務の効率的処理

指 標 ④ 国等からの受託契約、再委託等の契約事務について処理期間の短縮を図る

年度計画：

国等からの受託契約、再委託等の契約事務について処理期間の短縮を図る。

実施結果：

国等からの「 」行為(契約前の文書交換）をなくし、事務処理期間を短縮した。受託契約誘引

、一方 国立大学が独立法人化されたことにともない、 受託・委託の契約事務に変更があった結果

これは、各大学が科学研究費補助金の契契約事務量の増加を生じ、契約に遅れが生じている。

大学の状況約事務を優先したことと、契約が相手方との個別対応になることによるものであり、

を見ながら今後改善方向を探る。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

契約全体の計画からみれば達成といえる。国立大学との契約事務が滞る新たな事態に対して、

大学の事務部門との協議を進め、今後対応策を検討する必要がある。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ６ 事務の効率的処理

指 標 ⑤ 事務改善委員会を開催し、事務の効率化に取り組む

年度計画：

事務改善委員会を開催し、事務の効率化に取り組む

実施結果：

事務改善委員会を活用し、改善すべき事項を示して、広く職員から事務改善等に関する提案を

求め、事務の効率化を推進した。

・事務改善事項として採用し、改善に取り組んだ件数 件５

・事務改善事項として採用したが、継続検討となった件数 件３

・事務改善事項として不採択となった件数 件４

また、前年度から継続検討となっていた 件の事項についても、 件を採用し、改善に取り組１５ ５

み効果をあげた。

改善に取り組んだ 件は、定期報告の見直しとメール化、諸規程の見直し、代決権限の拡大、１０

事務外部委託化等であり、事務文書の削減、業務の軽減等の改善が図られた。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

事務改善委員会の運営を工夫し、トップダウン方式の導入、事務改善への取り組みの意識の助

長を図り、職員からの提案等により具体的な事務改善の採用等を行うことができ、達成と評価し

た。

独立行政法人森林総合研究所



- 34 -

評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

中項目 ６ 事務の効率的処理

第１－６

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 文書情報の統合管理と共有化による効率的な利用を図 ◎ １００ １

る

② 経理事務の効率化に努める ◎ １００ １

③ 設備、高額機器のメンテナンスや放射線施設管理につ ◎ １００ １

いて、引き続きアウトソーシングを行う

④ 国等からの受託契約、再委託等の契約事務について処 ◎ １００ １

理期間の短縮を図る

⑤ 事務改善委員会を開催し、事務の効率化に取り組む ◎ １００ １

（指標数： ５ 、ウェイトの合計③：５ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ５００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ ５

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合

独立行政法人森林総合研究所
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評価シート（指標）
実行課題番号：アア１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：森林動物・微生物の多様性評価とモニタリング手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

森林生物の種多様性を評価するための効率的なモニタリング法と、遺伝的多様性を知るための
、 。遺伝マーカーを開発し 持続的森林管理のための多様性調査や森林の健全性評価などに利用する

また出版物や を通して、国民に対する生物多様性の普及・広報活動などに利用する。Ｗｅｂ

２．年度計画
） 、 。１ 改良された森林昆虫や哺乳類のモニタリング手法について その有効性と実用性の評価を行う

２）昆虫病原菌などのモニタリング法の開発を継続する。
３）木材腐朽菌、社会性昆虫、小型哺乳類の遺伝的多様性を評価するためのマーカーを開発する。

年度計画目標値： ％２４

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）改良された甲虫用羽化トラップでは、回収頻度を従来よりはるかに少なくできること、また多

様性評価の指数として種数多様度Ｈ’や均衡度Ｊ’を用いればサンプル数を減らして省力化で
きることがわかった。借孔性ハチ類の営巣トラップ法やアリのモニンタリング法の実用化が進
み、またコウモリなど小型獣類の非捕獲調査法や、鳴音による昆虫の同定法の有効性を明らか
にした。

２）森林土壌から選択培地や寄主を用いて昆虫病原菌を釣り上げる方法を用いることにより、国内
Beauveria bassiana B.brongniartii Metarhizium anisopliae Paecilomyces lilaci-５３ 、 、 、林分の土壌から

などが分離され、モニタリング法としての有効性を明らかにした。nus
３）絶滅危惧種ヤチヒロヒダタケについて 法を用いた遺伝的変異を解析し、国内集団が遺伝RAPD

的に均質であることを明らかにした。エゾヤチネズミの 種のＹ染色体 に関して、増幅２ ＤＮＡ
パターンの組み合わせから 種類のＹ染色体のタイプ（ハプロタイプ）が検出された。クロ１２
ヤマアリのCytb、ITS-2、およびオプシン領域について種内多型の存在が確認された。

： ％（前年度までの達成度： ）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ５６％
昆虫と動物の主要グループについてトラップ等による調査手法の開発が順調に進捗し、他の多

様性評価の課題や林野庁の環境調査手法等への応用がなされた。微生物や小動物、昆虫の種内多
様性を評価するための遺伝マーカも中期開発が進んでいる。 分類群の森林動物・微生物の多様５
性評価手法及びモニタリング手法の開発に取り組むという中期目標は予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

開発された森林昆虫や哺乳類のモニタリング手法が生物多様性調査にとって有効で、実用面で
、 、 、 、有望であること 昆虫病原菌のモニタリング法が開発されたこと また木材腐朽菌 社会性昆虫

および小型哺乳類の遺伝マーカが開発され遺伝的多様性の評価ができたことにより年度計画は達
成された。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳（人） （３） （１） （０） （０） 修正：０無修正：４
意見等
１．目的に合わせたモニタリング法を整理する必要性を感じた。生態系の属性と種々の多様性式と

の適用関係についての整理を期待する。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シート（指標）
実行課題番号：アア１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：森林群落の多様性評価のためのモニタリング手法の開発と森林動態）

データベースの確立
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

モニタリング手法が統一され、データの標準化が確立される。多くの試験地の間で森林の動態
と構造、生物多様性に関する統一的な比較が可能になる。森林動態データベースを開発し、広く
国内外に森林総合研究所が維持している森林動態に関する情報を公開する。このようなデータベ

、 。ースを活用し 階層構造など群落の空間構造が植物の多様性に与える影響の評価手法を開発する
これらの成果とデータベースの開発は、国有林を中心に設定されている森林生態系保護地域や各
種の保護林の維持・保存に広く活用する。モニタリング手法の標準化とデータベースは環境省の
「モニタリングサイト 」という事業に反映する。１０００

２．年度計画
１）開発した森林動態データベースを基に、森林の空間構造の解析を行う。
２）各試験地でのモニタリングを継続し、結実特性などの樹種特性の把握と森林動態データベース

の充実に努める。調査地毎に生物多様性のデータを集積し、地理情報に地理情報を重ね、統合
する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）森林群落の多様性の構造を定量化するため、α、β、γ多様性の概念を拡張し、これまで一般

に使われている群集の種多様性のほかに、森林群集の全多様性、空間多様性、サイズ多様性な
どを、Ｈ'を使って表現することができた。

２３ ３０２）北上山地の中居村ミズナラ天然更新試験地での 年間の観察では、多くの年で種子密度は
個/m2に満たないが、その 倍以上の密度となる大豊作が 回あり、単純平均で 年に１回３ ２ １１．５
大豊作が訪れることがわかった。小川試験地での 年間の観測では、ミズナラは毎年少しずつ９
種子を生産する少数安定型だった。結実特性を把握するには 年以下の年数では不十分であ２０

。 （ ）ることが明らかになった 小川試験地周辺で地理情報システムに生物多様性情報 植物と昆虫
を加味した多様性マップを作成した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
前年度までに公開された森林データベースに国内外から年間６万件程度のアクセスがあり目的

が果たされていること、データベースを利用して森林群落の多様性評価手法が開発され、長期デ
ータの重要性を明らかにしたことにより、中期計画は計画どおり達成されている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

開発された森林動態データベースによって、様々なレベルで森林群落の多様性を解析し、また
各試験地でモニタリングの継続によってデータベースが充実しつつあるとともにミズナラの結実
特性が明らかになったことで年度計画は達成されたと判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳（人） （３） （１） （０） （０） 修正：０ 無修正：４
意見等
１．解析結果を手法の改善に活かすべき。データベースの利用が今後の課題。サンプル方形区のサ

イズと多様性評価との関係整理が必要。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シート（指標）
アイ１ａ実行課題番号：

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：主要樹木集団の遺伝的多様性評価手法の開発および繁殖動態の解析）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

主要樹種および北方系樹種の遺伝的多様性と地域分化の解析、地域集団内における遺伝構造・
繁殖構造の解析を行い、遺伝的多様性の評価手法の開発を進める。これらの成果は、当該樹種に
関する具体的情報として広く公表し、さらに遺伝的多様性の管理・保全手法の開発研究へと利活
用する。

２．年度計画
１）ブナ、ミズナラ等の地域分化を解析し、地域集団モデルを構築する。トドマツ地域集団の遺伝

的多様性を解析する。
２）ホオノキとシイなど集団における二親性近親交配の実態解明を進める。これらから遺伝子攪乱

防止策を提言する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）西丹沢ブナ林を対象に地域集団モデルでシミュレーションを行い移住率に関する最適解を求め

た結果、現在の集団が形成された時点では分集団間に分断化が起きていなかったことを推定し
た。ミズナラ天然林の実生親解析でカケスやネズミ等の動物による長距離散布の可能性がある
ことが明らかになった。トドマツの阿寒集団が定山渓集団よりも多型性が高いことを明らかに
した。

２）札幌および福岡のホオノキ 集団を対象に二親性近親交配の程度を解析した結果、高頻度の他３
家受粉不足がホオノキにおける自家和合性の進化・維持の原因になっていることを示唆した。
スダジイ天然林で実生親解析を行い、動物等による m以上の持ち込みがあること、近親交配５０
の程度は と低いことを明らかにした。１．５％

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
広い分布範囲にわたる主要樹木集団の遺伝的多様性と地域分化の解析については、スギ、ヒノ
、 、 、 、 、 、 、 、キ ゴヨウマツ ヒルギ カラマツで概ね完了し トドマツ アカエゾマツ エゾマツ トウヒ

ブナ、ミズナラ、ウダイカンバ等で継続中である。中期計画の４年目として予定どおりに進捗し
ているが、さらに各樹種集団に関する情報を研究成果として公表し、遺伝的多様性評価手法の策
定に努めたい。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

ブナ、ミズナラの地域分化、トドマツの遺伝的多様性の解析が進み、ホオノキ、シイ林分での
繁殖動態を解析した。予定どおり進捗したので年度計画は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳（人） （３） （１） （０） （０） 修正：０ 無修正：４
意見等
１． マーカーを主体にした手法の統一は望ましいものといえる。遺伝的多様性と繁殖動態のＳＳＲ

関係解析の結果を期待する。
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評価シート（指標）
アイ２ａ実行課題番号：

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：森林の分断化が森林動物群集の生態及び多様性に与える影響の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

森林生態系の分断化・孤立化が野生生物の多様性に及ぼす影響を、特定種（旗艦種）レベルで
解明するとともに、設定された「緑の回廊」地域で、野生動物種の移動状況、利用状況について
のモニタリング手法を確立し、基礎データを蓄積する。これらを通して、回廊の効用や機能を明
らかにし、行政的な施策としての「緑の回廊」の意義を評価し、森林生態系管理手法の確立に貢
献する。

２．年度計画
）「 」 （ 、 、 ）１ 緑の回廊 設定地域及びその周辺地域での野生生物群集 哺乳類 エゾゼミ類 オサムシ類

の組成調査を行う。
２）ツキノワグマやアカゲラなど森林性動物の 分析用サンプルを収集し、塩基配列の解読をＤＮＡ

行う。
３）札幌近郊の都市と里山において景観構造が生物多様性に及ぼす影響を解析する。

年度計画目標値： ％２４

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）緑の回廊を設定した地域では、オサムシ類種数はブナ天然林で多く、二次林や人工林で少なか

った。
２）ツキノワグマ体毛回収に際しての他の哺乳類の毛が混じらないようにした方が良いことがわか

った。白神山地のクマゲラ繁殖木は老齢なブナが多いところにあることを森林調査簿と のＧＩＳ
分析で明らかにした。

３）札幌近郊で、森林断片化の影響を動植物分類群ごとに分析し、鳥とチョウは影響を受けるが林
床植物は受けないことを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ５６
これまでにツキノワグマの体毛トラップ法や赤外線カメラによる夜間の動物の移動状況など調

査手法などを開発し、今年度はそれにもとづき実質的な回廊の利用状況についての比較資料が集
まりつつあり、予定どおり進捗していて、とりまとめに向けた成果が出ている。業績数も順調に
増加しており、計画どおり進行している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

回廊とその周辺の生物群集の組成が明らかとなり、 解析も順調に進んでおり、計画達成ＤＮＡ
に向けた 年目の計画は、予定に沿って達成されている。４

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳（人） （１） （３） （０） （０） 修正：０ 無修正：４
意見等
１．回廊が機能しているかどうかの判定を次年度にはより明確に提示すべき。分断のマイナス影響

と回廊のプラス機能を分けた研究解析が必要。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：アイ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：森林の分断化が森林群落の動態及び多様性に与える影響の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

森林の分断化を空間的に解析するための地理情報システムを整備し、分断化と植物の多様性の
違いを定量的に評価する。分断化が林床植物の繁殖に与える影響を定量的に評価する。これらの
データにより野生生物保全のための緑の回廊の設定とその有効性の検証に活用する。

２．年度計画
１）森林構造・森林タイプと植物多様性の関係を解析するため、施業履歴・地形を考慮して、さら

に調査点数を増やす。
２）遺伝マーカーを利用してイタヤカエデの遺伝子流動の実態を明らかにする。
３）分断化が野生生物による種子散布に与える影響を明らかにする。

年度計画目標値： ％２５

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）分断化の歴史を分析するため調査地周辺も含む土地利用変遷を明らかにした。
２）イタヤカエデのマイクロサテライトマーカーを６つ開発した。
３）埋設式巣箱の調査により冬期のネズミ類の餌はコナラが主であることから、コナラ種子の分散

に寄与していることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７５ ５５
本実行課題は新たに調査地設定から出発したため、前年度までは基礎的なデータの収集中心の

成果であったが、今年度は目的達成に向けて、遺伝子解析法の確立、鳥類群集の解析等の質的な
進展がみられた。

評価結果 達成 ○概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

年度計画のうち、野生動物による種子散布に関する取り組みが遅れていたため概ね達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (２) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等
１．送粉と種子散布様式と関連づけ、影響を解析すべき。土地利用の多様性と生物多様性の関係の

整理を期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
アイ３ａ実行課題番号：

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：森林施業が森林植物の多様性と動態に及ぼす影響の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

人工林施業や天然林施業が行われた森林を比較し、施業履歴の違いが森林群集の構造と動態及
び種多様性に与える影響を解明する。特にスギ・ヒノキ人工林で施業が森林植物の多様性に及ぼ
す影響を解明し、多様性を保全する施業法を検討する。得られた成果を、森林植物種保全を含む
多様な森林機能の総合的な発揮をはかる育林システムの構築に役立てるとともに、森林管理局と
の協同実施（技術開発課題）や解説書の著作等を通して行政等へ普及する。

２．年度計画
１）人工林の造成が生産構造や種多様性に及ぼす影響を解明するため、環境・植生調査を継続し、

生産構造と種多様性の解析を行う。
２）施業方法の違いによる生物多様性の評価を行う。
３）暖帯域においては調査を継続し、施業方法と種多様性の評価法を明らかにするため解析を進め

る。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）天然林と人工林の環境と植生構造の比較を進めた。スギの再植林は鳥散布種子の植物など特定

の種群を減らし、植物種多様性を変化させることを示した。
２）ブナ天然林施業後 年間の種の増減には上層木の伐採と林床処理がともに影響していた。常３０

緑草本はササの繁茂等により衰退したと考えられる。また、人工林化（カラマツ）によっても
衰退する恐れがある事例を認めた。

３）暖温帯で人工林の伐採前後における植物種の消長パターンを分類し、皆伐が植物種多様性に及
ぼす影響を予測することを可能にした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
人工林化、再植林、天然林施業といった森林施業の違いが、森林の階層構造や植物種多様性に

与える影響についてデータを収集している。伐期（林齢）の影響を把握し、皆伐、間伐の影響も
把握しつつある。スギ、ヒノキ人工林の植物種多様性と施業法の知見を集積しており、中期計画
の達成に向けて順調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

人工林と天然林の比較調査に加え、再植林の影響を示した。温帯林の天然林施業が階層構造と
種多様性に及ぼす影響を 年間のデータで示し、衰退の恐れのある種群を特定するとともに、３０
そうした種群に及ぼす人工林化の影響も示した。暖帯では皆伐影響のデータを集積した。予定ど
おりの成果をあげているので年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳（人） （３） （１） （０） （０） 修正：０ 無修正：４
意見等
１．森林施業と生物多様性との最終的な関係整理を期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：アイ３ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：森林施業が鳥・小動物・昆虫の多様性に与える影響の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

広葉樹天然林の針葉樹人工林化、およびその後の施業によって、植食性のチョウ、ガ、落葉分
、 、 、 、解者の土壌動物 菌食性のダニ 森林内水圏の水生昆虫 高次捕食者の鳥類などの生物多様性が

どのような影響を受けるか解明する。その結果を生物多様性の基準、指標づくり、管理を目的と
した研究に反映させるとともに、同様の自治体別に対応させた応用研究を行う県林試等の指導に
用いる。

２．年度計画
１）スギ林の鳥類相を解明する。
２）混交林の土壌動物の調査・同定を完了する。土壌動物による落葉分解機能の測定手法を完成す

る。
３）森林内水生昆虫の人工林化による影響調査の同定を完了し、解析を開始する。
４）森林節足動物及び木材腐朽菌が施業から受ける影響の解析を開始する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）スギ林の鳥類種数は林齢 年頃まで増加し、あとはデータのある 年まで横ばいであった。２０ ４５
２）ヒノキ・ウダイカンバ混交林の土壌動物の同定を完了した。リターケースによる方法は、メッ

シュ法のように細かい葉が抜け出ないため、葉の分解過程や、土壌動物の葉の分解機能を測定
する有効な手法であることがわかった。

３)水生昆虫の同定を完了した。シャノン-ウィーナーの多様性指数の値には季節による違い、流域
による違いを見出せなかった。摂食機能群に分けて群集構造を解析し、流域植生の人工林化の
影響を認めた。

４）スギ植林に対するチョウとガの反応を調べた結果、同じ鱗翅類でも反応が異なっていた。スギ
林は新植地では草原性種の良い生息地となるが、成長すると広葉樹林とは異なる種構成となり
広葉樹林の代用にならないことがわかった。木材腐朽菌の一部分類群からは、林齢、中程度に
分解の進んだ伐根・間伐材等の量等がそこに発生する菌の種数に影響を与えていると考えられ
る。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
鳥類、昆虫類、土壌動物の５つ以上の分類群について樹種や林齢などが異なる林分のデータを

収集し、一部では林種、林分間の比較も行っている。チョウとガの解析をほぼ終え、スギ造林の
生物多様性へのプラス、マイナスの影響が明らかになるなど、施業影響の解明に向けて順調に進
捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

鳥類相の解明、土壌動物の同定と機能測定、水生昆虫への人工林化の影響、チョウ類、ガ類及
び木材腐朽菌への施業影響について取り組み、予定どおりの成果をあげているので年度計画は達
成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳（人） （３） （１） （０） （０） 修正：０ 無修正：４
意見等
１．人工林における生物多様性に影響を与える環境要因を抽出するためには同一施業法で行われる

複数の調査地を設ける必要があるだろう。着実な成果の積み上げは評価でき、最終取りまとめ
に期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：アウ１ａ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：大台ヶ原森林生態系修復のための生物間相互作用モデルの高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

ニホンジカやミヤコザサの除去操作にともなう生物間相互作用ネットワークの９年間の動態が
、 。 、明らかになり 世界的にも数少ない長期にわたる野外実験の研究成果を得ることができる また

森林生態系の動態モデルの高度化によって、大台ヶ原森林生態系の動態の予測と管理手法につい
ての提言がより実践的なものになる。これらの成果に基づいて、環境省主催の「大台ヶ原地区自
然再生手法検討部会」で提言を行い、シカの密度管理や植生保全施策への活用を図る。

２．年度計画
１）実験区でのモニタリング調査を継続するとともに、窒素循環と生物間相互作用に基づいて生態

系動態モデルをより発展させる。
年度計画目標値： ％３

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）新たに得た、ニホンジカ除去後のミヤコザサ地上部の回復プロセスを解析すると、冬芽数が減

少し稈と葉の数が減る一方、葉と稈の長さが増加し地上部現存量が回復した。シカ除去条件下
での樹木の実生の生死とミヤコザサ地上部現存量の関係を解析した。ササを刈り取った条件下
では、ブナとアオダモの生存率はウラジロモミとカエデより高く、ササ現存量が増えると生存
率は逆転した。トウヒとウラジロモミの年輪解析の結果、 年以降に明瞭な肥大成長の遅１９６０
延が認められ、伊勢湾台風時の樹冠消失によるミヤコザサ繁茂の影響が推測された。表層の土
壌の窒素無機化速度および硝化速度と気温との間に強い相関が認められた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９８ ９５
ニホンジカやミヤコザサの除去を行った長期的な野外実験を継続し、大台ヶ原森林生態系にお

けるシカ、ササ、樹木等の相互作用モデルの高度化を進めた。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

モニタリング調査を継続し、ニホンジカ除去実験区のミヤコザサの回復過程、ミヤコザサの現
存量と樹木の実生の生存の関係、年輪解析による過去の森林状態、気温と土壌の窒素無機化の関
係を解析し成果をあげたので、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等
１．全体的にもほぼ完成している。本研究成果が他地域のシカ食害にどのように適用できるのかを

検討してほしい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：アウ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：小笠原森林生態系の修復技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

アカギの制御、シマホルトノキ・オガサワラグワの植栽、アカガシラカラスバト・メグロ・固
有無脊椎動物の絶滅回避策に関し、修復によるマイナスインパクトのリスクを最小限にし、社会
が受け入れ可能なコストで実行可能な小笠原森林生態系修復方法を作成する。この成果は東京営
林局をはじめ、東京都、小笠原村、環境庁、文化庁などに配布し、提言を行う。

２．年度計画
１）小笠原の森林生態系に配慮した植生管理技術をとりまとめる。
２）希少動物の増殖のための人為的環境創出技術をとりまとめる。
３）希少生物の存続に影響する生物間相互作用の解明を行い、提言をまとめる。

年度計画目標値： ％２５

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）アカギは非開花木＞雌木＞雄木の順に駆除し、同時に稚樹の処理が必要であると判断できた。

オガサワラグワの遺伝解析法を開発し、純粋苗の簡易な見分け方を開発し、苗帽子を用いて育
苗成績を上げた。シマホルトノキの育苗と植栽は良好な成績を得た。

２）メグロは母島では絶滅の可能性は低いが、周辺属島では多少高い。アカガシラカラスバトは島
間を移動するため、個体数が過大評価されていた。グリーンアノールは、当面は離島を隔離し
て昆虫の多様性を維持することが重要。陸産貝類は、室内飼育、野外隔離飼育、他の理由で貝
が滅びた属島への再導入の３つの解決策が考えられた。

３）在来のハナバチ類は、グリーンアノールとセイヨウミツバチの影響で父島、母島で激減してい
る。ヤギを防ぐ電気柵は有効で、 年にわたり機能したため、希少植物の保護対策として６～７
勧めることができる。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 １００ ７５
プロジェクト研究の目標である移入種の抑制技術の開発、希少種の保全・増殖技術の開発、お

よび具体的な生態系修復方法の提言を行い、当初の計画を達成した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

今年度はプロジェクトとしては最終年と言うことで、残された問題を遂行し、植生管理技術や
希少動物増殖、存続への影響の解明とそれにもとづく提言を行うことを目指しており、それらは
すべて計画どおり達成されたため、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳(人) (４) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等
１．セイヨウミツバチと他のハナバチの種間関係とアノールと土着ハナバチの関係は区別して分析

する必要がある。着実な成果の積み上げは評価でき、最終取りまとめに期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：アウ１ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：南西諸島における森林生物群集の実態と脆弱性要因の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

アマミノクロウサギ、アカヒゲなど保全上重要な生物種の種生態、個体群動態など生態的側面
や、侵入・移入生物、森林開発がこれらの生物種におよぼす影響を明らかにする。その結果に基
づき南西諸島における保全上重要な生物の衰退や脆弱性に関与する要因を明らかにし、生物多様
性に配慮した森林の利用技術に応用することができ、行政上の政策を実行する際の指針とする。

２．年度計画
１）自動カメラ観測等により、クロウサギに対するマングースの影響と、両者の関係について明ら

かにする。
２）アカヒゲの繁殖特性について、親鳥・季節・捕食者の影響との関連を明らかにする。
３）前年度得たカエルの声の録音資料を解析する。

年度計画目標値： ％２５

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）クロウサギの撮影頻度はマングースの侵入時期の古い地域や高密度地域で低く、侵入の新しい

低密度地域や未侵入地域で高かった。クロウサギの活動時間帯は 時の夜行性、マングー２０～６
スは 時の昼行性を示したが、クロウサギの育児巣穴に侵入するマングースが明らかにな６～１８
り、クロウサギを確実に捕食・減少させると推定できた。

） 、 、２ アカヒゲの雛 個体に による性判別を行った結果 巣立ち時の性比に偏りは認められず５０ ＤＮＡ
巣立ち雛の翌年の帰還個体数に性差が認められた。これは分散距離の性差などによると考えら
れた。遺伝的構造解析を行った結果、トカラ列島全体を一つの個体群とするのが妥当と考えら
れ、長期的な有効個体群サイズは 程度と推定された。８，７００

３）環境の異なった場所に設置した 台の録音機で、イシカワガエルの発声回数のレベルは異なる５
が同じパターンとなった。冬期については生息状況調査に使用できることが明らかになった。
この時期の発声回数は、雨量と密接に関係していることがわかった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７５ ５５
アマミノクロウサギ、アカヒゲなどの種生態、移入生物がおよぼす影響、脆弱性の要因が次第

に明らかになってきており、若干の遅れはあるものの全体として順調に進捗していると考えられ
る。

評価結果 達成 ○概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

クロウサギ撮影頻度とマングースの分布密度の関係を調査し、クロウサギの巣穴に入るマング
ースを初めて撮影、両者の関係を実証したが、まだ明確な関連性を明らかするまでいたらなかっ
た。アカヒゲの巣立ち時の性差と翌年の帰還個体の性差を調査し、トカラ列島における有効個体
群サイズを推定した。カエルの声の録音資料を解析し、発生回数と気象条件の関係を解析した。
以上から、年度計画は概ね達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (２) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等

． 、 、 。１ 野生生物の減少要因を量的に解析すべきであり マングースの影響調査などは 見直しが必要
データー的には多くの新知見がみられる。脆弱性要因の理論化に期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：アウ２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：希少・固有動物の個体群に影響を与える要因の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

希少・固有動物個体群に対する人為的インパクトによる各種影響要因が解明されることによ
り、保全対策および原状回復に対して具体的な指針を立案する。また、希少・固有動物と競合す
るとされる侵入動物の生息実態および環境要求が明らかになることにより、外来種対策について
行政などに的確な提言を行う。

２．年度計画
１）ニホンリス等について、競争種の生態特性の解明を継続する。
２）ヤマドリ等について、行動圏解析を進めるとともに、最適な利用環境特性を明らかにする。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）神奈川県のタイワンリス個体群から作成した分布拡大予測モデルを、静岡県浜松市および長崎

県福江島における分布拡大情報に当てはめ、適合性を検証した結果、駆除のために内的自然増
加率が急増した長崎県福江島個体群では異なるパターンを示すことを明らかにした。

また、地域的な絶滅が危惧されている中国地方のニホンリス個体群では、遺伝子組成が均質
であることを明らかにし、過去にボトルネックを経験していることが推察できた。

） 。 、２ ヤマドリは冬期から初春期にもっとも広い行動圏を示すことを明らかにした そ嚢内容物から
秋期から冬期にかけてシダ類を多食していることを明らかにした。オオタカ生息地の環境要因
を用いて生息確率モデルを作成したところ、 ％の確率で生息状況を推定できた。８４

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８４ ６４
外来種に対する分布拡大モデルを他地域で検証し、セイヨウオオマルハナバチの在来種への影

響を具体的に明らかにし、絶滅のおそれのあるニホンリス個体群の遺伝子組成から均質性を証明
するなど、順調に中期計画どおりに進んでいると判断し、達成度を目標値のとおりとした。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

ほぼ年度計画に沿った成果が得られており、達成とした。年度計画に記載されたすべての項目
について研究が実行され、外来種として、あらたにセイヨウオオマルハナバチに対する在来ハチ
への影響を調べる課題も開始された。希少・固有種の環境利用に対してもデータが蓄積してきた
ことから、中期計画に沿った順調な進捗状況と判断し、年度計画を達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳(人) (３) (１) (０) ( ０) 修正：０ 無修正：４
意見等
１．日本リスの減少に焦点を置き、西日本のニホンリスなどは、周辺地域を含めて遺伝的分化と、

多様性に関する遺伝子レベルのさらなる解析が必要。個々の調査結果は評価でき、保全技術へ
の方向性の強化に期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：アウ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：希少樹種の遺伝的多様性と繁殖実態の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

絶滅の恐れが深刻化し、緊急に保全策を講ずる必要性の高い希少樹種ハナノキ、ケショウヤナ
ギ、ヤツガタケトウヒ等について、それぞれの森林生態系における遺伝的多様性及び繁殖実態を
解明する。これらの成果に基づいて具体的な保全指針策定を行なう。

２．年度計画
１）ケショウヤナギ等希少樹種の遺伝的多様性について調査及び解析を行う。
２）アポイカンバ、ユビソヤナギ、アカエゾマツなどについて地域的局所集団の分布、遺伝的多様

性、繁殖更新実態等を解析するとともに、これまでの成果をもとに生息域内保全指針を提案す
る。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）帯広川のケショウヤナギ集団の種子の父性解析から、交配に関与した花粉の ％以上が km以７０ １

上離れた雄個体からの飛散であることが解明できた。
ＳＳＲ ４ ６２）アポイカンバの母樹集団と実生集団を マーカーで比較し、自殖率（ ％ 、種間交配率（）

％）の低さを確認した。健全種子の生産は十分に認められ、現存集団の生息域内保全は繁殖過
程に関して可能であると判断した。ユビソヤナギ林分は 年間の河川撹乱に対応して個体群５０

。 、を維持していた 湯檜曽川では河川に沿った遺伝的構造や遺伝子流動の方向性が確認できたが
集団の小さい和賀川ではこの傾向は認められず多様性も低かった。河川改修が遺伝的多様性の
低下および遺伝的構造の分断化をもたらすことが明らかになった。アカエゾマツ遺存集団の遺
伝的多様性は北海道集団に比べて低いことが明らかになった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
絶滅が危惧される希少樹種の保全に関わる遺伝的多様性と更新に関わる繁殖実態の解析は順調

に進捗した。アポイカンバ、ユビソヤナギ、シデコブシ、ハナノキ、ヒメバラモミ、アカエゾマ
ツについては、生息域内での保全指針策定の基礎を構築した。中期計画の達成に向けて予定どお
り進捗した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

各樹種の遺伝的多様性および繁殖実態の解析が予定どおり進捗し年度計画は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳（人） （２） （２） （０） （０） 修正：０ 無修正：４
意見等
１．指針案を今回出して欲しい。これまでの研究結果の整理が進んだ。必要な保全策をとるために

は、脆弱要因の種ごとの相対的な進行度について数値化し、指標化したものがあるとよい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：アウ２ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究
指標（実行課題 ：屋久島森林生態系の固有樹種と遺伝的多様性の保全条件の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

ヤクスギ天然林の群集動態、遺伝構造など、ヤクタネゴヨウの分布・枯損、遺伝的多様性、更
新特性などを明らかにする。保全のための指針はパンフレットや報告書として、委託元である環
境省をはじめ、地元自治体、地元森林管理署などに報告する。

２．年度計画
１）スギ現世・過去集団の遺伝的多様性の直接比較と現世集団の空間遺伝構造調査を行う。
２）スギ稚樹の更新場所の特定とスギ株の年輪推定を行う。
３）ヤクタネゴヨウの による分布特性、モニタリングによる枯損状況を整理する。ＧＩＳ
４）不定胚からの発芽再生条件を検索しクローン増殖技術の進展を図る。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）江戸時代に択伐された切株個体群、択伐以前から存在していたと考えられる個体群、択伐以後

に更新した個体群の間で遺伝的多様性の差はみられなかった。空間遺伝構造は核のマーカーで
みられ、種子散布範囲の制限を示唆した。

２）稚樹は切株等に偏った分布を示した。スギ切株の最外層年輪は西暦 年前後に集中し、定１５００
着時期は西暦 年頃と推定した。スギ生木の樹齢は約 年であった。１０００ ３００

３）西部林道および破沙岳周辺のヤクタネゴヨウの分布を で測定した。枯死は被陰によるものＧＩＳ
と推定したが、種子島での枯死は ％がザイセンチュウ病の被害であった。５０

４）未熟種子からの不定胚を経た個体再生及び順化に成功した。 ppm炭酸ガスの施用が組織１，０００
培養での発根に有効なことを確認した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
屋久島を代表する樹種であるヤクスギおよびヤクタネゴヨウを含む森林生態系の保全のための

条件を解明する目的で課題を進めているが、ヤクスギ天然林の遺伝構造の解析、ヤクタネゴヨウ
の分布および更新阻害要因の解明、個体増殖技術の開発等、中期計画に対して予定どおりの成果
を出しながら進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

ヤクスギ個体群の遺伝的多様性の変化、切株の年代解析、ヤクタネゴヨウの分布調査、クロー
ン増殖技術開発等も予定どおり進捗し年度計画は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳（人） （３） （１） （０） （０） 修正：０ 無修正：４
意見等
１．ヤクタネゴヨウの枯死対策の検討が望まれる。個々の調査結果は評価される。保全技術への方

向性の充実を期待する。
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平成１６年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応
（ア）森林における生物多様性の保全に関する研究

開催日平成１７年２月１８日
項目 指摘事項 対応結果

実行課題について
アア１a モニタリングで生物多様性の何を知ろうとする 分類群ごとに、この課題でモニタリング手法を開発す

のかを設定し、それに合わせた生物の採集法を る目的と役割（用途）を明確化した。
考えるべきであろう。多様性やモニタリングのた
めの手法として如何なる意味合いを有するかの
検討が必要。

アア１b 特定の森林群落のモニタリングのデーターベー 森林群落の変動予測の一環として、データベースを
ス化としては評価できる。しかし、国土全体とし 利用して、ミズナラ種子の豊凶分析を行い、長期デ
ての位置づけと指標の開発に対するアプローチ ータの必要性を明示した。またモニタリング手法の標
が必要。 準化で得られたノウハウを「モニタリングサイト1000」

のマニュアル作り等に活用した。
アイ２a 適正な回廊とそうでない回廊を判別する指標な クマについては、 マーカーを利用した、分布やＤＮＡ

り、論理なりをはっきりさせる必要がある。 個体数推定法の開発を進めており、方針どおり遂行
している。

アイ２a 分断化の影響を解明する根本的な方法論の検 行動範囲が広い鳥類については、分断化の影響解
討を期待する。 析法をひきつづき検討する必要があるが、昆虫につ

いては、奥羽山脈緑の回廊での、移動能力が弱いオ
サムシ類の調査から、分断化の反応の違いが見い
だせたので、統一的な解析法の検討に移行できる。

アイ２b 森林の分断化の影響を評価できる遺伝子マー 遺伝子マーカーについては、イタヤカエデのマイクロ
カー及び指標の検討を行ってほしい。 サテライトマーカーを６つ開発し、父子関係解析のメ

ドがついた。これにより分断化で密度が低下した個
体群の遺伝的評価が可能になる。指標について、明
治時代の地図と最近の空中写真を組み合わせること
で、約９０年間の森林の変遷と分断化の様子を定量
化した。

アウ１ｃ まだモニタリング手法の開発にとどまっている。 自動撮影によりクロウサギの撮影頻度とマングース
動物群集の実態調査の進展は見て取れるが、 の分布の関係が明らかになった。さらに実際にマン
脆弱性要因へのアプローチが弱い。 グースがクロウサギの巣穴に侵入する場面が撮影さ

れたことにより、クロウサギ減少の原因の一つがマン
グースであることが証明でき、脆弱性要因の解明が
進んだ。

アウ２a ヤマドリの減少要因を解明するためにホームレ 減少要因の解明に結びつけるための、ヤマドリの利
ンジの推定だけでは不足だろう。 用環境特性、食性、放鳥個体の死亡要因などのデー

タを蓄積した。
アウ２b 集団の脆弱性がどのレベルにあるのかを今後 本州に遺存的に分布するトウヒ類は、広い分布を持

遺伝子マーカーを使って示してゆくことが課題だ つ北海道のアカエゾマツ集団と比べ、遺伝的多様性
と思われる。 の減少が認められた。ユビソヤナギでは、隔離され

ている集団では遺伝的多様性の減少と遺伝的集団
分化が起きている傾向が認められた。

アウ２ｃ 遺伝的変異の定量化と評価は達成できている 江戸時代のスギ択伐は遺伝的多様性への悪影響は
が、今後これに基づいてどのように遺伝資源と さほど大きくないことが明らかになりつつある。今回
して保全するか、供給源としてゆくかの出口の は試験地がないが、明治期以降の皆伐の影響は今
検討が必要。 後調査すべき課題となろう。

研究分野について
自身の研究が社会にどのように貢献できるのか 他の実行課題オア１ｃ国際的基準に基づいた生物多
についての説明がもう少し欲しい。多様性保全 様性及び森林の健全性評価手法の開発の国際ワー
をランドスケープのスケールの中で取り組んで クショップに分野責任者として参加し連携を図った。
いくとよい。
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平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（ア）森林における生物多様性の保全に関する研究

開催日平成１７年２月１８日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
アア１a モニタリング手法の有効性が確認できたものに 有効性が確認された技術や手法は、論文等で発表

ついては、どのような方法で紹介、普及するの するに止まらず、一般向けに普及するように努めた
かを検討してほしい。 い。また他の実行課題の中でも利用する。

アイ２a 回廊設定地の環境要因とツキノワグマの利用 今後、航空写真あるいは衛星写真を判読して回廊設
実態との関係が整理不足と感じた。回廊が機能 定地及びその周辺部の環境を解析し、ツキノワグマ
しているかどうかの判定を次年度にはより明確 による利用頻度の違いをもたらす要因、回廊設定地
に提示されることを望む。 域をあまり利用しない要因を明らかにし、今後どのよ

うに緑の回廊設定地を管理していけばよいのかにつ
いて提言していく。

アイ２b 森林分断化の影響は樹木の繁殖様式が大きく 送粉様式と種子散布様式で樹種をグループ化し、各
関係すると予想される。送粉と種子散布様式と グループの代表的樹種、たとえば風媒-動物散布種
関連づけ、それぞれどのような影響を受けてい (ブナ)、虫媒-風散布種（イタヤカエデ）で分断化の繁
るのかを明示してほしい。 殖への影響を見る予定である。

アウ１b グリーンアノールの根絶は無理としても、効率 隔離手法の開発を主眼とした、地域的根絶が技術的
的で安価な駆除法を検討する必要があると思 に可能な唯一の方法として検討している。申請中の
う。 課題が通れば、この点は他の研究機関と協力して行

いたい。しかし、安価なというのはあり得ない。まだ、
そういう段階ではない。

アウ２ｃ ヤクタネゴヨウの枯死対策の検討が望まれる。 マツ材線虫病の発生に関する対策は緊急を要し、研
究から実践に移行しつつある。現地での対策協議会
の呼びかけや事業化などに向けて、研究面から支援
できることを進めていく。

研究分野について
課題間をまとめた成果が必要。全体的に整理 次年度では、成果をまとめる努力をする。次期中期
が進んだ。研究の過程で浮かび上がった問題 計画に向けて新たなテーマを検討する。
点、新たなテーマの抽出などを今後検討して欲
しい。
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ア分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

（ウ）評価単位 （ア） （イ）
生物多様性の評 人為が生物多様 脆弱な生態系の全分野に対

価手法の開発 性へ及ぼす影響 生物多様性の保ア する割合

の評価と管理手 全技術の開発［％］ 法

への応用

173,005 9 ％ 16,097 29,413 127,495予算［千円］
(76 ％) (72 ％) (34 ％) (86 ％)（受託プロジェクト

研究費の割合）
［％］

39.5 11 ％ 8.5 13.3 17.7勢力投入量
（人当量）［人］

6 4 ％ 0 0 6委託研究
機関数

46 11 ％ 6 14 26研究論文数
148 12 ％ 24 50 74口頭発表数
20 14 ％ 2 8 10公刊図書数
70 10 ％ 12 18 40その他発表数
0 0 ％ 0 0 0特許出願数
3 10 ％ 2 1 0所で採択された

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ア 森林における生物多様性の保全に関する研究

第２－１－（１）－ア

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ
②区分 ト①

◎ 100 2アア１ａ 森林動物・微生物の多様性評価とモニタリング手法の開発

◎ 100 1アア１ｂ 森林群落の多様性評価のためのモニタリング手法の開発と森林
動態データベースの確立

◎ 100 2アイ１ａ 主要樹木集団の遺伝的多様性評価手法の開発および繁殖動態の解析

○ 80 1アイ２ａ 森林の分断化が森林動物群集の生態および多様性に与える影響の解明

○ 80 1アイ２ｂ 森林の分断化が森林群落の動態及び多様性に与える影響の解明

2アイ３ａ 森林施業が森林植物の多様性と動態に及ぼす影響の解明 ◎ 100

2アイ３ｂ 森林施業が鳥・小動物・昆虫の多様性に与える影響の解明 ◎ 100

◎ 100 1アウ１a２ 大台ヶ原森林生態系修復のための生物間相互作用モデルの高度化

◎ 100 2アウ１ｂ 小笠原森林生態系の修復技術の開発

○ 80 1アウ１ｃ 南西諸島における森林生物群集の実態と脆弱性要因の解明

◎ 100 2アウ２ａ 希少・固有動物の個体群に影響を与える要因の解明

○ 80 2アウ２ｂ 希少樹種の遺伝的多様性と繁殖実態の解明

◎ 100 2アウ２ｃ 屋久島森林生態系の固有樹種と遺伝的多様性の保全条件の解明

（指標数：１３、 ウェイトの合計③：２１ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ２０００（ ）
９５（％）＝ ＝

ウェイトの合計③ ２１
（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０
半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会
ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シート（指標）
実行課題番号：イア１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：斜面スケールでの水分環境変動と主要元素の動態の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

斜面スケールにおいて、風化により母材・土壌から放出される主要元素の動態を、媒体である
土壌水分の変動との関連のもとに解明する。

これらの成果は、酸性降下物等の負荷や窒素飽和等のインパクトに対する渓流水質変動予測に
活用する。また、三宅島の緑化の開始時期の判断ならびに緑化資材の選定に当たっての参考情報
として、東京都等関係機関に提供する。

２．年度計画
１）ポーラスプレートテンションライシメータ法により斜面位置ごとの溶存成分の鉛直一次元フラ

ックスを算出する。
２）小流域における溶存成分について降雨イベントなどを考慮に入れた年間の流出量を算出する。
３） 年三宅島噴出物の化学特性について、堆積以降の経時変化を解明する。２０００

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）桂試験地斜面中・下部におけるポーラスプレートテンションライシメータ法による年間水移動

量と流出水量は mm前後の同程度の値を示し、週単位での鉛直一次元水移動フラックスが把６００
握できた。採取した土壌水中の珪素（ ）濃度は、斜面上・中・下部の cm深、 cm深ともＳｉ ３０ ９０
に夏期に高く、冬期に低くなる季節変動が認められ、夏期の地温の上昇によって鉱物からの風
化量が増加することを明らかにした。 の年移動量は斜面下部 cm深で kg/haであり、渓流Ｓｉ ９０ ３８
水による流出量と同程度であることを明らかにした。

２）桂試験地における降雨イベント時の溶存成分濃度の変化は、 が流量の増加にともなって濃度Ｓｉ
が減少する傾向を示した以外は、概ね流量の増加に伴って濃度が増加した。流量と負荷量は、
硝酸イオンと溶存有機炭素を除くと、バラツキの小さい直線的な関係を示し、流量－負荷量式
（ 式）を用いて流出量が算出可能であることを明らかにした。ＬＱ

３）三宅島の調査定点における表層５cmまでの土壌は、 年 月の段階では土壌抽出水の電気２００２ ４
伝導度が mSm-1、硫酸イオン濃度が mgL-1以上の値を示し、石膏(CaSO4)で飽和し０．２２４ １，４００
ていた。しかし、層厚が cm以下の地点では 年から 年にかけて、それ以外の地点１０ ２００２ ２００３
においても、 年に電気伝導度、硫酸イオン濃度が急激に低下し始めた。これらのことか２００４
ら、三宅島では火山灰の層厚が薄い地点、また厚い地点でも表層 cm程度の土壌の化学性が改５
善していることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
昨年度まで、風化による物質の放出量ならびに斜面における水移動量の解明について、着実に

成果を挙げてきた。今年度は土壌水の移動量の解析において新たな手法を導入し、溶存成分の移
動量を解明した。三宅島火山灰の初期の性質のみならず、化学性の経時変化を解析し、石膏で飽
和されている土壌の化学性の改善過程を解明した。以上のことから本課題は中期計画に対して予
定どおり進捗しており、４年間の目標とした成果を達成した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

土壌中の水・物質移動量を解明するとともに、渓流水として流出する量と比較し、土壌中にお
ける水質形成過程が支配的であることを解明した。また、三宅島の 年火山灰の表層の化学２０００
性の改善を解明した。これらのことから年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。試験斜面における水・溶存成分

に関するフラックス研究では週単位で観測が行われているので、今後、この時間単位での解析
が望まれる。

２．年度計画に沿った成果がほぼ得られていると考えられる。
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評価シート（指標）
実行課題番号：イア１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：広域機能評価のための土壌資源インベントリーの構築と分類手法の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

森林土壌資源の物質生産、環境保全機能を広域評価するための基盤としての土壌資源インベン
トリーの構築と、主要な土壌の機能分類手法を開発する。これらの成果は、持続可能な森林管理
のためのゾーニングや管理計画策定に当たっての情報として行政機関に提供する。

２．年度計画
１）暗色系、黄色系、及び典型褐色森林土に関して、採取土壌試料の主要化学特性を解明する。
２）インベントリー構築に向けて土壌の諸特性に関するデータセットを完了させる。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）九州地域の非火山灰を母材とする典型褐色森林土の化学的性質を調べた結果、関東や北海道の

典型褐色森林土に比べて下層土壌の が低い、炭素含有率及び塩基飽和度が小さいなどの特ｐＨ
徴がみられることを明らかにした。北海道奥定山渓では、暗色系褐色森林土が広く分布するこ
とを明らかにした。また、奥定山渓に分布する典型褐色森林土は、全層的に暗い色調であると

Ｃa Ｍgともに、北海道の他地域の典型褐色森林土に比べて炭素含有率が高く、交換性塩基量( +
+ + )が少なく、塩基交換容量（ ）が大きいなどの化学的特徴を持つことを明らかにしＮa Ｋ ＣＥＣ
た。

２）土壌断面情報データの整備を進め、国有林野土壌調査報告書、民有林適地適木調査報告書、既
往の文献から収集したデータを基に 断面から成るデータセットを作成した。森林土壌１０，２７３
の炭素蓄積機能評価に不可欠な有機物の分解過程を明らかにするため、近赤外分光分析法を用
いた簡易な有機物分析法を開発した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
採取した土壌試料の主要な化学性についての分析は着実に進んでおり、土壌情報データセット

の整備は完了した。また、土壌機能分類手法の開発も進んでいる。以上のことから本課題は、中
期計画に対し予定どおり進捗しており、これまで 年間の目標とした成果を達成した。４

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト 1
評価結果の理由

土壌資源情報のインベントリー構築を目指し、採取土壌試料について主要化学性の分析は完了
した。また、既往の土壌分析データの整理およびデータセットの作成を完了した。これらのこと
から、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。
２．今後、デ－タセットの公開のための指針作成などが必要となろう。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イア２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：斜面系列における養分傾度と樹木の養分吸収・利用様式の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

斜面系列における森林土壌の有機物分解や養分供給機構、養分環境の変動に伴う樹木の養分吸
収・利用様式を解明する。これにより、土壌養分や水分などに対する樹木の成長反応が明らかと
なり、成長モデルや斜面へのスケールアップ手法の開発、環境負荷物質の増大に伴う養分循環の
変動予測に活用する。

２．年度計画
１）スギ・ヒノキの苗を異なる土壌条件下で育成し、乾物生産や乾物分配様式を解析する。
２）土壌に施肥などの処理を行い、養分に対する細根の成長反応を解明する。
３）ミズメについて苗畑と山地移植地において苗木の根系伸長範囲を制限した場合の成長への影響

を明らかにする。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）窒素施肥量を増加させると、スギでは個体乾重が増加したが、ヒノキでは有意な増加はみられ

なかった。生産性の指標のひとつである葉の窒素含有率は、土壌窒素の増加に伴って両樹種と
も増加したが、増加の割合はスギで高かった。スギはヒノキと比較して土壌窒素条件の変化に
対して感受性が高いことを明らかにした。

２）スギの細根に対する土壌窒素の影響を調べたところ、窒素を施肥しない対照区ではミニリゾト
１ ５８０ ８００ロンの表面積 ｍ2あたり約 本の細根が観察面に出現したのに対し、窒素処理区では約

本の細根が出現し、窒素はスギ根量を増加させる可能性を示した。
３）有用広葉樹であるミズメ苗の直径成長は、苗畑では光の十分な条件下では地下部の競争が緩和

されると窒素の吸収が増加し、成長が促進された。一方、山地移植では光条件が苗の成長を規
定した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
斜面上に形成される環境傾度として土壌水分と土壌窒素条件の違いがスギ、ヒノキ、ミズメ苗

木の地上部と地下部の成長に与える影響解明を進めてきた。これまで土壌水分の影響を中心に進
めてきたが、本年度は窒素の影響を明らかにした。以上のことから本課題は中期計画に対して予
定どおり進捗しており、 年間の目標として成果を達成した。４

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

土壌の窒素条件に対するスギとヒノキ苗木の成長反応やスギの細根の土壌窒素負荷に対する反
応やミズメ苗木成長の土壌養分の反応が明らかになるなど、土壌養分、特に、窒素条件と樹木の
反応特性が対象樹種で明らかになった。これらのことから、本年度の計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。スギ・ヒノキの土壌養分およ

び水分については、これまでも多くの研究が行われてきたと思われる。この実行課題に即
した過去の研究の再評価という視点もあるのではないか。

２．年度計画には記載されていないが、今後、土壌窒素の動態に関係する微生物も把握することが
望ましい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イア２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：多重共生系における各菌の発達様式と宿主の生育への影響の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

複数の共生による多重共生系を根系で成立させ、各菌の発達様式と宿主の生育への影響を明ら
かにするとともに、これら共生系における主要養分の獲得・利用機能を解明する。これらの成果
によって苗畑や自然下における共生菌の感染・定着技術が向上し、植生回復・緑化技術や食用キ
ノコ栽培技術を改善することができ、また樹木の衰退や枯損問題、酸性雨、地球温暖化といった
分野では森林生態系における共生機能の評価手法に生かすことができる。

２．年度計画
１）複数種の根系共生菌による共生体形成をさらに進めるとともに、苗畑土壌や天然林下での共生

体の生育・消長、共生系における養分動態を明らかにする。
２）火山性荒廃地における植生回復のため根系共生菌の定着技術の開発を進める。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）多重共生系の発達様式では、外生菌根菌による養分の吸収と根粒菌による窒素固定に相乗効果

による顕著な成長促進を認めた。液肥による菌根形成に比べて鉱物質を加えた方が菌根及び菌
糸束が良く発達し、共生体の成長量だけでなくその発達様式にも影響を与えていた。複数の外
生菌根菌を制御するために殺菌剤を用いてその耐性を調べたところ、薬剤の組み合わせによる
土中でのスクリーニングの可能性が示唆された。外生菌根菌を感染させたアカマツ 年生の苗３
床の全個体を掘り取り、同床にアカマツを播種したところ同様の菌根形成が認められた。

Ａ２）三宅島火山災害地における植生回復のための共生菌の活用では、火山灰土壌で優占していた
菌の大量増殖を図ることができた。その 菌を保有するハチジョウススキ株を移植したとＭ ＡＭ

ころ抽出したすべての株で増殖を確認した。オオシマカンスゲ乾燥葉の被覆によってオオシマ
カンスゲ、ハチジョウススキ、オオバヤシャブシは高い発芽率を示した。大量枯死木のチップ
にネットをかけることによって薄くても安定した被覆効果が得られた。航空緑化では粘土質の
火山灰を用いた泥団子に種子や共生菌を入れた竹繊維製バッグを投下する方法でバッグの有効
性と発芽を確認できた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
共生系の発達様式を明らかにするとともに、土壌中の外生菌根菌を選択的に制御する可能性を

見いだした。苗床での感染苗の掘り取り、同床での再度の播種、発芽後の感染を検証した。共生
機能の活用に関しては、三宅島噴火災害地における共生菌の増殖を進め、共生系を生かすための
植生工の改良や航空緑化に取り組んだ。研究は中期計画に沿って予定どおりに進捗し当初計画を
ほぼ終え、実用化に取り組んでおり 年間の目標とした成果を達成した。４

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

多重共生体の発達様式を明らかにし、有菌下での菌のスクリーニングや感染苗の管理技術を検
証し、これらの技術を生かした火山災害地での緑化手法への適用を進め研究は着実に進展してお
り、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。基礎研究から実用段階の技術に

至るまでの結びつきが意識化されており、アウトプットも明瞭であり評価できる。
２．年度計画に沿って着実に研究が進捗していると判断され、応用面で期待できる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
主要人工林における樹木根系による斜面崩壊防止機能の解明指標（実行課題 ：）

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用
ヒノキ林等主要人工林の斜面崩壊防止機能を、林分形態ごとに、根系分布調査に基づいた根系分布

状態の定量的評価手法と崩壊に対する根の抵抗力を求める土質力学的手法によって解明する。
ヒノキの根系分布と根の強度の定量的計測により、ヒノキ林の山腹斜面崩壊防止機能を土質力学的

に評価することが可能になる。この結果をもとに、ヒノキ人工林の山腹斜面崩壊発生確率の変動を明
らかにし、山腹崩壊防止のためのヒノキ人工林管理指針を行政機関に提供する。

２．年度計画
１）ヒノキの根の引き抜き抵抗力を測定・解析し、斜面安定に果たすヒノキ林根系の力学的強度評価を

行う。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）生きたヒノキの根の引き抜き抵抗力を根の直径を変数として示した。スギの引き抜き抵抗力と比較

４ ３ ４５ ６ １５すると約 割弱いことを明らかにした。また、伐採すると引き抜き抵抗力は 年で ％、 年で
％、 年で ％となり急激に減少することを明らかにした。９ ３
これまで測定したヒノキ根系分布 次元データにより、根の本数、分岐点の直径、分岐角度、根３

の分岐数等のデータを統計的に整理し、 次元ヒノキ根系分布再現モデルを改良した。３

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
、 、ヒノキ林分の崩壊防止機能を評価するために必要な 引き抜き抵抗力の算出方法が示されたことと
、 、３次元根系分布再現モデルが完成に近づいていることで 中期計画に対して予定どおり進捗しており

これまで 年間の目標とした成果を達成した。４

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

ヒノキの根の引き抜き抵抗力を推定する方法、伐採後の抵抗力の減少傾向、スギの根の抵抗力との
、 、 。違いが明らかにされ また根系分布再現モデルも改良型を作成したことから 年度計画は達成とした

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。根株全体の力学的評価から根の一本

一本の力学的評価へという研究の方向は必然的なものであろう。要素の関連が複雑になり、解析も
難しいものになると思われるが、今後の研究の進展に期待したい。

２．重要なテ－マであり、根系分布モデルの応用的展開が一段と望まれる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：降雨強度を指標とする土砂災害危険地判定手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

林地における土砂災害を軽減し防止するために、降雨強度を指標とする広域土砂災害危険地の
判定手法を開発する。

山腹崩壊危険地判定に関しては、降雨強度を指標とした広域の判定手法が開発され、林野庁で
実施している全国の山地災害危険地判定調査要領として提供する。また、火山荒廃地における植
生と土砂流出の関係を明らかにするとともに、三宅島の火山性荒廃地における治山緑化施工技術
を東京都に提供する。また、山腹荒廃地を復旧するため、在来草・木本の粘土団子種子による緑
化工法の現地適用性の判定手法を明らかにして林野庁、都道府県等に提示する。

２．年度計画
１）３次元物理則モデルによる危険地判定結果の精度を検証し、モデルの改良を図る。
２）火山荒廃地域における植生の回復が流出土砂量に及ぼす影響を解明する。

） 、 。３ 粘土団子種子による播種試験と生育特性調査を行い 荒廃地復旧技術としての適性評価を行う
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）大井川支流の榛原川試験流域における表層土の厚さのデータ、せん断定数等の土質データ、地

形データ、植生データ等、崩壊発生に関わるデータ全てを整理し、 次元物理則モデルによる３
危険地区判定を実施した。その結果、崩壊危険地は急斜面や集水斜面など崩壊が発生しやすい
場所に多く現れること等が示され、モデルとして適切であると判断した。

２）三宅島の侵食プロット試験で、緑化区の流出水量と流出土砂量が明らかに少ないことを見出し
た。また、流域試験により、豪雨時にだけ出水があること、一連続降雨量の約 ％が流出する３
こと、 ヶ月間で の土砂流出があったことを明らかにした。７ １６５ ton

３）粘土団子種子の播種試験は施工後 年たち、クロマツとアカマツの樹高成長は良好、成立本数３
は木本類と草本類をあわせて 粒/ｍ 散布した場合は 本/ha、 粒/ｍ 散布場合は２００ １，９２０ ６０２ ２

本/haであった。８５０

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
山腹崩壊危険地区判定の３次元物理則モデルに、対象流域の適正な地理データ、土質データを

与えれば高精度の判定ができると考えられた。三宅島の火山降灰地域では、荒廃地域からの土砂
流出状況が把握され、緑化による土砂流出防止効果が認められたことや足尾地域では粘土団子種
子による緑化が順調に推移したことなどから、中期計画に対して予定どおり進捗しており、これ
まで 年間の目標とした成果を達成した。４

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

山腹崩壊危険地区予測 次元物理則モデルはほぼ完成した。また、三宅島の緑化試験や粘土団３
子種子による植生導入の課題に関して明瞭な成果が得られているので、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。物理則モデルを実際に適用する

に当たっては、モデルの仮定、パラメ－タの精度等を十分に認識しその適用限界を明らかにし
ておくことが重要である。

２．ほぼ完成とされる開発モデルの適用限界性についても同時に示す必要があろう。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
課題番号：イイ２ａ実行

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：林地における崩壊土砂の到達範囲予測技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

物理則を反映した崩壊土砂のモデルを用いて、崩壊土砂の到達範囲の予測モデルを開発する。
物理則を反映した崩壊土砂のモデルを提案し、崩壊・土石流ハザードマップ作成の際の基礎指標
となる到達距離の定量的予測・評価モデルを開発し、林野庁、都道府県が施工する治山施設の配
置法をはじめとする山地災害危険地対策に提供する。

２．年度計画
１）崩壊の到達距離に及ぼす土質、地形、崩壊体積の影響に関して、実際の崩壊跡地における観測

データを用いて検証を行う。
２）土質、地形、崩壊体積の影響を加味した崩壊到達距離予測モデルを開発する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）崩壊の到達距離に及ぼす土質、地形、崩壊体積の影響に関して、実際の崩壊事例について検証

するため、平成 日熊本県水俣市宝川内地区において発生した土石流について個別１５年７月２０
要素シミュレーションを行い、土石流の流下経路、堆積状況につき一致することを確認した。

２）間隙水の影響による粒子集合体運動が卓越する豪雨性崩壊に適用するため、粘弾性粒状体モデ
ルによる崩壊運動の数値シミュレーションモデルとしてCundall and Strack( )により提１９７９
唱された (Distinct Element Method)の適用を図った。室内崩壊実験程度の規模の土層ＤＥＭ
をモデルとして崩壊土砂の動きを により解析し、実際の崩土の動きと比較検討して解析ＤＥＭ
の有効性を検証した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
崩壊の到達範囲を予測するためのモデルとして、乾燥した崩壊・落石について剛性モデルを適

用し良い一致を見た。さらに、水の関与する崩壊・土石流に適用するため粘弾性モデルを用いて
降雨による人工斜面の崩壊・流動をシミュレートすることに成功したことなどから、中期計画に
対して予定どおり進捗しており、これまで 年間の目標とした成果を達成した。４

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

粒状体に粘弾性モデルを適用することにより、実際の土石流の流下過程を再現するとともに流
速変化を追跡することに成功したので、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：1評価結果
(３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３内訳(人)

意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。今年度の研究内容はアプローチ

の手法は異なっているが、たまたまイイ２ｂとよく似たものとなっている。次期の中期目標で
実行課題のタイトルを考える際には、内容とタイトルの関係について工夫する必要がある。

２．年度計画に沿って着実に進行していると判断される。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：林地における崩壊・土石流の発生条件の解明と崩壊土砂流出危険）

流域判定手法の向上
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

崩壊土砂が土石流化し長距離にわたって流下する諸条件を解明するとともに、崩壊土砂流出危
険流域の判定手法の向上を図る。

崩壊・土石流の発生流下過程を地盤工学的・地形学的アプローチにより解明することによっ
て、崩壊が発生しさらに土石流化して長距離を流下するための諸条件が明らかになるため、その
成果を林野庁、都道府県等が実施する山地における崩壊土砂流出危険流域の判定に提供する。

２．年度計画
１）土石流の継続条件のうち特に地形要因の影響評価を行うため、傾斜及び水平方向可変上下複断

面水路を用いた室内模型実験により、斜面勾配の変化、流路幅の変化、上部流路と下部流路と
の合流角度の変化の影響を明らかにする。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）土石流実験水路における予備実験の結果、発生した土石流の速度が毎秒 に及んだため通常３ m

のビデオ画像による毎秒 コマでは充分な時間解像度が得られず、また複数台のカメラの同３０
期をとることが不可能であるため毎秒 コマまで複数台の同期撮影可能なカメラの導入によ２５０
り解決した。

これまで小型水路で確認してきた流下途中の過剰間隙水圧の計測を大型水路においても計測
できた。

従来人工斜面を用いた実験で観測された崩壊発生直前のすべり面付近の負圧の発生と崩壊後
の間隙水圧の変動現象を、加波山の自然斜面の現地実験において初めて確認した。また、崩壊
発生から流動化、土石流化して停止するまでの土石流先端の速度変化をビデオ画像と現地測量
結果を用いて比較解析し、土石流化した土塊の速度が毎秒約 に達していたことを明らか７．２m
にした。

： ％（前年度までの達成度 ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ：７０
人工斜面および自然斜面における崩壊・土石流化の過程を実験的アプローチにより再現し、崩

壊・土石流の発生条件と継続条件のうち間隙水圧の発生が重要な要因であることを明らかにし、
現地崩壊実験で検証するなど、崩壊・土石流化に関する諸条件の定量化が進展し、中期計画に対
し、予定どおり進捗しており、これまで 年間の目標とした成果を達成した。４

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

大型実験用水路を用いた土石流実験の実施にあたり、水路および計測システムに発生した問題
点を解決して土石流流下中の過剰間隙水圧の発生を確認することに成功したので、年度計画は達
成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。
２．年度計画に沿って成果が得られていると判断される。



- 60 -

独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ２ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：地すべり移動土塊の変形機構の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

第三紀層の地すべりにおいて、現地観測を行うとともに室内実験を実施し、地すべり移動域に
おける土塊の時系列的な変形過程を解明する。

地すべりの変位に伴う移動土塊の変形過程や移動体が剛体的挙動を示すか、もしくは流動的挙
動を示すかといった変形特性を明らかにすることで、効果的な対策構造物の規模や種別を選定す
ることが可能になる。さらに土塊のどの部分で変位・変形が卓越し流動化する可能性が高いかと
いった変形増大域の予測が可能となる。それらの成果を地すべり発生の初期段階に行政機関が行
う警戒避難区域の策定に提供する。

２．年度計画
１）解析に供するデータセットを得るため現地観測を継続するとともに、室内試験の結果を参考に

数値解析を行い、地すべり地に作用する応力等の分布を明らかにする。
２）作成した地すべり土塊の変形モデルを用いて、移動土塊の変位量を予測し、実測データと比較

して、モデルの検証・改良を図る。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）モデルを用いて積雪層を載荷したところ地下水位が上昇し、現地（新潟県頸城地区）で継続観

測を行った結果と合致した。しかし、載荷に伴う移動土塊の変位量は観測結果と計算値には乖
離が認められた。

２）地震による移動土塊の変位量を残留変位法を用いて計算し、振動台実験の結果と比較したとこ
、 。ろ 実験で得られた地震時におけるステップ状の変位特性を再現できることが明らかになった

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
地盤内部の間隙水圧や地すべり変位および変形量などの観測データを順調に取得している。一

方、現地観測で得られたデータとそれを検証するための数値解析を行い、地下水位の上昇や移動
土塊の変位特性を明らかにした。以上のことから、中期計画に対し予定どおり進捗し、 年間の４
目標を達成した。

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

現地観測で得られたデータと数値計算による解析結果が調和していたことや震動台実験による
地震時の斜面の変位特性が再現できたことなどから、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。今後、積雪荷重による地すべり

土塊の変形だけでなく斜面安定に及ぼす影響の解明も望まれる。
２．年度計画に沿って進行していると判断される。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ２ｄ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：地下水の動態が大規模地すべり地に与える影響の評価）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

シラス地帯の大規模地すべり地における地下水の移動プロセスや賦存量、水理学的特徴を評価
し、深層地下水の地すべり発生に及ぼす影響を定量的に解析する。

本研究により、地すべり地内外の地下水の動態を、周辺地域の地形・地質構造や地すべり地内
のすべり面の構造や地すべり活動との関連性などから明らかにすることで、降雨や融雪水により
発生した大量の地下水の影響を適切に評価した大規模地すべりの発生機構の解明が可能となる。
これらの成果は、地すべり発生危険度予測手法の判定や地下水排除工などの施工技術の向上など
につながるため、行政機関が実施している地すべり防止事業に提供する。

２．年度計画
１）地下水の供給源となる積雪層の分布を空間的に把握するため、航空測量の結果等をもとに地形

因子による積雪量の分布特性を明らかにする。
２）地下水浸透流解析を実施し、現地観測で得られたデータと比較検証を行う。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）航空レーザスキャナを用いて、地下水の供給源となる積雪量を計測し、標高、斜面方位、斜面

勾配、凹凸などの地形特性による積雪深の分布特性を明らかにした。
２）シラス地帯である東北森林管理局管内の地すべり地において、 次元浸透流解析を行い、地下３

水排除工の設置位置等による地下水位低下の程度や範囲を定量的に明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
現地観測を行いながら、３次元モデルを用いた数値計算によって地下水の流動はもちろんのこ

と、排水トンネルやディープウェルなどの地下水排除工の効果を定量的に明らかにした。中期計
画に対し予定どおり進捗しており、これまで４年間の目標とした成果を達成した。

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

レーザスキャナなどにより積雪地帯に位置する大規模な地すべり地とその周辺の地下水環境を
明らかにするとともに、地すべり対策工の施工効果を定量的に把握したことから、年度計画は達
成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。レーザープロファイラーによる

積雪深の面的把握の有効性を明らかにした結果となっている。また、イイ２Ｃの課題も含めて
積雪あるいは融雪と地すべりに関しては豊富な研究蓄積をもっている。新潟県中越地震による
被災地が地すべりを多発する豪雪地帯であることを考えると、タイミングを逃さない時期にこ
れまでの研究から判断される科学的見解を一般の人たちに広く知ってもらえるように、効果的
なメディアを使って公表することが望まれる。

２．年度計画に沿って進捗していると判断される。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ３ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：水流出のモニタリングと全国森林流域の類型化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

高精度の水文データを収集するとともに、水源かん養機能を定量的に評価するため、類型化を
行う。

森林総合研究所所管の全国森林理水試験地で同一手法によるデータベース化を図り、精度の高
い流域水収支評価が得られる。また、都道府県により観測された全国各地の水文データを収集整
理して、統一的な様式に再構成し、全国の地域特性に対応した森林流域における水流出の類型化
を実施する。さらに、これまでまったく得られていないカンボジア国における森林流域の水収支
実態が把握される。これらの成果は、水源かん養機能に配慮した森林整備計画策定に当たっての
情報として行政機関に提供するとともに、今後の我が国を含む東アジアモンスーン地域の森林水
循環研究の推進に活用する。

２．年度計画
１）本邦の森林理水試験地における水文データのデータベース化を図る。
２）全国都道府県の森林水文観測データを収集して流域貯留量を算出し、流域の類型化を進める。
３）メコン河流域では水文観測を実施し、水位－流量曲線の作成を行う。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）本邦の各森林理水試験地は当年度及び観測開始から 年までの観測資料のデータベース化２０００

が進展しており、中期計画以前のデータ公表に向けて観測データが着実に蓄積されている。
２）青森県の水源林総合整備調査事業の水文データを収集し、県別水収支解析に向けて資料を取り

まとめた。
３）カンボジア国の流域試験地での水文観測資料の収集・整理を行い、 流域の水位流量曲線を作３

成し、全流域の流量データの把握にメドを付けた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
の試験地においては計画どおり、水文観測を実施し、当年度及び 年以前の量水デー５ヶ所 ２０００

タに関して基本的なデータベースの作成が予定どおり進捗している。また、試験地毎の個別の流
出解析も進展している。全国の水文調査実績についての調査では、徳島県、秋田県に続き、青森
県での水文事業データをとりまとめ、流域貯留量の解析を行った。さらに国際的な水流出モニタ
リングの構成課題では、年度計画どおり、温帯の本邦及び熱帯モンスーン地域のカンボジア国に
おいて水循環観測を進め、着実な水資源・水環境に関するデータの収集を実行した。中期計画に
対し予定どおり進捗しており、これまで 年間の目標とした成果を達成した。４

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

各理水試験地においては当年度及び 年以前の観測資料のデータベース化が進捗した。ま２０００
た、全国の水文調査実績についての調査では青森県の試験地のデータをとりまとめた。本邦及び
メコン川流域では、観測を開始した対象流域の水資源・水環境のデータ取得が行われたことなど
から、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。長野県の脱ダム宣言以降、森林

の水源涵養機能についての一般の人たちの関心は深い。１０数編の論文発表は、この関心に答
えるための努力の成果とみられ評価できる。さらにこの関心に答えるためには、地道な観測を
続ける一方で、それぞれの試験地に課せられた固有な命題にもう一度立ち返って観測結果を解
析していくことも大切ではないか。

２．国民にも分かりやすい水文データベースの活用具体例をもっと示して欲しい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ３ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：森林流域における水循環過程の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

大気・森林・斜面・渓流系における水移動の経路や速度及び滞留時間を明らかにし、水移動調
査法を開発する。安定同位体比および溶存成分濃度を情報源として、森林流域から流出する水の
時間的起源（雨水と先行水分の比）と空間的起源（地表水、地中水、地下水の割合）を明らかに
する。これらの結果は、森林流域を移動する水の滞留時間や移動経路の評価を可能とし、流域保
水量の推定にも活用できる。また、流域内の水分分布と流域流出の長期的な変化を予測する手法

、 、 、 、 ）が開発され 森林流域における水の移動および流出に関わる諸因子(気象 地形 土壌 植生等
の影響程度の評価が可能となる。その成果は行政が行う森林流域の管理計画策定に提供する。

２．年度計画
１）水循環過程解明の一環として安定同位体比および溶存成分濃度を情報源として洪水時流出水の

起源の推定を行う。
２）森林流域から流出する水・土砂量の把握のため、出水時の流出水量と浮遊土砂の関係を解析す

る。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）厚い土層を持つ筑波森林水文試験地で酸素安定同位体比をトレーサーとして洪水流出水を“新

しい水”と“古い水”の 成分に分離した。その結果、洪水全体の ％が“古い水”で形成さ２ ８４
れていることがわかり、流出水起源の推定が可能となった。

２）筑波森林水文試験地を対象に観測によって水・土砂流出の実態を把握し、これに基づいて分布
型の土砂流出モデルの適用を行った。水流出の分布型モデルとの連携による総合的な予測への
拡張可能性を確認できた。また、水流出に最も基本的に関与すると考えられる土層・風下層の
３次元的分布を表面波探査を用いて把握し、深い土層を持つ森林流域の深層構造を求めること
ができた。

３）多雪地域に位置する釜淵森林理水試験地において、積雪が水流出に与える影響について検討し
た。土壌水分が全層で高く維持される積雪期には滞留時間の長い土壌深部の水が押し出される
ようになり、土壌水分が全層で低下する消雪後には夏の渇水期を除いて浸透水の滞留時間が短
くなると推察された。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
計画どおりに対象流域において各種観測を定常的に実施し、安定同位体をはじめとする水・土

砂流出に関わる目的のデータを取得した。また、昨年に続き安定同位体比を用いた成分分離も進
んでいる。流域の流出場となる地下部分に関する情報の蓄積により、流出に関する集水面積変動
や深い土層を持つ森林流域における水の挙動についても知見が集積された。さらに、流出予測に
ついては数年来の観測データに基づき水・土砂の分布型流出モデルを筑波試験地を対象に適用し
て良好な適合を得た。以上のように、中期計画に対し予定どおり進捗しており、これまで 年間４
の目標とした成果を達成した。

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

対象流域において各種観測の継続により、安定同位体比をはじめとする水・土砂流出に関する
データを取得し、予定どおり解析を進めている。また、浅い森林土壌を持つ流域のみならず深い
土層・風化層をもつ流域も対象に、流出に関する集水面積変動や詳細な地下構造データの取得も
実行した。さらに、流出予測については水・土砂の分布型流出モデルを適用して良好な適合結果
も得られたので年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。
２．筑波試験地の水循環過程の特性・特徴にも注意を払う必要があろう。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ３ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：森林施業が水資源かん養機能に及ぼす影響評価）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

森林施業が流域水収支へ及ぼす影響を水移動の関連因子との比較において定量的に評価する手
法を開発する。

スギおよびヒノキ人工林における枝の枯れ上がりを含めた樹冠の動態が解明され、間伐に伴う
葉群動態が明らかになり、林冠動態モデルを作成する。また、流域水収支の林分構造依存性を定
量的に評価し、林冠動態モデルを水収支モデルのサブモデルとして組み込むことにより、森林施
業が水資源かん養機能に及ぼす影響を評価し、林野庁、都道府県等が行う保安林管理計画策定に
提供する。

２．年度計画
１）スギ・ヒノキ林の器官現存量等の伐倒調査データ等を踏まえて、林内光環境の測定と樹冠構造

の対応関係を明らかにする。また森林動態モデルの改良を進める。
２）樹冠遮断量の計算において現在モデルに与えているパラメータの改良を図る。

年度計画目標値： ％２４

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）人工林の平均個体の成長モデルをスギ人工林に適用し、葉、枝、幹の現存量を推定することが

できた。この結果、樹冠形の分析をもとに林分内の葉群動態を推定することが可能となった。
また、モデルによる開空度と林内光環境の整合性を検討可能とした。

２）樹冠遮断において飛沫蒸発は主要なプロセスであると考えられた。また、樹冠遮断プロセスに
おいて葉量の重要性が再確認された。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ５６
樹冠構造のモデル化は実態データの観測、収集に基づいて計画どおり進捗し、光環境への対応

関係も開空度を用いて評価可能となった。また、樹冠遮断を含む水収支モデルについては従来の
遮断プロセスモデルに加えて飛沫プロセスの考慮により精度向上が期待され、林分葉量の重要性
も再確認された。以上の結果、中期計画に対し予定どおり進捗しており、これまで４年間の目標
を達成した。

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

人工林の平均個体の成長モデルにより、葉、枝、幹の現存量を推定することができ、林分内の
葉群動態が予測可能となった。さらにモデルによる開空度と林内光環境の整合性も検討可能とな

。 、 、った 樹冠遮断モデルに飛沫プロセスを加えて改良し 林分葉量との関係も確認できたことから
年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。この研究成果は、行政が

最も必要としているものの一つであり、また一般の人たちも関心が深く、最終的には具
体的な技術として提供される重要な課題である。一方で基礎研究の面からも、降雨中の
樹冠遮断について飛沫蒸発という新しいモデルを提案しており、興味深い研究となって
いる。

２．樹冠遮断モデルへの飛沫プロセスの導入と改良は、今後とも検討に値する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ４ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：水質形成に関わる土壌資源特性の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

矢作川水系の森林流域を対象として、窒素等渓流水質の形成に関わる土壌資源特性のデータベ
ースを開発する。この成果は、矢作川水系の森林－農地－沿岸水域の窒素等の自然循環機能の高
度な利用技術に活用できる。

２．年度計画
１）森林タイプと地形・土壌などの立地環境条件を基に、矢作川流域における森林域からの無機態

窒素流出量を推定するため、土壌窒素無機化量を明らかにする。
年度計画目標： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）矢作川流域に分布する代表的な森林タイプ、土壌型を網羅するように表層土壌を採取し、室内

。 、実験によって土壌窒素無機化量を求めた 無機態窒素の大部分を占める硝酸態窒素の生成量は
最上流域に分布する天然ブナ林で高く、上・中流域に分布するカラマツ林、スギ・ヒノキ林、
ミズナラ林で中位の値を示し、下流域に分布するアカマツ林、コナラ林、アラカシ林で最も低
くなることを明らかにした。また、土壌型による比較では、適潤性土壌で硝酸態窒素生成量が
大きく、乾性土壌では小さい傾向を明らかにした。硝酸態窒素生成量を推定する重回帰モデル
を作成するため、関連する要因を検討し、土壌型、斜面方位、森林を構成する樹種、標高、斜
面位置の５要因を説明変数として抽出した。これら つの説明変数を用いて、精度良く実測値５
を予測できる重回帰モデル（決定係数 ）を開発した。Ｒ２＝０．８４

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
矢作川流域における森林流域からの無機態窒素流出量を推定するための森林土壌の窒素無機化

量の測定は順調に進んでいる。その結果と立地環境要因との関係解析を行い、硝酸態窒素生成量
を推定する重回帰モデルを作成した。以上のことから、本課題は中期計画に対し、予定どおり進
捗しており、これまで 年間の目標とした成果を達成した。４

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

矢作川流域の森林域からの窒素流出量推定とその広域評価を行うという目的に対し、重回帰モ
デルにより流域内の森林土壌の窒素無機化量が推定可能となった。これらのことから、本年度計
画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。
２．年度計画に沿って着実に進行していると判断される。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ４ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：森林流域における窒素等の動態と収支の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

関東地方低山帯において窒素等の物質循環における土壌、植物、微生物、水文特性の関与を定
量的に解明し、窒素等の動態の予測法の開発に取組む。これらの成果は、森林―農地―水域を通
じた自然循環機能における森林の役割の評価、ならびに、下流の農地、都市域、海域への主要栄
養塩類の供給量の評価に活用するとともに、森林生態系が有する水質浄化機能の評価ならびに変
動予測に活用する。

２．年度計画
１）森林生態系における栄養塩類の生成過程を解明するとともに、森林からの栄養塩類の流出量を

算出する。
２）桂試験地において、間伐後 年目の植物による窒素の吸収・還元量、土壌の窒素無機化量、窒１

素固定量、脱窒量、窒素流出量を算出し、間伐による窒素収支の変化を明らかにする。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）量水試験地における栄養塩類、特に窒素の流出量が、日本の各地ならびにアメリカ東部の森林

流域でまとめられた窒素の流入、流出量と比較しても、同程度の範囲にあることを明らかにし
Ｓｉ Ｓｉた。また、 の流出量は降水量ならびに流出水量と正の相関が示し、世界的にまとめられた

の流出量と流出水量との関係の中にプロットされ、基本的には の流出量は流出水量に影響さＳｉ
れていることを解明した。また、関東・中部地方では火山岩の分布域で特異的に 濃度が 倍Ｓｉ ２
近く高くなる傾向を明らかにした。

） （ ） 、 、２ 桂試験地斜面下部のスギ林 ha を対象として 平成 に実施した間伐によって１．０ １５年１２月
樹木が保持する窒素の現存量は間伐の前後で減少したものの 間伐後の樹木による窒素吸収 固、 （
定）量は、林分レベルで見ると間伐前とほとんど変わらないこと、窒素無機化量は間伐区でも
対照区でも同等の増加が認められ、また、間伐区内で間伐木の枝条が被覆の有無による顕著な
差が認められないこと、間伐後の フラックスは間伐前と比べて明瞭な違いが認められないＮ Ｏ2
ことを明らかにした。水循環・流出過程については、間伐による損失量、個々の降水イベント
における全流出量に対する直接流出量の比率、樹冠遮断率についても変化が認められないこと
を解明した。年窒素流出量は増加したが、間伐と降水量の増加の影響とを分離して特定できな
かった。これらの結果から、桂試験地では林分レベルで考えた場合、間伐による窒素動態への
初期影響は小さいことを明らかにした。また、関東・中部地域の広域にわたって渓流水質を多

、 。点で調べ 関東平野周辺部に硝酸態窒素濃度の高い地点が帯状に分布することを明らかにした

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
桂試験地における窒素現存量、動態を解明してきたが、今年はさらに間伐による窒素動態の初

。 、 、期の変化がほとんど認められないことを明らかにした また 各地で栄養塩類の流出量を算出し
さらに今年は他の研究例と比較検討して広域的に評価した。以上のことから本課題は中期計画に
対して予定どおり進捗しており、４年間の目標とした成果を達成した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

間伐による窒素動態への初期影響は小さいこと、また、各地で計測されてきた森林流域からの
主要栄養塩類の流出量を、他の研究例と比較検討し広域的に評価するなど、予定どおりの成果を
得ている。このように所期の研究目標の達成に向けて着実に研究が進展しており、年度計画は達
成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。
２．年度計画に沿って有意義な研究成果が得られていると判断される。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ５ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：海岸林の維持管理技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

、 、海岸林の前線部で飛砂・風食が発生するプロセスを明らかにし その対処方法を検討すること
及びクロマツ海岸林の本数調整手法を開発することで、海岸林が生活環境保全機能を安定的に発
揮できるようにする。飛砂・風食に関しては、その発生プロセスについて研究を進めることによ
って、前砂丘に生じた凹凸地形が飛砂発生を助長していることが定量的に明らかにし、その効果
的な管理法を提示することによって、また、クロマツの本数調整に関しては、過密程度・樹齢な

、 。どの林分状況に応じた本数調整指針を提示することよって 現場技術者に研究成果を受けわたす

２．年度計画
１）風の集中と飛砂の発生状況との関係を現地砂丘地形を模した風洞実験やコンピュータシミュレ

ーションで解析する。
２）クロマツ海岸林の本数調整手法の試案を現地検証によって改良する。

年度計画目標値： ％２２

３．年度計画の進捗状況と主な成果
） 、 。１ 砂丘凹地周りの風向風速を測定し 堆砂が凹地後方に集中するプロセスの一端を明らかにした

風洞実験では、現地観測と同様の風速分布を確認できたほか、砂丘凹部に風が集まる風向分布
を捉えることができた。当初予定したコンピュータシミュレーションは、風洞実験の準備・実
験に時間を要したために、次年度に持ち越しとなった。

２）現地海岸林（東海村村松海岸林）において、先に提示した本数調整手法の試案に基づいて伐採
を行い、選木上の問題点を抽出し、本数調整手順を、本数調整遅れの林分、幼齢林分に分けて
作成した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７６ ５８
クロマツ海岸林の本数調整問題については、密度管理指針案を作成できた。最終年度に使いや

すくすること、裏付けとなるデータを補強することで、中期目標を達成できる見通しがたった。
一方、砂丘地における風ならびに飛砂の集中問題については、風洞実験により風速分布を確認で
きた。ただし、コンピュータシミュレーションが次年度に持ち越しとなった。以上のことから中
期計画に対する 年間の目標はほぼ達成した。４

評価結果 達成 〇概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

クロマツ海岸林の本数調整問題については予定どおり進んだが、砂丘地における風ならびに飛
砂の集中問題については、コンピュータシミュレーションが次年度に持ち越しとなることから、
年度計画は概ね達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (０) (３) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は概ね年度計画に基づいて進行していると判断される。今後のコンピュータシミュレーシ

ョンに期待したい。なお、スマトラ沖地震・津波の災害によって海岸林の役割に関心が向いて
いる。林業試験場時代の防潮林に関する研究あるいはチリ地震・津波による三陸海岸の災害報
告等、この時期にその成果をとりまとめ再度公表することも考えられるのではないか。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ５ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：森林群落内部における熱・ 輸送過程の解明） ＣＯ2

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用
森林群落における微気象観測と微気象モデルを用いた解析から、群落内の水、熱、 の輸送ＣＯ2

過程を解明する。群落乱流に対するLarge eddy simulation( ) モデルを開発し、群落構造ＬＥＳ
とそれによって形成される乱流構造との関係を解明する。群落スケールでの熱・ 輸送過程にＣＯ2

おける林床面や樹木等、森林群落構成要素の果たす役割を明らかにする。積雪期間や積雪量変化
など年ごとの気象条件の変動が 放出量や炭素収支におよぼす影響を定量的に予測する。森林ＣＯ2

群落の微気象過程の解明と観測精度・モデル予測精度の向上により、 などのＩＧＢＰ、ＧＣＰ、ＩＰＣＣ
科学・社会・行政ニーズに対して高精度なエネルギー・ 収支量データを提供するための研究ＣＯ2

を高度化させる。

２．年度計画
１） モデルを用いて植物キャノピー層を含む中立接地境界層における乱流の３次元シミュレＬＥＳ

ーションを行い、群落内外の乱流構造の解析を行う。
２）林床面 放出量および関連要素の観測結果をもとに、林床面 フラックスの形成過程と変ＣＯ ＣＯ2 2

動要因を解析する。
３）雪面チャンバ測定を追加実施し、その結果と濃度拡散計算値との比較を行い、積雪層を通じた

輸送過程の解明を進める。ＣＯ2

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１） モデルによる数値計算から、群落上のスカラーフラックスは背の高い構造をもつ乱流にＬＥＳ

よって主に運ばれており、それが観測地点を通過する際に大きな圧力変動が観測されることが
明らかとなった。

２）林床面 放出量の観測結果から、林床面 フラックスの形成過程と変動要因を解析し、土ＣＯ ＣＯ2 2

壌の 拡散係数を用いることにより、フィールドデータから土壌水分と林床面 放出量のＣＯ ＣＯ2 2

関係を表現できることがわかった。
2 2３ 雪面 放出量について チャンバ測定と濃度拡散計算値との比較を行い 積雪層を通じた） 、 、ＣＯ ＣＯ

輸送過程の解明を進めた結果、積雪面 放出量は、チャンバ法に対して濃度拡散法の値はおＣＯ2

よそ 割大きな値であり、雪質の変化を加味する必要性が示唆された。３～５

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
モデルを構築し、数値計算により群落上のスカラーフラックスの性質を明らかにした。ＬＥＳ

林床面 放出量観測を自動連続測定化し、フィールドデータから土壌水分と林床面 放出量ＣＯ ＣＯ2 2

の関係を明らかにした。また、濃度拡散法、チャンバ法の比較により、積雪面 放出量においＣＯ2

ては、雪質変化を加味する必要性を明らかにした。以上のことから本課題は中期計画に対し、予
定どおり進捗しており、これまで 年間の目標とした成果を達成した。４

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

乱流が群落上を通過する際に大きな圧力変動が観測されることが明らかとなった。また、土壌
。 、水分と林床面 放出量の関係を土壌 拡散係数を用いて表現できることがわかった さらにＣＯ ＣＯ2 2

積雪面 放出量の評価のため、雪質の変化を加味する必要性が示された。以上 つの計画は着ＣＯ ３2

実に実行され、成果は学会誌に発表されており、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。基礎研究であるが、研究

の国際的な位置づけおよび研究の出口との関連が明確で、森林総研の中心課題の一つで
ある地球温暖化に対する森林の役割解明の根幹をなす研究となっている。

２．研究成果の公表ならびに年度計画の顕著な進展が認められる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：イイ５ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：積雪地域の森林流域における環境保全機能の評価手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

積雪地域における森林流域の環境保全機能の評価手法を開発するため、東北地方に分布する多
様な林相の全天空写真撮影により、当該林分の気候緩和作用を簡便に推定、評価する手法を開発

。 、 、 。する また 標準的な林相の森林流域からの水・土砂流出量を推定 評価するモデルを作成する
さらに風衝荒廃裸地の発生、拡大を抑制する技術を開発し、当該技術による地表面付近の微気候
環境の緩和作用を定量的に評価する手法を開発するとともに、積雪が硝酸態窒素の流出に及ぼす
影響を明らかにする。

これらの成果は、積雪地域の森林流域における各種の環境保全機能を定量的に評価する手法や
指標として活用するともに、気候緩和作用を活かした森林の施業指針の策定や風衝荒廃地の地表
面保全技術の理論的根拠として活用する。

２．年度計画
１）全天空写真を用いて林内微気候を推定するモデルについて、実測データをもとに改良し検証す

る。
２）山地森林小流域における土砂流出特性の解析を進め、水・土砂流出基礎モデルの改良を図る。
３）姫神試験地で渓流水並びに地表面融雪水の観測を行い、融雪期における硝酸態窒素の流出特性

を明らかにする。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）安比森林気象試験地のブナ林内における全天空写真の開空度と光合成有効放射量（ ）とＰＰＦＤ

の関係を明らかにし、林内の光環境を簡便に推定できるモデルを作成した。これにより、全天
空写真を用いてブナ林内の の推定が可能になった。ＰＰＦＤ

２）釜淵森林理水試験地で、出水ごとの流水量の最大時間変化率に対する観測濁度の最大変化量は
浮遊砂濃度で得られているべき乗式で近似でき、浮遊砂濃度モデルのパラメーを修正すること
で濁度推定が可能であることがわかった。

３）姫神試験地において、 月上旬の融雪停止期から融雪期まで、積雪、融雪水の硝酸態窒素を測１
定した結果、積雪期に貯留された が融雪期に集中して流出し、流域からの窒素流出硝酸イオン
特性に及ぼす影響が大きいことがわかった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
東北地方の森林内の気候緩和機能を評価するために、林内気温、相対湿度、光環境などの個別

要素について、全天空写真から簡便に推定できるモデルを作成した。また、釜淵森林理水試験地
における水・土砂流出基礎モデルの骨組みがほぼ完成し、パラメータ式の修正を残すのみとなっ
た。さらに、姫神試験地における積雪と硝酸態窒素の流出特性との関係について解析し、融雪期
の流出増加が顕著であることを明らかにした。以上の成果により、中期計画は予定どおりに進捗
し、これまで 年間に目標とした成果を達成した。４

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

安比森林気象試験地のブナ林内で、光環境を全天空写真から推定するモデルの開発を行い、ま
た釜淵森林理水試験地で、継続観測によって得られたデータを含めて水・土砂流出基礎モデルの
適合性を確認し、さらに姫神試験地の融雪期の硝酸態窒素の流出特性を解明した。以上の成果に
より、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。
２．中期計画の最後の年である来年度に向けて、実行課題名と実際の研究内容の位置づけ、ならび

に発表業績のさらなる充実が望まれよう。
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評価シート（指標）
実行課題番号：イイ６ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：渓畔林の環境保全機能の解析と評価手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

渓畔域のもつ多様な環境保全機能を解明するとともに、治山施設が渓畔域に及ぼす影響を解明
する。治山施設が渓畔林の動態に与える影響を整理するとともに、渓畔域のもつ多様な環境保全
機能を定量的に評価し、渓畔域の保全に配慮した治山事業を進めるにあたっての渓流域調査法、
留意点など、新たな治山事業の推進に活用できる指針を提示する。成果は、行政機関（林野庁治
山課を想定）に随時提供する。

２．年度計画
１）渓畔林の種特性を明らかにし、治山堰堤がもたらす微地形変化との関係を解明する。
２）渓畔林の機能保持に関して必要な林帯幅の算定手法を開発する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）渓床堆積地を 年スケールで流水の直接的な影響を受けていない高位河床面、毎年のように１００

冠水する低位河床面(下)、その中間の低位河床面(上)の つに区分すると、堆積地に出現する３
木本種の特徴との対応がよいこと、また、堰堤が満砂状態になると低位河床面(上)が広く形成
され、出水に伴い地形変化が起こると、その位置は移り変わるものの、低位河床面（上）が占
める割合はほとんど変化しないことが明らかになった。

２）土砂流出に及ぼす林床状態の影響、渓流水温に及ぼす渓畔林の影響、落葉の供給源としての渓
畔林の範囲をそれぞれ捉えることができた。また、それぞれの機能を発揮するのに必要な幅を
算出するモデルが定まった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
これまで渓畔林の存続・更新を保証する視点から、渓床堆積地に関する区分方法を提案し、そ

のような堆積地が治山・砂防堰堤の設置によってどのような影響を受けるかを明らかにしてき
た。また、土砂流出に及ぼす林床堆積物の影響、渓流水温に及ぼす渓畔林の影響、落葉の供給源
としての渓畔林の機能を評価してきた。全体として中期計画に対して順調に進捗しており、これ
まで４年間の目標は達成した。

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

渓畔林樹種の特性に対応させて渓床堆積地を区分する方法が定まったこと、渓畔林の機能を発
揮するのに必要な幅を算出するモデルが定まったことなど、それぞれの構成課題において今年度
の目標を達成していること、また、それぞれの成果が実行課題の目的に向かって、まとまってい
ることから、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。この研究は、これまで日本でほ

とんど研究蓄積のなかった渓畔林について、比較的短期間にその造成・保持に関する技術化へ
の道筋を明らかにしている。評価されるべき研究といえる。

２．年度計画に沿った研究が展開されていると判断される。
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評価シート（指標）
実行課題番号：イイ６ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
イ 森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究
指標（実行課題 ：湿雪なだれの危険度評価手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

湿雪なだれの発生条件を解析し、なだれの発生危険度を評価する手法を開発する。湿雪なだれ
の発生しやすい気象条件が明らかになり、積雪深、降水量、気温などのアメダス気象データより
融雪量をリアルタイムに推定するシステムを開発することで、湿雪なだれの危険度評価に必要な
なだれ発生と融雪量の関係が明らかになる。この成果は、なだれ発生危険度判定の精度向上に活
用する。

２．年度計画
１）なだれ発生時のアメダスデータと融雪量推定モデルによって融雪量を推定する。
２）なだれ発生危険度評価手法の開発を進める。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）アメダスデータのみを入力値として融雪量のモデル計算を行なった。計算結果を熱収支に基づ

く融雪量の推定値と比較したところ、融雪期に両者が比較的よく一致した。モデル計算の過程
で算出される降雪深、密度プロファイル、積雪水量も観測値とよく一致し、モデルの適合性を
確認した。

２）なだれ発生危険度評価に必要な積雪のせん断強度を融雪量と積雪の密度から推定する手法を開
発した。これによって、アメダスデータを利用して積雪のせん断強度の変化を推定する手法が
開発できた。

％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度：８０ ６０
なだれ発生時の現地調査と気象・積雪データの収集を行い、積雪の密度と融雪量からせん断強

度を推定する方法を開発した。さらに粘性圧縮理論に基づく融雪量推定モデルの改良を重ね、そ
の適合性が確認できた。両者を結合することにより、最終年度にはアメダスデータのみから積雪
の安定度を計算できる見通しが立ったことから、本年度までの４年間の目標は達成した。

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

融雪量推定モデルを用いて計算値と推定値の比較を行い、その適合性が確認できた。これによ
り、アメダスデータのみから積雪の安定度を計算できる見通しが立ち、その布石としてアメダス
データとなだれ発生時の気象条件の関係を解析した。これらの成果から今年度の計画は達成とし
た。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は年度計画に基づいて着実に進行していると判断される。
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平成１６年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応
（イ）森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究

開催日平成１６年２月１６日
項目 指摘事項 対応結果

実行課題について
イイ３ａ 森林水文観測デ－タの公表のあり方について、 今年度も引き続き各水文試験地でデ－タの収集作

今後検討を要す。 業を継続し、従来各試験地独自のデ－タ整理方式だ
ったものを全国統一的なデジタルデ－タ化した方式
に改め、汎用性のあるデ－タベ－ス化を継続した。
なお、既往の公開デ－タベ－スを参考にし、公開す
るデ－タの範囲、形式、公開後のメンテナンス及び
利用規程などを統一して公開出来るように、デ－タ
整備と併行して、その方法と時期を検討中である。

研究分野について
分野の課題間の連携をより深めた研究の推進 課題担当者は、本分野の２１課題の推進だけでなく、
を図られたい。 プロジェクト課題等に一緒に参画していることも多く、

指摘事項に十分配慮し、研究者間の意見交換、技術
交流を深め、課題推進に当たった。

基礎的で結果が出にくいものと、短期的で結果 長期観測等が必要で、まとめに時間を要す課題にお
が出易いものとを結び付けていくことが重要。 いても、切り口を工夫しながら、より多くの業績発表

に結びつくように研究推進に努力した。
研究成果のホットなものを社会に分かり易く伝 三宅島関連のホットな成果や注目された山地崩壊・
える積極的な広報活動の展開を要望する。 土石流公開実験等、プレスリリ－ス関連２件やシン

ポジウム発表、パンフレット作成配布等を実施し、研
究成果の広報に努力した。

発表業績の向上を期待する。 今年度も原著論文、学会発表等の口頭発表、書籍
執筆、シンポジウム発表と成果の発表に努めてき
た。原著論文は３６編を数え、昨年より９編ほど増加
した。
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平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（イ）森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究

開催日平成１７年２月１６日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
イイ５ａ イイ５ａ（海岸林関連の課題）について、遅れた 風洞実験に手間取り、シミュレ－ション解析が遅れ

飛砂に関するシミュレ－ション解析の早期達成 た。現地観測、風洞実験、コンピュ－タシミュレ－ショ
を期待する。また、津波災害で海岸林の防潮効 ン解析は、飛砂研究を進める上での必要な研究プロ
果が関心を呼んでいる時期でもあり、これまで セスであり、早期に遅れを取り戻したい。また、海岸
の林試時代からの研究成果等を取りまとめ公 林の防潮機能に関する研究レビュ－については、林
表してはどうか。 野庁の委託調査に委員として加わり、これまでの諸

成果を整理し、報告書としてまとめている。
研究分野について

災害対応や発展途上国での調査研究などは、 災害対応については、従来から林野庁等と連携して
研究所としてもっと積極的に取り入れて欲しい。 取り組み、多くの実績を上げており、社会貢献の一
こうした研究の評価においては時間スケ－ルの 環とも位置づけて対応してきている。途上国との調査
長いスパンで評価すべきであり、社会貢献とし 研究についても、関係機関とMOUを結び、外部資金
て、インセンティブを与えても良いのではないか の研究課題に応募して、共同研究に取り組んできて
と思う。 いる。長期的な評価やインセンティブについては、１

分野だけでなく、大所高所から検討されるべき課題と
思われる。なお、災害対応、海外研究については、
引き続き今後とも対応していきたい。

研究成果や研究の重要性に関するパンフレット 研究成果の広報の重要性については深く認識してお
類の作成配布など、広報成果を上げて来ている り、所の各種広報媒体の活用や各種手段を工夫しな
点は評価できる。今後とも各対象レベルに合っ がら、今後とも広報活動に努力していきたい。
た啓蒙、ＰＲ等の広報の仕方を工夫して欲しい。



- 74 -

独立行政法人森林総合研究所

イ分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

（ア） （イ）評価単位
森林土壌資源の 森林の持つ国土全分野に対

諸機能の解明と持 保全、水資源かんする割合

続的発揮への適 養、生活環境保全イ ［％］
用 機能の解明と評価

179,141 10 ％ 21,519 157,622予算［千円］
(61 ％) (51 ％) (63 ％)（受託プロジェクト

研究費の割合）
［％］

45.1 12 ％ 12.9 32.2勢力投入量
（人当量）［人］

6 4 ％ 0 6委託研究
機関数

45 10 ％ 8 37研究論文数
119 10 ％ 36 83口頭発表数
10 7 ％ 3 7公刊図書数
71 10 ％ 11 60その他発表数
1 7 ％ 0 1特許出願数
3 10 ％ 1 2所で採択された

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

森林の国土保全、水資源かん養、生活環境保全機能の高度発揮に関する研究イ

第２－１－（１）－イ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ
②区分 ト①

◎ 100 1イア１ａ 斜面スケ－ルでの水分環境変動と主要元素の動態の解明

◎ 100 1イア１ｂ 広域機能評価のための土壌資源インベントリ－の構築と分類手法の高度化

◎ 100 1イア２ａ 斜面系列における養分傾度と樹木の養分吸収・利用様式の解明

◎ 100 1イア２ｂ 多重共生系における各菌の発達様式と宿主の生育への影響の解明

◎ 100 1イイ１ａ 主要人工林における樹木根系による斜面崩壊防止機能の解明

◎ 100 1イイ１ｂ 降雨強度を指標とする土砂災害危険地判定手法の開発

◎ 100 1イイ２ａ 林地における崩壊土砂の到達範囲予測技術の高度化

◎ 100 2イイ２ｂ 林地における崩壊・土石流の発生条件の解明と崩壊土砂流出危険流域
判定手法の向上

◎ 100 1イイ２ｃ 地すべり移動土塊の変形機構の解明

◎ 100 1イイ２ｄ 地下水の動態が大規模地すべり地に与える影響の評価

◎ 100 2イイ３ａ 水流出のモニタリングと全国森林流域の類型化

◎ 100 1イイ３ｂ 森林流域における水循環過程の解明

◎ 100 1イイ３ｃ 森林施業が水資源かん養機能に及ぼす影響評価

◎ 100 1イイ４ａ 水質形成に関わる土壌資源特性の解明

◎ 100 1イイ４ｂ 森林流域における窒素等の動態と収支の解明

○ 80 1イイ５ａ 海岸林の維持管理技術の高度化

◎ 100 1イイ５ｂ 森林群落内部における熱・ＣＯ 輸送過程の解明2

◎ 100 1イイ５ｃ 積雪地域の森林流域における環境保全機能の評価手法の開発

◎ 100 1イイ６ａ 渓畔林の環境保全機能の解析と評価手法の開発

◎ 100 1イイ６ｂ 湿雪なだれの危険度評価手法の開発

（指標数：２０、 ウェイトの合計③：２２ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ２１８０（ ）
＝９９（％）＝

ウェイトの合計③ ２２

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

評価結果半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

分科会ａ：達成 （９０％以上）
評価区分ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ａｃ：未達成 （５０％未満）

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シート（指標）
実行課題番号：ウア１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：被害拡大危惧病虫害の実態解明と被害対策技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

北海道から九州まで６地域で病虫害の発生が監視され、その発生動向が予測される。被害拡大
が危惧される病虫害の情報については、年ごとに「森林病虫害の発生動向」として森林防疫誌に

。 、 、公表する 現在顕在化している病虫害について 被害実態の解明と被害回避技術の開発をしたり
防除基準を作成する。その成果は林野庁や都道府県の林業行政に活かす。防除技術は普及誌や防
除マニュアルなどにより公立林業機関関係者、民間の林業と緑化関係者、樹木医などの活動現場
での活用する。

２．年度計画
１）森林病虫害発生情報を基に、地域毎に被害拡大が危惧される病虫害発生を監視し、その発生動

向を予測する。
２）クワカミキリなどの被害実態を調査し解析する。
３）監視が必要な病虫害について被害実態を調査する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）１２種の病害と２１種の害虫について発生状況の把握と解析を行った結果、ヤシオオオサゾウ

やキオビエダシャク、ケブカトラカミキリの北上傾向や、スギ集団葉枯症被害の新被害地が明
らかとなった。

２）ケヤキの人工林では、クワカミキリの成虫が従来考えられてきたより多く脱出していることを
明らかにした。

） 。３ マテバシイを食害するムラサキツバメの分布が関東で急激に拡大していることを明らかにした

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
全国的な発生情報の収集・受け渡し体制が整い、顕在化している病虫害についての緊急調査や

対策手法の開発が順調に進行していること、顕在化している虫害の被害実態が解明されつつある
こと、新たな病虫害の発生動向が明らかになっていること、またこれらの成果を防除技術に利活
用する準備が整いつつあり、中期計画は予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

被害拡大が危惧されるヤシオオオサゾウなど病虫害監視の結果、北上傾向などが明らかとなっ
たこと、クワカミキリの被害実態の調査解析が進んだこと、および監視体制下にあるムラサキツ
バメなどの分布実態と拡大傾向が明かとなったことにより年度計画を達成したと判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (４) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等
１．年度目標は確かに達成しているが目標が低すぎるのではないか。
２．限られた予算で虫害による被害実態をよく調査研究されていると評価します。
３．年度計画の成果が得られているので妥当といえる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ウア１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：集団的萎凋病の対策技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

ナラ萎凋病に関連するナガキクイムシ類の生態を解明するとともに病原菌との相互作用を明ら
かにし、新たな被害回避技術開発に役立てる。

２．年度計画
１）病原菌接種によるミズナラ・コナラ・シイ・カシ類の組織学的変化を解析する。
２）カシノナガキクイムシフェロモンの化学構造決定を行う。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）光学顕微鏡による木部組織の変化の観察では、病原菌を接種したアカガシとコナラとの間に明

確な違いは見られなかったので、常緑樹のシイ・カシ類と落葉樹のナラ類とで病原菌に対する
木部組織の反応が異なるか否かを明らかにするには、種々の染色法を用いるなどより詳細な観
察が必要と考えられた。病原菌を接種したアカガシの変色部では導管内にチロースが多数形成
されており、ミズナラやコナラと同様に変色部で水分通導が停止していると考えられた。

２）雌触角を用いた 分析によって、雄穿孔フラスアセトン抽出物に対して再現性のあるＧＣ-ＥＡＤ
活性を示すピークを再確認し、ラセミ体の集合フェロモン合成品に対する 分析ＥＡＧ ＧＣ-ＥＡＤ

において強い 活性が有る事を確認した。構造決定された集合フェロモンの合成化合物にＥＡＧ
よる野外捕殺試験を行い、エタノールに比べ有意に強い誘引活性を確認した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７５ ５５
ナラ萎凋病の病原菌が明らかになり、伝搬者の生態についても進展が見られ、さらに集合フェ

ロモンの構造が決定されたことにより、新たな被害回避技術への足がかりができた。萎凋機構の
解明についてはなお遅れが見られるが、病原菌接種による組織学的な変化を観察できたことは成
果であり、このように評価した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

カシノナガキクイムシのフェロモンの化学構造が決定され、病原菌を接種したカシ類とナラ類
の組織学的観察を行ったことで年度計画を達成したと判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (４) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等
１．集合フェロモンの構造決定が出来たことは高く評価できる。次の展開を期待する。
２．フェロモンの化学構造の決定など成果が得られていると評価します。
３．年度計画の成果が得られているので妥当といえる。フェロモン研究では著しい成果が得られて

おり、全体の達成度を上げても良いと思われる。



- 78 -

独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ウア２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：マツノマダラカミキリ生存率制御技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

微害地におけるカミキリ制御要因の解明、新たな天敵生物の探索と評価を行い、天敵生物の効
果的な施用法、及びボーベリアなどの天敵微生物の殺虫力強化技術と新施用法を開発する。実用
可能な成果は防除マニュアルや普及誌を通して件の技術者への普及に努める。

２．年度計画
１）野外網カバー内サビマダラオオホソカタムシの増殖、同成虫の越冬と生息調査、放飼試験を継

続する。
２）ボーベリア・バッシアーナ菌を接種した死亡虫体上の菌の叢生の有無に影響する要因を解明す

る。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）サビマダラオオホソカタムシを接種し金網製野外カバーを掛けたマツ枯死木から、本種成虫が

増殖し脱出できることが確かめられ、 年に羽化した本虫は越冬後の 年には産卵しな２００２ ２００３
かったが、再越冬後 月に産卵し孵化も確認された。本種を放飼した林分では、マ２００４年５～８
ツノマダラカミキリに対する本種の寄生率は ％、原因不明の死亡個体を含めた放飼木内２９．１
の寄主死亡率は ％であった。無放飼木でも過去の放飼虫由来と思われる寄生が初めて認５７．２
められた。

２）人工飼料で育てたマツノマダラカミキリ成虫では死亡個体からの菌の叢生が少なかったが、天
然飼料育の成虫は菌を叢生したものが多かった。また菌の叢生の悪い死体からの 分B.bassiana
離株は、固形培地上の菌糸成長は変わりないものの、液体培養ではハイファルボディと菌糸の
密度が低く、昆虫血体腔での菌の分裂速度が遅いと考えられた。

羽化一ヶ月前に を単木施用した区からの羽化脱出成虫の死亡率は に達B.bassiana ９６．５％
し、高い感染力が維持されていたので、羽化脱出一ヶ月前に施用しても高い感染力が維持され
ていることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
捕食性天敵サビマダラオオホソカタムシの野外における増殖や施用法の開発が進み、天敵微生

物ボーベリア菌の施用時期や菌の叢生に影響を与える要因の研究が進んだことでカミキリ制御技
術の可能性が示されつつあり、中期計画は予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

網カバー内でのサビマダラオオホソカタムシの増殖、越冬後の産卵と生息が確認されたこと、
マツノマダラカミキリ死亡虫体上での 叢生に影響する要因が見出されたこと、およびB.bassiana
野外枯死木への天敵微生物の効率的施用時期が明らかになったことで年度計画は達成された。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (４) (０) (０) (０) 修正： 無修正：○
意見等
１．天敵利用の基礎的研究などの点で成果は十分にあがっている。

． 。２ 天敵によるマツノマダラカミキリ生存率制御技術の確立の見通しができた点を高く評価します
３．年度計画の成果が得られているので妥当といえる。



- 79 -

独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ウア２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：マツノザイセンチュウの病原性制御技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

病原力の異なるマツノザイセンチュウ諸系統のそれぞれのマツ樹体内及びマツ林分内での生存
戦略、マツノザイセンチュウ分散型Ⅳ期幼虫誘導因子の構造を解明する。マツノザイセンチュウ
の病原性因子を探索し、関与する遺伝子の手がかりを得て、病原性維持手法を開発に役立てる。
マツ苗木における誘導抵抗性発現条件をより明確にし、野外での利用の可否を明らかにする。ト
リコデルマ属菌のマツノザイセンチュウ増殖抑制効果を明らかにする。これらの成果は、マツ樹
体内でのマツノザイセンチュウを減少させるなどの、マツの材線虫病の防除技術の開発に活用す
る。

２．年度計画
１）マツノザイセンチュウの病原性関連遺伝子の探索と解析を行う。
２）マツノザイセンチュウ培養系を用いて殺線虫剤を生物検定する手法を改良する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）マツノザイセンチュウと糸状菌のセルラーゼ遺伝子のアミノ酸配列が類似していることからマ

ツノザイセンチュウのセルラーゼ遺伝子は糸状菌からの水平転移によって獲得されたと推察さ
れた。また、このセルラーゼはマツノザイセンチュウの唾液腺で生産され、口針から分泌され
ていることを明らかにした。

２）生物検定法を改良して殺線虫剤や殺虫剤の効果を調べ、 種類の薬剤についてマツノザイセン６
チュウ増殖を抑制する濃度が決定された。うちクロルピリホスメチル、フェニトロチオン、ピ
リダフェンチオンはマツノマダラカミキリを致死させる有機リン系の予防散布薬の成分であ
り、マツ枝に付着した有機リン系の予防散布薬はマツノザイセンチュウの生存にも負の影響を
及ぼしていると推察された。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
病原性が弱い線虫は伝搬しにくいことを既に明らかにし材内のマツノマダラカミキリの増殖を

抑える菌の選抜と特性解明が進んでいる。病原性の違いと線虫の樹体内での生存戦略については
着実にデータが蓄積され、誘導抵抗性の発現は確認できている。線虫制御候補菌による制御効果
が確認でき、 ライブラリの作成がなされた。今年度は線虫の病原性関連遺伝子が明らかとcＤＮＡ
なり、殺線虫剤の生物検定法が解明され、各薬剤の殺線虫力が明らかとなった。よって中期計画
は順調に進捗していると判断した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

マツノザイセンチュウの病原性関連遺伝子が明らかとなり、また殺線虫剤や殺虫剤のマツノザ
イセンチュウに対する効果をはかる生物検定法が開発されるとともに、各薬剤の殺線虫力が明ら
かにされたことにより年度計画が達成されたと判断される。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (４) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等
１．全体でよく進んでいる。セルラーゼの研究の進展は高く評価できる。
２．マツノザイセンチュウの病原性関連遺伝子が明らかになったことなど計画どおりに成果が得ら

れている。
３．年度計画の成果が得られているので妥当といえる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ウア２ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：マツ抵抗性強化技術の開発）

果の利活用１．中期計画終了時の達成目標と成
材線虫病の発病に関わるマツの生理的要因と、抵抗性マツの発病阻止要因に関する知見から、

抵抗性マツの判定に有用な特性を抽出し、被害軽減技術の改善に利用する。菌根菌接種によるマ
ツ材線虫病抵抗性の強化技術を保全マツ林の防除戦略に組み込む。

２．年度計画
１）マツの防御反応に注目し、初期病徴進展を組織学的に分析する。抵抗性マツ家系の組織内にお

ける線虫の行動を追跡する。
２）菌根菌接種・非接種の実生苗に線虫を接種し、菌根の影響を観察する。

年度計画目標値： ％３０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）線虫、青変菌両接種区とも、クロマツ辺材に通水阻害と樹脂滲出部が形成され、放射柔細胞や

軸方向柔細胞中の小包状になった油滴状物質と、仮道管の樹脂による閉塞が観察されたのでク
ロマツ辺材の線虫に対する防御反応は青変菌の侵入に伴う防御反応と同様と推察された。２年

、 、生抵抗性家系への接種では 主幹下部と根における線虫増加は昨年と同様に 年生苗より遅く１
家系間で差が認められた。通導阻害は根にも発生したが、線虫密度 頭/g以下の場合は通導１０
が持続し、枯死しなかった。マツ組織の防御反応が線虫の活動を阻害し、主幹下部の線虫密度
が低いまま推移するか減少したため病徴進展が停止したと考えられる。

２）クロマツ針葉の水ポテンシャルは、日中の値は菌根菌接種の有無で変化しなかったが、夜明け
前の値は接種個体では非接種に比べより回復が進んでおり、菌根が水ストレスを緩和すること
を明らかにした。しかし線虫接種後の枯死過程にはバラツキが大きく、統計的な違いは検出す
るにいたらなかった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７０ ４０
マツの抵抗性機構に関わる問題では接種直後の線虫の行動と初期病徴について防御反応に関す

る成果がえられ、材線虫病に関わる生理的要因や抵抗性マツの発病阻止要因に関する知見が着実
に得られつつある。また従来困難だった、苗への菌根菌接種に成功し、接種苗に対する線虫の接
種も行われ、前年までの遅れを回復できた。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

初期病徴進展の解剖学的な検討と、抵抗性マツにおける線虫の追跡によって寄主の防御メカニ
ズムの示唆が得られたこと、菌根菌が抵抗性に与える影響を知るために欠くことのできない菌根
菌の接種に成功し、接種の有無による水ポテンシャルの回復の違いがあきらかになり、かつ菌根
菌接種苗に対する線虫接種もなされたことから目標値を上回る成果が得られた。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正： ４
意見等
１．抵抗性クロマツの選抜は長期スパンの研究であり、成果は上がっている。さらに最低５年は継

続すべき課題である。
２．研究方法が着実であり、新たな知見が得られつつある。
３．年度計画の成果が得られているので妥当といえる。菌根菌接種については全体的な遅れがある

ので、次年度は更なる成果が望まれる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ウア３ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：スギ・ヒノキ材質劣化害虫の管理技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

スギ・ヒノキの材質劣化害虫（ 種）の総合管理モデルを開発して、その管理技術を高度化す２
る。その他の材質劣化害虫について、生理活性物質の構造、病原性微生物、あるいは施業的防除
の有効性を解明して、管理技術高度化のための基礎を確立する。これらの成果を普及誌やホーム
ページに公表することにより、スギ・ヒノキの材質劣化被害の軽減が見込まれる。

２．年度計画
１）スギカミキリとスギノアカネトラカミキリの総合管理モデルの素案を作成する。
２）ヒノキカワモグリガの生物的防除法を改良する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
） 。１ スギカミキリ：新潟県をモデルとして他県での知見を併せて被害発生危険度評価図を作成した

この方法と既存 県の危険度区分地図作成方法は、各地域で危険度区分を実施するさいの参考５
資料になる。これにより管理モデル提案のメドが立った。ミトコンドリア を使った地域ＤＮＡ
個体群の解析結果は、スギのレフュジアの間でスギカミキリが遺伝的に分化し、その後、食樹
であるヒノキやサワラの天然分布地を辿って分布を広げたという仮説を裏付ける結果となっ
た。また今後の各種生態解析に有用と考えられる のマイクロサテライトを含む遺伝子座を１１
特定することができた。スギノアカネトラカミキリ：樹形と被害数の関係解析から２番玉以上
の完満度が被害の多少に関係する形質であることがわかった。

３ Ａ、Ｂ、Ｃ Ｃ：１００％、Ａ：Ｂ＝８０：２０２ ヒノキカワモグリガの 種 の性フェロモン候補化合物を） （ ） 、
ルアーで野外で成虫誘殺数を調べたが、この中に誘殺効果を示すル％、Ａ：Ｂ：Ｃ＝４０：１０：５０％

アーはなかった。 ℃の人工飼料飼育条件下では、全長日で比較的斉一に蛹化し、全短日で２５
蛹化のばらつきが最大であった。この温度下では長日から短日の日長変化だけでは蛹化は抑制
されないことがわかった。実際の防除に利用するまでにはまだ解明する点が残る。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９６ ８０
スギ・ヒノキの材質劣化害虫（ 種）については残る期間内に管理モデルを提案できる見込み２

である。その他の害虫についても次期の中期計画立案時までには具体的な防除策を提案できる研
究計画を立てられる段階まで基礎的解明が行われる見込みである。

評価結果 達成 ○概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

スギ・ヒノキの材質劣化害虫（ 種）に想定したスギカミキリについては被害発生危険度評価２
図を作成するための手法が確立し、スギノアカネトラカミキリについては完満度との関係が明確

、 。になり 管理モデルの素案作成の直前段階にあると判断したので年度計画は概ね達成と判断した

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等

． 。 。１ ヒノキカワモグリガの誘引実験がうまくいかなかったことは残念である 次年度に期待したい
２．スギノアカネカミキリがモデル素案の作成までに至らなかったので概ね達成で妥当といえる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ウア３ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：スギ・ヒノキ等病害の病原体と被害発生機構の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

それまで未解明であった主要針葉樹人工林に発生する針葉樹黒点枝枯病とスギ枝枯菌核病の病
原体と、その感染機構を明らかにする。これらの知見により病原体の特性と伝染環に基づく防除
法の構築に役立てる。

２．年度計画
１）スギ枝枯菌核病の伝染環を解明する。
２）暗色枝枯病菌の寄生性分化及び感染様式を解明する。
３）キンイロアナタケによるヒノキ根株腐朽病菌の感染様式を明らかにする。

年度計画目標値： ％１０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）スギ枝枯菌核病菌にはこれまで不完全世代 しか知られていなかったが、前年Scolicosporium sp.

の枯死葉上に完全世代 .が発見され、本菌の生活史が解明された。また、分Asteromassaria sp
離試験により、本菌はスギタマバエの初期の虫えいから侵入することが明らかにされ、伝染環
解明上の重要な知見が得られている。

２）分子系統解析により弱病原性暗色枝枯病菌（グループ ）への所属が判明した菌株と広葉樹Ａ
菌株は、スギへの接種試験で、対照区と同程度の褐変しか起こさなかった。Botryosphaeria属

一方、強病原性菌（グループ ）に属する 菌株中２菌株は弱病原力を示し、残り２菌株は顕Ｖ ４
著な紡錘形の病斑を形成し強病原力を示した。果樹から分離され、分子系統上はグループVの
所属が判明した菌株は中程度の病原力を示した。以上より、接種で強病原力を示した菌はいず
れもグループ の所属であったが、病原性の強弱と分子系統解析に基づくグループとの関係はＶ
明瞭ではなかった。接種部位からの再分離と 試験から、強病原力を示した菌株は1年後もＤＮＡ
優占的に分離でき、 も検出できたが、弱病原力を示した菌株は1年後には分離も検出もでＤＮＡ
きず、半年後でも検出できない例があった。従って、弱病原力菌はスギに感染しても樹体内で
長期間は生存できないと考えられる。

３） 年生と 年生ヒノキ林でのキンイロアナタケによる根株腐朽病被害率は、各 と ％であ３５ ４６ ９６ ６３
った。また、平均腐朽断面積は各 と 平方センチであった。腐朽を起こした間伐木１５．２ １８．５
と隣接する伐根等の腐朽部から分離した菌株のクローンを 及び対峙培養により調べた結ＤＮＡ
果、同一クローンであり、また、林内には数クローンがそれぞれ広く分布することを明らかに
した。以上より、ヒノキ根株腐朽病は、古い腐朽伐根から根系の接触を通して隣接する生立木
へと感染すると考えられた。この知見は被害回避策をたてる上で重要な知見となる。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ８０
中期計画に想定していた黒点枝枯病の伝染環の解明に加え今年度枝枯菌核病の有性世代の発見

と菌の初期感染部位が特定され、それらの感染機構の解明は期間内に達成される。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト 1
評価結果の理由

年度計画の想定２病害の伝染生態解明の他、キンイロアナタケの伝染ルートの解明など計画以
上に進んでいるので達成と判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (４) (０) (０) (０) 修正： ０無修正： ４
意見等
１．スギ枝枯菌核病菌がスギタマバエの初期の虫えいから侵入することを明らかにするなど成果は

上がっている。
２．年度計画の成果が得られているので妥当といえる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ウア３ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：北方系針葉樹の病虫害対策技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

主要な立木腐朽菌類・青変菌類の侵入過程や樹体内での伸展速度、林内での分布様式や遺伝的
変異などの腐朽菌の動態や発生生態を解明する。エゾマツカサアブラムシの個体群動態に及ぼす
至要な死亡要因、特に加害性の生理的メカニズムを明らかにする。

２．年度計画
１）被害回避法検討のため被害発生林分における腐朽菌の遺伝的変異を解析する。
２）エゾマツカサアブラムシ加害性判定のための接種法の改良を行う。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）カラマツ林内で間伐木の腐朽伐根から分離したカイメンタケ菌株間で対峙培養を行った。ほぼ

すべての組合せで帯線が生じ、不和合と判断された。したがって、ほとんどの菌株がクローン
ＤＮＡではなく遺伝的に多様な集団である可能性が示唆された。そこで、それぞれの菌株から

を抽出して により遺伝子解析を行ったところ、 菌株すべてが異なる多型を示すことＡＦＬＰ ２０
が明らかとなり、対峙培養の結果を支持する結果となった。また、菌株間の 類似度と菌ＤＮＡ
株の分離伐根の距離に相関は見られなかった。以上よりカイメンタケの集団は非常に多型であ
り、マツノネクチタケなどの根株腐朽菌で知られている根系接触による感染とは違う感染様式
を持つと考えられた。以上の結果は本腐朽菌の感染様式の解明の重要な知見となる。

２）従来、エゾマツカサアブラムシの加害性判定には生きた有翅成虫が使われてきたが、生きた虫
の取扱いには困難を伴った。取扱の容易な卵塊接種の可能性を確かめるため、有翅虫接種と卵
塊接種を比較検討した。有翅虫接種と卵塊接種は、それぞれ ％と ％の高い成功率で、両９０ ９２

。 、 、者に差はなかった 枝あたりの越冬幼虫数は 有翅虫の方が卵塊接種よりも約４割多かったが
木の個体差による越冬幼虫数に差はなかった。一方、虫こぶの形成数は、両接種法とも非加害
性に多かった。以上の結果から、簡便な卵塊接種法でも従来の有翅虫接種と遜色のない加害性
判定ができることがわかった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７５ ５５
エゾマツカサアブラムシの簡易な加害性判定方法を開発し、カラマツ腐朽病菌カイメンタケの

遺伝的変異が対峙培養と により解析されている。ＤＮＡ

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

卵塊接種法という有翅成虫接種法より簡便な接種法がエゾマツカサアブラムシの加害性判定に
使えることがわかり接種法の改良が達成された。カラマツ腐朽病菌遺伝的変異についても解析さ
れ、感染ルートの解明上の重要な知見を得ている。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (４) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等
１．簡便な加害性判定を開発するなど成果を上げている。
２．年度計画の成果が得られているので妥当といえる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ウア４ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：ニホンジカの密度管理技術の開発と植生への影響）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

ニホンジカの 地域における密度管理モデルを開発するとともに、植生への影響を解明する。２
これらの成果は、農林業被害の軽減と自然植生への影響回避のためのニホンジカ個体群の適正管
理手法の開発に活用する。

２．年度計画
１）ニホンジカの森林植生に及ぼす影響程度を判定するための指標化を行う。
２）捕獲データを用いた個体群管理のモデル化を行う。
３）被害と生息密度のオーバーレイ解析を行い、被害の発生水準を解明する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）植生への影響は、奥日光でミヤコザサのシカによる採食被害が冬季から融雪期にかけて拡大す

ることが分かった。大型実験シカ柵（ km2）では、地上高 以下に葉を持つ樹木の数が１／１６ ２m
減少する傾向が認められ、指標化に結びつける方向性を明らかにした。

２）捕獲数の増加に伴い、メスの死亡率の上昇による若齢化が進んでいることを明らかにしたこと
から、管理モデルに当てはめ実験した結果、個体数抑制のためには、さらにメスの死亡率を高
める必要があることがわかった。

） 、 、 、３ ニホンジカ生息密度ポテンシャルマップ 被害調査位置 地形情報のオーバーレイ解析を行い
、 、被害調査位置における生息密度 標高を算出したのちにロジスティック回帰分析を行った結果

約 ％の確率で被害地を予測できることを明らかにした。７０

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
シカ導入後 年半を経過した大型実験柵においても植生被害程度に生息密度による影響を明ら２

かにしてきており、捕獲個体の解析から、メス個体の死亡率を高める必要性を示す結果が得られ
た。また、ハザードマップ作成に必要な情報の解析手法もほぼ確立し、高い確率で被害地予測を
可能にしたなど、中期計画に対する進捗は予定どおりである。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

年度計画に記載されたすべての項目について研究が実行され、植生への影響を指標化する基準
、 、となる結果も順調に出始めており 個体群管理モデルからメスの死亡率を高める必要性が示され

オーバーレイ解析によるハザードマップの作成もほぼ完成するなど、順調な進捗状況と判断し、
年度計画を達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳(人) (４) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等
１．オーバーレイ解析によるニホンジカ被害のハザードマップを完成するなど順調な成果をあげて

いる。
２．順調に目標にむけてデータをつみあげている。当日の説明からは読み取れなかったのですが、

ハザードマップの作成にあたって、地形、植生、造林地の構造等の 情報から、シカの密度ＧＩＳ
増加や被害の発生について予測できるような方向が、森林管理上は重要だと思いました。

３．年度計画に沿った成果は得られているが、ハザードマップの作成は目標達成の1つの通過点で
あり、目標とする「・・適正管理手法の開発」への道筋が不明確である。

４．年度計画の成果が得られているので妥当といえる。
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評価シート（指標）
実行課題番号：ウア４ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：サル・クマ等の行動、生態と被害実態の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

サル・クマ等の行動、生態と被害実態を解明する。これらの成果は、農林業被害の軽減と、地
域個体群の保全を含めたサル・クマ等の野生動物における適正管理手法の開発に活用する。

２．年度計画
１）絶滅危惧個体群である四国を含めた西日本のクマの遺伝的多様性を解析する。

） 、 。２ サル・クマ等の行動調査 駆除個体分析により被害発生地における生息環境の特徴を解明する
年度計画目標値： ％１５

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）収集されたツキノワグマサンプルの 領域で決定された のハプロタイプの遺mtＤＮＡ Ｄ-ｌｏｏｐ ４０

伝距離から描いた系統樹により、北近畿東部、東中国・北近畿西部および長野・新潟の大きく
３グループに分かれることを明らかにした。

２）ニホンザル 群の行動を追跡し、 年を通じての行動域、集中利用域を推定した結果、集中利４ １
用域でもっとも誘引が強いと考えられる環境に竹林が挙げられた。栃木県のイノシシ有害駆除
個体の分析により、妊娠個体はほぼ通年出現し、授乳期の幼獣は 月と 月にほぼ連１～３ ９～１２
続して捕獲されていることがわかった。広島県から収集されたツキノワグマの有害捕獲個体数
は 年度でもっとも多く、性比、年齢とも有意な差は認められなかった。２００４

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６５
クマの遺伝解析により、西日本個体群と中部との関係を明らかにした。さらにニホンザルの行

動と生息環境の解析ならびにクマ駆除個体の収集は、ほぼ計画どおりに順調に進んでおり、あら
たに東日本におけるイノシシ駆除個体の解析も始まったことによって、想定以上の成果が得られ
ている。このことから中期計画は順調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

年度計画に記載されたすべての項目について研究が実行され、西日本、中部のクマ個体群の遺
伝特性、ニホンザルの行動圏における重要な生息環境条件、イノシシ駆除個体から得られた東日
本個体群の繁殖特性など想定以上の結果が得られており、中期計画に対する進捗状況は順調であ
り、年度計画は達成と判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (４) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：４
意見等
１．サル、クマ、イノシシなどの被害軽減のための情報が順調にえられている。
２．順調に目標にむけてデータをつみあげている。クマの遺伝的位置づけ作業は重要ですし、順調

にすすんでおられるものと思いました。また、サルにとっての竹林の位置づけなどの、他の作
業項目についても、興味深い研究であり、話しをうかがいたかったところです。

３．ツキノワグマやイノシシによる被害は、農林業被害よりも人的被害に注目が集まっている。国
民の要望に応えるには「中山間地におけるクマの出没要因の解明」など計画外の課題について
の検討も必要である。

４．年度計画の成果が得られているので妥当といえる。
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評価シート（指標）
実行課題番号：ウイ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：気象災害と施業履歴の関係解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

樹形モデルに応じた物理的応力とその発生部位などが明らかになり、林木の生育に伴う林分構
造の変化を予測することが可能となるので、適正な施業方法が提示できる。さらに、樹幹の揺れ
と施業の関係が解明されることで風害に強い施業方法が明らかになるので林分構造動態に見合っ
た風害軽減のための施業が提示できる。風害発生危険地区分図の作成により、新規造林の風害対
策立案の判定に活用する。これらの成果は風害のみならず冠雪害の防除にも応用できる。

２．年度計画
１）風害林分における樹幹折損状況の調査データを蓄積する。
２）同一林分内の個体サイズと被害形態の関連を解析して、開発中の力学モデルに個体サイズの効

果を組み込む。
３）間伐率を変えた場合の樹幹の揺れ回数の観測を行う。
４）被害危険地区分図を作成する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）落葉広葉樹林の風害林分で調査を行い、幹の折損高、直径などのデータ収集、解析を進めた。
２）人工林の林齢と個体サイズ分布の関係を林分密度で表現するモデルを改善した。
３）スギ人工林の間伐を行い間伐前後の幹の揺れの変化を観測した。
４）九州、四国、中国地方の強風域の区分図を作成した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８６ ７０
風害跡地調査データの収集・解析は北海道支所内実験林の被害地で実施し、力学モデルの構築

１６のための基礎データの収集ができた さらに林木の個体サイズの分布モデルの改善を進めた。 。
年度も関東地方に台風が襲来せず、風速 m/s以上の強風下での樹幹の揺れの観測は出来なかっ２０
たが、間伐後に残存木の樹幹の揺れ回数が増加することを明らかにした。また、台風通過時の西
日本の風速 m/s以上の風速分布図も作成し、全体計画の８６％が達成された。２０

評価結果 達成 ○概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

台風 号の被害林分で広葉樹の被害調査を行い、力学モデルの広葉樹への応用に向けたデー１８
タの収集ができた。被害危険地区分図作成は西日本が終了した。間伐と樹幹の揺れの関係では、
隣接木の伐採は残存木の幹の揺れ回数の増加に寄与することを明らかにし、年度計画は概ね達成
した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (０) (４) (０) (０) 修正：０ 無修正： ４
意見等
１．樹木の倒木や折損は、強風と樹木の共振の影響も考えられる興味深い課題である。幹と枝の振

動周波数の測定など掘り下げた取り組みを期待したい。
２．強風下での樹幹のゆれに関する観測ができていないので概ね達成で妥当といえる。
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評価シート（指標）
実行課題番号：ウイ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究
指標（実行課題 ：森林火災の発生機構と防火帯機能の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

森林の林内可燃物の燃焼特性を推定する手法を確立し、林床可燃物と樹葉の含水率データを収
集分析した結果に基づき、火災の延焼の難易と林分構造の関係について明らかにする。防火帯の
機能評価の手法を確立し、防火機能の高い防火帯の構造を明らかにして、生態系保全を考慮した

、 。防火帯機能改善手法を開発し 全国的に増加している手入れ不足の里山林の防火管理に活用する

２．年度計画
１）林内可燃物の含水率の季節変化を継続調査しデータの充実を図る。
２） 年度測定の燃焼特性パラメータ値から林野火災の延焼速度を推定する。１５
３）廃鶏の放し飼いによる林床可燃物の除去効果と植生回復機能を分析する。
４）適正な放し飼い密度を明らかにする。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）生葉の含水率の変化を常緑広葉樹、 種、落葉広葉樹 種、針葉樹 種、常緑シダ植物 種で１０ １４ ３ ２

調査し、落葉広葉樹は含水率の季節変化が大きいことを明らかにした。
２） モデルで日本で発生した林野火災の延焼速度を推定した。Ｒｏｔｈｅｒｍｅｌ
３） 羽/ m の密度で放し飼いした場合、林床植生の減少量は、平均で g/羽.日.乾重の１ ３．３～１０ ２．８2

除去速度であった。
４）環境保全型林床可燃物除去のためのニワトリの適正放し飼い密度は ～ 羽/haであ１，０００ ３，０００

ることがわかった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ７０
１６林内可燃物の含水率変化、ニワトリの放し飼いによる防火帯造成等の試験が順調に進み、

年度までの計画は達成した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

林内可燃物の含水率の季節変化の解析、林野火災の延焼速度の推定、ニワトリによる植生回復
、 。 、機能 適正放し飼い密度の把握等年度計画の全てについて順調に進んだ 原著論文も 編発表し４

年度計画は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (４) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正： ４
意見等
１．森林火災の被害軽減のための手法をいろいろの面から検討しており成果をあげている。
２．達成でいいと思います。今後、ニワトリの放し飼いを現場で活用する場合の、生態系への副次

的影響予測が必要になると思いました。今後、鳥インフルンザとの関係もクレームの元になる
かもしれません。

３．年度計画の成果が得られているので妥当といえる。
４．延焼速度や火先線の発熱強度など火災現場に必要なデータが得られつつある。
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平成１６年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応
（ウ）森林に対する生物被害、気象害等の回避・防除技術に関する研究

開催日平成１7年１月２５日
項目 指摘事項 対応結果

実行課題について
ウア１b 萎凋機構の解明に関する研究が遅れ気味なの 異なる樹種に病原菌を接種する年度計画を設定し、

で、重点的に研究を進める必要がある。 病原菌に対する組織変化を観察した。

ウア２ａ 多様な防除法の確立が急務であり、天敵利用 交付金プロジェクト「寄生性天敵サビマダラオオホソ
法の検討をさらに進めてもらいたい。 カタムシによる防除技術の開発」の他、平成１５年度

より、農林水産研究高度化事業で、昆虫病原菌によ
るマツノマダラカミキリ駆除手法を実用化する研究に
取り組んでいる。

ウア３ｃ 腐朽菌、青変菌については早期に回避・防除技 腐朽菌の一種カイメンタケについては遺伝子解析等
術として確立してほしい。 により伝染経路についての知見を得、今後菌寄生性

ウイルス研究者などと連携して防除手法を探索した
い。青変菌についても媒介昆虫ヤツバキクイの誘引
物質の探索などの研究を進めている。

ウイ１b 家畜放牧による防火帯維持などは今後実用化 鶏の放し飼いによる防火帯機能維持技術はほぼ開
に向けての技術確立が必要。   発出来た。牛、山羊利用の植生制御技術に関しては

情報収集を継続している。

研究分野について
発生情報から、研究、対策へとつながる病虫害 シカは病虫害と異なり、生息状況や個体数を正確に
研究の流れをシカ被害対策でも作る必要があ 推定し密度管理することで被害を回避するなど、病
る。 虫害のような単なる被害発生情報体制では不十分で

ある。そのため、個体数や生息場所等の推定法を確
立する研究を推し進めた。

地球環境を射程に入れた病虫害対策が必要で 被害分布北限のマツ材線虫病対応のため天敵類の
ある。 生息可能性を探った。
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平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（ウ）森林に対する生物被害、気象害等の回避・防除技術に関する研究

開催日平成１７年１月２５日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
ウア２ｃ 抵抗性クロマツの選抜は長期スパンの研究で 引き続き研究が必要かつ有望な分野であることを認

あり、成果は上がっている。さらに最低５年は継 識している。研究継続のため外部資金の獲得を含め
続すべき課題である。 積極的な対応を期したい。

ウア４a 年度計画に沿った成果は得られている。しか ハザードマップとともに、大型実験柵内における森林
し、ハザードマップの作成は目標達成の1つの 植生への影響および密度管理モデルなどの成果を
通過点であり、目標とする「・・適正管理手法の 適用し、総合的な適正管理手法を開発する方向へ進
開発」への道筋が不明確である。 める。

ウア４b ツキノワグマやイノシシによる被害は、農林業 クマの人身被害に対して国民の注目が集まっている
被害よりも人的被害に注目が集まっている。国 ことはよく認識しており、来年度から交付金プロジェク
民の要望に応えるには「中山間地におけるクマ ト「ツキノワグマの出没メカニズムの解明と出没予測
の出没要因の解明」など計画外の課題につい 手法の開発」をスタートさせ、本実行課題の中で対応
ての検討も必要である。 する。

ウイ１ｂ 今後、ニワトリの放し飼いを現場で活用する場 生態系への影響は過度の放し飼い状況を回避すれ
合の、生態系への副次的影響予測、鳥インフル ば悪影響は避けられると思われる。鳥インフルエン
ンザとの関係も必要になる。 ザが対象地周辺で発生した場合は速やかに鶏を殺

処分することで回避可能と考えている。
研究分野について

今後、ある害虫に対して開発された抑制技術を 次期中期計画の中で反映させていきたい。
現場に適用した場合の、他の生物相への副次
的影響について、監視していく研究課題も必
要。害獣が増えないような森林構造を創りあげ
るための研究が、今後ますます必要。地球温暖
化に伴う異常気象により森林の病虫害被害の
増大の可能性もある。諸外国における森林の
病虫害についての危機管理体制の現状調査を
期待します。
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ウ分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

（ア） （イ）評価単位
生物被害回避・ 気象災害等の予全分野に対

防除技術の開発 察技術・復旧技ウ する割合

［％］ 術の開発
176,359 10 ％ 170,557 5,802予算［千円］
(61 ％) (63 ％) (7 ％)（受託プロジェクト

研究費の割合）
［％］

36.4 10 ％ 34.2 2.2勢力投入量
（人当量）［人］

19 12 ％ 19 0委託研究
機関数

41 9 ％ 37 4研究論文数
110 9 ％ 104 6口頭発表数
22 16 ％ 21 1公刊図書数
67 9 ％ 61 6その他発表数
3 20 ％ 3 0特許出願数
3 10 ％ 2 1所で採択された

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ウ 森林に対する生物被害、気象災害等の回避・防除技術に関する研究

第２－１－（１）－ウ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ
②区分 ト①

◎ 100 1ウア１ａ 被害拡大危惧病虫害の実態解明と被害対策技術の開発

◎ 100 1ウア１ｂ 集団的萎凋病の対策技術の開発

◎ 100 2ウア２ａ マツノマダラカミキリ生存率制御技術の開発

◎ 100 1ウア２ｂ マツノザイセンチュウの病原性制御技術の開発

◎ 100 1ウア２ｃ マツ抵抗性強化技術の開発

◎ 100 1ウア３ａ スギ・ヒノキ材質劣化害虫の管理技術の高度化

◎ 100 1ウア３ｂ スギ・ヒノキ等病害の病原体と被害発生機構の解明

◎ 100 1ウア３ｃ 北方系針葉樹の病虫害対策技術の高度化

◎ 100 2ウア４ａ ニホンジカの密度管理技術の開発と植生への影響

◎ 100 1ウア４ｂ サル・クマ等の行動・生態と被害実態の解明

○ 80 1ウイ１ａ 気象災害と施業履歴の関係解明

◎ 100 1ウイ１ｂ 森林火災の発生機構と防火帯機能の解明

（指標数：１２、 ウェイトの合計③：１４ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １３８０（ ）
＝ ＝９９（％）

ウェイトの合計③ １４

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０
半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会
ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シート（指標）
実行課題番号：エア１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：高精細センサーによる森林情報抽出技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

従来は林分因子の推定を間接的に行ってきたが、メートルレベルの解像度を持つ超高分解能衛
星や 次元計測の可能な を用いたリモートセンシングにより直接観測が可能となるため、３ ＬＩＤＡＲ
細部の林分構造や森林変動の様子を捉え易くなる。研究終了時には超高分解能衛星により山岳地
域での林分構造把握のためのモデルと同時に、 による林冠構造の復元モデルが作成されＬＩＤＡＲ
る。これにより樹冠半径、平均直径、林分樹高などの林分因子をより高精度で取り出すことが可
能となり、林分情報の効率的収集技術として活用できるので、各種協議会、連絡会等を通じて普
及に努めるとともに、各県等へも技術移転を図る。

２．年度計画
１） 級地上分解能を有する衛星データを用いて、森林タイプ（樹種、齢級）別に林冠が作り出１m

す木理などの情報から林分因子を抽出するための林分モデルを構築する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）現地での調査データを用いて既に開発した針葉樹人工林林分における単木樹冠抽出手法の妥当

性を確認した。単木樹冠を抽出するため、局所最大値フィルタ法、 法、 -Ｗａｔｅｒｓｈｅｄ Ｖａｌｌｅｙ
を比較し、それぞれの特徴と我が国のように閉鎖した林冠状況に応じた利用法をｆｏｌｌｏｗｉｎｇ法

明らかにした。ここで抽出された樹冠の領域から円錐形の樹冠形を仮定し、林分の立木密度に
よって異なる木理が出来ることを利用して分類情報とする林分モデルを構築した。

また、調査プロットの情報からスギ・ヒノキの分布が特定できる箇所について、スギ樹冠の
冬季赤変を利用し、 月期に取得された画像を用いてスギ・ヒノキの樹種区分を行った。その３
結果、樹冠サイズが大きく衛星データからの抽出が可能であれば、両樹種のスペクトルの違い
は ％の精度で検出可能であった。マルチスペクトルバンドを利用して、領域分割手法７０～８０
を用いて林相区分図を作成した。

： ％（前年度までの達成度 ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ７０
「 」（ ）ＬＩＤＡＲリモートセンシングによる森林機能パラメータの抽出手法の開発 文科省受託研究

が昨年度完了し による林冠構造の復元モデルが作成が既に可能となった。高分解能衛星ＬＩＤＡＲ
を用いた林分構造把握のための手法の開発・整理が行われた。最終年度には、各手法の精度検証
と林分因子情報の相互関係を明らかにできる解析技術の開発が必要である。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

ｍ級の高精細衛星画像により抽出された樹冠の領域をもとに林小班単位での木理などの情報１
から林分因子の抽出手法が可能となり、分類情報とする林分モデルを構築したことから年度計画
は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．代表的な造林樹種であるスギとヒノキの樹種抽出技術はある程度確立されたので、実用化に向

けて研究を進展させてほしい。
２．総花的にならずきっちりと限界を見極めながら、確実に利用できる技術の開発を目指してほし

い。
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評価シート（指標）
実行課題番号：エア１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：広域森林資源のモニタリング技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

リモートセンシングによる樹種判読や環境変化の把握に最適な観測時期と観測波長帯域を特
定できるようになる。このため、森林タイプごとの分布実態を簡便に掌握でき、森林資源
量の推定精度を飛躍的に向上させる。これらの観測時期や観測波長の特定は新たな衛星搭載用
新センサーへのスペック条件を提示できるものであり、新センサー開発にむけ地球観測委員会
など関係組織へ広く公表してゆく。また、地上定点観測情報と合わせることで、森林環境変動
を速やかかつ均一な精度で広域モニタリングすることを可能にするため、森林環境行政の面か
らも活用してもらえるよう、関係諸機関へ公開する。

２．年度計画
１）より通信条件の厳しい山岳地域からのネットワーク観測技術を開発する。
２）広域季節変化とパターン解析技術を開発する。
３）定点情報処理手法を開発する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）山地でのネットワークでは、地形等の状況に合わせ光ファイバー通信と無線 を併用しＬＡＮ

た遠隔地からの通信回線の設置を試み、設置上の問題点、取扱上の注意点などを整理する中
で、ネットワーク観測技術を開発した。これによりサクラの開花や入山者モニタリングを可
能とした。

２）ランドサット データのオブジェクトベース分類では、ピクセルベース分類よりもノイズＴＭ
の少ない焼畑の時系列利用実態図が作成できた。これにより地域における利用箇所と利用し
ない箇所はもちろん、近年の休閑期間、利用頻度等の詳細な利用実態が把握できた。高頻度
衛星による季節変化パターン把握では、ラオス、カンボジアの常緑林、落葉林の季節変化パ

。 、 。ターンを解析した この結果 常緑林と落葉林の地域差を示すパターンの解析が開発できた
３）資源モニタリングデータから、定点単位での立木密度や材積などの林分因子の基本集計を行

う手法を開発した。面積は、調査プロットにおける森林の占有率の平均と分散から計算す
る方法、または、プロット中心点が森林であるかないかを判定し、二項分布の平均と分散
から計算する方法で求めることができると考えられた。蓄積は、立木を大円、中円、小円
の測定に対応する直径階で分けて、それぞれ平均値と分散を求め、それを加算する方法で
計算することができると考えられた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
空からの観測データと地上での計測データとを用い、森林資源状況および季節的な変動形態

が的確に把握できる技術が開発されるなど中期計画の目標にむけ進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

長距離モニタリングでは、山地から市街地までの通信が整備され、実際にサクラの開花状況
などのモニタリングが行われた。広域季節変化とパターン解析では、広域にわたる常緑林、落
葉林の季節変化パターンの違いが観測され、同一地域内にある焼畑移動耕作の動態がより高分
解能センサーによって明らとなった。資源モニタリング調査データの定点単位でのデータ集
計手法が完成するなど、各研究は着実に進捗したため達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：１ 無修正：２
意見等

． 。 。 、 、１ モニタリングは評価できる 海外での仕事との関連性について説明が欲しい また パターン
マルチバンドなど用語の区別がつくように工夫を。

２．資源モニタリングデータをより生きた形とする大切な研究である。
３．３）は非常に重要な研究であると評価したい。２）と３）が関連した対象地で行われることも

望まれる。
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評価シート（指標）
実行課題番号：エイ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：針葉樹一斉林の付加機能を高めるための森林管理手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

庇陰試験と植栽試験により林内の光環境に応じた主要広葉樹の成長特性を明かにするととも
に、クロマツ海岸保安林における林分構造－光環境－広葉樹の更新実態の関係解析と各地のクロ
マツ海岸林での広葉樹取扱い事例のレビューを通じて、広葉樹の導入手法についての情報を収集
する。一方、用材林においては、関東地方の人工林を対象に施業方法が諸機能（炭素貯留、多様
性、表土保全等）に及ぼす影響の解析・類型化と既往研究や事例のレビューから、人工林の機能
を複合的に発揮させるための生態学的情報を収集する。こうした情報を統合化し、人工林の機能
を複合的に発揮させるための管理手法のうち、特に針葉樹一斉林の付加機能を高めるための広葉
樹の導入手法を幾つか提示する。得られた成果については、多様な森林整備を目指している行政
機関等へ配布する。

２．年度計画
１）遮光下でのナラ属苗木の成長特性を解明する。
２）スギ・ヒノキ林内に植栽されたコナラ等の生育特性を解明する。
３）間伐による海岸クロマツ林の林分構造変化をモデル化する。
４）ヒノキ一斉林と複層林を対象に炭素貯留機能と他機能のトレードオフ関係を解明し、複合的な

機能量を評価する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）ミズナラとコナラの相対成長速度（ ）は光透過率 ％以上で差が明確になり、 はコＲＧＲ ６０ ＲＧＲ

ナラ＞ミズナラ＝イヌブナ＞ブナの順になることを解明した。
２）人工林に植栽したコナラ等４樹種は光透過率 ％以上で活着率 ％になること、コナラは２０ １００

他の 種より明るい条件でも枯死することを解明した。 ％の光透過率を確保するには、ギャ３ ２０
ップ高 ｍで一辺 ｍ以上のギャップが必要と推定した。１５ １０

３）海岸クロマツ林に侵入した広葉樹により混交林化する過程について、クロマツの枝下高の枯れ
上がりに着目した図式的な林分構造変化をモデル化した。

４）ヒノキ一斉林と同複層林では年間の炭素固定機能に大差がないことを実証し、炭素固定機能や
これまで調べた表土保全機能（下層植生量、 層の厚さ等）など、諸機能の間には明確なトＡo
レードオフ関係はないことを示した。そのため、施業法が異なっても、適切な管理下ではヒノ
キ人工林の複合的な機能量に大きな差はないと評価した。これらの結果は、人工林の機能の複
合発揮や針葉樹一斉林における広葉樹導入・管理の指針を作成する上で有効な情報である。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
ナラ属の庇陰試験、海岸クロマツ林の林分構造変化のモデル化、ヒノキ一斉林と複層林の炭素

固定機能や機能間とのトレードオフ関係の解明、人工林内に植栽したコナラ等広葉樹苗木の生育
特性の解明、計画どおりに進捗し想定された成果が出ている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

人工林の機能の複合発揮という、アプローチの困難な課題であるが、針葉樹一斉林における広
葉樹の導入・管理手法に焦点を当てて研究を進めている。光透過率と林分構造やギャップの関係
を共通の軸とすることで、相互の関連性も見えてきたため、達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：１ 無修正：２
意見等
１．定量的な資料で、利用できる成果となっているので、普及に向けて努力を。
２．林業上重要な課題であり、今後も研究を充実、発展を。特に針葉樹一斉林の付加機能を高める

ための広葉樹の導入手法の提示を期待する。
． 、 （ ）３ 現場で応用する場合を考えると ギャップ以外の場合の光と周辺の状況 あるいは林分構造等

との関係解析が必要ではないか。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：エイ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：森林作業が環境に与える影響の評価と軽減技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

林業用車両の走行方法が森林の立地環境の撹乱強度に及ぼす影響を解明することにより、森林
作業が環境に与える負荷の軽減技術として林地への影響の少ない足回り機構、車両構造の改良、
設計指針を提案し、環境インパクトの少ない林業用車両の開発や作業方法の改善を図る。また、
伐木集材作業による残存立木の被害発生の分布特性や被害発生メカニズム、被害軽減要因を解明
し、作業システムや作業方法の選択指針を提示する。こうした成果を現場に移転するため、関係
企業体や森林組合に広く公表する。

２．年度計画
１）車両の走行による土壌の攪乱が、植栽木の成長に及ぼす影響を評価する。
２）伐採・集材など作業方法の違いによる立木損傷範囲を図示する。
３）前年度開発した林地微地形測定装置により林地地表形状情報を収集する。
４）走行性能向上と攪乱軽減のための車両設計指針を作成する。

年度計画目標値： ％２８

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）車両の走行により根系の損傷を受けた苗木の成長量が、走行直後に一時期停滞することが判明

した。一方で、苗畑のような堅密度の低い膨軟な土壌では、車両の走行による苗木へのダメー
ジは致命的ではなく、土壌の堅密化がむしろ台風など暴風雨時においては苗木の洗掘を防ぐこ
とも有り得ると評価した。

２）タワーヤーダ集材作業による損傷被害木の索を起点とする水平・垂直方向の分布図を作成、立
木損傷範囲を図示した。また、防護具について試験を行い、その効果を実証した。これらの成
果は、損傷木発生を防止する作業方法の指針作成に用いる重要な情報となる。

） 。 、３ 林地微地形測定装置を改良しデータ収集能率を向上させた 様々な立地条件の微地形を測定し
林地地表形状情報を収集した。

４）林地地表形状情報から、傾斜地上で静的安定を保つ重心高と輪距の関係、懸架装置のパラメー
タを変化させたときの接地率などを明らかにし、走行性能向上と攪乱軽減のための車両設計に
関する指針を作成した。これらの成果は、環境インパクトの少ない林業用車両の足回り機構や
車両構造の設計指針の作成に有効な情報である。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７５ ５２
車両の走行が植栽木に及ぼす影響に関しては、車両の老朽化に伴う故障のため現地走行試験が

出来なかった代わりに苗畑走行試験の結果をもとに基礎的な成果を得た。車両の走行方法が立地
環境に与える影響に関しては、林地微地形測定装置の改良によるデータの収集と車両設計に関す
る指針の摘出と順調に進んだ。また、タワーヤーダー集材による立木損傷範囲も図示化され、中
期計画に対しほぼ予定どおり進捗している。

評価結果 達成 ○概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

現地試験実施前に試験車両が故障し、部品の保管期間が大幅に過ぎていて調達できず、現地で
の走行試験は不可能になった。予備的に構内で実施していた走行試験や微地形データの収集によ
り、環境負荷の少ない車両構造の設計指針作成に向けた情報は概ね得られたと判断しているが、

。 、当初計画の現地走行試験は出来ていない 伐木集材作業による残存木被害の発生要因については
被害発生分布図の作成により定量化が可能になるとともに、防護具の開発も進んでいるため、概
ね達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．土壌の緊密化だけかどうか。根への被害はないのか。自己評価は概ね達成とやや低いが、相対

的に見れば発表業績も多く達成で良い。
２．集材作業における損傷被害木の発生状況など林業者に役立つ情報が多いので、得られた成果を

すみやかに普及願いたい。達成でよい。
． 、 、 。３ 現地走行ができないことがプラスに働き 実験計画的に行われ 再現性の高い結果が得られた

やはり現地走行での研究成果を期待したい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：エイ２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ： 持続的な森林管理に向けた森林情報解析技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

収穫試験地等固定試験地 箇所における林木の成長解析から、施業の有無が林分成長に及ぼ１２
す影響を明らかにすることができ、地球温暖化対策への基礎情報を能率的に収集できるようにな
る。また、森林資源モニタリング調査から森林資源状況を的確に表せる幾つかの指標を設定する
ことによって、第１期森林資源モニタリング調査における広流域レベルでの森林資源評価が一部
可能になる。比較的狭い地域での森林管理に向けて、ランドモザイク解析による森林資源の地理
的動態分析のための基礎情報を能率的に収集できるようになる。また、伐採量の決定要因を明ら
かにすることにより、森林資源変動予測モデルを作成する。こうした成果は持続可能な森林経営
のための森林情報種とその解析方法を提供するもので、現場でも十分に活用可能なため関係機関
へ広く配布する。

２．年度計画
１）固定試験地における間伐の有無とバイオマス成長の関係解析を継続する。
２）森林資源モニタリングによる広流域の森林資源量の評価手法を開発する。
３）関東地方の対象地域についてランドモザイク解析する。
４）森林の伐採量決定要因を解析し、土地変動予測モデルを開発する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
５ ～１０１）スギ、ヒノキ、カラマツ収穫試験地のバイオマス成長を厳密に比較した結果、間伐後 年

数年間は、間伐がバイオマス成長を促進している傾向が明らかになった。
２）森林資源モニタリングデータから、広域の森林面積と蓄積を統計学的精度つきで求める手法を

開発した。関東地方の過密な人工林について、平均形状比を冠雪害を受けにくいとされる密度
とするのに必要な間伐本数の目安値を求め、森林管理の指標の候補とした。

３）茨城県内の カ所において 年ごろ及び 年ごろのランドモザイク解析を行って、山間２ １９６０ ２０００
部では二次林が小面積化・断片化してきていること、都市近郊では林地と田畑が減少している
ことを数量的に明らかにした。

４）森林管理システムの基礎である土地変動予測モデルの開発を進め、伐採照査データと他の林業
統計の関係を解析し、統計データをモデルに組み込む場合に信頼性の高い伐採面積の推定方法
の選択が重要であることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
収穫試験地の間伐林と無間伐林のバイオマス成長比較において、所定の成果が得られた。資源

モニタリングでは評価事項として 種の指標候補を抽出、ランドモザイク解析では、長期間のラ５
ンドモザイクの変動を一部明らかにするなど所定の成果を得ている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

試験地データを使ったバイオマス成長解析や森林資源モニタリング事業の解析、ランドモザイ
クの解析において、順調に成果が得られており、土地変動予測モデルの開発についても統計デー
タをモデルに組み込む場合の重要要因を解析するなど開発を進めているため、達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正： ３
意見等
１．林分管理には必要な貴重なデータが多く得られるので、引き続き収穫試験地の調査を望む。
２．間伐の理論構成に役立つ成果と考えられ、材利用を前提にした場合と単なる炭素固定を考慮し

た場合など間伐適用の一般化に期待。
３．間伐の有無とだけあるが、間伐度合いに関する分析が必要ではないか。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：エイ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：社会的背景にもとづく公益的機能評価及び意志決定支援手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

人間活動と森林の関わりを適切に表現するための要素や要因の発掘から、その相互関係を解析
することによって、自然環境の保全的側面からみた森林への新たなニーズを抽出することが可能
となる。そして、その手法をモデル地域に適用し、利害対立の検証とともに意志決定プロセスの
事例を提示する。また、蒸発散量や土壌浸食量の推定などの自然科学的な手法に基づく立地評価
に加えて、人口分布や価値観などの社会的な要素を組み込んだ公益的機能評価のモデルを開発す
る。そのモデルを地域に適用し、モデルの利点を明らかにする。こうした結果は都道府県の森林
計画に活用できるので、簡易冊子等を作成、配布する。

２．年度計画
１）人口分布、アクセス、土地利用などの情報をもとに、保健休養機能を区域ごと評価するための

モデルを開発する。
２）スコーピング初期から住民参加が導入されている途上国開発分野の実態を分析する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）散策利用に関する機能評価を土地利用タイプ面積と人口分布から推定する回帰式を作成し、機

能評価モデルを開発した。また、地域の森林を機能別に面積配分する方法として、立地評価と
住民の相対評価を組み合わせた「総合評価法」を開発した。

２ 途上国開発分野における主要な参加型計画手法である 簡易農村調査 参） （ ）、 （ＲＲＡ ＰＲＡ／ＰＬＡ
加型農村調査／参加型開発実践学習 、 （プロジェクト・サイクル・マネージメント）を） ＰＣＭ
分析した結果、参加の動機付けを意識した点に共通の特徴があり、日本の森林計画においても
有効と考えられるが、導入にあたっては住民参加の理念・目的を明確にすることが重要になる
ことを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
人と森林との結びつきとして一般的な散策利用に関する機能評価モデルを開発する一方、住民

評価を反映した森林機能の面積配分を行う方法を開発した。また、途上国開発協力分野の参加型
計画手法の特徴を明らかにした。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

人と森林の結びつきの関係解析は容易でない点が多いが、これらについての機能評価、住民評
価を反映した総合評価モデルを開発したこと、および途上国開発分野における主要な参加型計画
手法の特徴を明らかにしたなど、順調に成果が得られていることから達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．意志決定支援手法は今日的問題で良い成果が出ている。川上から川下まで様々な立場での反応

解析が必要。
２．歴史的に振り返って捉えることが重要。その際、社会的条件は継続して把握し、モデルの整合

性を進展させる必要がある。
３．人と森林の関係解析は非常に難しいが、開発した「総合評価モデル」は地域の特徴を非常に良

く現わしており、その有効性が十分に現れている。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：エウ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：択伐を主とした天然林の施業・管理技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

天然林のタイプ別の択伐施業・計画手法及び遠隔探査技術による天然林資源量の把握手法を開
発する。また、択伐施業による鳥類、植生等生態系への影響を解明して、択伐を主とした天然林
の施業・管理手法の高度化技術を開発する。これらの結果をもとに、施業管理のシステム化を前
提とした生態系への負荷が少ない択伐施業技術指針を提示し、システムのパイロットサイトとな
る森林管理局・森林技術センター管内等に順次技術移転し普及を図る。

２．年度計画
１）択伐林の長期観測結果をもとに択伐による林分成長と天然更新への影響を評価する。
２）択伐時の伐採搬出作業における林地と残存木へのインパクトを定量化する。
３）共用試験地における択伐２年後の調査を実施し、植生に対する択伐直後の影響を解明する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）地表のササの種類が異なる夕張（クマイザサ 、新冠（ミヤコザサ）両試験地を比較した。そ）

の結果、両試験地の蓄積は伐採後常に増加、回復する傾向を示しており、択伐による残存木の
。 、 、成長促進と枯損量の減少という効果が現れていた しかし 立木本数は夕張では半減した一方

２新冠は一貫して増加傾向を示した。天然更新調査の結果をみると、新冠における幼樹（樹高
ｍ以上）の本数は夕張の約 倍の本数だった。このことから、林床がクマイザサの場合よりミ８
ヤコザサの場合の方が後継樹の確保の観点からみて択伐施業により適した条件下にあると評価
した。

２）幾寅試験地における択伐作業によって多くの残存立木が被害を受けていた。伐採によって倒さ
れた立木が連鎖的に別の立木に損傷を与える場合も多く見られ、単純に本数のみで比較すると
伐採本数より多くの本数の損壊木（幹折れなどにより後継樹として見込めない木）が発生して
いた。トラクタが数回以上通過した集材路部分は全体面積の約 割を占めた。ただし、この試２
験地は緩傾斜のため、土砂流出の心配はほとんどなく、ササの回復も早い。このような場所で
は、地表攪乱による浸食や植生回復障害よりも、走行面積が増えることによる後継稚樹の減少
が問題になると考えられた。

３）幾寅試験地における択伐 年後の植生の変化をみると、光量が増大した択伐区でのクマイザサ２
の桿数、桿高は択伐前に比べ大きく増加する一方、対照となる無施業区は横這い傾向を示し、
択伐施業はササを繁茂させることで樹木の更新を妨げる可能性を強く示した。しかし、搬出作
業で地表が攪乱された場所ではササ以外の多年草が繁茂したため、伐採 年後時点での種多様２
性は林分全体では大きな変化はみられなかった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
共用試験地（幾寅）における択伐後２年間の調査が予定どおり実行され、伐倒集材作業の影響

や択伐 年後の植生の変化を明らかにした。また、択伐林におけるササの種類の違いによる長期２
動態の比較が計画どおり行われた。このように、全般的に順調に年度計画が進行していることか
ら、達成度を ％とした。８０

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

林床植生が異なる択伐林の長期動態を解析し、クマイザサより稈数は多いが背丈は低いミヤコ
ザサの方が択伐施業に有利であることを明らかにした。また、択伐の伐倒集材作業によって後継
稚樹の減少を招くこと、択伐２年後の植生調査結果からササの現存量が増加することを明らかに
した。以上により当年度の計画は達成と判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．林分タイプで更新進入種が異なることを実証している。機械による作業は稚樹を痛めることか

ら作業法の検討に繋げる必要がある。
２．択伐に関する貴重なデータが得られている。天然林での施業の方向性を、立地環境要因をもと

に提言を期待。
３．日本では珍しい択伐施業の研究で具体的な結果も出ており非常に重要である。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：エウ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標(実行課題):北方林における環境保全、持続的利用の実態把握と多目的管理手法の開発
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

ランドスケープに対する人為的作用が地域の自然環境や社会・経済に与える影響を解明し、ラ
ンドスケープの維持・改善に配慮した森林経営のあり方を提示する。また、従来の木材資源の生
産・利用を中心にした森林管理計画に代わるものとして、土地空間相互の関係や人為と自然の関
わりも考慮した多目的森林管理手法を提案する。この結果を、地域のランドスケープに配慮した
森林経営やレクリエーション等多目的森林管理計画立案が急務である国や地方自治体等へ具体的
提案として配布し、普及を図る。

２．年度計画
１）道内の森林経営体や自治体に対して、育林作業の実行状況と自然環境に配慮した森林の取扱方

法に関する実態を調査する。
２）数理計画手法を用いた基本的な多目的森林管理計画モデルを作成する。
３）モントリオールプロセスの基準 及び を基に地域版指標を作成する。６ ７

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）道東地域を対象に、再造林放棄や一部の伐採業者の粗放な作業が地域のランドスケープに悪影

響を及ぼすことは確実であり、森林組合等による森林所有者への再造林推進活動や、素材業者
の作業情報の収集等が必要であることを示した。また、多様な利害関係者からなる法人組織が
ランドスケープ資源の保全・利用のための合意形成に重要な役割を果たしているドイツの事例
から、我が国での応用可能性を検討する必要があることを指摘した。

２）国有林の入林者数調査資料を利用して、入林者数を正確に把握する手法を開発し、適正な入林
者数の算出に利用できることを示した。さらに、伐採収益、水資源保全、広葉樹収穫量の３つ
の目標を、面積、収穫量、土壌流出に関する制約条件のもとで最大化する既存の数理計画モデ
ルに、山菜採取等レクリエーション利用調査を基にした新たな制約条件を加えた既存モデルの
改良版を作成した。

３）モントリオールプロセスの基準 と について地域版指標を作成した。基準 では、多くの指標６ ７ ６
は北海道の統計資料から入手可能と思われること、レクリエーションや森林分野における投資
等の指標では、レクリエーション体験の質的考慮の必要性を指摘した。基準 について、国レ７
ベルでの把握が必要な法律や貿易分野の指標は、地域指標としてはそぐわないことを明らかに
した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
年間の中期計画の中で、1)ランドスケープの維持・改善を考慮した森林経営についての実態５

調査と概念整理、2)入林者モニタリングのため入林者数実態把握手法の改善と多様なニーズを考
慮し新制約条件を追加した森林管理のための新たな数理計画モデルの解析、3)持続可能な森林経
営のための地域版指標の作成とともに年度計画が達成されており、これまでの成果の達成度を全
体の ％と判断した。８０

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

道東地方の再造林放棄や伐採作業と地域のランドスケープとの関係及びドイツの自然公園協会
の組織形態を実態解析した。また、山菜採取等レクリエーション機能を追加した数理計画モデル
の改良版を作成した。さらに地域版基準・指標については、モントリオールプロセスの基準６及
び７についての解析を進め、作成を行った。以上により、当年度の目標は達成と判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳（人） (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．定量的・具体的な成果が出ている。地域版指標における問題点の抽出は適切、今後は基準・指

標全体の整合性がとられることを期待。
２．林業の担い手として森林ボランティアなども念頭に置いた研究をしてほしい。
３．既存のモデルに適切な改良も加えられており、来年度の成果が期待される。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：エウ２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標(実行課題)：白神山地等森林生態系の保全地域とその周辺地域における変動予測
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

積雪環境下における保全地域の森林動態に及ぼす自然的・人為的攪乱の影響を解明するととも
に、保全地域の存在が周辺域生態系の安定性へ及ぼす貢献度合いの評価を行い、森林の動態予測
モデルを開発する。

それにより、白神山地世界遺産地域の周辺地域（バッファゾーン等）における森林生態系の保
全と多目的森林利用に関する調和的管理手法を提案するとともに、亜高山帯・山地帯の異なる保
全地域における自然的・人為的攪乱の影響を具体的に提示する。こうした結果は白神山地とその
周辺地域の自然生態系の変動予測を可能にし、東北地方の積雪環境下における森林保全・維持の
ための手引きとなる。森林の調和的利用の指針構築に向けて森林管理局や県の森林部局等が活用
できる資料を広く公開する。

２．年度計画
１）生態系変動に対する自然攪乱の影響を解明するため、亜高山帯林を対象に台風害が個体群動態

に及ぼす影響を数値化する。
２）森林生態系変動を予測するため、山地帯における天然生広葉樹の動態を解析し、変動予測モデ

ルのプロトタイプを開発する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）アオモリトドマツ林の台風被害は根返りであり、根返り木はその樹冠下に生育する後継樹の動

態に影響を及ぼす。激害区の調査では根返り木（胸高直径 cm以上）樹冠下の後継樹は、道２０
ずれ根返り死亡 ％、倒木の下敷き死亡 ％、健全木 ％であった。ササが繁茂する亜高山５９ １８ ２３
帯では、ササの密度が相対的に低い樹冠下が後継樹の生育場所で、成木の根返りは樹木の更新
に大きな影響を与えることを解析した。

２）マルコフ連鎖によりパッチの優占樹種が変化する動態予測モデルのプロトタイプを開発し、天
然生落葉広葉樹林のカヌマ沢試験地と天然生針広混交林の大滝沢試験地に適用した。 年間１０
のトレンドに基づくシミュレーションによれば、カヌマ沢試験地では優占種がカツラからサワ
グルミ等の陽性の高い樹種に変化するが、大滝沢試験地では優占種ヒバの交替はなく現在に近
い状態で組成樹種が維持されると予測した。

： ％(前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ７０
白神山地周辺地域における森林生態系の保全と多目的森林利用に関する調和的管理手法につい

ては 「白神山地」プロジェクト（平成 年度終了）を中心に、生態系保全地域の周辺地域にお、 １４
、 。ける森林生態系の動態を森林遷移モデルにより予測し すでにその結果を国際誌に発表している

また、動態予測モデルのプロトタイプを開発し、山地帯の天然生落葉広葉樹林と天然生針広混交
林に適用したので、予定どおりの進捗とした。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

亜高山帯林の攪乱要因として台風害を取り上げて、アオモリトドマツの更新に及ぼす影響を数
値的に把握し解析した。また、マルコフ連鎖に基づく動態予測モデルのプロトタイプを開発し、
既存のデータセットを用いて天然生落葉広葉樹林と針広混交林の長期動態を予測したので、達成
とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．長期予測を可能にするデータと理論ができ、評価できる。
２．動態予測モデルでは 年間のトレンドで行っているが、妥当か。今回のプロトタイプで問題１０

点を整理し、モデル改良につなげてほしい。
． 、３ プロトタイプのモデルを構築したことで今後起こる変化に対応できる基準を作ったことになり

今後の研究に一層期待したい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：エウ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：調和的利用を目指した森林情報システムの開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

旧営林署管轄地面積程度の森林を対象に森林管理及び立地環境情報に関する森林情報システム
を構築するとともに、リモセンやシステム収穫表等により資源把握・変化モニタリングの技術を
向上させ、森林情報データベースの最新化（ ）技術を開発する。また、森林の木材生産Ｕｐｄａｔｅ
機能を公益的機能の制約下で評価するとともに、保健休養機能等についても評価手法を明らかに
し、機能評価に基づいた類型図を作成する。これらの成果は多様な機能を調和的に発揮させる森
林管理手法の基礎技術となるものであり、同時に森林の機能類型区分の検証手法としても有効で
あるため森林管理局など関係機関への普及を図る。

２．年度計画
１）東北地域を対象とした森林情報システムとその最新化に向けてシステムを構築し、資源量把握

技術とモニタリング技術を開発する。
２）岩手山周辺地域を対象に炭素固定機能や保健休養機能等の評価手法を構築する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１） 上の森林情報の最新化に向けた資源量把握技術とモニタリング技術の開発の一環として、ＧＩＳ

ランドサットの データを用いた資源量把握技術を開発し、スギ林蓄積の推定結果と森林簿ＴＭ
による調査蓄積との差をマッピングした。その結果、 データによる推定は幼齢林では過大ＴＭ
であるものの、それ以外の林分では利用可能の範囲にあることを明らかにした。また、森林伐
採は の第 及び第 チャンネルにより伐採約 年間までは識別可能であるが、それ以降は造ＴＭ ３ ７ ５
林木の成長により判別は困難であること、植林後の成長は林齢 年頃まで判別可能であ１０～１２
ることより、資源量把握はモニタリング頻度を 年間隔以内に設定するほうが適切であること５
などを明らかにし、モニタリング技術を用いた森林情報の把握システムの構築を行った。

２）岩手山周辺地域の森林レクリエーション施設について 上にデータベースを構築し、多面的ＧＩＳ
な機能の評価手法の つとして森林レクリエーション類型と森林環境要因のマトリックスを作１
成した。解析の結果、景勝地やキャンプ場等のレクリエーション森林は標高差や傾斜が一定以
下の範囲にあるのに対し、登山道では大きく、スキー場ではそれらの中間的であることを明ら
かにした。炭素固定機能については、データベースと連携可能な炭素ストックの算出方法を選
定し、評価手法の構築を図った。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ７０
東北森林管理局管内における衛星写真版の森林位置図および緑の回廊図を作成した。また、衛

星データと を用いた森林情報システムを構築し、広域地域を対象とした材積推定及びモニタＧＩＳ
リング手法を開発した。岩手山周辺地域を対象に保健休養機能に関するデータベースを作成し、
マトリックス表を用いて機能評価を行った。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

衛星データと を用いた森林情報システムの構築が完成し、 上で森林調査簿の検証を可ＧＩＳ ＧＩＳ
能とした。また、岩手山周辺地域における保健休養機能のデータベースを作成し、マトリックス
により機能評価の構築を図ったので達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．マトリックスを作るなど、評価技術に利用できる。信頼性のチェックが可能な資料が欲しい。
２．森林レクリエーション類型化の評価は難しい作業であるが、良く取り組んでいる。マトリック

スの作成だけでなく、他の評価手法の開発も願いたい。
３．資源量把握技術でランドサットＴＭによる推定と森林簿との比較をしているが、蓄積推定にも

耐える精度が確保できているのか。他のデータも併用しているのか。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：エウ３ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：急峻山岳林における立地環境特性の解析と複層林への誘導のため）

の森林生態系変動予測技術の高度化
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

急峻山岳林の立地環境特性と生態特性を人工林、天然林ごとに解析し、森林タイプごとに水土
保全の面から類型化し、複層林施業に適した林分をマッピングする。また、 の樹種、林齢３通り
の組み合わせを対象に複層林の林分成長モデルを作成することで、森林生態系変動予測技術の高

。 、 、度化を図る これらを通じて 環境条件を考慮した複層林施業適地を区分することが可能となり
また施業による物質循環の変動と評価、立地条件に適応した森林管理方法が提案でき、地域森林
部局や環境行政部局へ広く普及する。

２．年度計画
１）立地環境として渓流水質を取り上げ、水質指標となる水生昆虫相を特定する。
２）保育方法の違いにより生ずる林内環境変化のうち植生変移を誘導する要因を抽出する。
３）複層林での上木管理法が下木の成長・形質に及ぼす影響を評価し、林分成長予測モデルのプロ

トタイプを開発する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）４つの流域で水質に関わる環境要因と水生昆虫相を調べた。重回帰分析の結果、水生昆虫の多

様指数と種数は などの水質要因の指標になると考えられる。ＥＣ
２）人工林内の埋土種子が伐採後の植生変化に及ぼす影響を埋土種子の発芽試験と伐採前後の植生

調査から調べた。伐採地で多くの樹種が発生したが、植生の優占度には埋土種子の量よりも発
芽率と発芽後の生存率や成長速度が強く関与していた。また、直達光の照射とそれに伴う地温
積算温度の上昇が実生発生量を増加させていた。これらの環境要因の量的変化が埋土種子の発
生、成長を規定しており、伐採後の植生変移に影響を与えていた。

３）スギ（上木 ・ヒノキ（下木）複層林で上下木間伐後の下木成長量と形状比を調べた。上木林）
分密度が高く維持されてきた林分（収量比数： ）では下木形状比は直径成長量０．４５～０．５０
の大小にかかわらず相対的に高かったが、間伐後収量比数が 以下に維持されてきた林分で０．５
は、直径成長量の大きかった下木で、低下が大きくなるなど、下木形状比は間伐前よりも低下
する傾向が見られた。このことから、下木成長と形質を確保するためには、上木林分の混み具
合を収量比数 以下に維持する林分の密度管理が必要であることを明らかにし、複層林にお０．５
ける林分成長モデル開発に向けた基礎的資料が得られた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７６ ６０
渓流水中の水生昆虫相と諸要因の関係解析が進んだほか、皆伐に伴う林内植生の変移と予測が

可能となり、複層林下における林木形質に及ぼす森林管理の影響を明らかにするなど予定どおり
に進捗してきているが、林分成長予測モデルのプロトタイプについては、資料の収集はされてい
るものの、いまだ開発途上にあるため、一部未達成の状態にある。

評価結果 達成 ○概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

水生昆虫相を基準とした水質評価と植生の関連、施業による林内植生の変動、林分成長予測に
よる複層林の上木密度管理と下木形質の維持に関して予定どおり知見の集積、解析は進んだが、
年度計画にある林分成長予測モデルのプロトタイプを開発するまでには至らなかったので、概ね
達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (１) (２) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究課題との関連性が明確になるよう記述を工夫すべし。個別の結果は評価できる。
２． 年度は台風被害等が目立ったため、一般市民、地方行政からの関心が富みに高いので、さ１６

らに研究を充実、発展させる必要あり。
３．埋土種子を考えるとき、現存する森林（あるいは伐採した森林）の前生植生が何であったかと

いうことについても考慮して研究を進めて欲しい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：エウ３ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：高度に人工林化された河川源流域における地域森林資源の実態解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

衛星画像による地域森林資源の実態解析、森林認証取得のもたらす効果の評価、地理情報シス
、 、テムを利用した森林生物の生息地の要因解析等によって 四万十流域・幡多流域の森林資源分布

利用実態、森林生物の分布特性等を明らかにする。これらの森林情報に関する調査・解析手順、
地域版基準・指標は森林管理計画および理科・環境教育の場で十分に活用できるので、地方自治
体・森林組合・市民団体・教育機関等へ広く公開する。

２．年度計画
１）地域森林資源とその利用実態に関する情報を調査・収集し、 データベースを作成する。ＧＩＳ

） 。２ 公共事業の導入手法調査に向けてレッドリスト種など森林生物の生息に関する指標を検索する
３）森林機能変動モデル開発のため伐採跡地における植生の特徴を摘出する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）四国森林管理局管内の国有林に関する森林情報および高知県四万十川森林計画区内の民有林の

森林情報を収集し、 と連動したデータベースを作成した。これにより、国有林・民有林をＧＩＳ
問わずに空間的に森林情報を把握することが可能となり、持続可能な森林管理のため有効な情
報を提供できるようにした。

２）四万十川森林計画区内の代表的な生物群について、森林依存種、レッドリスト種などの指標と
。 、 、 、 、 、なる種を検索した 植物 鳥類 トンボ類 カミキリムシ類について 原生的な森林の依存種

二次林生息種などを摘出し、森林環境や流域景観の変動の指標として利用できる種および種群
を選定した。

３）針葉樹人工林の伐採跡地の植生データ（ 林分、 プロット）について、環境傾度との関３２ １２３
係を正規対応分析( )によって解析した。伐採跡地植生の組成に与える影響は標高が一番ＣＣＡ
強く、降水量、伐採面積がそれに続いた。標高 m未満の伐採地では天然林の主要構成種で６００
あるシイ・カシの稚樹密度は天然林との隣接の有無に影響されなかったが、 m以上では天６００
然林の主要構成種であるモミ・ミズメの稚樹密度が天然林と隣接している場所で有意に高かっ
た。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
２流域を対象とした地域森林資源の実態解明に向けて、地域森林資源の利用実態の解析、及び

森林生物の主要グループの指標検索まで計画どおりに遂行された。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

森林情報と を連動したデータベースを作成したこと、四万十川森林計画区における森林のＧＩＳ
生物について主要なレッドリスト種から指標となる種を選定したことなど、計画どおり達成と判
断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．エウ３ａの資料を含めての記述を工夫されたい。

． （ ） 。 、２ 森林情報と を連動したデータベース を作成した意義は大 を持続的な森林管理ＧＩＳ ＤＢ ＤＢ
経営手法に活かす方策の提言を期待。
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評価シート（指標）
実行課題番号：エウ４ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：人工林流域における林業成立条件の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

林業成立のための地域的諸条件が摘出され各条件の影響度が明らかになるとともに、林業の成
立可能性に応じた地域のゾーニング手法を開発する。また、森林管理水準の低迷等からもたらさ
れる針広混交林化問題に直面している森林資源の施業管理を効率化するために、それに関わる要
因のデータセットが作成されることで上述のゾーニング手法と合わせ、ゾーニング結果のシミュ
レートが可能となる。こうしたデータセットを、効率的森林資源管理を目指している県あるいは
市町村の森林・林業政策部署に無償で提供する。

２．年度計画
） 、 。１ 林業成立のための地域的条件を明確化するため 森林管理水準に影響を与える要因を解析する

２）針広混交林誘発に関わる社会経済的条件をデータベース化する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）前年度解析した森林所有者アンケート調査データに、所有者属性を新たに加え、また、元の調

査データに農業集落カードに関する情報を付加して分析した結果、①所有面積でみると約 ha３
を境に、規模の大きい所有者の方が保育意識、収穫意識、財産意識が高いこと、②老人のみの
世帯でない方が保育意識は高いこと ③集落と 人口集中地区 間の時間距離でみると 分、 （ ）ＤＩＤ ３０
を境に、遠くの集落に住む所有者の方が保育意識、収穫意識が高いこと、④集落の寄合頻度と
所有者意識との関連はないことを明らかにした。さらに、林業成立の一翼を担う林業事業体を
活性化する要点は「事業量の確保」＞「事業資金」＝「若手労働者の確保」と森林管理水準に
影響を与える要因を特定できた。

２）主伐、間伐及び造林保育の作業経費の実績に関する熊本･大分・福岡の 県における作業経費３
の実績データについて、アンケート調査並びに既存データ調査を通じて主伐、間伐とも 件２００
以上のデータを入手した。次年度に先駆けて大分の主伐データについて伐出仕組みの類型化を
行い立地との関連性を解析したところ、林内作業車とトラクタは 度程度までの緩傾斜地で２５
集材距離 mまでの立地に、集材機はそれよりも急傾斜で m以上の集材距離圏に多く認め１５０ １５０
られた。高性能型では集材距離よりも傾斜の影響が強いという特徴が認められた。こうした知
見は立地条件からみた森林施業にかかる経費のゾーニング手法の糸口につながるものといえ
た。上津江村の森林 データベースの構築は本年度中に完了する。ＧＩＳ

： ％ （前年度までの達成度 ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
林業成立のための地域的諸条件については、再造林放棄地の特徴を定量的に解析し、その発生

推定モデルを作成したほか、森林所有者の意識調査を元にした施業意識、森林管理行動、集落特
性及び事業体側の事業運営に関する解析も順調である。すでに完了した球磨村、星野村の針広混
交林に関わる立地条件のデータベース化に加え、上津江村の森林 データベースは本年度中にＧＩＳ
は完了する。全体的に中期計画に対して予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

森林所有者への調査など個人情報に関わるため資料収集に困難を伴うところも多いが、林業成
立条件に関し、森林管理行動、集落特性及び事業体運営の分析や、既存情報の整理、 データＧＩＳ
ーベース構築等着実な成果が得られているので、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．基礎資料として評価できる。定量的に問題点を明らかにでき、応用性が高い。
２．森林ボランティアが地域コミュニティの援助者、あるいは自ら地域コミュニティの構成員なり

うるのかの解析を願いたい。
３．非常にデータのとりにくいものであるにもかかわらず、丹念にデータが集められ、さらに有用

な結果が導き出されていることを高く評価する。
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評価シート（指標）
実行課題番号：エウ４ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：山地災害多発地域における水流出機構の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

九州地域の中でも防災対策の構築が急務とされている土砂災害発生地について、災害の実態把
握と過去の災害履歴を解析して土砂流出機構を解明するとともに、災害危険地のゾーニング方法
を提案する。成果を関係自治体や行政機関を含む対策委員会席上で公開するのみならず、九州森
林管理局など行政部局が利用し易い資料へと改編・提供する。温暖多雨地域の人工林において、
造林樹種や施業形態の影響を受けやすい土壌表層部の浸透形態を考慮しつつ土層全体としての通
水・保水機能を評価するとともに、水循環・流出機構についても高精度な評価を可能とする。こ
うした成果は、中期計画終了時には水土保全を考慮した森林管理のためのより普遍性の高い資料
として九州森林管理局など行政部局に提供する。

２．年度計画
１）阿蘇地域の 年災害時の斜面崩壊に伴う土砂流出の特徴を解析し、地域における総土砂流２００１

出量を推定する。
２）鹿北流域試験地の水文・微気象観測を継続し、観測値の経年変化から水循環過程への気象環境

の影響を抽出する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）阿蘇地域における 年 月の災害時の崩壊は主として草地において発生したが、 年の２００１ ６ １９９０

災害時には森林でも多くの崩壊が発生していることを明らかにした。両災害時の降雨データを
比較すると、 年の降雨は最大時間雨量が mmと大きいものの、総雨量は mm程度２００１ ６０～８０ ４００
であり、 mmの降雨をみた 年の災害時と比較して小さかった。このような降雨６００～８００ １９９０
形態が崩壊分布の違いに影響していると推定した。また、表層崩壊は火山灰層の中で、透水性
が急変する特定の層準をすべり面として発生している例が多く、火山灰の層厚が ｍを超える２
地域に集中することを明らかにした。地域における総土砂流出量は、ダムに補足された量から
崩壊の集中域では 年の災害によって少なくとも 千立米／平方キロの土砂が流出した２００１ ３～４
と推定した。

２）降雨量観測の結果、 年の夏季( 月）の総降雨量は mmで、 年～ 年の２００２ ６～８ ４０７．５ １９９９ ２００１
平均値と比較して 程度であった。そこで、 年～ 年の 年間について 月の晴天１／３ １９９９ ２００２ ４ ８
日を対象に熱収支観測データを比較したところ、夏季少雨の 年では有効放射量（純放射２００２
量－地中熱貯留量）に対する、潜熱輸送量の比は他の 年よりも約 ％小さかったものの、昼３ １０
間の平均潜熱輸送量は約 W/m と他の 年と大差がなかった。これより、 年程度の少雨３００ ３ ２００２2

では、試験地の森林には極端な蒸散抑制が生じていなかったことを抽出した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
火山周辺域の水・土砂流出機構を解明するために、火山灰が表面流出に与える影響を実験・観

測と流出モデルによって明らかにし、災害実態の解析によって災害型と降雨の関係及び崩壊の起
こりやすい地域を明らかにした。人工林流域の水循環過程の解析についても、森林土壌の撥水性
の発現実態、流域における熱収支と水蒸気輸送量の評価方法について多くの知見が蓄積されてい
る。したがって、中期計画に対して予定どおり進捗していると判断した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

阿蘇地域の災害実態を解析して災害型と降雨形態との関係、および崩壊の起こりやすい地域を
地質構造の面から明らかにしたほか、森林の水循環過程への気象環境の影響についての新たな知
見が得られたので、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．基礎資料が具体的に得られているが、ハザードマップなどへの応用を期待したい。
２．災害常襲地域では、発生メカニズムの解析は大切な研究と思われる。土砂崩壊などハザードマ

ップの作成を目指し、研究を進めてほしい。
３．アウトプットの行政への提供は重要なので、 等で成果をとりまとめて、すぐに行政でも応ＧＩＳ

用できる状態まで持って行って欲しい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：エウ４ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

エ 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究
指標（実行課題 ：放置された育成林の動態予測と有用性・危急性解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

放置された育成林を現在の管理状態のまま推移させた場合の林分構造の変化を予測し、将来的
な有用性（更新可能な有用樹の構成と量、生物多様性への貢献）と危急性（林分劣化の可能性）
を予測・評価するためのデータセットを作成する。このデータセットは林分単位での成林予測と
有用性評価のための簡易手法開発を可能とするため、放置する場合に比較して適切な施業を行な
うことによって劣化の防止と有用性向上を期待できる林分の選定に大きく貢献する。これらの成
果は放置された育成林を対象とした広域的な管理計画の策定に活用できるので、九州森林管理局
へ提供する。また、森林整備の状況に関する評価手法の整備や森林の保全措置の強化（林政改革
大綱）に応用できるので、国有林と民有林の森林管理者にも広く提供する。

２．年度計画
１）危急性解明に向けて保護林周辺において劣化した育成林の動態を予測する。
２）有用性評価に向けて管理状態の異なる針葉樹人工林における混交林化を予測する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）シカの食害によって劣化した九州中央山地における育成林の状態を調査した。シカの採食頻度

の高い林分では、林床のササ被度は ％と低く、わずかに生存するササも 以上に被０～１０ ８０％
食痕がみられた。高さ m以上の侵入樹木の本数密度は 本／haと低く、その種構１．３ ０～３，６００
成もアセビやシロモジなどシカの不嗜好樹木に偏っていた。シカ密度の高い地域では、木本類
はある程度侵入できるが、採食などによってその後定着にいたる個体（高さ m以上）はか１．３
なり少なく、種も限られることを予測した。

） 、 。 、２ 老齢及び壮齢いずれのスギ人工林でも比較的多くの広葉樹の侵入 定着が認められた しかし
壮齢林に定着（高さ m以上）した広葉樹の大半は亜高木種で、老齢林が主要な高木種をか１．３
なり含むのとは異なっていた。また壮齢林の場合、当年生実生を含む高さ m未満の個体に１．３
ついても高木種は少なく、侵入自体が困難であることがわかった。主要高木種の侵入・定着過
程には単純な時間経過以外に周辺保護林との距離などの要因が関与していることが示唆され、
すでに主要高木種の稚樹を欠いた壮齢林が、今後 年程度で老齢林のような高木種を含む針３０
広混交林状態に推移することは困難と予測した。

： ％（前年度までの達成度 ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
中期計画に記した要因のうち立地環境、施業履歴、台風被害については予定の解析を完了し、

新たにシカの影響、放置林の混交林化の推移も解析が完了した。育成林の有用性と危急性を予測
・評価するためのデータセットも針葉樹人工林、皆伐地等の計 地点分を収集し、順調に蓄積８３
が進んでいる。 したがって、中期計画に対して予定どおり進捗していると判断した。

評価結果 ○達成 概 ね 達 成 半 分 以 上 達 成 未 達 成 ウエイト １
評価結果の理由

九州中央山地の育成林を対象にシカの食害で劣化した森林の動態予測ができ、また、老齢、壮
齢のスギ人工林の調査結果をもとに、放置林の混交林化の推移が予測可能となったので、年度計
画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳（人） (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．人工林への植生の侵入の仕方は間伐等それまでの取り扱いとの関係があるのでは。具体的に、

今後の手入れの有無との関係も整理する必要がある。
２．放置人工林の管理に対して示唆を与えるテーマが散見。シカ被害による劣化林分の動態予測だ

けでなく、個体数との関係での変化予測を期待。
． 、 。３ 研究の成果が期待されており 結果の普遍性に一層心がけて最終段階のまとめを行って欲しい
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平成１６年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応
（エ）多様な公益的機能の総合発揮に関する研究

開催日平成１７年２月７日
項目 指摘事項 対応結果

実行課題について
エイ1a 海岸クロマツ林は他の針葉樹人工林と別の社 クロマツ海岸林については、伝統的管理で築き上げ

会的価値を持つ点も考慮すべきである。実行課 られた社会的価値を持つクロマツ林にも調和できる
題の出口に向けた検討がもう１つ必要と思われ ように、マツクイ被害や放置により広葉樹が侵入した
る。 林分の取扱いを考えている。出口方向の収斂の１つ

として、下層広葉樹の生育を促す人工林の取扱いを
検討することで、木材生産と環境保全機能の調和の
可能性を目指している。

エイ1b 作業が環境に与える影響は対象林分によって 車両走行実験については調査地を増やすことは困
大きく異なると考える。研究事例をより多く取り、 難であるため、基礎的な実験と理論的解析、類似の
一般化できるようにしてもらいたい。 調査事例の収集で一般化に努めている。搬出集材

作業に伴う被害木の発生については、タワーヤーダ
伐出システムを対象に１０県２１伐区で調査をすすめ
ることができた。

エイ2a 間伐効果で気温分析を行っているが、すべての 前年度で終了した課題であるが、指摘される点は今
気候条件を検討した結果であれば問題ないが、 後も重要な留意点として検討していく。
そうでなければ総合的な解析で行くべきと考え
る。

エウ1a 択伐林は持続的な森林管理の基本施業法であ 北海道内各種天然林のデータ分析を通して、一般法
る。非常に大切な研究だけに、単にデータを取 則化が出来るよう、解析を進めているところである。
りまとめるだけでなく、常に一定の一般法則を
忘れずに進めてもらいたい。

エウ1b 外国事例の国内適用には歴史的、文化的、社 外国と日本との歴史的、文化的等の差違を充分認識
会的相違を慎重に考慮すべきである。外国の し、北海道に適合する手法の分析を進めている。
景観保全システムを参考にすることは良いが、
社会構造や文化的背景の大きな違いを十分に
考慮した研究としてもらいたい。

エウ2a 特定地域の森林動態予測モデルの開発に当た 落葉広葉樹林としてカヌマ沢試験地、針広混交林と
り、異なる地域から必要データを取得する場合 して大滝沢試験地を取り上げて、変動予測モデルの
は、両者における自然的条件の異同に関する プロトタイプを作成した。
的確な把握が必要である。

エウ3b 地域森林資源の実態解明ということから様々な 課題間での研究内容を整理して、それぞれの研究成
分析が行われているが、それらの相互関係なら 果の相互利用をはかった。成果の統合化に向けて研
びに全体の研究の流れの中での位置づけが分 究の進展に努める予定である。
かりづらい。

エウ4a 林業は植栽、保育、伐採等一連の作業の連続 交付金プロの中において植栽、保育、伐採等の各作
下にあり、林業成立条件には多角的視点から 業段階でコストに影響を与える立地条件を、コスト評
の分析が求められている。年次計画でそれらを 価のなかで要因に組み込み解析しているところであ
明らかにできないものか。 る。

エウ4b 災害復旧地と経済林地の情報を分別し、それぞ １６年度に熊本県の森林ＧＩＳのデータを導入して、小
れの相互利用について更なる検討をしてもらい 班レベルの森林情報の解析を進めている。
たい。

エウ4c 大型台風に関する成果は興味深く、早期公表 学術論文および研究成果選集にて公表しており、一
が待たれるところである。 般への普及にも努めている。
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平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（エ） 多様な公益的機能の総合発揮に関する研究

開催日平成１７年２月７日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
エア１ａ 代表的な造林樹種であるスギとヒノキの樹種抽 センサー性能をも考慮しながら種々の林分因子の計

出技術はある程度確立されたので、実用化に 測における特性を明らかにしていきたい。
向けて研究を進展させてほしい。

エイ２ａ 間伐の有無とだけあるが、間伐度合いに関する 間伐の度合いについては、関連する他の課題をも考
分析が必要ではないか。 慮しながら検討する。

エイ１ｂ 集材作業における損傷被害木の発生状況など 多くの林業者に分かり易い言葉で、今回の成果をす
林業者に役立つ情報が多いので、得られた成 みやかに普及していく。
果をすみやかに普及願いたい。

エイ２ｂ 意志決定支援手法は今日的問題で良い成果が 様々な利害関係が複雑に内包していることを十二分
出ている。川上から川下まで様々な立場での反 に考慮しながら研究を進めていきたい。
応解析が必要であろう。

エウ１ａ 択伐に関する貴重なデータが得られている。天 立地環境要因を考慮して、天然林施業法についての
然林での施業の方向性を、立地環境要因をもと 提言を行う。
に提言を期待する。

エウ２ａ プロトタイプのモデルを構築したことで今後起こ ブナ林およびスギ・ブナ混交林についても動態予測
る変化に対応できる基準を作ったことになり、今 モデルのプロトタイプを適用するとともに、モデルの
後の研究に一層期待したい。 改良を行う。

エウ３ａ 埋土種子を考えるとき、現存する森林（あるい 現在、森林の履歴がどのように埋土種子の個数と種
は伐採した森林）の前生植生が何であったかと 組成に影響するかについて調査中である。
いうことについても考慮して研究を進めて欲し
い。

エウ４b 基礎資料が具体的に得られているが、ハザード 次年度には災害発生危険性のゾーニングを行う。
マップなどへの応用を期待したい。

研究分野について
非常に重要な研究課題を意欲的に取り組んで 一般向けのメディアを積極的に活用して、分かり易い
いる。これらの研究成果をいかに一般の人たち 言葉で積極的に成果の普及に努める。
に伝えるかが重要だと思われる。その際、専門
用語を使わずに、外部の者にも分かる言葉で伝
える努力を是非ともお願いしたい。
４年目で全体像が明確になってきている。しか 核となる成果を中心に関連性が見える形でまとめを
し、個別の資料に未だ関連性が不明確のもの し、総合発揮としての取りまとめを図りたい。
が見られる。今１つの工夫を期待したい。
昨年度までの研究の内容を知る上で、進捗状 最終年度に向けて進捗状況図を活用し、研究推進に
況図は有用だと思う。計画達成までの全体像が 当たるとともに、次の評価会議では、その有用性を
分かるような資料を作って欲しいという委員から 活かしたものにしたい。
の要望でできたものなので、進捗状況図を有効
に使って欲しい。
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エ分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

（ウ）評価単位 （ア） （イ）
森林資源の調査・ 森林の多様な機 地域の自然環境、全分野に対

モニタリングによる 能を総合発揮させ 社会経済ニーズにする割合

解明・評価 る森林管理システ 対応した森林管理エ ［％］
ムの開発 システムの開発

75,704 4 ％ 13,265 14,364 48,075予算［千円］
(28 ％) (75 ％) (0 ％) (24 ％)（受託プロジェクト

研究費の割合）
［％］

34.6 10 ％ 3.2 6.4 25.0勢力投入量
（人当量）［人］

5 3 ％ 0 0 5委託研究
機関数

53 12 ％ 7 10 36研究論文数
106 9 ％ 14 19 73口頭発表数
26 19 ％ 2 2 22公刊図書数
75 10 ％ 9 16 50その他発表数
1 7 ％ 0 0 1特許出願数
2 7 ％ 0 0 2所で採択された

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

多様な公益的機能の総合発揮に関する研究エ

第２－１－（１）－エ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ
②区分 ト①

◎ 100 1エア１ａ 高精細センサーによる森林情報抽出技術の高度化

◎ 100 2エア１ｂ 広域森林資源のモニタリング技術の開発

◎ 100 1エイ１ａ 針葉樹一斉林の付加機能を高めるための森林管理手法の開発

◎ 100 1エイ１ｂ 森林作業が環境に与える影響の評価と軽減技術の開発

◎ 100 1エイ２ａ 持続的な森林管理に向けた森林情報解析技術の開発

◎ 100 1エイ２ｂ 社会的背景にもとづく公益的機能評価及び意志決定支援手法の開発

◎ 100 1エウ１ａ 択伐を主とした天然林の施業・管理技術の高度化

◎ 100 1エウ１ｂ 北方林における環境保全、持続的利用の実態把握と多目的管理手法の開発

◎ 100 1エウ２ａ 白神山地等森林生態系の保全地域とその周辺地域における変動予測

◎ 100 1エウ２ｂ 調和的利用を目指した森林情報システムの開発

○ 80 1エウ３ａ 急峻山岳林における立地環境特性の解析と複層林への誘導のための
森林生態系変動予測技術の高度化

◎ 100 1エウ３ｂ 高度に人工林化された河川源流域における地域森林資源の実態解明

◎ 100 1エウ４ａ 人工林流域における林業成立条件の解明

◎ 100 1エウ４ｂ 山地災害多発地域における水流出機構の解明

◎ 100 1エウ４ｃ 放置された育成林の動態予測と有用性・危急性解明

（指標数：１５、 ウェイトの合計③：１６ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １５８０（ ）
＝ ＝９９（％）

ウェイトの合計③ １６

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０
半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会
ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オア１ａ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：熱帯雨林の遺伝的多様性の指標化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

東南アジアの代表的な森林であるマレーシアのパソ森林保護区及びセマンゴック森林保護区な
どにおける熱帯の主要な樹種であるフタバガキ科の複数種について、開花量の異なる開花イベン
ト間での遺伝子流動（花粉飛散範囲及び種子拡散範囲）及び遺伝的多様性の違いを解明できる指
標を、超多型 マーカーであるマイクロサテライトマーカーを用いて開発する。この指標はＤＮＡ
熱帯林の択伐などの森林の攪乱の際に、維持すべき個体密度の決定など、保全のための遺伝的ガ
イドラインの基礎データとなり、保全生態学などの新たな研究および違法伐採を防ぐための遺伝
子タグの実用化のためのシーズである。また、このデータをマレーシア森林研究所に提供し、マ
レーシア森林研究所が他の調査地で行っている同種の解析データと比較検討を行い、保全及び公
益的機能の維持のための遺伝的ガイドラインの策定に利用する。

２．年度計画
１）マレー半島の二つの調査地で収集できたフタバガキ科植物の母樹別 を用いて遺伝子流動ＤＮＡ

を解明する。
２）森林断片化が遺伝的多様性に与える影響の調査を開始する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
Shorea lepurosula S.parvif１）マレー半島パソ森林保護区ないに構築した haと haプロットで と４０ １２

の 樹種について交配様式の算出を行った。その結果、フタバガキ科植物の高い他殖性をolia ２
示した。しかし、 は比較的低い他殖率であった。S.parvifolia

２）マレー半島のアンパン森林保護区で を対象に林縁部と中心部で遺伝的多様性の比S.lepurosula
較を行った。その結果、林縁部と中心部で実生群の保有している対立遺伝子数が異なり、林縁
部の方が明らかに少ない値を示した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７０ ５０
、 、 。本実行課題は 研究ニーズに応えるために 中期計画の途中(平 )から開始した課題である１４

遺伝子流動（花粉飛散範囲及び種子拡散範囲）及び遺伝的多様性の違いを解明できるマイクロサ
テライトマーカーを同定し、指標開発を行うなど、達成に向けて計画どおりに進んでいる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

遺伝子流動ではフタバガキ科植物の高い他殖性を示した。また、林縁部と中心部で実生群の保
有している対立遺伝子数が異なり、林縁部の方が明らかに少ないことなどを明らかにし、計画は
達成された。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) ( ) ( ) ( ) 修正： 無修正：３
意見等
１．開花時に採取した多数の試料の分析が計画どおりに進んでおり、成果の公表も活発である。
２．今後も引き続き、全体計画（スケールアップ）の中での位置づけを考えながら、遺伝的多様性

と森林の外部形態の関係解析や開花個体密度と自殖率との関係のモデル化などの研究を続けら
れることを期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オア１ｂ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：マングローブ天然林の炭素固定機能及び有機物分解機能の評価）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

温暖化による海面上昇の影響を受けやすい大洋域に多い島嶼型マングローブ林のパイオニア林
分を含む代表的林分タイプごとに、地上及び地下部における炭素固定を解明するとともに、その
量的評価手法開発を適用してポンペイ島などミクロネシア島嶼における炭素固定機能を面的に評
価する。また、大陸型マングローブ林とその後背地湿地林の林分動態ならびに地下部炭素集積様
式を解明する。これらは、東南アジア低湿地林の炭素固定機能評価の精度向上をもたらす。

２．年度計画
１）マングローブ林永久試験区の再センサスを行う。
２）リター及びリターバッグ試料並びに材腐朽過程を解析する。
３）ポンペイ島のマングローブ林で立地環境・植生の概査及び資源賦存状況の解析を行う。
４）マングローブ林と泥炭湿地林の地上部炭素蓄積量の推定を試みる。

年度計画目標値： ％３０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
） 、 （ ）、１ サンゴ礁型マングローブ林では 年からの 年間の減少は 本 → 本１９９４ １０ ３７２ １，５５６ １，１８４ /ha

増は ｍ2である。 年間で ton（ ）増加したが、最近 年間では約ＢＡ ４．２６ １０ ６８ ４９７→５６５ton/ha ２
tonであった。２

２）先駆性Sonneratia alba林分では 年間の立木密度、 、現存量変化（及び 年の値）は２ ＢＡ ２００４
各々 本減（ 本 、 増（ m2 、 ton増（ ton）であった。呼吸根現９０ １，８００ ０．５ ４８．６６ ３．１ ２５５．５） ）
存量は汀線付近で ton、 m陸側で tonあったが、刈取り 年後には海側で ton、陸側８３ ６０ ３１ ２ １．５
で tonが再生した 同島マングローブの主要タイプである 属優占林分では年間ha３．１ 。 Rhizophora
当り tonのリター供給があった。１４．２

３）マレーシアの半島西岸ケダー州の 年生マングローブ及びタイ、ラノン県の林齢約 年７～３０ １６
生のマングローブでは、現存量は年間にMerbokで 、ラノンで の５．５～１８．２ ４．８～１５．１ton/ha
範囲で増加し、 年の値はMerbokで 、ラノンで となっ２００４ １２１．１～３０２ ８９．６～２５５．２ton/ha
た。

４）タイ東北部ヤソトン県のラムセバイ川流域淡水湿地林での炭素蓄積推定用の調査区設定を開始
した。同流域は毎年雨期に m水位上昇し、 m程度の川幅も ヶ月以上も km以上に拡大す４～６ １０ ２ １
る。河畔からの距離に伴いブッシュ、落葉フタバガキ林、混交フタバガキ林への移行が観察さ
れた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７０ ４０
ミクロネシア島嶼におけるマングローブ林の地上及び地下部における炭素固定の解明が進み、

炭素固定機能の面的評価の達成のメドが立った。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

サンゴ礁型マングローブ林の成長を示した。また、リター量を明らかにするとともに、炭素蓄
積推定用の調査区の設定を開始するなど、計画は達成された。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．立地や種構成の異なるマングローブ林の現存量とその増減量が明らかにされ、リターや枯死木

の蓄積・分解や呼吸根バイオマス、実生の消長等に関する研究成果が発表されており、計画ど
おりに進捗している。

２．データ解析をさらに進めてもらいたい。
３． 年末のインドネシア津波災害ではマングローブが注目されている。今後の研究進展を期２００４

待します。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オア1ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：国際的基準に基づいた生物多様性及び森林の健全性評価手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

環太平洋諸国の研究機関との共同研究により、日本本土において生物多様性の変化をモニタリ
ングするために森林の組成・構造による生物多様性の評価手法や指標生物による昆虫・微生物の
多様性の評価手法を開発する。森林衰退が見られる地域の林分レベルでの健全性モニタリングを
するために、森林、特に林冠構成木の健全性を評価する技術を開発する。これらの成果を、国内
外の研究者のみならず、政策決定者、土地・森林の所有者、 、ならびに一般国民にＮＧＯ、ＮＰＯ
公開し、多様な森林管理の評価に資するとともに、国際的基準指標の策定に資する。

２．年度計画
１）衛星画像を用いた森林景観の広域評価技術を利用し、生物多様性に及ぼす森林構造の評価手法

をとりまとめる。
２）指標生物として各生物群を評価し、昆虫・微生物の多様性を評価する簡便な指標を作成する。
３）林分レベルでの森林健全性の評価手法の有効性を検証する。

年度計画目標値： ％３０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）北海道で植物種の多様性を決定づけるササ植生は、更新補助作業によって減少することを明ら

かにした。遺伝的多様性の減少に関するシミュレーションのベースモデルを作成した。衛星デ
ータを用いて、伐採の有無、樹齢を推定する方法が部分的に開発された。

２）広葉樹の樹齢を指標とした生物群の反応を類型化した。樹齢よりも平均胸高直径の方が、より
よい指標となる場合があった。

３）間伐後、水ポテンシャルが著しく下がったエゾマツ個体は、非破壊装置によって、偏材部の木
部に水分通導異常を示す画像が得られ、両者の関係が示唆された。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 １００ ７０
環太平洋諸国研究機関と共同し、生物多様性に及ぼす森林の組成・構造の評価手法、指標生物

種利用による昆虫・微生物の多様性評価手法、及び森林の健全性の評価手法を開発し、中期計画
を達成した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

ササの影響程度を明らかにし、衛星でその状況を把握可能にした。また、樹齢や平均胸高直径
など簡便な指標を提示でき、樹木の内部情報を得る手法をかいはつするなど、年度計画は達成し
た。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．樹齢は健全性の指標となりうるか疑問が残る。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オア１ｃ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：ＣＤＭ植林が生物多様性に与える影響評価と予測技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

環太平洋諸国研究機関と共同し、国際的基準に基づいて、 植林が生物多様性に及ぼす森ＣＤＭ
林の組成・構造の評価手法、指標生物種利用による昆虫・微生物の多様性評価手法、及び森林の
健全性の評価手法を開発する。これによって、生物多様性の保全に考慮した 植林事業が実ＣＤＭ
施できるとともに、過去に人為により多様性が低下した地域での多様性の回復にも貢献が期待で
きる。

２．年度計画
１）インドネシア科学院生物研究所と共同研究のための を締結する。ＭＯＵ
２）調査地としての適地を探索し、調査候補地を選定する。
３）現地に置いて、カウンターパートも含めて今後の研究計画について共同セミナーを開催する。
４）調査地を設定する。

年度計画目標値： ％１０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）インドネシア科学院生物研究所（ ）と共同研究のための を 日に締結した。ＬＩＰＩ ＭＯＵ １２月１
２）調査候補地として東カリマンタン、バリクパパン郊外のスンガイワイン水源林とその周辺を選

定した。
） 、 。３ において共同セミナーを開催し お互いの研究内容の紹介と今後の研究計画を討議したＬＩＰＩ

１ ４４ スンガイワイン水源保護林内の天然林に ha 同保護林近傍のアカシア・マンギウム人工林） 、 （
年生）に haのプロットを設置し、初回の調査を行った。０．５

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 １０ ０
植林に対する研究ニーズによって平成 年度から 年度までの 年間を研究期間としてＣＤＭ １６ ２０ ５

に新たに開始した課題である。 の締結と、調査プロットの設定を行うなど、順調に進捗しＭＯＵ
ている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

カウンターパート機関である と友好的な関係が構築でき、 も締結できた。また、調ＬＩＰＩ ＭＯＵ
査地域では、スンガイワイン水源林の管理事務所の協力を得ることができ、調査地設定が行えた
ことにより、計画は達成された。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１． 植林は重要な問題であり、新たな課題化の意義は大きい。ＣＤＭ
２．指標生物（昆虫・微生物）を の実施にあたりどのように実質的に絡めていくのか課題でＣＤＭ

あろう。
３．昆虫・微生物だけが取り上げられているが、地域社会と森との間には我が国のシカ・イノシシ

問題のようなものがあり、それらをどう利用していくかも地元社会が 活動を受け入れるＣＤＭ
場合に重要なファクターである。こうした点を考慮して頂きたい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：オア２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：森林火災による自然環境への影響とその回復の評価に関する研究）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

衛星データから森林火災被害情報を抽出する手法を開発し、森林火災の早期警戒・発見を準リ
アルタイムで行う処理システムを確立する。超高分解能／ハイパースペクトル衛星データ等の先
駆的リモートセンシング手法を用いた火災被害林の森林構造や機能の評価法を開発する。また、
森林火災が森林生態系、特に森林昆虫、微生物に与える影響と、その回復過程のモニタリングに
適した生物種や現象、計測方法などを評価する。これらの成果は、内外の研究者のみならず、イ
ンドネシア科学院、インドネシア林業省、タイの （国立公園＆自然保全局 、 （研ＮＷＣＤ ＮＲＣＴ）
究評議会）などに対し、今後の大規模森林火災対策の策定等のために提供する。得られた火災情
報等をインターネット上で公開し、研究者のみならず現地の行政担当者、森林管理者、一般住民
などに広く提供し、火災被害の低減に利用されるようにする。この成果は、国内外の森林火災の
研究者の今後の研究のシーズとなる。

２．年度計画
１）落葉混交林の動態を調査し、前回のセンサス以降の樹木の進級、死亡、成長を定量化し、森林

の空間的不均一性に対するタケの一斉枯死、山火事の影響を評価する。
２） と 衛星を用いた東南アジアの森林火災早期発見システムを運用し、継続的に火ＮＯＡＡ ＤＭＳＰ

災を観測してシステムの向上を図る。
年度計画目標値： ％１０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）タケの一斉開花・枯死の落葉混交林の動態への影響に関して調査したところ、樹木センサスか

ら評価した cm以上の樹木の胸高断面積合計・本数密度には、大きな変化は見られなかＤＢＨ５
った。タケの枯死後、新規加入速度は増加したが、死亡速度も高かった。山火事による稚樹の
死亡が、更新を阻害した大きな要因と考えられる。

１ ｅｂ２）森林火災早期発見システムを 年間運用し、準リアルタイムで情報を農林研究センターのＷ
６ ８～１1 ｅｂサイトから発信した。インドネシアでは 月と 月にかけて火災の多発が見られた。Ｗ

上で専用のソフトウェアを利用せずに、ホットスポットと夜の光、火災危険度、土地被覆など
の 情報を統合化して自由に図化できるオープン のプロトタイプを開発した。ＧＩＳ ＧＩＳ

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ８０
これまでに開発した森林火災早期発見システムを運用し、リアルタイムの火災情報を行政機関

等に提供するとともに、オープン システムのプロトタイプを開発した。これらのことから、ＧＩＳ
予定以上の成果を得ている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

落葉混交林の動態調査は現在解析中であるが、これまでにタケの一斉開花・枯死が樹木の更新
に余り影響を与えていないことが明らかになった。森林火災早期発見システムの運用と火災発生
動向の調査に関しては、トラブルはあったものの計画どおりに進捗した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．森林火災早期発見システムの継続的運用に関して、トラブルへの適切な対処やより利用しやす

いシステムの開発などが実施されるなど、計画に即して研究が進められている。
２．空間的不均一性の解析をさらに進めてほしい。
３．森林火災の早期警戒・発見システムなど優れた成果が出ている。
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評価シート（指標）
実行課題番号：オア２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：開発途上国の荒廃地回復手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

荒廃熱帯森林生態系の森林生物相の管理技術を開発するため、長期継続修復試験地のモニタリ
ングを行い、森林修復技術を検証する。森林生物相の保全技術開発するため、開発途上国の森林
再生阻害要因となる穿孔性害虫の防除手法を開発する。荒廃林地回復に関する樹種の諸特性を解

、 、 。 、析するとともに 乾燥地における環境条件を測定して 植栽時の補助工の効果を解明する また
植生劣化が進みつつある焼畑地域において、生態系管理方式の変化に伴う炭素シンク機能の変動
モデルを作成する。これらの成果については、熱帯諸国の行政官、森林所有者、研究者等に提供
する。

２．年度計画
１）荒廃熱帯森林生態系の修復に関する試験地のモニタリング結果をとりまとめる。
２）マホガニーマダラメイガの性フェロモン活性成分の精製を行い、化学構造を推定する。
３）乾燥地における植栽樹種の成長過程における生理生態的特性を把握する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）荒廃熱帯森林生態系の修復に関する試験地のモニタリング結果をとりまとめた。
２）化学構造が推定されたマホガニーマダラメイガの性フェロモン候補化合物 種を誘引源とする３

粘着トラップには、約 ヶ月の間に化合物 にそれぞれ 匹、 匹、 匹の雄成虫が誘２．５ Ａ、Ｂ、Ｃ ５ １ ２
殺された。同じ期間に未交尾雌成虫２匹を誘引源とする粘着トラップには４匹が誘殺された。

３）乾燥地に植栽したユーカリ 種とアカシアの成長を比較すると、不透水層破壊処理区の成長が２
いずれの樹種でも良かった。ユーカリの葉の生理生態的調査から、気孔コンダクタンスのモデ
ル化を行ない、プロジェクトの出口の一つであるモデル「乾燥地緑化シミュレーター」に統合
中である。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
研究はほぼ計画どおりに進んでいる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

モニタリング結果のとりまとめ、性フェロモン活性成分の化学構造推定を行うとともに、成長
量の差を明らかにするなど、計画を達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．年度計画に即して研究が実施されている。年度計画に掲げられた項目以外にも、中期計画終了

時の達成目標に関する項目についても順調に研究が進められている。
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評価シート（指標）
実行課題番号：オア２ｂ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：荒廃熱帯林のランドスケープレベルでのリハビリテーションに関する研究）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

熱帯の荒廃林地回復に関する先駆性樹種やフォレストコリドー造成に適した数樹種の生理生態
的特性を明らかにする。熱帯林荒廃がカミキリムシ相や森林土壌に及ぼす影響を明らかにする。
また、熱帯林の保全・管理技術の開発に関する社会経済面での問題点を抽出するとともに、熱帯
荒廃地回復の高度化及び体系化を促進する情報交換ネットワークを整備する。これらの研究成果
によって、熱帯の荒廃林地の回復技術の高度化の基礎として必要な生物学的、社会経済学的情報
の蓄積を進め、また、情報交換ネットワークを整備することで、熱帯の開発途上国および先進国
の研究者、政策決定者、 、一般人、住民などがこの研究成果を活用できるようにすＮＧＯ、ＮＰＯ
る。

２．年度計画
１）熱帯先駆性樹種の生育段階に伴う葉の形態・生理特性の変化を明らかにする。
２）熱帯林伐採前後の土壌の理・化学性変化を明らかにする。
３）熱帯林修復のための植林活動への地域住民の意識を社会経済的背景を比較しながら調査する。
４）ホームページを用いたプロジェクト研究成果の情報公開を行う。

年度計画目標値： ％４０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）先駆性樹種である は実生から稚樹へ成長する間に栄養塩や水を多く吸収Macaranga gigantea

すること、さらに、先駆性樹種 種と遷移後期樹種 種では、生理的・形態的に変化すること２ ４
などを明らかにした。

２）多くの固定調査区では、択伐後 年目には植生が回復し、交換性陽イオン容量および交換性塩３
基量は大きく変化していないが、全炭素・全窒素は増加傾向にあることを明らかにした。

３ インドネシア東カリマンタンの 村では 慣習保全林の設定および伐採企業との境界確定 違） 、 、「Ｂ
法伐採」による木材生産などが活発に行われていたが、住民間の利益配分や運営の透明性、土
地所有権・利用権、土地資源管理の持続可能性、オーナーシップなどに問題があることを明ら
かにした。

４）国際ワークショップのプロシーディングス本の刊行を前年度同様に行い、ホームページを用い
てプロジェクト研究成果の情報公開を行った。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 １００ ６０
熱帯荒廃林の回復に必要な生物学的、社会経済学的情報の蓄積を進め、情報交換ネットワーク

Rihabilを整備し、当初の目標は達成した。なお、国際ワークショップのプロシーディングス本“
”を刊行した。itation of degraded tropical forests, Southeast Asia 2004

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

荒廃林地回復に適した樹種の生理生態的特性を明らかにし、森林伐採による土壌変化を明らか
にし、熱帯林保全・管理技術に関する社会経済面での問題点を抽出するとともに、荒廃地回復に
関する国際ワークショップを３回開催するなど、当初計画どおり進捗し、達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．森林伐採前後の土壌の理化学性変化の解明については、今年が最終年度でもありデータの解析

を深める必要があった。
２．サイトがいろんな地域に散らばっている現状からどのような研究展開を図るろうとしているか

を明確にし、収斂化の工夫が必要。
３．研究の対象になった樹種のストックと 「いざ植林」のときの「入手のたやすさリスト」との、

マッチングがどうかということもこうした応用研究では重要課題であろう。
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評価シート（指標）
実行課題番号：オア２ｂ３

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：南洋材の樹種識別及び産地特定の技術開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

属の木材解剖学的特徴に基づく樹種識別の可能な樹種グループを細分化する。抽出成分Shorea
と木材グループの材色との関係を解明することにより、クロマトグラフィーによる樹種識別・産
地特定のための基礎的技術を開発する。木材中の無機元素、炭素・酸素・水素の同位体比等に基
づく木材の産地特定の可能性を検証する。また、材質を支配する遺伝子を単離し、抽出成分量や
組織・構造と遺伝子の対応関係を明らかにする。実際に木材の樹種識別および産地特定が可能で
あることを確かめる。 属を対象とした葉緑体 による種の識別のデータべースを構築Shorea ＤＮＡ

。 、 。する 地域特異的な マーカーの探索を行うことにより 木材の伐採地の特定を可能にするＤＮＡ
これらの成果は、アジア森林パートナーシップで重要問題として取り上げられている違法伐採の
取り締まりへの活用を目指している。

２．年度計画
１）木材の安定同位体分析システムを立ち上げる。
２） 属心材に多く分布する抽出成分の構造を決定する。Shorea
３）サバ州及びサラワク州の樹木を収集し、塩基配列を解読するための葉緑体 の領域を決定ＤＮＡ

する。
４）カヤの複数の試料を収集し、種間識別に関する情報を蓄積する。

年度計画目標値： ％４０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）安定同位体の分析条件を検討し、炭素および窒素同位体分析システムを立ち上げた。

Shorea２）バラウ類に多く分布するレスベラトロールオリゴマーを単離し、その構造を決定した。
からは加水分解型タンニンに由来するgallic acid、bergeninが単離した。negrosensis

３）南洋材の識別マーカー開発のための試料の収集を継続し、前年度と合わせてフタバガキ亜科全
体では 種 個体となった。 属について葉緑体 の３領域について塩基配列を決１１６ ３４７ ＤＮＡShorea
定した。

４）日本産カヤ の複数（国内 個体）個体について、trnL-trnF、rrn5-trnR、trnR-trnNT.nucifera １０
の各領域で種内変異は検出されず、これらの領域における変異は種間識別に有効であることが
確認された。また、カヤ材標本 gから数百ナノグラム～数マイクログラムの が得られる１ ＤＮＡ
ことを見いだした。

その他、結晶の有無について検討した結果、 樹種では結晶を有し放射柔細胞に結晶が存在６
するのに対して、 樹種では結晶が存在していても放射柔細胞には結晶が見られなかった。日４
本産樹木葉の無機微量元素を解析した結果、いくつかの元素で産地間に比較的大きな含有量の
違いを見つけた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７０ ３０
、 、 、 、Shorea属木材の解剖学的特徴 同位体比 抽出成分 に関する有用なデータが蓄積されＤＮＡ

結晶の有無、心材成分の分布など、具体的な識別指標が見いだされており、中期計画達成のメド
がついた。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

顕微鏡観察やクロマトグラフィーによる成分の分離など、簡易な方法による具体的な識別例が
示されている。 関連についても、木材試料からの単離が可能になるとともに、塩基配列のＤＮＡ
解析が予定どおり進んでおり、達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．年度計画に即して研究が実施されているが、国際誌への研究成果の公表の努力が必要である。
２．やりやすい場所から手がけるのは理解出来るが、熱帯木への適用性を同時並行的に検証するこ

とも必要である。
３．違法伐採の判定は焦眉の急を要する課題である。やりやすい材料で「やってみてこうでした」

だけで終わらせるべき課題ではない。
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評価シート（指標）
実行課題番号：オイ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：酸性雨等の森林生態系への影響解析）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

我が国森林地帯の酸性雨等の環境変動の傾向と森林への影響及び水源流域の水質変動を解明す
る。酸性化物質に対する感受性が異なる森林土壌を対象として、硫黄化合物の動態や蓄積機構を
明らかにする。また、九州地域を対象として、大陸から飛来する黄砂や硫黄化合物を含む乾性降
下物の特性を把握し、林内雨や樹幹流の酸性化に及ぼす乾性降下物の寄与を明らかにする。これ

、 。らの成果に基づいて 硫黄化合物の負荷の増大による森林生態系や土壌への影響予測に利用する

２．年度計画
１）全国８箇所の森林域で酸性降下物等の負荷実態と森林生態系に及ぼす影響のモニタリングを行

う。
２）土壌中の硫黄化合物現存量とこれに影響を与える要因を整理し、流域における硫黄フロー図を

作成する。
３）黄砂の物理・化学的特性を解明する。
４）乾性降下物の硫黄同位体比を明らかにする。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
） 、 。 、１ 酸性降下物モニタリングを行い 全国各地の降雨と渓流水の分析データを得た 各地の降雨は

の平均値で 、 の平均値では の値を示した。一方、渓流水は、 の平ｐＨ ４．６～５．０ ＥＣ １０～３９ ｐＨ
均値で 、 の平均値では の値を示した。これらの値は、ほぼ平年どおりで６．４～７．６ ＥＣ ２４～７３
あったが地域により多少の変動を示し、台風の襲来が多かった四国などで降水の の値がやＥＣ
や高くなっていた。林分調査の結果からはとくに衰退の兆候は認められなかった。

２）アンディソル（主に黒色土）では土壌中に多く含まれるアルミニウムや鉄の酸化物がイオウ循
環プロセスに影響し、イオウ蓄積能がインセプティソル（主に褐色森林土）より高いと推察し
た。

３）黄砂飛来時は黄砂粒子の主成分であるケイ素、 などの組成比が高く、非黄砂時とは成分組Ａｌ
成が著しく異なっていることを明らかにした。

４）ガス状物質の硫黄同位体比はエアロゾルのそれよりも大きいことを明らかにし、この影響によ
り林内雨、樹幹流として流入する過程で硫黄同位体比の小さい硫酸イオンが付加されると推定
した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ７０
酸性雨等の環境変動の傾向と森林への影響及び水源流域の水質変化のモニタリングを継続して

きた。硫黄化合物の動態や蓄積機構を明らかにした。また、大陸から飛来する黄砂や硫黄化合物
を含む乾性降下物の特性把握も進み、中期計画達成のメドが立った。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

酸性降下物負荷量をモニタリングし、森林への影響が少ないことを示した。アンディソルの硫
黄蓄積能が低いこと、黄砂飛来時の成分組成などを示すとともに、樹幹流の過程で硫黄同位体比
の小さい硫酸イオンが付加されることを示し、計画は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．年度計画に即して研究が実施されている。８箇所での酸性雨モニタリングの研究成果の公表も

なされている。
２．生態系に及ぼす影響のモニタリングをさらに進めてほしい。
３．中国大陸由来の硫黄酸化物に関する研究は他の研究所でも長く取り組んでいる課題（特に黄砂

など）で、これらとの連携を深めて欲しい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オイ１ｂ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：野生鳥獣における有機塩素系化合物の蓄積と生物濃縮実態の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

ダイオキシン類の森林動物における生物濃縮と蓄積実態を解明する。これらの成果は、今後の
研究のシーズとして活かすとともに、野生鳥獣の生態リスクの評価とモニタリング手法確立のた
めに、行政及び研究者への情報提供するとともに一般への啓発に役立てる。

２．年度計画
１）野生哺乳類や鳥類の個体を用いて、ダイオキシン類の蓄積と生物濃縮の実態把握を継続し、そ

の確度を向上させる。
２）ダイオキシン類の蓄積と影響の関係を明らかにするために、小型哺乳類サンプルを解析する。

年度計画目標値： ％３０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）小型哺乳類の採取とサンプル収集を行った。水生鳥類卵としてゴイサギ卵を 個分析し、ダイ３

オキシン類濃度既存値との比較検討を行った結果、これまでに得られたチュウサギ卵とほぼ同
レベルで、上位捕食者として蓄積量が比較的高いことを明らかにした。

２）ダイオキシン類の蓄積と影響の関係について、ダイオキシン類に誘導される酵素量をモグラと
タヌキで比較することにより明らかにした。ビデオカメラ撮影により、猛禽類のサシバの育雛
期にひなの食べる餌種として、カエル、ヘビ、小哺乳類などが利用されていることを明らかに
した。また、タヌキに残留するダイオキシンの肝臓／脂肪組織の濃度比は、カワウ、トビ、カ
ラス等の野生鳥類に比べて極めて高い値を示し、特異的な肝集積があることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ６０ ３０
昨年度までに小型哺乳類の分析用サンプル収集及び分析を行い、ダイオキシン類の蓄積を解析

した。今年度はさらに、ダイオキシン類に加えて残留性有機塩素系化合物（ ）に関して、ＰＯＰｓ
分析数と種間の比較研究が進展した。また、上位捕食者の餌動物の実態を明らかにするなど、中
期計画に対して予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

森林動物における の生物濃縮と蓄積実態の把握を目指して、既往の蓄積データと比較すＰＯＰｓ
るため本年度はさらに新たな試料を追加し着実に成果を得ている。ダイオキシン類の蓄積と影響
の関係を解明で成果が得られた。また、捕食者の餌動物の把握も着実に進展した。年度計画は達
成されたと認められる。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等

． 、 、１ 年度計画に即して研究が実施されていが 研究成果の公表が学会等での口頭発表があるものの
貴重な結果が得られており学術誌での公表が期待される。

２．大変有意義な成果が出つつあると思われる。行政及び研究者への情報提供を期待する。
３．サイトの代表性がどの程度あるか、また地域の環境要因とのかねあいなどの検証が必要になっ

てくると思われる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オイ２ａ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：地球温暖化が森林・林業に与える影響の評価及び対策技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

林分構造に対応した森林の動態及び炭素循環モデルを開発するとともに、日本周辺の森林の一
。 、次生産力の年変動を示す分布図を作成する 温暖化防止のための炭素吸収量・貯留量への配慮が

、 。 、森林資源や森林計画に与える影響を地域レベル 全国レベルのモデルを開発して予測する また
個別の育林、伐出系作業の炭素収支から、ローテーションを通して炭素固定量が向上する施業体

。 、 、系を開発する これらの成果は 京都議定書に定められた日本の吸収量算定の科学的根拠として
また 第四次報告を始め 関連の各種タスクフォースのレポート等に積極的にデータをＩＰＣＣ ＩＰＣＣ
提供する。

２．年度計画
１）純生産量と植生指数の関係を解析し植生タイプ毎に光利用効率を確定する。
２） 計測により葉群分布をもとめるとともに、スギ林の光合成量を推定する。ＬＩＤＡＲ
３）全国の森林と住宅部門の炭素固定量の長期予測を行う。
４）複層林の炭素固定量、材の分解速度、林業機械の排ガス成分等を明らかにする。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）地上観測の と光利用効率を固定してノアデータで推定した を比較し、植生タイプ別ＮＰＰ ＮＰＰ

に光利用効率を設定した。さらに、ノア衛星の熱データ(ch4)から気温推定を試み、その温度
データを用いて をマッピングして推定結果への影響を示した。ＮＰＰ

２）スギ人工林の 計測により、立木の樹冠の抽出・ポリゴン化から林冠の葉群分布を求めＬＩＤＡＲ
間伐強度別の陽樹冠面積を推定した。林分葉量 t/haのスギ林を想定し、千代田試験地の気２０
象データから、Farquhar-Ballのモデルを用いてスギ人工林の純光合成速度を試算した。

３）全国レベルの影響予測について、森林サブモデルと住宅サブモデルを連携させ、いくつかのシ
ナリオに基づいて森林部門と住宅部門をあわせた炭素吸収量の長期予測を行った。地域レベル
の影響予測について、桐生市の森林資源データから立木蓄積増加量と伐採量の基本的関係、お
よびその関係に対して経営方針が及ぼす影響を予測した。

４） 年生ヒノキ林で、収量比数の異なる複層林 林分、帯状更新施業林及び単層林の炭素固定１０２ ５
能に明確な差を検出できなかった。スギ、ヒノキの材・葉の２年間の分解速度は雨量の異なる
地域間で有意差が無かった。単位生産当たりの燃料消費の少ない伐出機械システムは、小馬力
で工程数の少ない車両系伐出システムであることが解明された。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ６０ ４０
本課題は 年度より カ年の計画で研究を進めている。すでに森林の動態及び炭素循環モデル１４ ５

や森林の一次生産力の年変動を示す分布図を試作するとともに、温暖化防止のための炭素吸収量
・貯留量への配慮の影響分析を進めるなど、年度計画に沿ってほぼ順調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

今年度予定した林業機械の排ガス成分の計測が困難で達成できなかったが、評価委員によって
％は達成していると評価された。それぞれ構成課題に対し着実に成果が上がっており、成果９０

も学会誌に発表され高い評価を受けているので、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．年度計画の中に実施できなかった事項（林業機械の排ガス成分測定）があるが、全体の ％９０

程度以上は達成されている。
２．森林施業（特に間伐）と炭素固定能力の関係解析が重要であると思われる。
３．議定書３条４である森林管理による貯留量の増減に関しては、統合的な解析を行える機関は森

林総研であり、期待する。
４．大変重要な課題であるので今後の研究の発展を期待する。個々のパーツがどのように関連して

いるのか一層明確にすることを期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オイ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：炭素収支の広域マッピング手法の開発）
１．中期計画

スペクトルデータと炭素フラックスや光飽和光合成速度との季節変化の同期性を明らかにす
る。群落レベルの炭素収支モデルを改善し、観測データに基づいて有用性を検証する。機能タイ
プ別の植生群ごとに光乾物変換係数を与えて純一次生産力の推定モデルを改良し、東アジア地域
を含む全球の をマッピングする手法を開発する。衛星データを用いて北方林の更新ステーＮＰＰ
ジを把握し、炭素蓄積をマッピングする手法を開発する。これらの成果を東アジア地域から全球
におよぶ炭素収支の実態解明に活用する。

２．主な成果
） 、 、 、１ 川越の落葉広葉樹林で光合成諸量とスペクトルの観測を実施し フラックス 光合成速度ＣＯ2

正規化植生指数( の季節変化が同期していることを明らかにした。ＮＤＶＩ)
２）林分構造および生化学的なプロセスを取り込んだモデルを開発したことにより、 次元的な要３

素に基づいて群落の炭素収支の推定が可能になり、ブナ林について検証したところ フラッＣＯ2

クスの季節変化を再現できることを明らかにした。
３）地上データを用いて光利用効率と による純一次生産量( )推定が妥当なことを検証しＮＤＶＩ ＮＰＰ

た。 の植生タイプごとに光利用効率を設定した 推定モデルとノアデータと気象デーＩＧＢＰ ＮＰＰ
タを利用して、 年の全球 の経年変化の実態を明らかにした。１９８２～１９９９ ＮＰＰ

４）シベリアのカラマツ林では胸高断面積合計は データで推定可能で更新段階を示す指標ＥＴＭ＋
。 、 （ ）として有効なことを明らかにした また データから地上部バイオマス 炭素蓄積量ＥＴＭ＋

を推定できることを示した。
５） 衛星 の代替としてテラ衛星 のデータを用いて、東アジアの純一次生ＡＤＥＯＳ－ＩＩ ＧＬＩ ＭＯＤＩＳ

産量の分布をマッピングした。

３．成果の利活用
本研究の成果は と光利用効率に基づく 推定が妥当なことを示しており、 年代ＮＤＶＩ ＮＰＰ １９８０

以降は衛星データを活用して地球規模の植生変動の実態を解析できることを意味している。この
成果は温暖化の影響の実態解明に役立つと期待される。

４．残された問題点
モデルのパラメータに普遍性を持たせて精度を向上するとともに、リモセンとプロセスの積極

的なリンクを図る。

％（前年度までの達成度： ％）５．中期計画に対する成果の達成度：１００ ９０
スペクトルデータと炭素フラックスや光飽和光合成速度との季節変化の同期性を示し、群落レ

ベルの炭素収支モデルの有用性を検証した。また、純一次生産力の推定モデルを改良し、東アジ
ア地域を含む全球の をマッピングした。さらに、衛星データを用いて北方林の更新ステーＮＰＰ
ジを把握し、炭素蓄積をマッピングする手法を開発するなど、中期計画を達成した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

光合成能を表す諸量やフラックスとリモートセンシングのデータとの関係を明らかにし、その
結果を参考に衛星データを利用した純一次生産量( )推定モデルを構築し、東アジアを含むＮＰＰ
全球の の分布実態を明らかにできた。同時に、プロセスモデルを高度化し、ブナ林を対象ＮＰＰ
として検証して フラックスの季節変化をシミュレートできることを示した。このように、中ＣＯ2

期計画の目標を超える成果を得た。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．年度計画に即して研究が実施され、実用可能性の高い 推定モデルが開発され、当初に設ＮＰＰ

定された研究目標を達成している。研究成果の公表も順調に行われている。
２．フラックスからリモセンへとどう繋げるのか、さらに検討が必要であろう。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オイ２ｃ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：京都議定書吸収源としての森林機能評価に関する研究）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

京都議定書に則した森林情報を利用した森林炭素吸収量の推定手法と、その不確実性評価手法
を開発する。森林炭素吸収量推定におけるクロスチェックのため、リモートセンシングを活用し
たバイオマス計測手法を開発する。また、 を目指した熱帯での大規模森林造成（ プロＣＤＭ ＡＲ
ジェクト）が地域社会に与える影響について、特にリーケージに注目し、その評価手法を開発す
る。

これらの成果は、農林水産省の地球温暖化防止森林吸収源 カ年対策における「吸収量の報１０
告・検証体制の強化」に活用し、我が国の京都議定書報告に寄与する。

２．年度計画
Ａ１）森林情報を用いた炭素吸収量評価手法の不確実性評価手法、及び新規・再造林・伐採面積（

）と管理された森林（ ）の抽出手法を開発する。ＲＤ ＦＭ
２） と光学画像情報等を組み合わせた森林炭素収支の評価手法を開発する。ＬＩＤＡＲ

年度計画目標値： ％５０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）吸収量推定法として蓄積変化法が適当であることを示した。 推定手法として森林資源モＡＲＤ

３ ４ニタリング調査に連携したサンプリング法を提案した。施業履歴と森林簿のリンクから 条
項林を抽出・図示した。京都議定書報告のための炭素吸収量評価モデルの骨格を示した。

） 。 、２ 画像から立木密度を樹冠サイズによらず安定して求める手法を開発した これによりＬＩＤＡＲ
により地域の地位推定モデルを求め、森林簿・基本図により樹種、林齢、範囲を、光ＬＩＤＡＲ

学画像より密度を求めることで、広域の林分蓄積推定を行う見通しを立てた。
さらに、リーケージの定性的把握のため、森林土地利用項目ごとあるいは発生の契機ごとに

リーケージ事例集を作成した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 １００ ５０
日本の森林情報を利用した森林炭素吸収量の推定手法を開発し、その不確実性を評価した。ま

た、リモートセンシングを活用したバイオマス計測手法を開発した。また、 を目指した熱ＣＤＭ
帯での大規模森林造成が地域社会に与える影響について、特にリーケージに注目して評価するな
ど、当初の目標はほぼ達成した。しかし、この問題の重要性がさらに増加し、社会的なニーズ拡
大に対応するため、手法のロバスト性の向上などのために、プロジェクトを延長する必要が生ま
れた。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

蓄積変化法の有効性を示すと共に、 推定手法を提案した。また 画像から広域の林ＡＲＤ ＬＩＤＡＲ
分蓄積推定を行う見通しを立てるなど計画は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．計画に書かれている一部の項目(リーケージの現地調査)について、対応する研究成果の記載が

ないものがあるが、全体の ％程度以上は達成されていると評価できる。９０
２．蓄積変化法が適当であることの根拠をさらに明瞭にする必要がある。
３．インベントリーに関して、他の研究機関、民間の成果との相互検証、連携などを行われること

を期待したい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オイ２ｄ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ： 森林生態系における炭素固定能の変動機構の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

世界的なフラックス観測ネットワークに準拠したタワーフラックス観測データを得て、森林生
態系の炭素収支の特徴を明らかにするとともに、森林の正味炭素収支量に関わるデータをデータ
ベース化する。土壌－植生－大気連続系を取り扱う群落モデルを基礎に、森林生態系－群落微気
象間の相互作用モデルを開発しスケールアップを行うことで、大陸スケールにおける水・熱収支

ＩＧＢＰ、ＩＰＣＣ、を明らかにし、生態系における炭素固定能の変動を明らかにする。この成果は、
などの科学・社会・行政的要請に対して、森林の炭素収支に関わる高度な知見と高精度なＧＣＰ

データとして提供する。

２．年度計画
１）亜寒帯林においてタワーフラックス観測、並びにリターの落下量と分解速度、粗大有機物炭素

量の推定を行う。
２）熱帯林におけるタワーフラックス観測の継続と稚樹センサスを行う。
３）冷温帯アカマツ林におけるタワーフラックス、光合成及び樹幹呼吸観測を継続するとともに、

生態系生産量の推定を行う。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）亜寒帯林においてタワーフラックス観測開始した。リターの落下量と分解速度、粗大有機物炭

１０．７ ６ ３素量の推定を行った結果、粗大有機物集積量は ton/haで、立枯れが約 割、埋没倒木が
割、林床面倒伏が 割を占めていた。カラマツ針葉リターは 年間で ％が分解すること１ １ １０～２０
が分かった。

２）熱帯林におけるタワーフラックス観測の継続し、稚樹センサスを行った。年間 を推定しＮＥＰ
た結果、若干の吸収傾向を示した。稚樹センサスデータを解析した結果、 年間で、 ％２ １８．２
が枯死、 ％が新規加入したことが分かった。１７．７

） 、 。３ 冷温帯アカマツ林におけるタワーフラックスを継続し 生態系純生産量の計算精度を向上した
光合成及び樹幹呼吸観測結果から、個葉光合成速度の日変化を推定した。地上高ごとに指数近
似された関係式により、樹幹呼吸速度を推定した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
亜寒帯林でタワーフラックス観測を行い、粗大有機物炭素量を推定した。熱帯林と温帯林にお

、 。いて年間の生態系純生産量をモデルによって推定し 光合成・呼吸要素のパラメータ化を行った
以上のように、中期計画に沿って順調に成果を得ている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

３つの構成課題（亜寒帯林・熱帯林・温帯林における炭素収支の解明）に対し観測とデータ分
析が着実に進んでおり、成果も学会誌に発表され高い評価を受けているなど、年度計画は達成し
た。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等

． 。 、１ 年度計画に即して研究が実施されている 海外でのフラックス観測の拡充が図られるとともに
国内と同様に生理生態学分野との協働を実施していることは評価される。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オイ２ｅ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ： 多様な森林構造における 固定量の定量化） ＣＯ2

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用
気候条件や森林タイプの異なる多様な森林において、群落スケールの正味 フラックスの観ＣＯ2

測を行い、森林の正味 吸収量の季節変化と年収支を、群落スケールで明らかにする。また、ＣＯ2

樹体や土壌など群落構成要素の フラックスを測定し、群落内炭素収支プロセスを明らかにすＣＯ2

る。モデルのパラメタリゼーションを改良し、生態系炭素収支を推定する。
などの科学・社会・行政的要請に対して、森林の炭素収支に関わる高度なＩＧＢＰ、ＩＰＣＣ、ＧＣＰ

知見と高精度なデータを提供する。

２．年度計画
１）安比、山城、鹿北のタワーサイトにおいて、 フラックスを連続観測し、データベース化にＣＯ2

取り組むとともに主な変動要因を解析する。
） 、 。２ 樹体の 吸収・放出フラックスの観測を継続し 炭素循環モデルに用いるパラメータを得るＣＯ2

３）森林土壌の 放出フラックスの観測を継続し、炭素循環モデルに用いるパラメータを得る。ＣＯ2

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）タワーサイトにおいて フラックスを連続観測し、夜間のフラックス補完、チャンバ法を併ＣＯ2

用観測など行った結果とその解析によって、生態系純生産量の観測精度が向上し、季節変化と
その変動要因を明瞭に検出することが出来た。また、フラックス観測値を管理する時系列デー
タベースシステムを構築し、運用を開始した。

２）樹木の光合成・呼吸パラメータの継続測定、およびそれらの環境応答特性等の解析を進め、気
孔コンダクタンス、葉内の窒素含量、樹幹呼吸速度などに関するパラメータ化を行った。

３）安比、山城、鹿北サイトにおいて、森林土壌からの 放出フラックス・気温・地温・土壌水ＣＯ2

分の連続観測を行い、地温と 放出フラックスの関係についてパラメータ化を行った。ＣＯ2

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
各サイトにおいて、タワーフラックス観測データ、群落構成要素のフラックス観測データが蓄

積され、生態系純生産量と変動要因が明らかとなり、パラメタリゼーションも順調に進行してい
る。観測データベースシステムが構築されるなど、 固定量の定量化のメドが立った。ＣＯ2

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

フラックス観測地管理のシステム構築をはじめ、樹幹呼吸速度などのパラメータ化など、それ
ぞれの構成課題に対し着実に成果が上がっており、成果も学会誌に発表され高い評価を受けてい
るので、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等：
１．フラックス観測ネットワークとの連携を強化し、地球規模の解析を進めてほしい。
２．東南アジアのフラックス観測体制への貢献を期待したい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オイ２ｅ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：陸域生態系モデル作成のためのパラメタリゼーションの高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

冷温帯落葉広葉樹林生態系において、生態系各構成要素の フラックスの観測とその変動要ＣＯ2

因の解析、群落内バイオマス空間分布と成長動態の解析を行い、測定結果をデータベース化する
と共に炭素循環についての各要素のパラメタリゼーションを行う。これにより、冷温帯落葉広葉
樹林生態系の炭素循環に関わる観測データが整備され、生態系各要素のパラメタリゼーションが
完成し、地球モデルへのパラメータの提供が可能となる。

２．年度計画
１）羊が丘タワーサイトにおいて、 フラックス及び微気象の連続観測を継続する。ＣＯ2

２）フラックスの変動要因、空間的に土壌呼吸速度が異なる要因、林分成長等の解析を行うととも
に、階層別樹冠葉の生理的機能量を解明する。

３）衛星データと葉面積指数の関係を解析するアルゴリズムを開発する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）タワーフラックス観測サイトにおいて、 ・熱・水蒸気・放射のフラックス、土壌呼吸及びＣＯ2

一般微気象の長期連続観測を８月まで行った。
葉面積指数や光合成特性の季節変化に関するパラメタリゼーションを行い、敏感度テストによ２）
りフラックスの変動要因の評価を行った。土壌呼吸フラックスの多点測定を行い常にフラック
スが高い場所、低い場所があることを明らかにした。大型個体の枯死量の推定と細根量の変動
をミニリゾトロンで観測する方法の開発を行った。光合成特性に関係が深い林冠上面への直達
光と散乱光分離測定を行いモデルと比較した。また、日中のストレスによる光合成能の低下を
測定した。
リモートセンシングデータとプロット調査資料から求められた葉面積指数 の関係を解析３） ( )ＬＡＩ
し、スケールアップによる方法で広域の を推定するとともに、航空機 データによるＬＡＩ Ｌｉｄａｒ

推定アルゴリズムを検討した。ＬＡＩ

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ５６ ４０
本実行課題は当初の中期計画以上の成果達成を目標に、平成 年度から 年度までの 年計１４ １８ ５

９画で新規に設定したものである。今年度は３年目の年度計画に沿って順調に研究を始めたが、
月 日の台風により観測タワーならびに観測林分が倒壊した。従って、その後のデータの計測は８
中断している状況である。

評価結果 達成 ○概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

年度途中に台風により観測タワーが破壊され、林も激しく攪乱を受けたため、 フラックスＣＯ2

及び微気象の観測が中断している。林床も攪乱を受けたため、空間的に土壌呼吸速度が異なる要
因の解明も中断した。光環境や林冠の構造も大きく変化した。このため、年度当初想定していた

７０目標を達成することはできなかったが、生理的機能や広域調査は成果を得ており、総合的に
％は達成している。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳（人） （１） （２） （０） （０） 修正：１ 無修正：２
意見等
１．年度計画に即して研究が順調に実施されている。
２．一部測定開始が遅れているが、炭素収支に関わる多種多様な項目についてデータ蓄積が図られ

ている。
３．森林の一次生産速度推定の比較の成果が大きい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：オイ２ｆ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：環境変動と森林施業に伴う針葉樹人工林の 吸収量の変動評価に関する研究） ＣＯ2

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用
京都議定書を巡る上述した緊急性に鑑み、スギおよびヒノキ人工林を評価対象として、光合成

の環境応答に関する生化学プロセスモデルの開発と同時に、森林構造・バイオマス成長に関する
森林動態モデルを開発して、両者を統合化する。これにより、森林の 吸収量に対する人為効ＣＯ2

果と非人為効果を区別して評価するための科学的根拠が解明される。これらの成果は、農林水産
省の地球温暖化防止森林吸収源 カ年対策における「吸収量の報告・検証体制の強化」に活用１０
され、我が国の京都議定書報告に寄与する。

２．年度計画
１）スギ・ヒノキ林において、光環境と光合成パラメータの関係解析に取り組む。
２）水分環境と水ポテンシャルおよび光合成速度の関係解析に取り組む。
３）土壌の理化学的特性等の空間分布特性の測定・解析に取り組む。
４）林分での各器官の現存量とその成長動態、林分密度や生育段階によって変動する林分構造と林

木個体の成長特性を解析する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１) スギ及びヒノキ若齢林における間伐前後の葉の形質・窒素量と光合成等の生理特性を解析した

結果、ヒノキでは、間伐による葉内窒素量の変化は見られず、間伐後 年目に認められた光合１
成能力の増加は、主に生理的順化によるものであることを明らかにした。

２) 年生ヒノキ人工林での樹幹蒸散流の測定、さらに若齢木の染色観察から蒸散流は年輪の深６０
さ約 cm以内で流れていることが判明し、蒸散流の推定は樹皮下 cm以内で行うことが妥当で３ ３
あることが明らかになった。

３) 比叡山 年生ヒノキ人工林の斜面上部と下部で、土壌断面・理化学性を解析した結果、斜面９０
上部の土壌表層のpHは低く、斜面位置による細根量およびシュートの水分生理特性に差は認め
られなかった。

４) 秋田地方スギ人工林固定試験地のデータを解析し、若齢から高齢までの林分材積成長に与え
る地位の影響を解析した。林分材積成長のピークは 年～ 年頃でピーク時の林分材積成長４０ ６０
量は地位が高いほど大きいこと、ピークは地位が高いほど若いことを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ２０ ０
本課題は平成１６年度から開始した５年間の研究課題である。初年度である今年は光環境と光

合成パラメータの関係解析、水分環境と水ポテンシャルおよび光合成速度の関係解析、土壌の理
化学的特性等の空間分布特性の測定・解析などの取り組みを開始したところであるが、５年間の
計画の研究内容に従い、着実に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

生理的順化が光合成能力の増加をもたらしていることや地位の影響などを明らかにできたこと
により、計画は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．京都議定書対応として重要であり、年度計画に即して研究が実施されている。
２．炭素固定能力との関係解析を進めてほしい。
３．管理森林の定義と高齢林での森林管理の実態を踏まえた研究の推進が必要ではないか。
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評価シート（指標）
実行課題番号：オイ２ｇ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：森林土壌における有機物の蓄積及び変動過程の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

我が国の森林土壌による炭素貯留量、および森林土壌における炭素動態を制御している因子と
土壌からの二酸化炭素放出速度を全国レベルで明らかにする。また、我が国の森林土壌における
メタン、亜酸化窒素の収支を解明する。

得られた成果は地球温暖化防止に関する国際討議において我が国の見解をまとめるための科学
的根拠として貢献する。

２．年度計画
１）鉱質土壌の炭素変動モデルの特徴を明らかにするとともに、間伐等の施業が土壌炭素蓄積に与

える影響を明らかにする。
２）試験地のメタン（ と亜酸化窒素（ フラックス観測を継続するとともに、間伐等の施ＣＨ ） Ｎ Ｏ）4 2

業がそれらのガスフラックスに与える影響を明らかにする。
年度計画目標値： ％１０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）ヒノキ林のバイオマス生産モデルを利用して モデルのパラメータを調整したとこＣＥＮＴＵＲＹ

ろ、森林土壌の炭素量は 年ほどで安定する、伐採に伴い一時的に土壌炭素、枯死有機物は３００
増加するが、速やかに伐採前の量よりも低下する、 年周期の伐採では 周期程度まで炭素量５０ ３
は減少し続ける、という予測結果となった。

２）日本の森林土壌のガスフラックスは土壌タイプによって異なり、乾性な土壌ほど二酸化炭素放
出は小さく、メタン吸収は大きく、亜酸化窒素放出は小さい傾向がみられた。メタンは土壌水

Ｃ/Ｎ分と年平均ガスフラックスの間に相関が見られたが 亜酸化窒素フラックスは表層土壌の、
と高い負の相関、土壌水分率と正の相関が見られた。またスギ林土壌は、それ以外の針葉樹、
広葉樹に比べて亜酸化窒素フラックスが有意に大きかった。

３）秋田スギ林では皆伐を行った翌年に亜酸化窒素フラックスが大きくなり、 年後には無施業区３
とほぼ同程度になった。伐採直後には地表面に多量の有機物が還元され、加えて直達光による
地表温度が上昇したことによって、窒素循環が大きく変化し、亜酸化窒素フラックスが高くな
ったと考えられる。一方、メタンフラックスに対する皆伐・間伐の影響は明瞭ではなかった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 １００ ９０
土壌炭素量や堆積有機物量や分解速度など土壌炭素変動の評価に必要な基準値を公表し、値の

妥当性に関する情報が得られた。 と フラックスの通年観測値が全国規模で得られ、そのＣＨ Ｎ Ｏ4 2

傾向と影響を与える土壌因子が明らかになるとともに、施業がガスフラックスに与える影響に関
する観測データが得られるなど、ほぼ計画を達成した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

我が国の森林土壌におけるメタン、亜酸化窒素収支の全国的な傾向や施業がガスフラックスに
与える影響に関する観測データが得られて初期の解析が行われ、計画は 以上達成している９０％
と判定できる。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳（人） （２） （１） （０） （０） 修正：１ 無修正：２
意見等
１．森林による と の収支などあらたな知見・発見がでつつある。ＣＨ Ｎ Ｏ4 2

２．土壌からの 発生量の一般解を得るためのモデル構築が必要になると思われる。ＣＯ2
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評価シート（指標）
実行課題番号：オイ３ａ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：地球温暖化の自然林・人工林への影響、適応、脆弱性評価）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

新しい 気候シナリオに基づく温暖化影響予測を行い、脆弱な地域を地図で示す。温暖化ＳＲＥＳ
ＳＲＥＳに対し脆弱な指標植物 脆弱性指標 を抽出する スギ人工林の衰退のリスクを再評価して（ ） 。 、

気候シナリオに基づく、より高い精度の予測を行い、 年後の気候条件に対応したあるべき人１００
工林（自然林への転換を含む）の姿を提示する。熱帯林研究では､温暖化に対して最も脆弱と考
えられる熱帯高山帯に長期観測区を設置し、土壌動物を指標とした温暖化影響の感知体制を整え

ＳＲＥＳる 北ボルネオを選び衛星データを使った中分解能の土地利用図を作成し それに基づいて。 、
シナリオによる温暖化と干ばつ予測を行い、脆弱性地図を作成する。

２．年度計画
１）冷温帯林の 次メッシュ植生データを用いて、温暖化に対し脆弱な地域を地図で示す。３
２）スギ人工林の脆弱性を温暖化気候シナリオに基づいて再評価する。
３）北ボルネオを対象として、衛星データを使って mメッシュ土地利用図を作成し、温暖化シ２５０

ナリオによる干ばつ予測を行う。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１） 次メッシュ植生データと統計モデルを用いてブナ林の分布可能域の変化を予測した結果、西３

日本のブナ林が特に脆弱であることがわかった。
２）スギ林の水収支モデルを用いて温暖化に伴う人工林生態系の脆弱性評価したところ、近畿から

九州にかけて脆弱な地域が広がることがわかった。
３）北ボルネオを中心とした地域を対象に データを用いて中精度（ × mメッシュ）土ＶＧＴ ２５０ ２５０

地利用図を作成できたが、干ばつ予測には至らなかった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ７０
本課題は 年度から開始された課題である。冷温帯ブナ林では､温暖化影響の量的評価が進ん１４
。 、 。 、だ 人工林では 衰退リスクを再評価して水ストレスの全国レベルの評価ができた 熱帯林では

温暖化影響の感知体制を整えるとともに、 kmメッシュの土地利用図を作成した。このように、１
中期計画にそって順調に成果をあげている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

温帯林研究では､順調に推移している。人工林研究では、脆弱性の評価をできた。熱帯林研究
では､土地利用図を作成できたが、原生林と二次林の識別について課題が残った点があり、目標

。 、 、 。は概ね達成であった しかし 評価委員の評価としては ％以上達成していると評価された９０

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．生産力の高温補償点からの解析も必要である。
２．冷温帯林の温暖化に対する脆弱度評価については優れた成果が得られている。研究成果の公表

も活発に行われている。
． 、 。３ モデルの検証を行うには 更新状態などのグランドトゥルースデータとの検証が必要であろう

４．宮脇氏たちの潜在自然植生図と今回得られた「起点図」とを比較検討するべきである。
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評価シート（指標）
実行課題番号：オイ３ｂ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：環境変動が海洋性気候下の寒温帯植生に与える影響の評価）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

山岳地域における積雪の推定精度および温暖化による植生への影響予測精度を向上させ、温暖
化に対して脆弱な寒温帯植生を明らかにする。積雪推定の精度向上の成果は、山岳地域における
水資源量の把握などへの活用を図る。日本からシベリア地方に至る連続した地域での古生態学研
究を進展させ、それらの比較により植物の分布変遷過程の理解を深める。

２．年度計画
１）八幡平におけるアオモリトドマツ林の拡大過程を明らかにする。
２）積雪推定精度を向上させ、温暖化による積雪変化に対して脆弱な冷温帯植生を抽出する。
３）オホーツク海沿岸域の調査地における植生変遷を明らかにする。

年度計画目標値： ％１０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）八幡平地域では多くの地点で 年前以降に 花粉が増加する傾向を示した。北上山地１，０００ Abies

の早池峰山小田越のアオモリトドマツ林は約 年前以前に定着したことを推定した。１，０００
２）積雪の現地計測と推定値との比較に基づくモデルの改良などから、積雪推定精度が向上し、積

雪水量分布等を精度よく推定できた。
３）アムール川下流域では、泥炭地の花粉分析により、この地域が分布北限のナラ等の落葉広葉樹

種からなる森林が 年前頃に成立し、その後大きな変化がなく現在に至っていることが８，０００
わかった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ７０
積雪域の推定法の精度を向上させ、過去のアオモリドドマツ林の拡大、温暖化による積雪の変

化予測、脆弱な寒温帯植生の抽出に成果が出ており､目標を達成した。また、シベリア・アムー
ル川河口域の約１万年前以降の古植生・古環境の明らかにするメドがついた。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

八幡平地域の亜高山帯針葉樹林の拡大過程を明らかにし、植生変化の基点や方向性を示すこと
ができた。積雪推定精度が大きく向上し、積雪分布の変化を連続的に示すことができた。全体と
して、積雪環境変化を通じた温暖化による影響の評価を行う基礎が整備された。一方、オホーツ
ク海沿岸地方の古環境推定が着実に進んでおり、あと１年の研究期間で、さらにデータを集積す
ることが期待される。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等：
１．積雪深を介した温暖化の植生影響について興味深い知見が得られている。研究成果の公表も順

調に行われている。
２．八幡平という地域の固有性からの解析も進めてほしい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：オイ３ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究
指標（実行課題 ：生育環境変化に対する樹木の応答機構の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

我が国の代表的な樹種 種について、高 ・温暖化、乾燥化、高紫外線化など、それぞれ１０ ＣＯ2

の樹種にとって重要な生育環境の変化に対する生理的応答機構を明らかにする。これらの成果を
環境に応じた更新樹種選定、樹木・森林の健全度評価、衰退林分の施業に活用し、森林生態系の
動態予測研究や炭素固定能推定の研究の深化に活用する。

２．年度計画
１）水分や栄養塩に関する生理特性と光合成特性の関係を調べる。
２） による 損傷の有無を調べる。UV-B ＤＮＡ
３）炭素安定同位体をマーカーとしてカーボンアロケーションを解析する。
４）壮齢トドマツ枯損被害の要因を解明し、被害林分の取扱い指針を策定する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）ミズメはブナやイヌブナに比べ葉群内での光変化に対する形質や生理的特性の変化幅が小さい

ことがわかった。
２） による 損傷は明確にできなかったが、より多く光に曝されたと考えられる葉外縁部UV-B ＤＮＡ

は葉中心部よりも 損傷の度合いが高いことが認められた。ＤＮＡ
３）シラベ、トウヒ、コメツガの年輪最大密度指数と夏季の気温との正の相関から、夏季の気候条

件が晩材形成に影響を与えることが示唆された。昨年度開発した トレーサーマーキングC-13
法によりスギの師部流経路の解析を行った結果、 月と 月で経路が季節変化することがわかっ5 9
た。またシベリアのダフリアカラマツでは、成長期終了間際にとりこまれた光合成産物が翌年
の年輪形成に利用されることがわかった。

４）土壌凍結条件下での冬季の乾燥が壮齢トドマツ被害発生の要因の一つと推定された。いずれの
林分でも枯損の回復や今後の成長は期待できないため、被害林分は伐採して更新を図る必要が
ある。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
温度・湿度､高 ､ 、養分、光などの環境変化のに対する我が国の代表的な樹種の応答ＣＯ UV-B2

の情報の蓄積が順調に進んでいる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

による 損傷は明確にできなかったが、実験手法がほぼ確立でき、対象樹種を増やしUV-B ＤＮＡ
て紫外線影響を明らかにするメドがつき、計画は達成したと評価できる。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等：
１． 照射の実験などユニークかつ新たな知見が得られている。そのメカニズムについての研UV-B

究へと発展されることを期待したい。
２．生育環境変化の蓄積的影響も解析を期待したい。
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平成１６年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応
（オ）地球環境変動下における森林の保全･再生に関する研究

開催日平成１７年２月１４日
項目 指摘事項 対応結果
実行課題について
オア１ｃ このテーマとしてメッセージやモデル化などをお アメリカ、カナダ、オーストラリアなどからモントリオー

こなう作業が必要ではないか。その上で森林総 ルプロセスの専門家を森林総研主催の国際ワークシ
研としてのC&Iなどの提案をできたら良いと思 ョップに招へいするなどして、評価法をとりまとめてい
う。 る。

オア２b 多数の細課題から構成されているが、目的とす 構成課題内における細課題に関しては、カヤ属での
る技術開発に有効な細課題の峻別を早期に行 分析を整理して 属の研究に集中するなど、勢Shorea
い、集中化も必要ではないか。 力投入の方針を整理した。

オイ１ 成果の地域的な再現性のチェック、普遍性など 茨城県岩井市で昨年と同様な調査を行い、各動物相b
２ へむけて研究展開を図られることを期待する。 におけるダイオキシンの蓄積を確認し、地域的な再

現性を確認に務めた。
オイ２ｃ インベントリーに関しては他の研究機関、民間と 森林総研が取り組んでいる京都議定書問題に関係
２ の連携や、相互検証などを行われることを期待 する事業においてインベントリーに関する多機関との

したい。CDMのリーケージ研究は大変重要な課 情報交換やリーケージ研究をすすめるとともに、国
題である。十分な戦力投入を行うべきである。 際ワークショップに参画し相互検証を行った。

オイ２ｄ 森林総研のモニタリング事業としての特徴を出 フラックスのクロスチェック体制の充実により、高精度
し、他機関の観測との連携でのイニシアティブを 化を達成している。また、アジアフラックスネットの代
期待したい。また、東南アジアのフラックス観測 表を務めるなど東南アジアのフラックス観測体制へ
体制への貢献を期待したい。 の貢献を強めた。

オイ２ｇ 「地域特性」について、地域間の比較だけでな これまでの土壌呼吸速度、有機物分解速度など土壌
く、それぞれの環境要因などについての解析や 炭素動態に関する測定結果と測定地点における環
時空間的不均質性についての研究を期待した 境条件との関係を解析し、「地域特性」の指標となる
い。 環境条件の抽出に努めている。

研究項目について
オア１ C&Iの課題のように統合化の研究テーマにむし 次期中期計画において、森林総研として統合化の研

ろ重点を置くべきではないか。 究テーマに勢力が投入できるような方針を検討中で
ある。

オイ１ モニタリングに関してはネットワークが重要であ 森林総研として行うべき長期継続的なモニタリングに
る。また、資金繰りをどうするかが課題で、外部 関しては、交付金プロジェクトでの対応を継続できる
資金だけに頼るべきではなく森林総研としての ようにしており、次年度以降も継続観測を可能とし
スタンス、特徴を明確にする必要がある。 た。

研究分野について
オ 個々の課題の成果は理解できるが、分野として 海外研究における森林総研としての統合化課題とし

のアウトプットが見えてこない。アウトプットを明 ては、交付金で行ってきたC&Iのプロジェクトがその
確化するために、森林総研としての総合化課題 ひとつと考えているが、次期中期計画の中ではさら
を作るべき。 に分野として統合化したアウトプットを明示できるよう

に検討している。
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平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（オ）地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究

開催日平成１７年２月１４日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
オア１b 今回の津波災害ではマングローブが注目され インドネシア沖地震による津波のマングローブへの
２ ている。今後の研究の進展を期待します。 影響に関して、現地調査を行う。
オ ア １ 指標生物（昆虫・微生物）をＣＤＭの実施にあた 実質的な利用法へは、本研究で得られる指標の適
C りどのように実質的に絡めていくのか示して欲し 性を明らかにしつつその利用法を提示できるよう研

い。 究を進める。
オア２a タケの枯死、山火事が作り出した空間的不均一 次年度さらに空間的不均質性が落葉広葉樹の動態

性の解析をさらに進めてほしい。 に及ぼす影響を解析する。
オイ１a 中国大陸由来の硫黄酸化物に関する研究は他 他の研究機関等との情報交換など今後もさらに連携

の研究所でも長く取り組んでいる課題（特に黄 を図る。
砂など）で、これらとの連携を深めて欲しい。

オイ2a 議定書３条４である森林管理による貯留量の増 京都議定書問題には研究所として研究面と事業で連
2 減に関しては、統合的な解析を行える機関は森 携を取って対応する。

林総研であり、期待する。
オイ2c インベントリーに関して、他の研究機関、民間の インベントリーに関して他機関等と連携をとって対応
2 成果との相互検証、連携などを行われることを したい。

期待したい。
オイ2e 台風によって森林の状態が著しく変化したこと 来年度以降は攪乱された森林における観測として継
2 を踏まえて、来年度以降の研究計画を再検討 続したい。

する必要がある。
オイ2g 土壌からのCO 発生量の一般解を得るための モデル開発をめざし、必要な実証データとその情報2

モデル構築が必要になると思われる。 の蓄積を図りたい。
オイ3a モデルの検証をどうするか。グランドトゥルース グランドトゥルースデータとして利用できる情報を収
2 データとの検証が必要であろう。 集して、温暖化の評価を行えるようにしたい。
研究分野について
オ 全体の統合化に向けて別途独立した研究テー 統合化を図るための検討を行い、次期中期計画に反

マを立て、重点化した方がよい。 映させたい。
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オ分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

（ア） （イ）評価単位
海外における持続 地球環境変動の影全分野に対

的な森林管理技 響評価と予測オ する割合

術の開発［％］
461,424 25 ％ 127,363 334,061予算［千円］
(81 ％) (78 ％) (82 ％)（受託プロジェクト

研究費の割合）
［％］

38.8 11 ％ 7.9 30.9勢力投入量
（人当量）［人］

52 33 ％ 11 41委託研究
機関数

62 14 ％ 11 51研究論文数
200 16 ％ 42 158口頭発表数
17 12 ％ 7 10公刊図書数
78 11 ％ 26 52その他発表数
0 0 ％ 0 0特許出願数
5 17 ％ 1 4所で採択された

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
（１）研究の推進方向

オ 地球環境変動下における森林の保全・再生に関する研究

第２－１－（１）－オ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ
②区分 ト①

◎ 100 1オア１ａ２ 熱帯雨林の遺伝的多様性の指標化

◎ 100 2オア１ｂ２ マングローブ天然林の炭素固定機能及び有機物分解機能の評価

◎ 100 1オア１ｃ 国際的基準に基づいた生物多様性及び森林の健全性評価手法の開発

100 2オア１ｃ２ ＣＤＭ植林が生物多様性に与える影響評価と予測技術の開発 ◎

◎ 100 1オア２ａ 森林火災による自然環境への影響とその回復の評価に関する研究

◎ 100 1オア２ｂ 開発途上国の荒廃地回復手法の開発

◎ 100 1オア２ｂ２ 荒廃熱帯林のランドスケープレベルでのリハビリテーションに関する研究

◎ 100 1オア２ｂ３ 南洋材の樹種識別及び産地特定の技術開発

◎ 100 2オイ１ａ 酸性雨等の森林生態系への影響解析

◎ 100 1オイ１ｂ２ 野生鳥獣における有機塩素系化合物の蓄積と生物濃縮実態の解明

◎ 100 2オイ２ａ２ 地球温暖化が森林・林業に与える影響の評価及び対策技術の開発

◎ 100 1オイ２ｂ 炭素収支の広域マッピング手法の開発

◎ 100 2オイ２ｃ２ 京都議定書吸収源としての森林機能評価に関する研究

◎ 100 2オイ２ｄ 森林生態系における炭素固定能の変動機構の解明

◎ 100 2オイ２ｅ 多様な森林構造におけるＣＯ 固定量の定量化2

○ 80 2オイ２ｅ２ 陸域生態系モデル作成のためのパラメタリゼーションの高度化

◎ 100 2オイ２ｆ２ 環境変動と森林施業に伴う針葉樹人工林のＣＯ 吸収量の変動評価に関する研究2

◎ 100 2オイ２ｇ 森林土壌における有機物の蓄積及び変動過程の解明

◎ 100 1オイ３ａ２ 地球温暖化の自然林・人工林への影響、適応、脆弱性評価

◎ 100 1オイ３ｂ２ 環境変動が海洋性気候下の寒温帯植生に与える影響の評価

◎ 100 2オイ３ｃ 生育環境変化に対する樹木の応答機構の解明

（指標数：２１、 ウェイトの合計③：３２ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ３１６０（ ）
＝９９（％）＝

ウェイトの合計③ ３２
（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

評価結果半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

分科会ａ：達成 （９０％以上）
評価区分ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ａ＋ｃ：未達成 （５０％未満）

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シート（指標）
実行課題番号：カア１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：各種林型誘導のための林冠制御による成長予測技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

林分構造や森林の発達段階に対応した主要樹種の成長特性や種間相互作用等に基づいて間伐等
の林冠制御による林内光環境制御技術と下層木等の成長予測法を開発する。これによって一斉人
工林を長伐期林や複層林、混交林等へ円滑かつ効率的に誘導するための技術指針を作成し、解説
書等を通して行政機関、森林組合等への普及を図る。

２．年度計画
１）施業タイプごとに林分構造および成長動態に関する調査を継続する。
２）施業タイプごとにサイズ構造の変化、種間関係、光環境と個体成長の相互関係等について定量

化を進める。
３）施業が成長動態に及ぼす効果を解析して、林分の空間構造に基づく林内光環境制御技術を開発

する。
年度計画目標値： ％２２

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）長伐期化したヒノキ林でも若い林と同様に間伐が成長改善に有効であることを明らかにした。
２）複層林、混交林でサイズクラスや種間の成長相関について光環境を通した定量化を進めた。
３）大小様々な個体からなる森林構造のモデル化と、それをベースにした間伐と林内光環境変化の

推定手法の開発に取り組み、開空率の計算を行った。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７６ ５８
一斉人工林を各種の林型に効率的に誘導するための技術指針の作成に必要な、林分の発達段階

や光環境に応じた主要樹種の成長パラメータを集積している。光環境の評価手法を定め、光環境
をモデルに組み込んで昨年の遅れは解決したが、林内光環境制御技術ではプロトタイプの試作が
できた。

評価結果 達成 ○概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

長伐期林など各施業タイプについて調査を継続し、サイズ構造と光環境、個体成長の関係等に
ついて定量的な解析を行っている。施業が成長動態に及ぼす効果を解析し、森林構造のモデル化
と光環境の推定の方針を定めて開空率も試算したが、光環境の制御技術の開発には至らなかった
ので年度計画は概ね達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (１) (２) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等：
１．光環境を制御するモデルができたのは成果。
２．適切な評価指標を見出す必要がある。
３．当該施業技術を具現化するための作業量、実用化するために必要な作業能率について検討をす

すめることが必要。
４．古くて新しい研究、特に長伐期の伐採樹幹量の推定法を早く解決されたい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：カア１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：非皆伐更新における林木の生育環境と成長応答様式の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

ヒノキやスギの人工林、天然生ヒノキ・広葉樹混交林、シラベ等亜高山帯針葉樹林の非皆伐施
業林分における光環境など林分の環境特性を明らかにするとともに、ヒノキ、スギ、シラベの針

、 、 。葉樹３種を主な対象に 択伐等林冠疎開にともなう林冠木 下木の成長応答様式を明らかにする
、 、 、 、これらの研究成果を 非皆伐施業の指針となる情報として 機関誌などを通して県林試 国有林

森林組合などへ普及していく。

２．年度計画
１）ヒノキ及びスギ 段林の下木の成長解析を行う。２
２）ヒノキ択伐跡地におけるヒノキの更新阻害要因の解析を行う。
３）シラベ・アオモリトドマツ亜高山帯針葉樹林の更新に伴う環境要因の変動と物質生産の解析を

行う。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）ヒノキの生育には散光透過率 ％以上の光環境が必要で、下層間伐より群伐が有利である。２０
２）天然林のヒノキ択伐跡地等に発生したヒノキ後継樹の成長を解析し、主に下層の常緑広葉樹の

繁茂とシカによる食害、斜面崩壊により健全な生育が抑制されていることを見出した。
３）亜高山帯針葉樹林の地温や積雪期間、冬季の風といった主要な環境条件と土壌の硝酸態窒素濃

度や樹木生産物分配の相互の関係を更新の各段階で明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
林分の環境特性と林木の成長応答様式の関係解明を針葉樹３種を主対象に行っている。光環境

の指標を 種とも散光透過率で統一し、ヒノキについて必要な光環境や非皆伐更新法を具体的に３
示すなど、中期計画に沿って予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

とくに亜高山針葉樹林の非皆伐施業林分では複数の環境要因をとりあげ、林木の生産物分配様
式との関係を時系列に沿ってダイナミックに解析している。ヒノキ更新阻害要因を整理し、ヒノ
キ、スギ 段林でも下木の健全な成長が期待される光環境の目安を具体的に示しており、年度計２
画は達成されている。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等：
１．作業の方法と能率、素材生産における収益性についての研究展開を期待する。
２．光環境の指標となる基準の作成を期待する。
３．光環境モデルと林分モデルとの法則性を作り上げて欲しい。
４．他分野への発達する可能性があり、期待している。
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評価シート（指標）
実行課題番号：カア２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：再生機構を利用した初期保育技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

植食動物と雑草木、林木の成長の関係を解析し、更新初期における林木の獣害回避法の効果を
解明する。植裁方法や、下刈り・除草剤散布等が雑草木の再生量及び林木の成長に及ぼす影響を
解明する。林業用除草剤については、環境安全性への配慮として処理後の植物体、土壌中の成分
濃度分析を行い野外環境に与える影響を明らかにする。これらの成果から、更新初期における獣
害や雑草木による影響を省力的に回避する手法を明らかにし、再生機構を利用した省力育林技術
の構築・改善を行う。また、森林管理局との共同実施（技術開発課題）等により、現地適応試験
を行い、行政レベルにおける指針の高度化を図る。

２．年度計画
１）雑草木と植食動物及び林木の成長の相互関係を解析する。
２）下刈り・除草剤等による雑草木の抑制効果、萌芽枝の生理生態特性を解析する。
３）除草剤散布地における除草剤成分の植物体、土壌中の残留量を解析する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）羊ヶ丘のミズナラの実生発生数の年変動は大きく、野ネズミの個体群変動との間に相互関係は

見いだせなかった。野ネズミ 種の密度は均等化しつつあった。したがって、ミズナラの実生３
発生数は、野ネズミの採餌行動とは直接関係ないと推測された。また、新植地における植栽木
の樹高成長は、植栽木の樹高と雑草木の植生高との相互関係に依存するため、雑草木制御作業
を軽減するには両者の高さの予測が重要であることを再確認した。

２）下刈り＋除草剤散布が植生の抑制（バイオマス減少）に最も効果的で、ザイトロンは特にツル
類の除去に、下刈りは草本の減少に、組み合わせは双方に効果があることを確認した。ミズナ
ラ実生の光合成速度は、萌芽個体≒ 無処理個体の二次葉≧ 無処理個体の一次葉であった。

３）樹体内注入における除草剤成分の多くは落葉として放出されたが、地表では速やかに分解し、
拡散する事はなかった。

これらの成果は、更新初期における獣害や雑草木による影響を省力的に回避する手法の開発
のために、具体的な効果や科学的な裏付けを提示するものである。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
すべての計画について忠実に実行し、ほぼ予想どおりの結果を得ているナラ実生発生数の年変

動、雑草木と林木の成長の相互関係の解析、下刈りと除草剤の組合せによる雑草木の抑制効果の
解析、除草剤成分の植物体、土壌中の残留の解析、ともに計画どおり順調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

中期計画達成に向けた年次計画は順調に進んでおり、とくに下刈りと除草剤ザイトロンの組合
せによるツル類＋草本の相乗的な抑制効果、さらに除草剤樹体内注入による除草剤成分が自然環
境中にほとんど拡散しないことを明かにできたため達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等：
１．ネズミとミズナラ更新の長期的観測は意義が大きい。
２．開発技術の省力面の検討評価を期待している。
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評価シート（指標）
実行課題番号：カア２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：天然更新過程を利用した森林修復過程の解明と動態予測）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

人工林に広葉樹が侵入して形成された混交林における広葉樹の侵入過程を解明し、積雪環境に
応じた混交林への移行パターンを解明する。これらの成果から、いわゆる不成績造林地の健全性
の回復と生産性向上のための森林の取扱い指針を提示し、機関誌などでの解説を通して国有林、
森林組合等へ普及していく。また、ブナ天然更新施業地におけるブナ更新不良地等における他種
広葉樹の侵入過程、およびブナの更新阻害要因を解明する。これらの成果を林分動態予測技術の
開発に利活用するとともに、ブナ天然更新施業の指針として機関誌などでの解説を通して国有林
等へ普及していく。

２．年度計画
１）スギ人工林への広葉樹の侵入・混交林成立過程を解析する。
２）黒沢尻ブナ天然更新試験地におけるブナの更新阻害要因・機構を解析する。
３）苗場山ブナ天然更新試験地における更新林分の構造を解析する。

２０％年度計画目標値：

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）赤沢川流域における針広混交林化したスギ人工林は、樹種構成からから 型（ﾐｽﾞｷ、ｻﾜｸﾞﾙﾐＡ１

等 、 型（ｳﾀﾞｲｶﾝﾊﾞ、ﾐｽﾞﾅﾗ等 、 型（ｺﾅﾗ、ｸﾘ 、 型（ｱｶﾏﾂ、ｸﾘ）の タイプに区分さ） ） ）Ａ２ Ｂ１ Ｂ２ ４
れ、それぞれ生育地や成立過程に特徴があることを明らかにした。

２）黒沢尻ブナ天然更新試験の伐採処理 年後の解析結果から、刈り払いを行わない場合、ブナ３０
の更新は不良であるがウワミズザクラやホオノキを主体とした林分が成立すること、一方、刈
り払いを行うことによってブナはよく更新するが、保残母樹の周辺に限られることを明らかに
した。

１９６９ ０％ ３０％ ５０３ 苗場山ブナ天然更新試験地内の母樹保残伐採区( 年伐採)において 伐採率） 、 、 、
、 、 それぞれの処理区について、 cm以上の毎木調査を行い、以下のこと％ ７０％ １００％ ＤＢＨ１０

ＤＢＨ １０ ２４５、２２０ ２８０、を明らかにした 新規参入のブナの本数密度 >= cm は 伐採率の順に。 （ ） 、 、
本/haで、ブナ以外も含めると 本/haの立木（ >= cm）２００、４４ ２６８、４００、４０４、２８８、４４ ＤＢＨ １０

の更新があった。ブナ更新の成否を判断するにたる情報が不足しているが、天然林の修復とい
う観点からは 、 伐採区の 本/ha以上の立木（ >= cm）の成立は、十分成２８％ ５３％ ４００ ＤＢＨ １０
林可能な本数と考えられた。
これらの成果は、天然更新過程を利用した森林修復手法の開発のために、具体的な処理効果や
生態学的な裏付けを提示するものである。

： （前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０％ ６０
スギ人工林の針広混交林化、ブナ天然更新試験におけるブナの更新阻害要因、森林修復過程に

ついて、ともに計画どおり研究が進捗し新たな知見等の成果が出ている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

年度計画の達成に向けて研究を進め、とくに針広混交林化した人工林の樹種構成と成立過程、
黒沢尻ブナ天然更新試験地における致命的な更新阻害要因の把握、苗場山試験地35年後の更新状
況の解明がなされ、不成績造林地の取扱い指針や林分動態予測技術の開発に必要な情報が集積し
てきたため、達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等：
１．ブナの天然更新施業の意思を明確にすべき。多様な広葉樹林施業との関係をつければ、より成

果が上がると思われる。
２．作業能率の関係を検討して下さい。
３．年の伐採、更新特に更新率の悪さで、単純に人工林から天然林へすみやかに進展的技術が可能

か疑問。
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評価シート（指標）
実行課題番号：カイ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：伐出用機械の機能の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

無人集材車両の複数台統合制御技術の開発および自走式搬器の走行・荷おろし作業の自動化に
より、集運材作業における省力化を図ることが可能となる。急傾斜地に対応するため、自動搬器
の開発で確立されたドラム制御技術を活用した機体支持装置を開発し、車両系機械の作業適応範
囲の拡大を図る。伐木機械器具の改良、林業作業に適した運転席保護枠を開発し、伐出作業の安
全性を確保する。これらの開発を通して伐出機械の性能や安全性等の機能の高度化に資する技術
知見を提示する。これらの成果は関連学会誌や普及誌に公表し、機械メーカーや林業団体、森林
組合等に情報を提供し、現場での活用を図る。

２．年度計画
１）試作した車両用機体支持装置の制御技術の解明を行う。
２）運転席保護枠の強度解析を行う。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）機体支持装置により 度の登坂走行路での負荷車両の登降坂試験を行った結果、圧力制御弁３０

の設定値を一定に保っている場合、機体支持用のワイヤロープにより斜面走行を安定して行え
ることを明らかにした。またワイヤロープの張力から、車両の登降坂に応じて圧力設定値を可
変化するとともに、 シーブ張力計のデータを用いたフィードバック制御を可能とするプログ３
ラム改良の必要性を明らかにした。

２）保護枠の事故事例から加害物を特定し、その運動エネルギーを算出した。その結果、通常作業
中の材や落石による衝突に対しては kJ程度の強度が必要であることを明らかにした。３０

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
急傾斜地に対応する安全化技術として、車両用機体支持装置の開発および運転席保護枠の開発

改良では、中期計画に対して予定どおりの進捗である。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

車両用機体支持装置の開発および運転席保護枠の開発改良では、中期計画に対して予定どおり
の進捗であり、また自動搬器については実用化の段階に至っており、全体として計画どおり進捗
している。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等：
１．自動搬器を実用化したのは成果と認められる。
２．機休支持装置は作業時での張力など、より実用化に向けた試験を望む。
３．素材生産、森林作業に関する生産性向上と安全性確保が緊急の課題であるから、予算規模を大

きくすることも配慮して開発スピードを速める必要がある。機械のコストパフォーマンスを検
討する必要がある。

４．機械開発の全体像が理解できない。無人化もさることながら、有人で効率的な車両系のロング
ブームの適用実用化を充実させる必要がある。
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評価シート（指標）
実行課題番号：カイ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：省力化のための植栽技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

林地直播を行うための播種機構や種子の保護処理などの技術を解明するとともに主要造林樹種
についてのマルチキャビティコンテナ苗の育成技術を確立し、機械植付け装置を開発する。作業
効果が高く、環境かく乱の少ない機械地拵え方法および地拵え作業機の機構を解明する。マルチ
シート敷設作業を機械的に処理する機構を開発する。これらにより、ブームヘッド型、連続処理
型の各植付け多工程処理機を開発するとともに地拵え、マルチングが前生植生、植栽木に与える
影響を解明し、造林作業の省力化技術に必要な知見を提示する。これらの成果は関連学会誌や普
及誌を通して、関連機械メーカーや都道府県関連機関等に広く公表し、現場での活用を図る。

２．年度計画
） 、 、 。１ シードプラグの吸水保水特性の調整 吸水種子の保湿 発芽種子の封入について研究開発する

２）地拵え、植付け試験地の調査を継続する。乾燥立地で有効な集水・滞水微地形の作設を検討す
る。

３）マルチ展張機械の作業試験を行う。
４）前年度先行開発した耕うん植付け機を完成し、基本動作試験を行う。また、てん圧機構を付加

し、制御プログラムを作成する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）高張力域水分を増やす成形方法を工夫した。含水種子の封入方法を試験しいずれも良好な結果

であった。発芽種子を各種のゲルに包埋した。
２）七会試験地において地拵え・植付け試験地の追跡調査を行った。冬季のノウサギによる食害が

さらに激しくなったため、 月をもって追跡調査を打ち切った。本年度は、乾燥による枯死１１
はなく、樹高成長は耕耘区において際だって低い傾向が見られた。ノウサギの摂食によると思
われた。また、集水・滞水微地形の作設について試験地において検討を行った。

３） cm幅ロール、ポリエチレン製のものを使用してマルチ展張試験を行った。マルチシートの１２０
把持による引き出しは順調に作動した。

４）耕うん作業機と植付機を同架した自動耕耘植付機を完成させた。プログラマブルコントローラ
による自動化を行った。試運転を行ったところ設計どおりに動作した。植付け部の貫入ストロ
ークが短かすぎる、てん圧のストロークが長すぎる、オーガの回転速度がやや遅いなどの不具
合が見られたため改良を行った。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
コンテナ苗の培地材料の決定、地拵え植付け装置の開発は、ほぼ目標を達成した。シードプラ

グの種子の取り扱いやマルチ展張機の実用化への取り組みが残っている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

自動耕うん植付け装置の開発、マルチ展張装置の開発など、順調に進捗した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (０) (１) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等：
１．造林ではなく、治山など緑化工事に使えるような工夫を考えた方がよい。
２．開発された新機械は高価になる、機械化のコスト収支検討する必要がある。
３．大苗の育苗を対象とした育苗システム、植付を検討することが不可欠。
４．ヒヤリハットの現象を生かすため、適用地形などの前提条件をまとめる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：カイ２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：機械化作業に適応した路網整備と環境に配慮した計画・施工法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

森林施業、林業機械等の条件に応じた路網計画法、環境保全を考慮した路網計画法の開発を行
う。森林所有者、林道計画者は、これらの計画法を用いることにより、合理的な路網計画を作成
することが可能となる。また、間伐材等を用い、変化のある山岳地形に柔軟に対応しうる新たな
木製土木施設の開発を行う。これら施設は、関連学会や普及誌での公表を通して普及を図ること
により、間伐材の利用拡大に資する。

２．年度計画
１）新たな木製擁壁の施工法の開発を行う。
２）路網の開設順位を決定する手法を提示する。
３）前年に続き、集材距離特性の解明を行う。
４）林道路面流等の測定を行い、定量的に評価する。
５）地形図判読、空中写真判読等を行い、地盤情報図の完成度を高める。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）前年度に特許出願を行った新たな木製擁壁の施工手順等を示し、曲線部設置時に必要な数値表

の作成を行った。また、擁壁の作設補助具の開発を行った。
２）開設順位を決定する手法の開発を行った。開発した手法を用いることで、開設効果の早期発現

が可能となる。
３）路網計画上重要な因子であるパラメ－タＺ（最大到達距離を平均到達距離で除した値）は、最

大到達距離が ｍのときには 、 ｍのときには となった。この結果は、最大到達距１５０ ３．５ ４０ ３．０
離が短くなるとＺの値は小さくなるとの予想に合致するものである。進捗状況は計画よりやや
遅れている。

４）林道路面流、流出土砂の測定に着手し、解析を行った。月当たりの土砂流出量は、路面整備直
後が約 ㎏、 ヶ月後が約 ㎏、 ヶ月後が約 ㎏であった。９ ３ ４ ６ １

５）茨城県加波山周辺を対象として地盤情報図を作成し、林道の通過不適地、要注意区域、通過適
地の区分を行った。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７８ ５８
新たな木製擁壁の施工法の開発、路網の開設順位の決定法、林道路面流等の定量的評価、地盤

情報図は中期計画の予定どおりに進捗しているが、集材距離特性の解明は、長距離集材の場合の
調査が計画よりやや遅れており、全体の達成度は ％程度である。７８

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

新たな木製擁壁の数値表は、曲線部に擁壁を設置する場合に利便性が高い。パラメ－タＺは、
伐倒した材が路網に達する比率等幅広い面での計算に利用されうるものである。林道路面流、流
出土砂量の特性を定量的に明らかにした。地盤情報図に基づいた林道通過の不適地、要注意地等
を図化したものは災害に強い林道配置計画の作成の上で有用なものである。研究内容、成果は前
年度よりも高いものと評価できる。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等：
１．路網密度と平均到達距離の関係を算出したのは成果。
２．新規開発の木製擁壁の利点、施工能率を他と比較するとメリットは何か。
３．路面流に伴う土砂について、現在は路面浸透不可型だが、昔は浸透型で路面流が発生しない方

式もとっていた。どうなったのか。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：カイ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：安全性を重視した森林作業技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

災害に潜む背後要因、ヒューマンエラー、危険要因の分析や労働環境の実態・評価等の情報を
もとに森林作業における安全作業指針を提示するとともに、安全な作業技術を提案する。本成果
は関連学会や普及誌への公表を通して林業技術者、林業経営者、林業事業体に対し、安全作業確
保に向けた教育・指導上有効な情報として提供し、現場での活用を図る。

２．年度計画
１）高性能林業機械作業におけるニア事故を通して災害関係要因を解明する。
２）マルチングによる下刈作業の労働環境改善の検討を進める。
３）車両系高性能林業機械の振動環境とその評価をする。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）プロセッサ及びハーベスタ作業のニア事故の分析を行った。プロセッサ作業における事故の型

は「激突され」 ％ 「転倒」 ％ 「墜落・転落」 ％であった 「激突され」型の加害物６４ １３ １１、 、 。
は、材 ％、丸太 ％、作業機 ％であった。これらの調査結果に基づいて、伐木造材系高７０ １３ ８
性能林業機械作業における災害防止のための安全の指針の取りまとめに着手した。進捗状況は
計画を上回っている。

２）マルチシート 枚当たりの敷設時間は 分 秒～ 分程度、撤収時間は 分弱程であった。エネ１ １ ３０ ２ １
ルギー代謝率（ ）はマルチシートの敷設作業で 、撤収作業で ～ 、下ＲＭＲ ０．５～２．２ ０．９ ２．２
刈作業で であった。このことから、マルチシートを活用し、下刈作業が省略する４．０～１０．０
ことができれば保育作業における労働負担の軽減が大きく図られることを検証できた。進捗状
況は計画どおりである。

） 、 、 。３ フォワーダ ハーベスタ プロセッサを対象として車両系高性能機械の座席振動解析を行った
その結果、フォワーダの振動レベルは他の車両系機械に比べて高レベルの振動であることを確
認した。その原因を明らかにし、座席振動低減支持機構を東京大学と共同で開発した。進捗状
況は計画どおりである。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
ニア事故の分析、マルチシートに関する研究、座席振動解析は計画どおりに進捗している。こ

れに加えて、次年度の実行予定になっている森林作業における安全作業の指針案の作成をある程
度行っており、全体の達成度は ％程度である。８０

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

ニア事故の調査結果を災害防止のための安全の指針に結びつけた。マルチシートが有効に機能
すれば、労働負担の軽減が図れることを数量的に明らかにした。開発した座席振動低減支持機構
が実際の車両の振動の低減化につながると考える。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．マルチシート敷設試験は、敷設試験そのものの結果を出してほしい。
２．さらに研究を期待している。
３．安全性についての資料整理を望む。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：カイ２ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：伐出システムの作業性能評価手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

作業条件や作業方法等に対応した個々の高性能林業機械の生産性及び伐木、集材、造材の各工
程の組合せである伐出システム全体の生産性を簡易に把握・評価する手法を明らかにする。これ
らの成果は関連学会や普及誌への公表を通じて林業技術者、林業経営者、林業事業体に対し、現
場に適した機械及び作業方法の選定、素材生産請負価格の算定等に対する有益な情報として提供
し、現場での活用を図る。

２．年度計画
１）高性能林業機械による生産性の算定に必要な諸評価値を明らかにし、作業条件に応じた功程表

を作成する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）高性能林業機械 機種について伐出作業の生産性に影響をおよぼす諸評価値を明らかにし、生６

産性を算定するための理論式を作成した上で、作業条件に応じた功程表を作成した。理論式の
適合性を検証するため実証調査を行った結果、実証値は概ね理論値の± ％の範囲内に含ま２０
れ、良好な結果が得られた。進捗状況は、年度計画どおりである。

１００ １０ １，０００・タワーヤーダによる集材作業の生産性は 例えば 集材距離 m 横取距離 m 立木密度、 、 、 、
本/ha、集材材積 m の全木上荷作業の場合、 m /hとなった。０．４ ３．３９3 3

・プロセッサによる造材作業の生産性は、例えば、旋回角が 度、走行距離 m、胸高直径 cm、９０ ０ ２４
材長 m、採材長 mのスギ全木材の場合、生産性は m /hとなった。２０ ４ ８．３２ 3

・ハーベスタによる伐木作業の生産性は、例えば、移動距離 m、地形傾斜 度、胸高直径 cm１５ １０ ２６
の場合、 m /hとなった。８．９１ 3

、 、 、 、 、・フォワーダによる集材作業の生産性は 例えば 走行距離 m 木寄距離 m 地形傾斜 度３００ １５ １０
積載材積 m の場合、 m /hとなった。２ ４．２６3 3

１５ １０ ２６ １２．９２・フェラーバンチャの生産性は 例えば 移動距離 m 地形傾斜 度 胸高直径 cmの場合、 、 、 、 、
m /hとなった。3

・スキッダによる集材作業の生産性は、例えば、走行距離 m、木寄距離 m、地形傾斜 度、３００ １５ １０
牽引材積 m3の場合、 m /hとなった。３．０ ５．１１ 3

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８２ ６２
高性能林業機械 機種についての功程表の作成は計画どおりであり、中期計画に対する達成度６

は ％程度である。８２

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

これまで、高性能林業機械の標準的な功程表は存在していなかった。このため、適切な作業シ
ステムの構築、コスト計算等が容易には行えなかった。この功程表は高性能林業機械の組合せに
応じた伐出作業のシステムの生産性等を算定する上で利便性が高い。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正： 無修正：３
意見等
１．性能機械の調査により生産性が実証されたのは成果である。
２．生産性の予測精度±20％は必ずしも良好とは思われないので、さらなる改善を望む。ビジネス

として素材生産を支援するためには、観測値からの回帰をベースとしたモデル構造とは異なる
構造のモデルがありうるのではないか、検討して頂きたい。

３．速度評価の修正に対して、従来の方法にこだわらず、進めたのはいいが、生産性の効率に対し
ては必ずしも適合は良くない。データ処理法を検討し、データのばらつきを抑える。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：カウ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：伐出および育林コストに及ぼす諸要因の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

伐出コストの費用構造やコストに及ぼす諸要因を解明し、作業条件に応じた伐出事業費の算定
基礎となるコスト評価値を明らかにする。また、保育作業効率や育林コストに及ぼす諸要因を解
明し、作業条件に応じた育林事業費や作業投入人数の算定基礎となる作業功程、コスト評価値を
明らかにする。これらの成果は、コスト低減を目的とした研究に用いるものであるが、関連学会
や普及誌等への公表を通して情報提供を行い、都道府県の試験研究機関や素材生産事業体、森林
組合、造林事業体等の実務者が、現場条件に応じたコスト試算を行う場合の指標として活用する
ことも可能である。

２．年度計画
１）作業条件に対応した伐出コストの諸評価値を解析するとともに、モデル地区を対象とした伐出

コスト試算に着手する。
２）植付け、枝打ち等の保育作業を対象に、作業効率に及ぼす諸要因を明らかにする。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）機械の組み合わせなど作業条件に対応可能な伐出コスト算定プログラムを開発した。 タイプ６

の伐出システムによるコスト試算の結果、システムにより費用構造の違いが確認でき、従来型
のシステムでは労務費が 割、車両系高性能林業機械システムでは機械経費（固定費）が６～８
５～６割を占める結果が得られた。また、集材距離の増加に伴うコストの増大傾向はタワーヤ
ーダシステムで顕著となり、同様の傾向は実績コストからも確認できた。

２）ヒノキ 年生人工林地において、手工具（手鋸）とトップハンドルチェーンソーを用いた枝３０
打ち作業の時間観測を行った。 本当たり作業時間の比較から、後者は前者の約 倍の作業効１ ２
率が示され、枝径の増加に伴う鋸断時間は、手工具では累乗的な増加傾向が確認された。既存
資料による時間分析から 本当たり平均植付け時間を解析し、 度以上の傾斜地における地形１ ２０
傾斜と作業時間の関係式を明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
伐出コストに関する諸評価値をもとにした伐出コスト算定プログラムを開発した。モデル的な

伐区、システムを対象に、システム毎の費用構造や集材距離がコストに及ぼす影響を明らかにし
た。また、枝打ち、植付けを対象に枝の太さ、地形傾斜との影響を明らかにし、当初目標を達成
した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

伐出コスト算定プログラムを開発し、コスト解析が順調に進んだ。また、植付け、枝打ちの作
業効率に及ぼす要因分析から作業効率の評価値を得るなど予定どおりの進捗となり、達成と判断
した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．施業作業システムの経済評価プログラムを作成したのは成果である。
２．コスト予測の精度は十分か？現状データをベースにしているために生産性が低いモデルとなっ

ている。作業システムをどう改善すると生産性がどれほど上がるというまとめ方、つけ方もで
きるように仕立て上げられるのではないか。

３．カイ２ｃのデータばらつきの結果と伐出コストの算出法との間に整合性がどの程度あるのか？
とりあえず統合化を進めたのか。労働生産性を作業効率との関係が必要。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：カウ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：林業・生産システムの類型化と多面的評価手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

現実的な施業・作業システムの類型化を行い、様々な施業に対応可能な収穫予測のためのシス
テム収穫表を作成することにより、多様な作業条件に応じた施業システムの選択、計画に則した
精度の高い収穫予測が可能となる。また、トータルシステムとしての林業・生産システムの経済
状況、地域的な経済的林業生産ポテンシャルを多面的に評価する手法を開発する。これらの成果
は、関連学会や普及誌等への公表を通して情報提供を行い、行政や森林組合等の施業計画担当者
が、種々の条件に対応した生産目標を選択する場合の指針として現場等への活用を図る。

２．年度計画
１）施業システムの類型化とシステム収穫表の開発を受け、施業・作業システムの経済的評価手法

の開発に着手する。
２）立木評価システムの開発とともに林業生産ポテンシャル評価手法の解析を進める。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）システム収穫表 の現場利用を依頼し、地位の判定、初期値の指定、収量比数の表示、自ＬＹＣＳ

。 、然枯死線の反映に関する要望を得た これらの指摘事項をプログラム改善に反映するとともに
ヒノキのパラメータを導いた。また、素材生産費等調査を基礎に地域別の間伐材生産コストを
集計し、スギ・ヒノキ共に東北と九州の生産コストが低く、生産コストが 万円以下であるの１
はこの 地域のみであったこと、他の地方では生産コストが木材価格に近く、補助金等の助成２
がなければ間伐が進まないことを明らかにするとともに、次に示す間伐収支予測モデルのコス
ト推定式の導出に用いた。

２）林業生産ポテンシャル評価手法の開発の一環として、間伐方法や間伐率に応じた収支を評価す
る間伐収支予測モデルを開発した。このモデルは、立木評価システムを含む収入予測サブモデ
ルとコスト予測サブモデルによる予測値から収支を算出する。これを群馬県桐生市のスギ民有
林に適用し列状間伐と下層間伐の収支比較を行った。その結果、間伐材を全て搬出する場合、
列状間伐ではほとんどの地域で間伐収支がプラスとなるが、下層間伐では約 割の地域で収支４
がマイナスとなること、主伐収入まで見た場合、面積が ha未満のときは下層間伐を繰り返し１
た方が収支は良く、面積が広くなるにつれてその差は縮小することを予測した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
達成目標と年度計画に沿った成果が得られたので、上記の達成度とした。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

システム収穫表を実用化、間伐方法や間伐率に応じた収支を評価する間伐収支予測モデルを開
発するなどの成果を得たので、達成と判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．作成したシステム収穫表を実証し改善したことは、成果である。
２．間伐モデル収支計算によって間伐方法の選択性に着手したのは成果である。
３．開発した間伐コストモデル式の推定精度は十分か？現状データをベースにしているために生産

性が低いモデルとなっている。作業システムをどう改善すると生産性がどれほど上がるという
まとめ方を期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：カウ１ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：森林施業情報の評価手法と施業指針の作成）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

デジタル画像等を使用した地形、地理、林分情報の簡易な把握手法を解明することにより、森
林所有者や林業事業体における森林情報把握の効率化が可能となる。これらの手法を利用して、
モデル地区（ 地区）における施業情報のデータベースを構築するとともに、地理条件、立地条３
件を考慮した施業方法や林分密度の管理指針を作成する。これらの成果は、関連学会や普及誌等
への公表を通して情報提供を行い、森林所有者や林業事業体等の施業計画担当者が、生産目標に
応じた効率的な生産システムを選択する場合の指針として現場への活用を図る。

２．年度計画
１）モデル林において機械化施業のための伐出・育林作業モデルを明らかにする。
２）データ未収集の樹種、作業システムを対象として、機械化作業情報に関する現地調査を行う。
３）作業システムと伐出作業後の 年経過した林分構造の関係について解析する。３～５

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）岩手ではトラクタ集材を中心とする車両系が主体であり、栃木ではスイングヤーダやフォワー

ダによる車両系と架線系の混在していること、岐阜ではスイングヤーダによる架線系が適用さ
れていることが判明した。育林作業については、造林事業体へのアンケート調査を実施、作業
のタイプ区分を行った。岩手、栃木では下刈、除伐中心、岐阜では枝打、除伐中心型の作業が
行われていることを明らかにした。

２）３年間実施した機械化施業が森林に与える影響の調査では、道県の林業関係試験研究機関のデ
ータを含めると、 年間で合計 事例の調査が行われた。調査結果はデータベース化され、３ ２７９

６５、７１、７５、６０システム別ではスキッダ、フォワーダ、主索式架線、非主索式架線系それぞれ
事例であった。

３）車両系のシステムでは影響が大きいものの、影響域は集材路や土場近辺に集中していること、
一般に影響が少ないとされる架線系集材においても出材量が多い場合には架線下に影響を残す
場合があることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
モデル林における作業モデルの解明や機械化施業のデータベース構築が予定どおりに進捗した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

モデル林において適用される伐出・育林作業モデルが明らかになり、 年間の現地調査による３
機械化施業情報のデータベースが構築された。数量化による解析も進められたことから、達成と
した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．データベース化し、跡地の影響を追跡調査している意義は大きい。効果的な活用を望む。
２．研究を進めて「地理条件、立地条件を考慮した施業方法や林分密度の管理指針」の粗書きはで

きているか？わかり易く表現した成果を期待している。
３．森林利用学的地形分類の新バージョン更新を進め、完成してほしい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：カウ１ｄ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：森林管理の効率化のための管理用機械の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

レール上を走行する軌条形車両とその利用システムを開発する。また、森林の地形や立木位置
情報を自動的に計測する装置を開発するとともに、軌条形車両に本装置を搭載した間伐木の選定
を自動化する森林管理用機械を開発する。これらの成果は、関係学会や普及誌等への公表を通し
て情報提供を行い、森林所有者や林業事業体、林業技術者が、森林調査や選木作業の省力化を進
める上での有効な技術として現場への普及を図る。

２．年度計画
１）軌条形車両の路線配置の分析を行う。
２）自動位置決定機能を備えた管理用機械の開発に取り組む。
３）動画像処理による立木間隔の自動計測手法を開発する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）最適路線密度を算出するためモノレールの敷設、集材、走行に関する調査分析を行った。傾斜

度、面積 haの林地における集材作業を想定し生産コストを試算した結果、積載重量 k３０ １０ ５００
gfのモノレールの場合、最適路線密度は m/haが得られた。４２

２）レール上での車両の位置決定を自動化するために、電動駆動式モノレールの駆動部に近接セン
サを取り付け、ラックの数を読み取ることにより、車両位置を検出・走行動作制御を行うシス
テムを開発した。走行試験により、誤差なく車両の位置検出が行えることを確認した。

３）定まった経路を一定速度で移動するカメラの位置を連続的に把握することによって、立木位置
を測定する手法を考案した。距離 mの地点で cm程度の測定精度が得られた。また、傾斜地２０ １０
におけるカメラの水平保持を行うための水平架台装置を設計した。

４）付随する成果として農林水産研究高度化事業（技術会議 「簡易レールを用いた森林資源収穫）
システムの開発」の採択により、簡易レールを利用して森林資源を収穫するため、収穫機械、
簡易レール、レール敷設装置の設計を行った。簡易レールにはアルミを素材とし、通常モノレ
ールの約 ％の軽量化を図った。３０

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
最適路線密度を算定するとともに、自動計測装置の試作、立木位置測定手法の開発も予定どお

りに進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

最適路線密度の算定、自動計測装置の開発および立木位置測定手法の開発について予定どおり
の進捗となっており、達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．路網密度と生産コストの関係を見出したのは成果である。
２．目標機械の価格はどれほどに想定しているか？それによって期待される作業の生産性はどうな

るか、それは材価に見合うものか？
３．間伐木の選定は定性なのか、能率的には列状が良いのでは？ m/haのシールからカメラ画像４２

処理で間伐木を見きめられるか？遠すぎないか。
． 、 。 。４ 維持費を考慮する必要がないため 経済的にも十分対応できると考えられる 完成が待たれる

バイオマスが考慮したとき、かさばることをどのように処理することができるのか？
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：カウ１ｅ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：林業機械のテレコントロールシステムの開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

林業機械の操作装置の無線化と作業環境や機械の動きを画像によって伝達する装置および機械
の作業動作を自動制御するシステムを開発する。また、効率的な作業手順をオペレータに指示す
る作業支援システムとこれらを統合したテレコントロール（遠隔制御）システムを開発する。こ
れらの成果は、関連学会や普及誌等への公表を通して林業機械メーカー等へ情報提供を行い、林
業機械オペレータが、安全かつ効率的な作業を行う場合の技術として活用を図る。

２．年度計画
１）試験車両の制御システムの開発に取り組む。
２）ビジュアルコントロール装置の導入を図る。
３）リアルタイム作業支援システムの開発に着手する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）遠隔操作による立木の把持操作を対象として制御システムの開発に取り組んだ。試験車両に搭

載された位置センサと圧力計からグラップル先端部荷重を数 以内の誤差で計測可能とするｋＮ
ことができた。

２）試験車両にビジュアルコントロール装置を導入し動作確認を行った。また慣性計測装置とレー
２５ザー距離計により森林内の機械位置を把握する手法を検討した結果、既知座標点の間隔を

ｍにする必要があることを明らかにした。
３）作業支援の方法として、移動する車両の位置と進行方向を地図上にリアルタイムで表示するグ

ラフィックシステムを開発した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
制御システムの開発、コントロール装置の導入、作業支援システムの開発は、中期計画に対し

て予定どおりの進捗である。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

自動制御システムおよび作業支援システムの開発が順調に進捗し、コントロール装置の導入や
機械位置把握手法の検討が予定どおり進んでいる。全体として計画どおりに進んでいることから
達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (０) (１) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．森林内での機械の位置の把握を盛り込んだのは成果である。
２．カイ１ａと同様に、開発される機械のコストと作業能率はバランスしたものとなるのか。作業

安全衛生の面の評価を組み入れて検討をすることが適切と思われるが、その考え方、シナリオ
は出来ているか。

３．問題点の指摘のみならず、解決法を明らかにしてほしい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：カウ２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：北方林の長伐期化に伴う森林管理システムの構築）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

トドマツ人工林の長伐期化に伴う低木層現存量および立地変化を解明する。カラマツの腐朽お
よびトドマツの凍害に関して長伐期化に伴う森林被害機構を解明する。また、長伐期化に伴うカ
ラマツ林の成長予測および経営評価を行う。これらの結果をもとに、自然条件として長伐期化が
推奨できる立地判定、および正確な収量予想が可能となる。また、被害回避のための施業法も提
唱するため、これらを考慮した的確な経営指針を提示し、国有林をはじめ様々な林業事業体に成
果印刷物を配付することにより技術移転と普及を図る。

２．年度計画
１）施業からの時間と収量比数を軸とした低木層生産量推定モデルの基礎を構築する。採取した土

壌試料について化学性の分析を引き続き行い、土壌変化モデルのパラメータを検討する。
２）カラマツ高齢林における腐朽被害実態について引き続き調査を行ない、立地条件との関係につ

いて解析を行なう。
３）これまで収集した造林コスト及び販売額のデータから内部収益率( )を試算する。ＩＲＲ

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）トドマツ林内における下層植生現存量を立木密度と最終施業からの時間を変数としたモデルを

作成し、高い精度で下層植生現存量を推定できた。既存の土壌酸性化モデルについて、トドマ
ツのパラメータを考慮しながら、長伐期の影響を評価できるような構造の変更について検討を
行い、モデルの改良すべき点を指摘した。

２）カラマツの腐朽被害に関係する立地因子としては、流域、傾斜、ha当たり本数、標高と相関が
認められた。

） 、３ 従来の造林補助金支給を前提とした場合のカラマツ林経営の内部収益率は ％程度となり２～６
金融機関からの造林資金の借入がないと仮定した場合は、現在の市中銀行の預け入れ利子率を
考えても決して不利な経営ではないことを示した。これは、カラマツ林経営の投資判断を行う
に当たり重要な結果である。

： ％（前年までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
全般的に年度計画は順調に進行しており、成果目標としていたトドマツ人工林の光環境-低木

層現存量のモデル化を行い、森林土壌の変化機構の分析が進展した。また、カラマツの腐朽被害
と立地因子の関係解析およびカラマツ林経営の内部収益率の試算が行なわれたことから、達成度
は ％とした。８０

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

各構成課題は今年度の計画どおりに進行し、トドマツ人工林の光環境-低木層現存量のモデル
化および土壌変化モデルのパラメータの検討、カラマツの腐朽害と立地因子との解析並びに、カ
ラマツ林経営の内部収益率の試算を行った。以上により当年度の計画は達成された。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．カラマツの腐朽率の予測と経営分析を行ったのは成果である。
２．研究を進めて下さい。補助金を必要としない場合を設計するために必要なシナリオを表現して

頂きたい。それはダメというのではなく、異なる表現が適切でしょう。
３．長伐期化に伴う投資コストの表し方は成立するのか、疑問である。
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評価シート（指標）
実行課題番号：カウ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

カ 効率的生産システムの構築に関する研究
指標（実行課題 ：東北地方における大径材生産のための持続的管理技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

多雪環境下の高齢人工林の間伐効果を明らかにすることで、長伐期施業の高度化を図る。高齢
林の高齢化による土壌変化を明らかにし、生産力を保持した育林方法を提案する。ヒバ林の択伐
にともなう稚樹の成長変化を解明し、ヒバ択伐林施業の高度化により、材質を高めるような密度
管理技術の高度化を図る。これらの成果は、東北森林管理局・森林技術センター及び地域の林業
関係機関等に技術移転し、普及を図る。

２．年度計画
１）高齢人工林の成長解析を継続するとともに、成長と樹冠構造、間伐などとの関係を解析する。
２）ヒバ択伐前後の稚樹の動態・解析を行うとともに、各種土壌環境における稚樹の成長、二次代

謝産物、根圏微生物の分析を行う。また、過去に密度調整したヒバ林分の施業解析を行う。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）高齢スギ人工林における個体ごとの直径成長を線形回帰モデルで分析した。その結果、スギは

周辺 mの範囲の個体と競争していることを明らかにした。大きなスギほど直径成長が大きか８
った。また、小径木ほど周辺優勢木から強い負の影響を受け、大径木になるほどその影響が小
さかった。このモデルにより、スギ高齢人工林の個体成長管理の理論的手法を構築した。

２）苗畑黒土とモデル鉱質土壌（鹿沼土）のヒバ実生は、発芽年では主に前者でアーブスキュラー
菌根菌が高い割合で感染している。また、後者は主に 属糸状菌に感染しており、両Phomoposis
者の根内の微生物相に大きな違いがあった。上記菌根菌感染により、前者実生は後者実生より

が多かった。一方、 属糸状菌に感染していた後者実生では防衛物質であＰ、Ｍｇ、Ｎ Phomoposis
る二次代謝産物の割合が高かった。これは実生の生存率と関連しており重要な「根内微生物と
ヒバ実生の相互作用」の発見である。択伐等による急激な日射量の変化が稚樹に与える影響を
光合成能力から検証した。その結果、相対日射量 ％以下の暗い環境で生育した稚樹は徐々３０
に被陰解除する必要性を示した。過去 回択伐した、ヒバ択伐林試験地では中径木の成長が良５
く大径木に次々進階する一方、小径木の進階はなかなか進まない傾向があることを明らかにし
た。こうした林分では今後の持続的収穫のために中径木を残すとともに小径木の成長促進を図
る必要がある。以上のように、本年度はヒバ択伐林の実生～大径木に至る成長に与える生物要
因、物理環境、施業要因を解明して、ヒバ択伐林動態の予測性を高めた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
スギ高齢人工林について、成長制限要因を線形回帰モデルによって解明し、個体管理方法の基

礎を確立した。日射量の急激な変化による稚樹の光合成能力の変化を分析し、択伐による稚樹へ
の影響を明らかにするとともに、土壌環境の違いによるヒバ実生根圏の微生物相、二次代謝産物
の差違を解明した。また、ヒバ択伐林における施業後の径級毎の推移変化を解明した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

スギ高齢人工林の個体管理手法の開発、択伐後の光環境の変化による稚樹の動態予測、土壌環
境の差違による微生物相や二次代謝産物の分析及び択伐林の施業後の径級毎の推移変化の分析・
解明が実施されたことから、年度計画は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．ヒバの稚樹の光反応を明らかにしたのは成果である。
２．スギ大径材の単木管理の指針が得られたのは意義がある。
３．想定される施業－作業の必要量と作業能率について検討をして頂きたい。
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平成１６年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応
（カ）効率的生産システムの構築に関する研究

開催日平成１７年２月１０日
項目 指摘事項 対応結果

実行課題について
カア２ａ ツリーシェルター適用試験は、現地での調査だ ツリーシェルターの使用事例について、文献を収集し

けでなく、これまでの事例をまとめる方向で検討 ている。
すべきと思われる。

カア２ｂ 不成績造林地、ブナ天然更新施業、他とも、広 中期計画「ブナ天然更新施業による更新不良地等に
葉樹の更新の極不良な条件（ササ地化等）を検 おける広葉樹の侵入過程を解明し、林分動態予測技
討し、修復に向けた取り組みが必要と思われ 術の開発に取組む」の達成に向けて、ブナ更新の評
る。 価だけでなく、広葉樹の侵入過程の解明を行ってい

る。これから、修復に役立つ知見を摘出できると考え
ている。

カイ１ａ 自走式搬器について動作（走行）速度の改善が 実用化を目指しているが研究予算の関係で難しい面
実用化には不可欠である。全ての開発機械に がある。当年度は自走式搬器に関し、政府外委託費
ついて、実用化を基準とした達成度評価という により製品化を行った。
ものが必要である。

カイ１ｂ 各機械とも、林地での微妙なアンジュレーション 車両系機械に対する林地の地形区分（傾斜、地表障
や倒木、枝条などへの対応を検討するべきと思 害物、地表状態）は既にできている。地表のプロフィ
われる。 ールの把握として、当年度、別課題（エイ１b）で林地

微地形装置を開発した。
カイ２ｂ 災害の背後要因としての階層性が重要であり、 実災害、ニア事故等を通して災害に関係する要因分

分析的研究より実務的な研究が優先されるべ 析を行い、それらに基づいて、災害防止対策として安
きである。 全指針の作成に取り組んでいる。

カイ２ｃ 労働生産性の向上をどのように評価するのか、 高性能林業機械について、地形・地利・林分等の様
その基準を明確に設定すべきである。ケースバ 々な作業条件を変数とする功程算定式を開発した。
イケースでなく、実務的なモデルから理想的な これを用いて、各種の作業条件や作業方法に対応し
条件を誘導し、理想に対する実務の割合によっ た生産性の算定が可能になる。
て検討可能な手法を開発する必要がある。

カウ１ａ 刈り払い作業と地形傾斜との関係は、分析結果 地形傾斜を評価値とした刈払い作業の功程式を算
から作業功程にどのように影響するかも検討す 定し、実績値との比較検討を進めている。
べきと思われる。

カウ１ｄ 当該システムの中心となるモノレールは傾斜登 平均傾斜３０度の箇所の集材作業分析を実施し、間
坂対応性が高く、それを生かした路線配置が求 伐作業を対象としたモノレールの最適路線密度を算
められる。実際の森林作業を想定した作業仕組 出した。レール規格の違いによる影響について解析
みと路線配置について検討を深めることが必 を進めている。
要。

カウ２ｂ ヒバの大径材生産目標(収穫予想)を検討すべ 苗木の早期育成方法及び小径木～大径木までの成
きと思われる。また、ヒバの光合成特性を生か 長予測解析及び管理方法の検討を進めている。
した択伐林管理方式を検討してほしい。

研究項目について
カイ１ 各機械とも、林地での微妙なアンジュレーション 車両系機械に対する林地の地形区分（傾斜、地表障

や倒木、枝条などへの対応を検討するべきと思 害物、地表状態）は既にできている。地表のプロフィ
われる。 ールの把握として、当年度、別課題（エイ１b）で林地

微地形装置を開発した。
研究分野について

既存の成果を含めて、実用化に向けた取りまと 対策を間伐にかかわる諸問題として、選木から伐採･
めをおこなう必要がある。 搬出、輸送、販売まで、個別技術を統合化した施業

システムの例示を行うため、新たな交付金プロジェク
トを提案した。

カウ１ｂの自然災害のリスク構造、カウ２ａの森 情報交換に努めている。
林管理を関連させ、総合的な視点からも検討し
ていただきたい。
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平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（カ） 効率的生産システムの構築に関する研究

開催日平成１７年２月１０日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
カア１ａ 当該施業技術を具現化するための作業量、実 実用化に向けた技術の取りまとめを行うとともに、基

用化するために必要な作業能率について検討 本的な数値を早急に明らかにするよう努める。
を進めるとともに、長伐期の伐採樹幹量の推定
法を示すなど古くて新しい問題を解決する。

カア１ｂ 作業の方法と能率、素材生産における収益性 収益性を含めた作業方法の分類、光環境モデルの
についての研究展開を期待する。また、光環境 構築に向け、研究の進展を図る。
モデルと林分モデルとの法則性を作り上げて欲
しい。

カア２ｂ 更新法と作業効率の関係を検討されたい。 更新成績の評価に更新作業の効率という観点も取り
入れる。

カイ１ｂ 大苗の育苗を対象とした育苗システム、植付を そのような認識のもとに、開発にあたっている。この
検討することが不可欠。 ため、植付け装置は、バックホウにも装着できるよう

アタッチメント方式とした。次期中期計画においては
大苗の育成、植栽を開発目標の柱の一つにして参り
たい。

カイ２ｂ 安全性についての資料整理を望む。 これまでに行われてきた安全性に関する研究成果や
資料等について整理する。

カイ２ｃ ビジネスとして素材生産を支援するためには、 功程の数値は多くの事例分析をもとにしているが、
観測値からの回帰をベースとしたモデル構造と 今後、実証等を踏まえ種々のモデルへの対応を検討
は異なる構造のモデルがありうるのではない する。
か、検討して頂きたい。

研究項目について
カウ１ コスト予測の精度は十分か？現状データをベー そのような観点から、総合的研究プロジェクトを計画

スにしているために生産性が低いモデルとなっ しているので、実証等を踏まえ、指摘された趣旨に沿
ている。作業システムをどう改善すると生産性 って研究を進める。
がどれほど上がるというまとめ方、つけ方もでき
るように仕立て上げられるのではないか。

研究分野について
素材生産、森林作業に関する生産性向上と安 プロジェクト予算の獲得に努め、開発スピードを速め
全性確保が緊急の課題であるから、予算規模 る。
を大きくすることも配慮して開発スピードを速
め、機械のコストパフォーマンスを検討する必要
がある。



- 154 -

独立行政法人森林総合研究所

カ分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

（ウ）評価単位 （ア） （イ）
多様な森林施業と 持続的な森林管 持続的な森林管全分野に対

効率的育林技術 理・経営に向けた 理・経営のためのする割合

の開発 機械化作業技術 効率的生産システカ ［％］
の開発 ムの開発

88,921 5 ％ 12,169 26,905 49,847予算［千円］
(42 ％) (0 ％) (45 ％) (51 ％)（受託プロジェクト

研究費の割合）
［％］

31.8 9 ％ 7.1 12.3 12.4勢力投入量
（人当量）［人］

7 4 ％ 2 0 5委託研究
機関数

33 8 ％ 5 18 10研究論文数
53 4 ％ 19 17 17口頭発表数
4 3 ％ 2 1 1公刊図書数
54 7 ％ 2 26 26その他発表数
1 7 ％ 1 0 0特許出願数
2 7 ％ 0 1 1所で採択された

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
（１）研究の推進方向

カ 森林における生物多様性の保全に関する研究

第２－１－（１）－カ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ
②区分 ト①

○ 1カア１ａ 各種林型誘導のための林冠制御による成長予測技術の開発 80

◎ 100 1カア１ｂ 非皆伐更新における林木の生育環境と成長応答様式の解明

◎ 100 1カア２ａ 再生機構を利用した初期保育技術の高度化

◎ 100 1カア２ｂ 天然更新過程を利用した森林修復過程の解明と動態予測

◎ 100 1カイ１ａ 伐出用機械の機能の高度化

0 1カイ１ｂ 省力化のための植栽技術の開発 ○ 8

◎ 100 1カイ２ａ 機械化作業に適応した路網整備と環境に配慮した計画・施工法の開発

◎ 100 1カイ２ｂ 安全性を重視した森林作業技術の開発

◎ 100 1カイ２ｃ 伐出システムの作業性能評価手法の開発

◎ 100 1カウ１ａ 伐出及び育林コストにおよぼす諸要因の解明

◎ 100 1カウ１ｂ 林業・生産システムの類型化と多面的評価手法の開発

◎ 100 1カウ１ｃ 森林施業情報の評価手法と施業指針の作成

◎ 100 1カウ１ｄ 森林管理の効率化のための管理用機械の開発

0 1カウ１ｅ 林業機械のテレコントロールシステムの開発 ○ 8

◎ 100 1カウ２ａ 北方林の長伐期化に伴う森林管理システムの構築

◎ 100 1カウ２ｂ 東北地方における大径材生産のための持続的管理技術の高度化

（指標数：１６、 ウェイトの合計③：１６ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １５４０（ ）
＝ ＝９６（％）

ウェイトの合計③ １６
（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０
半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会
ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シート（指標）
実行課題番号：キア１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：都市近郊・里山林の生物多様性評価のための生物インベントリーの作成）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

里山林を構成する様々なタイプにおける動物、微生物相の特徴を明らかにし、森林ボランティ
ア活動や野外教育で利用できる解説書を作成する。また、タイプの異なる森林について、それぞ
れの成立に影響をもつ微生物、動物群を相対的に評価し、将来、次期研究期間において里山保全
のための生物的要因制御指針を野生生物管理業務担当者等に示すための報告書を作成する。

２．年度計画
１）マツに穿孔する昆虫の天敵の捕獲採集を行う。年間を通した中大型哺乳類の出現リストを完成

させる。ヒメネズミとアカネズミによる堅果利用様式を比較する。
２）タンナーゼ産生細菌とタンニン結合性唾液タンパク質がタンニン害の回避に果たしている機能

を解明する。
年度計画目標値： ％３０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）マツに穿孔する昆虫の天敵類をトラップで捕獲し、これまでのカミキリ 種に加えて寄生バ４２

チ３種、コメツキムシなどの捕食者昆虫 種を明らかにした。ほ乳類のインベントリーは翼１１
手目（コウモリ類）を除けば 種、鳥類は 種と、ほぼ明らかにした。これらにより森林ボ１２ ３３
ランティア活動等に利用できる解説書を作成可能とした。

２）アカネズミのタンニン結合性唾液タンパク質 産生の活性化はタンニンの負の効果を軽減ＰＲＰｓ
する働きを持つことを明らかにした。 誘導剤を投与したアカネズミは全個体が生存し、ＰＲＰｓ
体重変化は処理群では対照群より有意に減少幅が小さくなったなどから、 産生の活性化ＰＲＰｓ
はタンニンの負の効果を軽減する働きを持つ。さらにアカネズミのタンニン回避機構が体内に
おける酵素によるものだけでなく、ドングリの摂取において、タンニン濃度の低い堅果、部位
の選択的摂取をおこなう行動があることを明らかにし、アカネズミの生活様式に関する新しい
知見を得た。

４ ．中期計画に対するこれまでの成果の達成度： ％（前年度までの達成度： ％）８６ ５６
森林ボランティア活動等に利用される解説書を年度内に発刊する。生物インベントリーの補完

も順調に進展し、マツの穿孔害虫の天敵昆虫の種類も多くを把握することができた。また、アカ
ネズミのタンニンに対する防御システムが二方法あることも明らかにでき、研究が順調に進展し
ているが、ヒメネズミの捕獲ができなかったことで堅果の持ち去り試験は実施できなかった。里
山林構成樹種間には萌芽数、萌芽枝のサイズに違いのあることを確認できたことなど、計画どお
り順調に進んでいる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

昆虫類やほ乳類のインベントリーがをおおむね明らかとなった。森林ボランティア活動等に利
用される解説書を年度内に発刊する。また、アカネズミのタンニン馴化機構と別の行動（選択的
な食餌行動）も明らかにしたことなどの成果をあげた。以上の成果から年度計画の遅れを取り戻
したと判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等

． 「 」 、 。１ これまでの研究成果を 里山に住む生き物 にまとめ 配布しようという取り組みを評価する
できれば、小、中学生向けにもう少しわかりやすいものも作成したらどうか。

２．キア１ｂ成果とあわせて、薪炭林由来の一般的な里山林の技術管理指針に向けた作成、知見の
著作がまとまることを期待する。

３．社会に対する情報提供を意識した地道な調査がなされている点が評価できる。
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評価シート（指標）
実行課題番号：キア１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：人と環境の相互作用としてとらえた里山ランドスケープ形成システムの解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

地域社会と里山ランドスケープ間の相互関係が解析され、里山ランドスケープの構成要素であ
る里山林が維持され、変容してきた過程と要因を明らかにするとともに、住民の里山林に対する
環境認識を具体的に示す。さらに、放置された里山や、里山林由来の都市近郊林の将来予測を行
う。ランドスケープレベルの里山林管理に活用できる技術資料を里山管理に関心を持つ多数の行
政機関および市民に提示する。

２．年度計画
１）里山ランドスケープにおける、明治から大正期の地域住民による里山管理の社会的な動態把握

を行う。
２）伐採された里山林における里山構成種の更新実態を明らかにする。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）聞き取り調査が困難な明治後期～大正期の里山における里山管理と利用の内容が、地域に残さ

れた日記の記載内容の分析から明らかにできた。その例として、 家庭当たり利用した資源量１
（柴で 束、草で 把）など季節性や社会的情勢、集落内における個人の地３００～４００ ５２０～６５０
位などに影響されることなどを明らかにした。

２）コナラ亜属（落葉性広葉樹のコナラ、アベマキ、ナラガシワ、クヌギ、カシワ）には萌芽能力
に顕著な種間差が見られ、薪炭林として利用されてきたコナラ林の伐採齢の上昇（高樹齢化）
にともなって萌芽更新による森林管理が困難になることを明らかにした。 年ごろから増１９９０
加したナラ集団枯損の被害増加、被害域拡大は、 年代以降の薪炭林利用の低下による樹１９５０
齢上昇と密接な関係があると推定した。

： ％（前年度までに達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
日記の記載内容から里山の利用実態が明らかに出来たことなど新たな分析手法による研究も進

展し、里山ランドスケープの構造の中心となる樹種間の萌芽能力の違いや里山林放置に伴なう萌
芽更新の減少、高齢樹化による病虫害被害の拡大過程の推定など、研究が順調に進展して、目標
に達していると判断した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

本年度の研究計画は順調に進捗し、里山林管理・維持方法のための技術的新知見を得たこと、
日記の分析により約 年前の里山の実態を把握できたことなど、将来に向けた管理技術のため１００
の基礎データを確実に得たことから達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．史料（日記）の解析が加わったことは積極的に評価。技術的個別経営な観点からの解析からだ

けでなく、経営や里山集落の社会、経済的な観点からのランドスケープ維持、変容要因の分析
を望む。

２．里山の植生管理技術の進展に向けた知見が得られている点が評価できる。
３．成果に関する記述が抽象的であり、より具体的な表現が必要である。
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評価シート（指標）
実行課題番号：キア１ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：都市近郊・里山林における環境特性の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

林床面における温度・水分量の変動の面的評価が可能となるので、火災発生危険防止や森林の
更新機構など都市近郊・里山林の環境保全特性の解明のもととなるデータが得られる。

樹木群落の葉面光合成量の推定が可能となり、樹木群落の フラックスの観測精度が上昇ＣＯ２

するとともに、大気-森林間の熱交換過程に及ぼす地形の効果が解明され、都市近郊・里山林の
森林の気象形成に関わる基礎データが得られる。

窒素酸化物等の汚濁物質負荷量および流出量が明らかになり、都市近郊・里山林の水質形成機
能に関する基礎的知見が得られる。

得られた成果は、都市近郊・里山林の公益機能の理解を深めるための環境特性ガイド(パンフ
レット等)として整理し、森林管理局、関係自治体および市民に広く広報・普及する。

２．年度計画
１）林床面の フラックスを多点で観測し、地形位置の影響を検討するとともに、自動葉群チＣＯ２

ャンバーによる観測及び群落における水蒸気・熱フラックスの測定を継続する。さらに樹皮呼
吸の測定を行う。

２）降雨及び渓流水中の窒素濃度の測定を行うとともに、試験地流域の土壌中の窒素量を明らかに
する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）定点の観測結果より、土壌呼吸量は谷や尾根などの斜面位置に関係なく土壌温度と土壌水分に

よる関係式で推定できることを明らかにした。落葉広葉樹のコナラは開葉期に成長呼吸による
夜間呼吸量を増大することを確認した。常緑広葉樹のソヨゴでは開葉が特定期に集中しないた
めに成長呼吸による夜間呼吸量の増大は確認されなかった。

２）山城試験地流域の土壌中の窒素集積量を kgN/haと推定した。 層の窒素集積量が大き１９０９ ＨＡ
く、 層を除いた土壌窒素蓄積量は一般の花崗岩由来の森林土壌の約 分の と少ないことをＨＡ ２ １
確認した。

： ％（前年度までの達成値： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
土壌呼吸量が土壌温度と土壌水分による関係式で推定できることを明らかにしたので最終年の

流域の呼吸量評価の見通しが立った。また落葉広葉樹と常緑広葉樹との夜間呼吸特性の違いを解
明し、群落レベルの呼吸量評価につながる成果を得た。窒素の蓄積量が一般の森林に比べて少な
いことが明らかになり、里山林における過去の人為影響の大きいことを明らかにし、計画された
研究は順調に進んだ。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

、 、 、山城試験地における本年度の研究計画は全て実施され 年度内の学会で報告されること また
成果の一部に今後の里山林管理のための有用な知見が含まれることから達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．着実に進められていることが評価できる。
２．里山の成立の１タイプである過去に人為が加わって荒廃したランドスケープの環境特性を把握

することによって、西日本を中心とするある種のタイプの里山林地域の管理手法の確立に資す
ることに目標を絞り、整備していくことが必要ではないか。

３．里山の保全・管理手法の開発・提案に向けて、より実践的な調査方法、知見の活用に関する検
討が望まれる。
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評価シート（指標）
実行課題番号：キア１ｄ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：都市近郊・里山林の管理・利用実態の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

里山やそれに由来する都市近郊に広がる森林の所有と管理・利用（放棄）の実態解明と問題点
の摘出を行うとともに、この地域の森林における木材生産機能の定量化を図る。

これらの成果をまとめ、里山やそれに由来する都市近郊林の状況が管理者自身で評価できると
ともに持続的な木材生産機能の保全管理のための改善方向を示す案内書を作成し、関係自治体や
団体への普及を図る。

２．年度計画
１）平成 年実施の近畿・関東両地方自治体の里山管理実態調査結果を活用し、里山林管理１４・１５

・利用の実体解明と問題摘出を進める。
２）里山景観の時系列分析を行い、今日の里山管理上の問題点を検討する。
３）都市近郊・里山林における木材生産機能の解明を引き続き行う。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）平成 年度に実施した近畿・関東両地方自治体の里山管理実態調査結果を一覧表にまと１４、１５

め、里山林が利用されなくなったことから生じる問題点の有無について「問題あり」と回答し
た自治体は近畿地方において ％、関東地方において ％であった。里山林保全・利用に関５９ ８０
して独自の取り組みを行う自治体は近畿地方 ％、関東地方 ％となった。里山林ボランテ１１ １９
ィアが自治体域内に「ある」と回答した自治体は近畿地方 ％、関東地方 ％であった。都３０ ４０
府県別では大阪府 ％、東京都 ％であり、両地方ともに比較的都市部で多いということも５９ ５６
明らかにした。これらの結果から、自治体の認識と実際の取り組みに乖離があり、ボランティ
ア対応も不十分であることから、早急な対応（指導）が必要であることを明らかにした。

なお、里山林の優占樹種は緯度に沿って変化し、植生帯とよく対応していた。出現種数は北
から南へ向かって増加する。平均胸高直径や本数密度をみると、全国平均で cm、 本/１２ ２，０００
haであったが、東日本のほうが相対的にやや直径が大きく、密度が低い傾向にあった。また、
胸高直径１cm以上 cm未満の低木層の本数密度を算出すると、西日本ほど低木層の個体数が多５
く、平均 ～ 本に達する。７，０００ ８，０００

２）里山景観の変遷過程は４期に区分することができ、急激な人口流出と里山資源の生活からの乖
離を経て、現在は里山の見直しに伴い、景観をめぐって多くの団体や人が関心を持ち始めた新
展開期に入っていることを明らかにした。

３）木材生産機能の解析は実行できなかった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７６ ６０
現在の里山管理に対する自治体の対応実態、里山維持と管理の主体についての問題点を明らか

にしたこと、構成林の直径、密度本数などに違いがあることなどから里山林の管理状況に地域間
に差があることを明らかにするなどの成果を得たが、木材生産機能についての解析ができなかっ
たことから、概ね達成とした。

評価結果 達成 ○概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

都市近郊・里山林における木材生産機能について一部解明できたこと、里山管理実態調査結果
を活用した里山林管理・利用の実体解明と問題摘出について、地方自治体の現状が明らかになっ
たことは、施策の在り方を検討するための重要な結果を得たこととして評価できる。しかし、木
材生産機能の解析は実行できなかった。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (１) (２) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．里山の植生状況と自治体の取り組みに関して、全国での概況把握がなされており、今後の里山

の保全・管理のあり方を検討する資料収集という点で評価できる。
２．こうした調査をどのように解析し、また里山の木材生産機能をいかに位置づけて、今後の取り

組みを提案していくかについて、視点を明確にする必要がある。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：キア２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：自然環境要素が人の快適性と健康に及ぼす影響評価）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

木材等に代表される自然環境要素がもたらす快適性増進効果を客観的に生理的数値データによ
って明らかにする。また、これまで、ほとんどデータの蓄積のなかった森林浴効果に関して生理
的データに基づいて説明する。さらに、自然環境要素活用マニュアルを作成することにより、国
民が自然を活用しやすくなる。地域、林分構造、季節の違いによるスズメバチ類の種構成、密度
の違い、年次変動を明らかにする。また、密度推定法の開発により、場所毎の刺傷事故の危険性
が評価できるようになり、事故軽減技術に活用できる。加えて、殺傷事故軽減手引き書を作成す
ることにより、その活用が容易になる。

２．年度計画
１）樹木由来の精油による味覚刺激時の生理応答を測定するとともに、各感覚刺激時の生理応答と

主観評価の対応について、さらに考察を加える。
２）スズメバチの巣密度推定法について検討するとともに、年次変動の解析を進める。さらに、危

険性評価技術の改善に取り組む。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）オーク材油をチョコレートへ添加すると、交感神経活動を低下させることを明らかにした。ま

た、森林浴によって、脳（前頭前野）の活動が鎮静化し、血圧が低下し、ストレスホルモン濃
度が低下し、生理的にリラックスすることを明らかにした。さらに、森あるいは都市への出発
前の測定では、主観的には、差異が認められなかったが、脳活動、ストレスホルモン濃度には
既に差が認められていた。

１９９８ ２００３ ２４～３９ １．７２ 茨城県におけるトラップあたりの年間捕獲個体数は ～ 年に 個体 振幅） 、 （
倍）で変動し、 年をのぞきオオスズメバチ、コガタスズメバチ、ヒメスズメバチ 種が２００３ ３
スズメバチ亜科の ％以上を占め、一定していた。また札幌ではトラップで捕獲されたキイ７０
ロスズメバチのワーカー数の変動は巣内のそれを反映しており、危険時期の判定に利用できる
ことがわかった。キイロスズメバチの働きバチは黄色と白色のフェルトにはほとんど攻撃性を
示さなかったが、青色、黒色、赤色、灰色、緑色のフェルトには顕著な攻撃性を示し、統計的
に有意な差が見られた。林野作業中の刺傷事故を減らすために着衣（手袋、帽子類を含め）を
白色や黄色にすることがつよく薦められる。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
嗅覚や視覚や聴覚に加え味覚に関する効果を生理学的に評価し、また森林へ出かける前から脳

活動、ストレスホルモン濃度の差が認められていることが判明した。林分構造の違いによる、ス
ズメバチの密度の違い、スズメバチの巣の年次変動の特徴、色に対する危険度を明らかにするな
ど、中期計画の達成に向けて研究は順調に進んでいる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

味覚の整理応答の効果及び、森へ出かける前の主観評価と生理応答の差が明らかになった。ま
た、スズメバチに関してはトラップにかかった働き蜂の数が危険時期の判定に利用できること、
着衣等の色によって危険性を減少させることが判明するなど年度計画は達成された。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等

１．人の行動に係る調査については調査結果の容観性を担保しうるような手法とすべきで、どのよ
うな森林で、どのような（森林浴）活動をしたときに、どのような効果、差異があったという
ように、条件を明確にしておく必要がある。

２．森林浴でリラックスを誘導させる樹林層（スギ、ヒノキ、マツ、広葉樹混交林）について、差
があるのかどうか等の調査は森林公園等の設計に役立つと思われるので研究の継続が必要。

３．危機管理（リスク予測）という面でのスズメバチへの着目は興味深い。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：キア２ｂ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：スギ花粉暴露回避に関する研究）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

スギの雄花開花日や雄花生産量に及ぼす間伐の影響を継続的に調べ、開花予測モデルの精度を
向上させ、花粉生産抑制を考慮した間伐指針を作成する。遺伝子工学によるアレルゲン生産量の
抑制技術の開発、雄性不稔遺伝子と連鎖する マーカーの開発や雄性不稔原因遺伝子の解明ＤＮＡ
を進める。これらの成果は、スギ花粉曝露回避につながる。

２．年度計画
１）スギ開花予測モデルの精度を向上させるため、データ収集を継続し、リアルタイム花粉飛散モ

ニターによる開花判別の可能性を調べる。
２）間伐試験林の雄花生産量と全国のスギ林の密度管理状況を把握する。
３）ハイグロマイシン耐性カルスにおける蛍光タンパク質遺伝子の発現を解析し、このカルスから

不定胚の誘導を進める。
４）雄性不稔遺伝子と連鎖する マーカーを探索するとともに、スギ花粉の発現遺伝子( )ＤＮＡ ＥＳＴ

情報を充実させる。
年度計画目標値： ％３３

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）昨年の雄花開花試験林における雄花開花日は、これまでの平均（ ～ 年）より 日ほ１９９８ ２００３ ５

ど早かった。開花予測日は、千葉県では良好に予測できたが、群馬県では 日早く予測さ５～１０
れた。リアルタイム花粉飛散モニターによる計測結果は開花状況を概ね反映していたが、開花
初期を把握することは困難であった。

２）昨年春の間伐試験林における雄花生産量は、茨城県と京都府で 年以降最少であった。熊２００２
本県では昨年同様雄花を着生しなかった。間伐強度が大きいと雄花生産量が多い傾向がみられ
た。全国のスギ林 林分で林齢と材積の関係を調べると、標準伐期 年生時の林分材積に２９７ ４０
地域差がみられ、この結果は密度管理の差による可能性がある。

３）蛍光タンパク質遺伝子 を導入したスギ培養細胞から不定胚の作出に成功し、導入遺伝ＤｓＲＥＤ
子の発現を確認した。スギ花粉アレルゲン遺伝子の発現を抑制するバイナリーベクターを導入

、 。 、し 恒常的にハイグロマイシン耐性を示すカルスを得た このカルスから不定胚を誘導すると
アレルゲン遺伝子の発現を抑制した組換えスギが作出できる。

４）雄性不稔遺伝子と連鎖する マーカーの探索を進めるとともに、スギ花粉の 情報をＤＮＡ ＥＳＴ
種以上収集した。これらの情報は、雄性不稔原因遺伝子の解明に利用できる。１，５００

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ６６ ３３
スギ花粉症の軽減に向け、森林管理による花粉生産量及び遺伝子工学によるアレルゲン生産量

の抑制技術の開発を行うという中期計画の達成に向け、順調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

スギ開花予測モデルの検証データの収集、間伐試験林での雄花生産量の継続調査、組換えスギ
の作出への取り組み、雄性不稔遺伝子と連鎖する マーカーを探索、スギ花粉の発現遺伝子ＤＮＡ
情報の充実を実施し、年度計画を達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等

１．花粉問題の解決につながる可能のある未知の事業が出たことなど、見るべきものがある。
２．アレルゲンフリー（アレルゲン遺伝子発現を抑制）のスギの育種の方向を導き出した研究は高

く評価できる。この技術を他の植物花粉症への応用にも広げられることを期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：キア２ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：保健休養機能の高度発揮のための森林景観計画指針の策定）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

保健休養機能の高度発揮の対象となる森林について、その自然景観特性とレクリエーション利
用特性に応じた森林景観計画とデザインの指針を、ミクロ－マクロの様々なレベルで策定する。
指針をガイドブック形式にまとめて配付することにより、森林を利用したレク施設の計画に携わ
る自治体などの技術者を支援できる。これらの研究成果は教育的なプログラムやインストラクタ
ー技術への活用にもつながる。

２．年度計画
１）実際の森林体験やレクリエーション行動を対象とした応用実験を実施し、ミクロからメソスケ

ールの計画において適用可能な景観管理手法について検討する。
２）観光レクリエーション機能の地理的評価手法を確立し、流域スケールで観光レクリエーション

機能を発揮させるための森林整備指針の分析を行う。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）登山道利用者を対象として、 タイプの登山道荒廃箇所における現地での評価実験（ 被験４ １１４

者）を行った結果 「歩きにくさ」が評価に大きく関わっていること、また、歩行の逸脱によ、
る歩道の複線化が体験の質の低下につながっていることが示され、メソスケールの管理対策の
必要性を明らかにした。森林浴コースにおけるミクロ環境のひとつである光環境の測定には、
照度の空間分布を指標とする方法及び中等度温冷感指標（ ）とそれから計算される予測ＰＭＶ

（ ） 。不満足率 を指標とする方法が景観評価の測定手法として有効であることを確認したＰＰＤ
２）周囲 km四方の観光レクリエーション資源の分布状況を考慮に入れ、重み付けを施したフィル５

タリング法による地理的評価を用いることによって、観光レクリエーションのために森林整備
を行うことが効果的であると判定された地域について、地形および土地利用の構造と、観光レ
クリエーション的価値の特性との対応関係を対応図に表し、必要な森林整備の方向性について
分析する方法を確立した。レクリエーションエリアのゾーンは、利用者の指向性から「原生自
然派 「自然派 「準自然派 「準整備 「整備派」の つに区分される。各ゾーンの現状と、実」 」 」 」 ５
現すべき環境、施設、管理水準の状況を点数化して評価した。そこから各ゾーンで実現すべき
管理・整備水準の目標イメージを視覚的に示す手法を提示した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
景観・レク機能のマクロ（広域）な地理的評価では、フィルタリング法や 概念に基づくＲＯＳ

ゾーニングによって管理や整備の目標を視覚的なイメージ図として提示する方法を確立したほ
か、地点レベルでは現地での応用実験によって管理対策の重要度を示し、また、光・熱環境に対
する測定手法を確立して森林浴効果の生理・心理的評価への基礎が形作られるなど、中期計画に
沿って順調に進行している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

メソスケールでの応用実験によって管理対策の必要性、光・熱に対する測定手法が確立する。
また、地形および土地利用の構造と、観光レクリエーション的価値の特性との対応関係を分析す
る方法が確立するなど年度計画は達成された。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等

． 、 、 、 。１ 定量的な評価 システマティックな計画展開で 分かり易さ 説得性を高めた点が評価できる
． 、 。２ 開発した手法か 実際の計画実務にどのように活かしていくのかをより明確にする必要がある

３．企業のテーマパークや公的機関がかつて建設した無用な保養施設より、各自治体とくに都市近
郊での環境教育を目標とする森林景観計画は成人のみならず青少年の健全な発達のためには、
非常に重要な社会的課題と捉えることができる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：キア２ｄ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：森林の環境教育的資源活用技術と機能分析・評価手法の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

森林における動植物の生態的特性を教育素材として活用する技術を開発する。また、森林環境
教育の効果分析と評価の手法を開発するとともに教育資源の配置などの広域的評価の手法を開発
する。これらの成果からより環境教育機能の高い森林へ整備するための指針を得る。これらの成
果からより環境教育機能の高い森林へ整備に向けた研究へつなぐ。

２．年度計画
１）森林の立地環境及び管理と動植物相との関係、動物による種子散布実態等生態を解析し、環境

教育に応用可能な情報の抽出と指針化に着手する。
２）開発した教育資源配置の評価手法を森林トレイルとの対応性の検証を含めて拡充を図る。
３）環境教育効果及び森林空間選好性の評価・分析手法の検討を行う。
４）科学園内で林内環境と生物相の季節性観測を行う。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）オニグルミの種子散布にとってニホンリスの貢献が重要であり、アカネズミでも種子サイズの

小さい種子の系統を散布することを明らかにした。里山林の下草刈りなど管理頻度が下がるこ
とで常緑植物種あるいは木本種が侵入する傾向を明らかにした。また、科学園を環境教育林と
して利用するための教材として、園内で得られた成果に基づく「環境教育の手引き」を作成し
た。

２）阿見町の小学校区ごとに設けられた身近な名所巡りトレイルを対象に、トレイルの配置実態と
、 、活動可能な森林空間供給ポテンシャルとの間の相関の分析法を検討した結果 阿見の事例では

両者の相関は低く、今後意識的なトレイル設定の必要性が指摘できた。
３）森林体験学習によって森林観・林業観が向上し、その効果も体験学習の回数が多くなるほど顕

著となることを定量的にとらえることができた。
４）園内人工林では落葉や植生除去が林床温度上昇に貢献していることや肥大成長開始と終了期の

樹種間差を確認でき、またこれら人工林内での昆虫及び鳥類相の試料蓄積が進んだ。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
種々の解析方法を用いて森林体験学習の効果の定量的解析がすすんでおり、教育用森林資源配

置の地理的広域評価手法の検討も進んでいる。また、これまで行われてきた多摩森林科学園にお
ける環境教育素材の生態保全的研究を環境教育林の手引きとしてまとめ、見学者へ配布し環境教
育を実践し始めている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

多摩森林科学園においてこれまで研究してきた環境教育素材の成果を環境教育の手引きにまと
めるなど、環境教育林としての整備が進んでおり、また森林体験学習の効果を定量的に得られる
など年度計画は達成したと評価した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．環境教育の効果に関して、フィールドで実証的に調査する姿勢は評価できる。
２．森林環境教育の為に広範囲の青少年層にどのように体験させていくのか、特に森林公園や里山

が近辺にない都市在住の青少年層にどのようにして環境教育の場を広げていくか、研究成果を
各省庁や一般に広くアピールする必要がある。

３．単に「教育効果」があったとするのではなく 「教育効果」について、より詳細な概念規定が、
必要である。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：キイ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：地域伝統文化の構造解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

地域社会における人と森林との伝統文化的な関わりを、樹木の名称（俗称）や二次的自然環境
に対する認識など通じて解析するとともに、巨樹・巨木の消長の実態の解明や年代測定法の高度
化を図る。また、農山村における地域伝統文化と結びついた自然資源の分布状況を地理的に把握
する方法を開発する。さらに、伝統的な森林管理体制が崩壊しつつある里山林の新たな資源利用
・管理システムの構築に取り組むことなどにより 市町村森林整備計画等で課題とされている 森、 「
林と人との共生」のため重点的整備を行う地区の設定や整備のあり方を示すことができる。

２．年度計画
１）サクラを中心に、巨樹の樹齢と根元・胸高直径との関係を分析し、樹木などの地域名称の文化

的価値の分析に取り組む。
２）平地地域の地域資源の利用を分析し、中山間地域と比較分析を行う。
３）平地林の保全実態の調査・分析を継続し、有用広葉樹の活用調査に取り組む。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）胸高周囲長 ｍのサクラ巨樹の樹齢を 分の 乗則を用いて 年以上と推定した。インタ９～１０ ２ ３ ３００

ーネット上の検索エンジンを用いて樹木等の名称の使用状況を比較し、地域による使用頻度の
差があることを明らかにした。二次的自然に対する個人や集団の認識を分析した研究資料を収
集した。

２）茨城県の八溝多賀（中山間 、霞ヶ浦（平地）の両地域森林計画区の伝統文化資源の集積状況）
、 。を比較した結果 霞ヶ浦における伝統文化資源の集積状況が著しく高いことが明らかになった

このことから、伝統文化的森林管理の重要度は計画区ごとに大きく異なる可能性があることを
示した。

３）里山地域の動植物の認識と自然体験との関係を分析し、昆虫は遊びでの捕獲活動（触覚）と鳴
き声による聴覚の体験に、鳥類は捕獲活動と卵や肉の味覚及び聴覚と視覚体験、小型哺乳類は
視覚体験、植物は味覚と花などの目立ちが認識に関わることを見出した。北関東の有用広葉樹
であるケヤキの流通実態を分析し、取扱高が平成元年比の 割程度で推移し、農家建築の減少６
により社寺・仏閣用材の比率が上昇していることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
山村における歴史・伝統文化資源と結びついた森林資源の機能を解明する定量化手法を開発す

るという中期計画に沿って予定どおり進捗している。また、文科省受託研究（二次的自然環境）
が加わり、二次的自然に対する人間の態度、行動に関するレビューを行った。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

サクラの樹齢と直径の関係の定量化、 上での樹木の地域名称に関わる情報整理、平地・Ｗｅｂ
中山間地域の伝統文化資源の比較分析、動植物の認識と自然体験との関係の分析、地域ニーズの
構造分析手法の開発など、年度計画は達成したと判断される。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正： ０ 無修正：３
意見等
１．多面的な視点で主題に取り組んでいる点が評価できる。
２．新しい分野と考えられ、模索してからの取り組みと考えられるが、個々の調査の全体としての

有機的な関係が曖昧でやや雑念とした課題目標及び成果となっている。
３．伝統文化的森林管理に関して、今後のあり方ではなく、伝統文化資源が存在する基盤となった

歴史的な森林管理、森林利用を調査研究し、両者の関係を解明することも必要。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：キイ２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：有用野生きのこ資源の探索と利用技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

菌根性きのこなどの野生きのこ菌株（ 菌株）を収集し、有用性、栽培化の可能性のある菌２００
根性きのこを探索する。実用可能な菌根菌の接種技術を開発する。このことにより、栽培技術開
発への道筋をつける。

２．年度計画
１）関東地方を中心に野生きのこの採集、菌株の分離、収集を行う。
２）ショウロの各種接種技術を比較し、選抜する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
） 、 、 。 、１ 野生きのこの収集については 点を採集し 系統の菌株を分離した 分離菌株のうち２３０ ４２

食用きのこを含む 菌株を農林水産省ジーンバンクに登録した。２０
２）ショウロの各種接種技術について、バルクイノキュラム、ブロックイノキュラム、胞子懸濁ゲ

ルを比較検討した。バルクイノキュラムでは菌根定着を再現できていない。ブロックイノキュ
ラムでは試験管用の紙栓を基材として良好に生育したが、抗菌剤を併用する必要性を認めた。
胞子懸濁ゲルは胞子濃度を ％にまで下げても接種できるが、胞子の入手が不可欠である。３

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
野生きのこの採集からの有用食用きのこ等の菌株収集は計画どおりの成果を上げている。ショ

ウロの接種技術では、胞子懸濁ゲルの利用から大量培養が可能なバルクイノキュラム、ブロック
イノキュラムへと施用方法の開発が進んでいる。中期計画に沿って順調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

野生きのこ菌株の収集、有用菌株の農林水産省ジーンバンクへの登録、ショウロの培養菌糸に
よる接種技術の開発に取り組むなど、年度計画を達成していると判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．着実に進められている。
２．中山間地振興は原木しいたけの再生プランも進められている。里山は広葉樹林が多く、クロマ

ツ菌根のショウロ以外にも、国産トリュフやチチタケ等の菌根接種技術と里山での栽培方法の
確立等も研究分野に含めてほしい。コーデックス等の関係でツクリタケ、ヒメマツタケ、トリ
フュが 等で対象となっており、有機 でも対象となる予定。このため、土壌中から発生ＥＵ ＪＡＳ
する栽培きのこは有機対象農産物となりやすく、中山間地、里山にとってその地域メリットに
よる経済効果を発揮しやすいため、できるだけ農薬や抗菌剤を使用しないような栽培方法も検
討しておく必要がある。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：キイ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：きのこの病虫害発生機構の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

原因生物を特定し、被害を評価することで、きのこ生産への影響を明らかにする。 マーＤＮＡ
カーの開発により原因生物の生態及び信号物質の単離同定により加害・繁殖行動を解明し、病虫
害の被害の回避及び防除法の開発に応用する。

２．年度計画
１）きのこ病虫害の動向調査、被害評価のために対峙培養および病害の再現試験を行う。
２）トリコデルマ属菌の菌糸からのダイレクト 法を検討する。ＰＣＲ
３） 分析による性フェロモン活性ピークを で分析し、化学構造を決定する。ＧＣ-ＥＡＤ ＧＣ-ＭＳ

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）クロコブタケの被害は、グリッド法による子座形成率によってほだ木断面のクロコブタケのま

ん延状態を推察、評価することができた。きのこ培養施設で発生するダニは、ダニの生息域や
生息条件から、一般的に人の移動に伴って伝搬しているとみられた。

２）シイタケ菌糸に を培養したコロニーのダイレクト を行い、特異的Trichoderma harzianum ＰＣＲ
フラグメントを検出するための一次、二次増幅用のプライマー及び温度条件、一次増幅産物の
希釈度を決定した。

３）ツクリタケクロバネキノコバエの雄頭部を用いた 分析の結果、雌翅部抽出部から炭ＧＣ-ＥＡＤ
素数 の炭化水素と同等の保持時間において明確な配偶行動とみられる性フェロモン活性を１６
示す ピーク成分を得た。この成分は炭素数 程度のアルデヒドの可能性の高いことが分ＥＡＤ １４
かった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
きのこの病虫害の再現試験、トリコデルマ同定用の マーカーの開発、ツクリタケクロバＤＮＡ

ネキノコバエの信号物質の単離同定による加害・繁殖行動の解明のいずれも中期計画に沿って順
調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

シイタケの害菌であるニマイガワキンの生態やトリコデルマ等の栽培きのこの病害についての
試験結果を取りまとめ、それぞれ論文として学会誌に公表した。ツクリタケクロバネキノコバエ
の性フェロモン活性成分については、信号物質の化学構造が炭素数 程度のアルデヒドの可能１２
性を示すところまで絞り込むことができた。以上の結果から年度計画達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．着実に進められている。

． 、 。２ 乾燥しいたけ生産地区での伏せ込み場 ほだ場の雑菌被害による廃棄ほだ木の量は極めて多い
林野庁では原木しいたけ再生プランを検討している。栽培の効率化の一環として原木栽培での
害菌防除は大きな課題。栽培体系を含めた防除・害菌の回避等にも応用研究の範囲を広げてほ
しい。

３．ツクリタケキノコバエの他にも、菌床栽培が増加するにつれ、多くのキノコバエが発生してい
る。また、菌床しいたけ栽培ではガガンボも被害を及ぼしているので、性フェロモンの研究継
続が必要である。
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評価シート（指標）
実行課題番号：キイ２ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：きのこの新育種技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

シイタケの 判別法を確立し、連鎖地図の構築、輸入シイタケの系統解明、遺伝子組換えＤＮＡ
きのこの環境リスク評価法の開発を行う。 判別法の確立やリスク評価法の開発は、食品のＤＮＡ
安全・安心を監視する消費者センターや品種の育成権者の保護を司る種苗管理センターなどで実
施する特性調査や系統判別等の正確性や迅速性の向上に活用する。連鎖地図はシイタケの育種戦
略の土台として利用する。

２．年度計画
１）有用きのこの菌系調査では、シイタケの系統情報に関わるデータベースを構築する。
２）シイタケの連鎖地図の作製では、より高密度の連鎖地図を作製するための 解析を進め、RAPD

新たに 以上の遺伝子マーカーを地図上にマッピングする。２０
３）委託研究「野外放散した きのこの追跡方法の開発」を継続する。ＬＭＯ

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）市販シイタケ 品種、ヒラタケ２４品種の 領域の シーケンスを決定し、品種判別の６１ ＩＧＳ ＤＮＡ

絶対指標として活用するためにデータベースを構築した。この結果、対照品種に依存しない品
種判別が可能になり、より系統判別の精度が高まった。

２）新たに 遺伝子マーカーをマッピングし、合計で の遺伝子座を配置し つの連鎖群に分１６０ ２６０ ９
かれる連鎖地図を構築できた。

３）組換えきのこの追跡方法の開発では、 量を基にしたきのこ菌糸体の推定法として、胞子ＤＮＡ
内部標準法を考案した。環境中の土壌からきのこ菌糸体を回収する場合、土壌条件によって回
収率が大きく異なるが、既知量の胞子を土壌試料に添加することにより回収率を容易に推定で
きるようになった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
シイタケの 判別法の確立、連鎖地図の構築、輸入シイタケの系統解明、遺伝子組換えきＤＮＡ

のこの環境リスク評価法の開発は、中期計画に沿って順調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

シイタケやヒラタケの品種判別の絶対指標として活用するためのデータベースの構築が進捗し
た 連鎖地図の作製では 新たに 遺伝子マーカーをマッピングすることができ 合計で の。 、 、１６０ ２６０
遺伝子座を配置し つの連鎖群に分かれる連鎖地図を構築できた。 量を基にしたきのこの９ ＤＮＡ
菌糸体の推定法として、既知量の胞子を 調製試料に添加する胞子内部標準法を考案した。ＤＮＡ
以上の結果から、年度計画を達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
評価結果の理由
１．着実に進められている。
２．平成 年の種苗法改正により、関税定率法の施行と相俟って育成者権を侵害する不法な植物１５

（含きのこ）の輸入は、税関で輸入禁止措置をとる。森林総研ではかねてより、 解析にＤＮＡ
よるしいたけ品種の識別や、輸入しいたけの解析等実績を上げていることを評価する。

３．植物新品種の保護に関する研究会では、加工品についても権利範囲が及ぶ方向で今後の法改正
を進める予定、きのこ業界とくにしいたけ産業界では、品種同一性の判定手段として、標準化
された 判別（識別）法が公表されることを待ち望んでいる。ＤＮＡ
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評価シート（指標）
実行課題番号：キイ２ｄ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向
キ 森林の新たな利用を推進し山村振興に資する研究
指標（実行課題 ：環境浄化資材としての木炭の利用法の開発）
１．中期計画と達成目標

中期計画の木炭の持つ様々な機能の中で、家屋の環境調整材としての機能、また土壌中の生物
圏の改善機能、河川の汚染除去材としての機能を評価する技術を開発する。

２．主な成果
１）木炭を用いた水質浄化作用は窒素系の汚れに対して効果があるが、原料樹種の選択および製炭

温度条件が重要であることが判明した。
（化学的酸素要求量）の低減にはカラマツ、スギ炭が、亜硝酸態窒素については、アカＣＯＤ

マツ、カラマツ、コナラ炭で吸着性が高かった。アンモニウム態窒素の低減能は、すべての炭
試料で効果が見られたが、リンの除去効果はどの木炭でも見られなかった。

４００ ＣＯＤ ８００カラマツ炭の生成温度による差については、 ℃の炭では 値の低減効果が無いが
℃では原水の ％程度にまで減少した。また亜硝酸態窒素、アンモニウム態窒素においても４０
生成温度が高い炭ほど高い除去能力を示すことを明らかにした。

２）植物と竹炭の併用による水質浄化機能について、全窒素分はタカサゴザクラにおいて植物単独
より竹炭を併用した方が低減効果が 割ほど向上したが、シダレザクラにおいては低減効果は１
認められなかった。全リン分においては両サクラ共に低減効果の向上は認められなかった。ま
た、ペパーミントと竹炭との併用による窒素分の低減効果の向上は認められたが、リン分に対
する低減効果はほとんど期待できなかった。

３．成果の利活用
環境保全のための諸活動において木炭を利用する際の指針となる成果が得られた。すなわち、

木炭を用いた水質浄化作用は窒素系の汚れに対して効果があるが、用いる炭の原料樹種の選択お
よび製炭温度条件が重要であり、木炭生成を高温で行うことが必要である。リン分に対する低減
効果は期待できない。これらの点に留意して、水質の浄化に木炭を活用することができる。

４．残された問題点
環境保全のための木炭の用途開発は、地域経済に貢献するだけでなく、里山林の整備のために

も重要であるので、現場での活用拡大を推進、支援する必要がある。

： ％（前年度までの達成度： ％）５．中期計画に対する成果の達成度 １００ ５０
限られた期間、経費での研究開発であり、中期計画の目標は達成したと判断する。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

環境浄化資材として木炭を利用する場合の指針となる結果が得られたので達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等

． 。 、１ 多面的な木炭利用法の開発を今後も継続するよう期待する たとえば環境浄化資材だけでなく
新素材、バイオ、エレクトロニクス、ファインセラミックスなども含めて、企業との共同研究
も視野に入れて行ってはどうか。

２．着実に進められ、目標を達成していると判断されるが、単に機能評価と利用法開発に終わらせ
るのではなく、次期において、より実践的な場での環境保全対策としての活用方法の調査展開
が望まれる。
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平成１６年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応
（キ） 森林の新たな利用を促進し山村振興に資する研究

開催日平成１７年２月９日
項目 指摘事項 対応結果

実行課題について
キア１a インベントリーの中間集約が示されていない。 新たに確認された動物も含め、これらの一覧と里山

での動植物の多様性、相互作用を解説した「里山の
生きもの（仮称）」の小冊子を作成する。これらは調
査地域の中学・高校生の理科・社会科用教材とし
て、また地域の自治体、各種団体も配布の対象とし
て検討中である。

キア１a 生物的要因制御指針のイメージが浮かばない。 具体的には、里山保全・維持を阻害する要因となる
生物（ここでは昆虫、ほ乳類）の影響、また、里山林
の更新に寄与すると考えられる生物（ネズミ類）の役
割を明らかにする。例として、アカネズミのタンニン馴
化、食餌選択などによる生存の戦略方法などを明ら
かにした。

キア１d 特定の地域を取り上げる理由が相変わらず不 この地域研究から、里山林が立地に応じて多様な森
明である。 林タイプを持つこと、種子繁殖の早熟性がコナラの

個体群維持に重要であること、萌芽更新能力のサイ
ズ依存性はコナラ亜属の中でも種間差があり、萌芽
林施業にはこの点についての注目が必要であること
などの重要な知見を、全国で初めて明らかにした。こ
のことにより、全国的な調査研究が進んでいない分
野においては、地域研究が有効であることを示した。

キア２a 音については、森林の取り扱いにつながるよう、 今年度は広葉樹林、針葉樹林で風の音を実際に録
森林の広さや林相、景観要素の違いに対応し 音し、その音を聞いた時の気分の変化を脳活動と主
た音を拾わないと実用的ではないのではない 観評価で調べた。針葉樹林では快適でも不快でもな
か。 いと評価され脳活動も変化しなかったが、広葉樹林

では、快適と感じ前頭前野の脳活動も有意に鎮静化
することが分かった。

キア２c 自然資源の中身を分類して考察する必要があ 順次研究計画に沿って進捗している。
るのではないか。

キア２c 森林整備指針を解析して、それをどうするの 順次研究計画に沿って進捗している。
か。
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平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（キ）森林の新たな利用を促進し山村振興に資する研究

開催日平成１７年２月９日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
キア１b 技術的個別経営の観点からの解析からだけで ランドスケープにおける環境と社会の相互関係を地

なく、経営や里山集落の社会、経済的な観点か 図情報に基づいて解析する予定である。これによっ
らのランドスケープ維持、変容要因の分析を望 てランドスケープの変容を、里山集落の社会的な要
む。 因と関連付けて分析できると考えている。

キア１c 里山の保全・管理手法の開発・提案に向けて、 より実践的な調査方法の検討を続ける。まず、山城
より実践的な調査方法、知見の活用に関する検 試験地での調査結果と成果の利活用をわかりやすく
討が望まれる。 解説したパンフレットを作成し、広報する予定である。

キア1ｄ 調査をどのように解析し、また里山の木材生産 都市近郊・里山林での木材生産機能を森林資源とし
機能をいかに位置づけて、今後の取り組みを提 て利用する視点をより明確にして、アンケート調査の
案していくかについて、視点を明確にする必要 解析を進めるとともに、都市近郊の森林資源の把握
がある。 を行っていく。

キア２a 「森林浴」に快適性増進の効果があったと結論 実験条件を明確にした表現を心がける。今回の例で
づけるのではなく、どのような森林で、どのよう は、広葉樹二次林と市街地で、２０分間の歩行や座
な（森林浴）活動をしたときに、どのような効果、 観を行い、血圧の低下等の生理反応によって、森林
差異があったというように、条件を明確にしてお ではリラックス状態になることが認められた。
く必要がある。

キア２c 年度計画の成果中、森林管理整備水準の手法 山岳型森林レクリエーションエリアの管理・整備と良
に関して何がなされ、その結果がどのように活 好な自然景観とのバランスを考慮してゾーンを区分
用される可能性があるのか、必ずしも明瞭では する手法を提示した。レクリエーション林管理者の整
ない。 備方針として活用することを目的としている。

キア２d 単に「教育効果」があったとするのではなく、「教 結果の記述に当たっては、「教育効果」等の概念を
育効果」について、より詳細な概念規定が必要 明確にしたうえで、より具体的に記述するように努め
である。 る。

キイ１ａ 里山の野鳥、小動物、きのこ、筍、山菜等を最 現状では食文化を取り扱う態勢がない。共同研究と
近の知育、教育、体育の次に来る食育にどう結 してはあり得るので、次期中期計画の検討課題とし
びつけていくか、また、中山間地、里山での伝 たい。
統的な食文化についても、研究方向の切り口と
して表明されると良いのではないか。
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キ分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

（ア） （イ）評価単位
里山・山村が有す 伝統文化や地域全分野に対

る多様な機能の解 資源を活用した山キ する割合

明と評価 村活性化手法の［％］
開発

135,034 7 ％ 111,269 23,765予算［千円］
(71 ％) (72 ％) (68 ％)（受託プロジェクト

研究費の割合）
［％］

22.6 6 ％ 15.3 7.3勢力投入量
（人当量）［人］

16 10 ％ 14 2委託研究
機関数

35 8 ％ 26 9研究論文数
92 8 ％ 86 6口頭発表数
6 4 ％ 6 0公刊図書数
92 13 ％ 63 29その他発表数
1 7 ％ 1 0特許出願数
1 3 ％ 1 0所で採択された

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
（１）研究の推進方向

森林の新たな利用を促進し山村振興に資する研究キ

第２－１－（１）－キ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ
②区分 ト①

◎ 100 1キア１ａ 都市近郊・里山林の生物多様性評価のための生物インベントリーの作成

◎ 100 1キア１ｂ 人と環境の相互作用としてとらえた里山ランドスケープ形成システムの解明

◎ 100 1キア１ｃ 都市近郊・里山林における環境特性の解明

○ 80 1キア１ｄ 都市近郊・里山林の管理・利用実態の解明

◎ 100 1キア２ａ 自然環境要素が人の快適性と健康に及ぼす影響評価

◎ 100 1キア２ｂ２ スギ花粉暴露回避に関する研究

◎ 100 1キア２ｃ 保健休養機能の高度発揮のための森林景観計画指針の策定

◎ 100 1キア２ｄ 森林の環境教育的資源活用技術と機能分析・評価手法の開発

◎ 100 1キイ１ａ 地域伝統文化の構造解明

◎ 100 1キイ２ａ 有用野生きのこ資源の探索と利用技術の開発

◎ 100 1キイ２ｂ きのこの病虫害発生機構の解明

◎ 100 1キイ２ｃ きのこの新育種技術の開発

◎ 100 1キイ２ｄ２ 環境浄化資材としての木炭の利用法の開発

（指標数：１３、 ウェイトの合計③：１３ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １２８０（ ）
＝ ＝９８（％）

ウェイトの合計③ １３

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０
半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会
ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：クア１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標(実行課題)：リグニン、多糖類等樹木主成分の効率的分離･変換･利用技術の高度化
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

リグニン・炭水化物結合体の構造を明らかにし、その反応特性から新しい成分分離技術を開発
する。クラフトパルプのオゾン漂白過程での、セルロースの粘度低下抑制法を開発する。リグニ
ンの液化反応機構を解明し、木材の液化法を改良するとともに、液化物の利用法を開発する。今
後クラフトパルプの漂白に多く用いられる二酸化塩素及びオゾンの排水成分を明らかにし、環境
負荷物質の低減化を図る。 ）の成果を適用して、オイルパーム等未利用木質バイオマス資１～４
源の繊維化技術及び素材化技術を開発する。開発された技術は、民間企業等との共同研究等によ
り実用化を図る。

２．年度計画
１）針葉樹材中のリグニン・炭水化物結合体の結合様式を明らかにする。
２）クラフトパルプのオゾン漂白排水の性状を明らかにする。
３）オイルパームのオイル成分からポリオールを製造する技術を確立する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）アカマツ材中のリグニン・炭水化物結合体は、ほとんどがヘキソース とリグニンのベンジＣ6

ル位で結合していることを明らかにした。
２）オゾン漂白排水中には、有害化学物質であるホルムアルデヒドとメタノールが含まれているこ

とがわかった。ホルムアルデヒドはオゾンのラジカル反応によって生成しているものと推定し
た。

３）パーム油から、 鎖を主とするトリグリセリドの場合 ％、 の場合 の高変Ｃ１８ ８６．５ Ｃ１６ ６０．９％
換収率でモノグリセリドを得た。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
リグニン・炭水化物結合体については、その構造をより具体的に明らかにしてきた。オゾン漂

白排水中の有害物質についても、その性状を明らかにしてきた。パームオイルからは、ポリウレ
タン原料となりうるポリオールの製造法が開発された。以上、中期計画に対し予定どおり進捗し
ている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

いずれの構成課題においても着実に年度計画どおりの成果が出ており、バイオマスの新しい利
用法を開発、漂白工程における環境問題に対して新たな警告を行う、など学術的に重要な知見を
得ることもできたので、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．十分順調に研究が遂行されており、基礎科学的にも非常に興味深い結果が得られている。今後

は、これらの成果を実用化研究につなげて行くことにも、一層の努力を傾けて頂きたい。
２．中期計画に対する達成度について、リグニンとヘミセルの結合形態、クラフトパルプ廃液のオ

ゾン漂白におけるホルムアルデヒド等の生成機構、パーム油からのモノグリセリド変換など、
興味深い結果が得られていることが認められる。

． 、 、 、３ 中期計画終了時に木材液化物の利用法を開発するとあるが 経済性 競合するものとの比較等
総合的な検討が必要であろう。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：クア１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：樹木抽出成分の有用機能の解明と利用技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

樹木抽出成分の化学構造、反応特性、有用機能、構造・機能相関が解明され、大学、公立研究
機関、民間企業との共同研究等を通じて、抽出成分の利用技術に役立てる。

２．年度計画
１）タンニンの蒸煮処理抽出物の化学特性、重金属吸着能、アンモニア変性挙動を解明する。
２）樹木の耐久性関連成分の生物活性及び構造活性相関を解明する。
３）抗微生物性・ 結合性光増感化合物の単離・構造決定を行う。ＤＮＡ
４）心材成分の酵素・化学反応特性を解明する。
５）蒸煮爆砕バガスからの抗酸化活性成分の同定を行う。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）蒸煮処理における縮合型タンニンの変性挙動として、フラボノイド構成単位間結合の開裂、再

縮合、立体異性化反応が示唆された。タンニンを土壌に混入することにより、サトイモのカド
ミウム含有量を ％以上減少させることができた。タンニンをアンモニア水処理すると、 環５０ Ｂ
の 位にアミノ基が導入された。４’

２）これまでに単離したリグナン類のカワラタケに対する抗菌性を検定した結果、フロフラン骨格
が活性に寄与する部分構造であり、ピペロニル基があると更に活性が強くなると考えられた。

３）ブラックビーン心材からイソフラボン化合物（bowdhichione）を単離同定した。本化合物は光
照射下で抗微生物活性が増大するとともに、 分解制限酵素に対する阻害作用を示した。ＤＮＡ

４）キバチによる辺材変色部から、セクイリン のモノメチルエーテルを単離し、二つの不整炭素Ｃ
の絶対立体配置を決定した。キバチの攻撃に応答して樹体内の酵素反応が改変して生成したと
考察した。

５）蒸煮爆砕処理したバガスには高い抗酸化能を持つフェルラ酸が含まれることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
抽出成分の構造・反応性・機能あるいはそれらの相関について、中期計画どおりに有用な知見

が順調に蓄積されている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

年度計画どおりに、抽出成分の利用技術に役立つ有用な結果が得られているので達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．非常に興味深い結果が得られており、具体的な応用技術として完成されることを期待したい。
２．変性タンニンによる土壌中の有害金属イオンの除去技術は、すぐにも実用化が可能であろう。

かつて多量に使用されていた柿渋に比べて、樹木タンニンの有利性を明らかにする必要はない
か。

３．キバチによる異常材の成分の生理活性は興味深い。リグナン類の抗菌性をカワラタケに対して
調べているが、実用化を想定した場合、褐色腐朽、特に建築材料の腐朽菌に対して調べるべき
ではないか。

４．バガスの蒸煮爆砕によるシナミック酸類の生成は興味深い。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：クア１ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：微生物・酵素利用による糖質資源の高度利用）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

結晶セルロースの分解における酵素および酵素の基質結合ドメインの機能の解明、キシラナー
ゼ酵素の構造と機能の相関の解明、褐色腐朽菌による木材腐朽機構の解明の研究から得られた知
見は、微生物・酵素による基質分解効率の向上やきのこ廃菌床などの未利用な木質系糖質資源の
利用技術の実用化につなげる。

２．年度計画
１）結晶セルロース分解酵素及び基質結合ドメインを精製する。
２）褐色腐朽菌の多糖類分解酵素を解析する。
３）木材腐朽菌の酵素を精製するとともに基質を合成する。
４）モデル系を用いた放射線照射による特性変化を解析する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１） の精製 Iの触媒ドメインおよび結合ドメインの分離精製に成功した。T. viride ＣＢＨ
２）培地に木粉を使用したオオウズラタケの培養ろ液から 種のセルラーゼ（エンド型セルラーゼ３

種とβ-グルコシダーゼ 種）を分離した。そのうち、β-グルコシダーゼを電気泳動的に単２ １
一な状態まで精製した。

３）上記のオオウズラタケのβ-グルコシダーゼについてp-ニトロフェニル-D-グルコピラノシドを
基質として酵素加水分解し、 解析のための反応条件を検討した。ＮＭＲ

４）モデル物質として廃菌床ホロセルロース、ガラクトマンナン、グルコマンナンにγ線照射した
結果すべて低分子化した。ホロセルロースの低分子化はγ線照射による廃菌床の細粒子化につ
ながり、ヘミセルロースの低分子化と相まって酵素糖化率の向上につながったと考えられる。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
木質系糖質資源の利用技術の実用化に繋がる有用な結果が順調に出てきており、本実行課題は

中期計画どおりに進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

木材腐朽菌及びその産生する酵素について有用な基礎的知見が得られるとともに、木質資源の
酵素糖化前処理としてのγ線照射の有効性が明らかとなり、年度計画どおりに研究が進んでいる
ので達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (１) (２) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．個々の課題の年度毎の達成がどのように実行課題全体に貢献するかについて明確でない印象を

受ける。
２． やオオウズラタケのセルラーゼ系酵素に関した研究は、大変興味深い。しかし、多糖T.viride

分解酵素を用いて木質を糖化する場合、その実用化には不利な点もある。例えば、酵素を得る
には培養を行なわなければならないが、通常比熱の大きな水を加熱する必要があるなどの不利
な点もあり、今後の検討課題も残されていると感じた。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：クア１ｄ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ： セルロースの高次構造形成と生分解機構の解明及び高度利用技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

セルロースの新規高次構造形成技術の開発及びセルロース系機能性材料や機能性膜の開発で得
た科学的知見及び技術的シーズを、セルロース系資源の用途拡大をはかるために音響デバイスの
開発や水浄化技術の開発に活用する。

２．年度計画
） 。１ セルロース系ブレンドテンプレート上でのセルロース生産菌のファイバー生産量の増加を図る

２）水膨潤セルロースに同時二軸延伸を適用したフィルムを調製し、その力学強度異方性と高次構
造の関係を明らかにする。

３）セルロース－色素フィルムを調製し、非結晶領域中の高次構造を解析する。
４）多孔質酢酸セルロース中空糸膜を製造する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１） のセルロース生産量を増加するには、 培地中グルコース量を wt％、シュークＡＹ－２０１ ＳＨ ３．２

ロースを wt％添加することであることが解った。２．０
２）二軸延伸セルロースフィルムのＸ線回折像は均等強度分布を示し、 方向Ｘ線回折パターンか３

ら面配向状態にあり、配向と物性がバランスしたセルロースフィルムであることがわかった。
３）色素・セルロースブレンドフィルムを延伸すると、延伸倍率の増大とともに偏光度は増加し、

倍延伸では偏光度は であった。このことからグルコースリングは垂直ではな２ ７０．１～７４．４％
く、やや傾いていると推察した。

４）脱アセチル化酢酸セルロース中空糸膜モジュールは常温付近（ ℃）では高圧型逆浸透膜相４０
当の透水速度が得られ、 ℃にては約 kg/m2・day の高透水速度が得られた。７０ ４２０

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
セルロースの構造や物性に関する基礎的知見が順調に得られているとともに、用途拡大に繋が

る技術開発も進んでいる。中期計画は予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

セルロース膜を用いた浸透気化捕水システムで特許出願や、中空糸膜の開発、キトサンを構築
ベースとする除湿膜開発など特許申請に向けた有用な成果が得られているので、年度計画は達成
とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．セルロ－ス系資源の有効な利用の途を拓くことは、バイオマス利用の最大の課題であり、本課

題に対する期待は大きい。抜本的な切り口の研究と成果を期待したい。
２．セルロース系フィルムがどのような分野に応用される可能性があるかにふれた方が良い。
３．セルロースの構造を制御し高機能化することがかなり可能性を帯びていると感じた。実用化に

関する検討を期待したい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：クア２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：液化、超臨界流体処理等によるリサイクル技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

加溶媒分解反応や微生物利用による新しい木質系廃棄物の総合利用や有用化学原料の提供が期
待される。超臨界流水／亜臨界水、超臨界メタノールを用いた木質廃棄物からの有用化学原料や
燃料への変換技術に活用する。 化学変換（部分燃焼ガス化）では木材廃棄物をエネルギー源Ｃ１
とする新たな小規模分散型エネルギー供給システムの開発のツールとして自治体等でのバイオマ
スエネルギー利用計画に活用する。

２．年度計画
１）未利用木質資源を対象に、植物由来の複合材料化の手法を開発する。
２）超臨界・亜臨界水処理についてはコスト・エネルギーの最適化をさらに進めるとともに、反応

器をスケールアップさせ、実用化のためのデータを採取し、プラント化に向けた技術提案を行
う。

３）木質バイオマスのエネルギー利用に当たっての利用システムの評価手法を構築する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）パーム油をエステル化反応による調製したパームオイル･ポリオール（ ）に対し、粉末ＰＯ－Ｐ

化したオイルパーム空果房繊維（ ）を混合し、イソシアネートによりポリウレタン複合ＥＦＢ
体（ コンポジット）を調製した。ＰＵ

） 、 、 、２ 反応器のサイズをスケールアップ 木粉仕込量を前年度の 倍増加させ プラント化に向けて６
のコスト・エネルギーの低減を検討した。その結果、圧力を MPaから MPaまで低下させて２５ １５
も、同程度の高い糖収率を維持することができ、単位木粉量に対する水使用量も前年度に比べ
て約 に削減することができた。亜臨界水処理工程では水を加熱するのに必要なエネルギー１/３
が消費エネルギーの大半を占めており、水使用量のさらなる削減でコスト・エネルギー収支の
大幅改善が見込まれた。

３）バイオマス発電について、聞取り調査より kW～４ kW規模の施設における設備費、１，０００ ，０００
所内動力比率を算定した。その結果、 kWで設備費 億円、所内消費動力 ％、 k１，０００ ８ ２０ ３，５００
Wで設備費 億円、所内動力 ％であった。前年度までの原料の収集にかかる経済的コストと１５ １５
エネルギー消費の試算結果とこれらの結果を踏まえ、木質原料の伐採、収集、搬送、原料化、
エネルギー化に至る経済性並びに環境負荷（エネルギー消費）を評価するパラメーターが得ら
れ、木質バイオマスのエネルギー利用における規模別、原料別、手法別の評価手法のツールが
得られた。

： ％（前年度までの達成度 ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
パーム油から作ったポリウレタンと繊維との複合化。パイロット化に向けてのコスト、エネル

ギー収支を考慮しての亜臨界水による木材の高速糖化、木質バイオマスのエネルギー利用におけ
る規模別、原料別、手法別の評価手法のツールが得られ実用化に向けての研究が進展している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

コスト、エネルギー収支を考慮しての亜臨界水による高速糖化条件の検討、木質バイオマスの
エネルギー利用における評価手法のツールが得られ実用化に向けて研究が進展し、年度計画は達
成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳(人) (１) (２) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．バイオマスエネルギーの評価手法の開発の項目で液化、超臨界流体処理の経済性評価を行って

いただきたい。
２．パームオイルポリオールと空果房を混合したポリウレタン複合体とクア１aのポリウレタンと

の関連性について熱量や経費の面もあわせて述べた方がよい。
３．未利用パーム材については空果房繊維を取り上げているが、樹幹の利用はどうか。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：クア２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：炭化及び堆肥化による高品質資材化技術の開発）
１．中期計画

木材廃棄物等の再資源化による資源の有効利用を目的として、オゾン処理による堆肥化促進、
炭化、腐朽菌による堆肥化を検討し、効率的な再資源化技術を開発する。開発された技術を、環
境負荷低減化対策や有機農法等に活用する。

２．主な成果
１）ほとんど腐朽しないスギ心材においても、オゾン酸化により白色腐朽菌カワラタケによる腐朽

促進が確認された。スギ木粉やスギ樹皮はオゾン酸化により陽イオン交換容量（ ）が増ＣＥＣ
加し、堆肥化も促進され、モデル堆肥化実験では２ヶ月の処理で堆肥化が一応達成されること
が確認された。また幼植物試験では、生育障害は特に確認されなかった。
スギチップに対する腐朽試験を行った結果、オオウズラタケ、カワラタケ、ヒイロタケにおい
て、重量減少が認められ、その減少率は接種 日後それぞれ平均 、 、 で１２７ ３８．７ ２１．９ １６．０％

。 、 。あった 腐朽能力の温度依存性を検討した結果 でそれぞれ最も高かった３５℃、３０℃、４０℃
２）木酢液の有する抗酸化活性はメトキシル化フェノール類が強く、特にシリンゴールの4-メチル

化体が最も強く、木酢液の抗酸化活性の中心的要因を担っていると考えられた。木酢液の抗シ
ロアリ機能が明らかにされた。木酢液の主要なヘッドスペース構成成分であるフルフラール、
酢酸、酢酸メチルエステルは、植物成長抑制活性が顕著であった。

３．成果の利活用
オゾン酸化処理は、悪臭軽減効果や堆肥化促進効果があるので、家畜排泄物の堆肥化に有望で

あり、実用化に向けた技術開発が重要である。
木酢液は様々な品質の商品が出回っているが、機能性の科学的データが乏しく、市場の混乱や

需要拡大の隘路となっている。得られたデータは、高品質の木酢液を製造するための基礎資料と
なる。

林地残材を木材腐朽菌により低コストで分解する技術は、林地内で堆肥化を促進するための基
礎資料となる。

４．残された問題点
オゾン前処理等による堆肥化促進のモデル実験を実用レベルのするためには、大量の試料で実

験を行う必要がある。木酢液の品質向上のために、機能性物質の特定、製造条件の解明が必要で
ある。

： ％（前年度までの達成度： ％）５．中期計画に対する成果の達成度 ９０ ６０
堆肥化促進や、木酢液の機能性成分について多くの知見が得られたが、中期計画の途中年度で

プロジェクト課題が打ちきりとなり、資材化技術の開発には至らなかったため、実行課題の終了
時点での中期計画に対する達成度は ％に止まった。９０

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

実験室規模での堆肥化技術、木酢液の抗酸化能、シロアリ防除機能、植物成長コントロール機
能、各種腐朽菌を用いて林地での堆肥化等の基礎的研究は全てなされたが、炭化・堆肥化による
資材化技術の開発には至らなかったため、おおむね達成と評価した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (１) (２) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．堆肥化技術では、堆肥化が容易ではないと思われるスギ材に対し、オゾン前処理を加えること

で有意に促進されることを見出したことは、今後の実用研究の成果を確信させるもので評価し
たい。

２．今後は本研究と平行して市販の木酢液のレベルや機能を明確にしていただきたい。これまでの
基礎研究を元に現場での応用を推進して欲しい。

３．木酢液について、抗シロアリ活性ありとする結果を得ているが、以前に山野によって、効果な
しとする報告があった。また、耐候性について検討しているのか。
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評価シート（指標）
実行課題番号：クア２ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：化学的、生化学的手法によるバイオマスエネルギー変換技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

低コストで投下エネルギーの少ない、木質バイオマスの酵素糖化前処理技術及び酵素糖化技術
を開発し、木質資源からのエタノール生産技術の実用化を計る。また、糖化残渣のガス化を行う
ことにより、資源の総合的なエネルギー化のための実用化技術を開発する。

２．年度計画
１）オゾン処理の前段の粉砕処理法を確立し、オゾンの浸透性を改善することにより、オゾンの効

率的反応条件を決定する。
２）糖化残渣からのエネルギー回収も視野にいれ、オゾン処理条件の最適化を図る。
３）セルラーゼの基質結合ドメインの有無が吸着性に与える影響を明らかにし、吸着を抑制して酵

素の活性を向上させる試薬のスクリーニングを行う。
４）マイタケ生産の効率化並びに廃菌床利用のための最適培養条件を明らかにする。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）オゾン前処理スギのこ屑でも、乾燥工程により糖化率が減少し、その後の粉砕工程で糖化率は

回復した。プラントレベルにおいても、投入オゾンほぼ がのこ屑との反応に消費され、１００％
糖化率の向上が確認された。 kg/hrの処理能力を持つ湿式リアクターを製作した。５０

） 。２ オゾン前処理スギのこ屑の糖化残渣総発熱量は前処理の進行に伴ってほとんど変わらなかった
３） 種類の界面活性剤を比較したが、 が最も成績が良かった。バッチ分解法で未使用１２ Ｔｗｅｅｎ２０

の場合と比較すると 倍の糖生産量をした。１．５
４）コーンブランをデンプンに置き換え、培地中の窒素含量を まで低下させ、コーンブラン０．２％

添加量を半分にし窒素含量を ％程度にした範囲では、子実体生成量はコントロールに遜色０．５
なかった。 種の グルカナーゼ遺伝子を酵母菌において大量発現させ、組換え酵素を生３ β-1,3-
産した。廃菌床試料に対してエンド-およびエキソ-グルカナーゼ（GH16およびGH55）を作用さ
せるとグルコース生産に対して相乗性を示した。 種の グルカナーゼを 菌３ β-1,3- Phanerochaete
由来セルラーゼに添加して廃菌床グルカンを処理すると初期糖化効率が著しく増大した。

： ％（前年度までの達成度 ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
酵素糖化効率を上げるためのオゾン前処理をプラントレベルで行うため、湿式リアクターを製

造するなど、中期計画に沿って順調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

オゾン前処理段階での微粉化、乾燥等の履歴の影響、 Kg/hr湿式リアクター製作、界面活性５０
剤による 倍の糖化向上、グルカナーゼとセルラーゼ処理による糖化効率の向上などの知見が１．５
得られ、今年度の目標は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：１ 無修正：２
意見等
１．酵素糖化前処理としてのオゾン処理が非常に効果的であることは、実用化の可能性を感じさせ

る。
２．種々の前処理で木質が酵素糖化されやすくなることは認めるが、今までに行われたこの種の研

究成果はほとんど実用化していない。なにが障害かを検討することやクア１ｃの課題との関係
を整理する必要はないか。
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評価シート（指標）
実行課題番号：クア３ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：環境ホルモン関連物質生成機構の解明及び拡散防止技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

国公立農業試験場等での圃場試験に供し、農耕地からのカドミウムの流出・拡散の抑制及び大
豆等の農作物中のカドミウム含有量の低減に活用する。また、パルプ漂白における適正な二酸化
塩素添加率を提示し、紙パルプ業界における環境負荷の少ないパルプ製造法を開発する。また、
各種木質系廃棄物の燃焼で発生するダイオキシン類の生成量を解明し、その生成量抑制法を開発
する。

２．年度計画
１）塩化ナトリウム濃度とダイオキシン類生成量との相関を明らかにする。
２）木材防腐剤又は木材保存剤が、ダイオキシン類生成に与える影響を解明する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）塩素濃度の高い個体に相当する塩素濃度 ppmでバッチ式燃焼試験を行ったところ、平均的５００

な塩素濃度の個体( ppm)の場合と違いは見られなかった。水中貯木材に相当する ppm５９ ５，０００
では一次燃焼室出口でダイオキシン類生成量が増加したが、小型焼却炉での規制値 ng-TEQ/N５
m は超えなかった。3

２）市販の木材防腐剤を表面に塗布した木片を用いて燃焼試験を行った結果、これらの木材防腐剤
によるダイオキシン類生成増加への関与は見られなかった。水溶性フェノール接着剤、ユリア
接着剤が使用された合板の燃焼試験の結果、ダイオキシン類の生成が確認されたが、生成量は
微量であった。メラミンユリア接着剤の場合には、先の 接着剤と比べて、やや大きい値を示２
した。本接着剤が含まれる合板を焼却する場合には、高温( ℃以上)で焼却を行う必要があ８００
ると考えられた。木材防腐剤が含まれる木片および接着剤が含まれる合板を燃焼させた場合の
ダイオキシン類の生成量は、ポリ塩化ビニルを燃焼させた場合に発生するダイオキシン類の生
成量に比べ、はるかに少量であった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
天然木及び木質材料の燃焼時に生成するダイオキシン類について、貴重なデータが得られ、中

期計画どおりに成果が上がっている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

食塩含有天然木及び種々の木質材料の燃焼時のダイオキシン生成量に関する貴重なデータが年
度計画どおりに得られているので、達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．この関連の研究では、実験結果の再現性、信頼性の確立が最も重要であり、これなくしてはほ

とんど意味を持たないともいえる。そのような観点からみると、この課題では非常に緻密な検
討によって信頼性高い結果が得られており、高く評価したい。

２．ダイオキシンの規制値を常に表示し、木質系廃棄物からのその生成量について述べ、ほとんど
問題のレベルでないことを明確に示せばよい。燃焼する場合の寸法、構成についていろいろ実
際現場に近い条件を想定して確認して欲しい。

３．木材の燃焼でダイオキシン発生量が極めて少ないことは喜ばしいことである。防腐木材に関連
して、組成が明らかでない市販防腐剤を用いて実験を行うことに疑問を感じた。
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評価シート（指標）
実行課題番号：クア３ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：木材利用のライフサイクル分析）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

木材利用のライフサイクルにおける炭素貯蔵・排出量及び廃棄物量について、科学的・統計的
データを収集・分析し、定量的に評価する。京都議定書への対応を行う環境省や、建設リサイク
ル法の主務官庁の一つである農林水産省に、これらの結果を受け渡す。また木材循環利用促進の
環境的重要性を啓発するために用いる。

２．年度計画
１）木材フローモデルにより木材炭素貯蔵量の評価をするとともに省エネ効果・エネルギー代替効

果の定量化を行う。
２）木質系残廃材の再資源化システムを提案する。
３）我が国に存在する木材製品炭素量の推計値を示し、現実的な調査手法を提案する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）昨年度の試作モデルでは不完全だった将来の国産材率が変化した場合の大気フロー法の評価結

果が得られた。木橋代替による省エネ効果の試算、建築解体材のエネルギー価格の解析を行っ
た。

２）残材の見かけの比重が 以下の場合、輸送コストの差が生じることが分かった。これまで不０．２
明確であった家具工業の残材量と家具廃材量は 年で 万m と 万m と推計された。木２００１ ６０ ２５７3 3

部、樹皮、枝、葉の窒素、リン、カリウムの比率を診断モデルに新たに組み入れた。これらの
結果と１）の木材フローの課題の結果から再資源化システムが提案できる。

３）変動解析の結果、木製品等での炭素固定量（ストック）は、 年の 億トンから 年１９７０ １．３ ２００２
約 億トンへと増加し、うち建築物中の固定量の割合は 年の ％から 年 ％に１．９ １９７０ ８２ ２００２ ９５
増加していた。建築物は固定資産概要調書により、家具等は寿命解析により、我が国の木材炭
素ストック量を評価できることを示した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
木材利用における炭素貯蔵量・排出量及び廃棄物量について、データの収集や定量的評価が中

期計画どおりに順調に進んでいる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

省エネ効果及びエネルギー代替効果については、まだ充分な成果が出ていないが、プロジェク
ト課題であり、今年度に成果の発表を予定している。その他については年度計画どおりに進捗し
ているので、達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．地球環境との関係で、木材の適切な利用は今後とも大きな関心をもたれる課題である。この課

題が木材利用のもつ意味を総合的に明らかにしてくれることを期待したい。
２．省エネ効果、エネルギー代替効果に関する結果が待たれる。
３．地味な研究であるが、出来るだけ資料を収集し、進めて欲しい。また環境負荷に対する本研究

の木質系データは他の分野に比べどの程度か紹介していただくともっとわかりやすい。
４．従来、木材利用技術に関わる研究例が理化学的な検討に終始していたことを思うと、利用技術

の実現には、この種の研究がより活発になされるべきであると感じた。
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評価シート（指標）
実行課題番号：クイ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：複合化のための接着技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

低ホルムアルデヒド放散型接着剤の硬化機構を解明して、その開発指針を整備し、低ホルムア
ルデヒド接着剤を開発する。成果は、木質材料の 規格における低ホルムアルデヒド製品ＪＡＳ･ＪＩＳ
の普及に活用する。木材の 放散特性と快適性増進効果を解明し、木材産業における木材のＶＯＣ
需要拡大となる指針として行政が活用する。木質材料の接着耐久性評価・予測手法を開発し、使
用環境における木質材料の接着耐久性に関する資料を蓄積することにより、構造用分野での木質
材料の新規利用を加速する。木質材料の化学物質放散特性を解明し、木質材料に関するＪＡＳ規
格及び 規格に反映する。さらに、建築基準法等シックハウス対策の施策に活用する。ＪＩＳ

２．年度計画
１）木材液化物接着剤を用いた合板のホルムアルデヒド放散特性を解明し、低ホルムアルデヒド型

接着剤による合板の接着耐久性を解明する。
２）国産無垢材及び特殊合板（表面加工合板）の化学物質放散量を解明し、各製造工程における単

板・合板の化学物質放散特性を解明する。
年度計画目標値： ％３０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）木材液化物を接着剤として用いた合板はホルムアルデヒド放散が極めて少なかった。市販の低

ホルムアルデヒド合板、及び市販の非ホルムアルデヒド合板の屋外暴露試験による接着耐久性
は、従来品と同等以上であった。

） 。 、２ 無垢木材 樹種及び各種木質建材について 放散性状を解明した のF☆☆☆☆製品は１８ ＶＯＣ ＪＡＳ
建築基準法で規制対象外となる放散性能を有していた。無垢材から放散される化学物質として
低濃度のα-ピネン、リモネンの生体に対する生理効果を解明し、さらにヒノキ材スライス片
から揮発する成分のダニ行動抑制効果を解明した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ６０
木材液化物接着剤を用いた合板のホルムアルデヒド放散特性や各種木質建材について 放ＶＯＣ

、 、 。散性状を解明したことから 予定以上の成果であり 中期計画の達成に向け順調に進捗している

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

、 、全体として計画どおり推進されている上に 市販木質製品の 放散性状の解明がなされてＶＯＣ
行政及び関連業界への受け渡しのための成果報告会も実施されているので、計画以上の達成があ
ったといえる。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．多くの成果が得られていることは、発表業績の多さからわかる。気になる点は、多数の分担研

究者がそれぞれどのような形でこの研究に関与されているのかが、明らかではない点である。
２．北米、北欧から輸入されているムク材からの 放散を是非検討していただきたい。また木ＶＯＣ

材から放散されるアセトアルデヒド放散について樹種とその量に関するデータを蓄積してほし
い。

３．木材液化物接着剤を低ホルムアルデヒド放散接着剤として使用すべく検討しているが、すでに
市販されている低ホルムアルデヒド放散接着剤を超える性能があるのか、検討が必要ではない
か。
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評価シート（指標）
実行課題番号：クイ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：複合材料の性能向上技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

高い寸法安定性と機械的特性をもつボードの製造技術や、機械特性および遮音性、断熱性に優
れた中空構造を有するボードの製造技術を確立し、また異種材料との複合化等による高性能ボー
ドを開発する。これらの成果は高性能な建築用パネルの製造方法として関連業界が活用する。性
能規定化に伴って重要となった面材料の実大せん断性能を簡便に測定する方法を確立するととも
に、各種面材料のせん断性能のデータを蓄積し、 や 規格に反映する。異種材料を積層複ＪＡＳ ＩＳＯ
合した木質新素材の製造及び性能評価技術を明らかにする。これら成果を高性能な木造建築用軸

。 、材として提案する 構法木造建築物に用いる複合パネル等の製品仕様及び品質性能を明示しＦＰ
構法建築物の改正建築基準法に則した構造計算法並びに設計・施工マニアルを示す。ＦＰ

２．年度計画
１）イソシアネート樹脂を用いた高耐久化ボードの製造と性能評価を行う。
２）ボードの密度勾配の制御による高性能化ボード及び 接合を用いた特殊集成材製造技術をＦＲＰ

開発する。
３）構造用面材料の釘接合部に及ぼす水分の影響を解析する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）ファイバーをアセチル化し、さらにオゾン処理を行う高寸法安定化、高強度 の製造を図ＭＤＦ

った。これらの処理はメラミン樹脂およびフェノール樹脂には効果があることを解明した。
２）熱盤の温度調整とスティーミングの圧力および時間調整、はく離問題をコールドプレスにより

２～３ ＦＲＰ解決し、表裏層に mmの高密度層を有するファイバーボードの製造技術を開発した。
接合を用いた特殊集成材で弾性率が大きく異なる部材の縦接合部における塑性変形について解
析した。

３）各湿度環境下における各面材料の最大荷重に対する比例限荷重の割合は、同一環境下では合板
の方がボード類よりも総じて大きい値を示し、概ね合板は 、ボード類は であること、０．６ ０．５

は低湿環境下では合板と同程度、高湿環境下ではボード類と同程度の値を示すこと、合ＯＳＢ
板およびボード類では、動的弾性係数( )は静的曲げ弾性係数( )よりも小さい値を示すＥｄ ＭＯＥ
ことなど、 と の関係から、 を予測することが可能となることが解析された。Ｅｄ ＭＯＥ ＭＯＥ

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
表裏層に高密度層を有するファイバーボードの製造技術の開発や各湿度環境下での各種面材料

の性能を解析したことなど研究は順調に進捗しており達成度を ％とした。複合材料の技術開８０
発に関する中期計画の達成は可能である。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

複合材料の技術開発に関して、アセチル化による高耐久化、表層の高密度化ボード開発、各湿
度環境下での面材料の挙動解析など、全体として計画どおり推進されているので、達成と評価し
た。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．高性能ボ－ドの開発につながる重要な研究課題と考えるが、順調に成果が得られていることが

理解された。
２．各種ボードは屋外にさらされる状態で使用されるとは考えられないのでの、屋外暴露試験から

どのようなデータを得ることが目的であるか理解しにくい。
３．他分野の課題と異なり極めて実用的であり、研究計画はほぼ達成されていると思う。



- 184 -

独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：クイ２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：木材及び木材表面への機能性付与技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

化学改質、超臨界二酸化炭素処理、機能性塗装、超高圧成型など、各種機能性を付与するため
の環境低負荷型新規ハイテク技術を開発する。開発した技術を民間等との共同研究等を通じて高
付加価値化機能性木質新素材開発の実用化研究を行う。

２．年度計画
） 、 。１ 開発した木質パーテーションの臨床テストを行い 福祉材料への木質の適合性を明らかにする

２）保護性能の向上に適した水性エクステリア塗料及び自然系塗料を選択する。
３）汚れにくい表面の特性を明らかにし、防汚性を向上させる表面処理技術を開発する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）木質パーテーションの要求性能として安全性、可変性（高さ、幅 、収納性（軽量、設営、撤）

収の容易 、加工性（現場で容易に加工 、安価、見栄えが挙げられる。木材を用いることで） ）
これらの要求性能が達せられることを明らかにした。また、各種木質パーテーションの試作と
臨床テストの結果、木質感に対して好印象を持つこと、木材が加工性に優れているためユーザ
ーのオーダーに直接応えたものを手軽に作りやすいことを関係者に知らせた。

２）水性塗料では造膜型よりも含浸型塗料の性能が安定していることを明らかにした。屋外仕様自
然系塗料の中に、保護塗料に匹敵する性能を持つものがあった。自然系塗料で一部アルデヒド
類放散、天然由来成分放散、炭化水素類放散の大きいものがあった。

３）プラズマ処理を行った塗装材は、塗装タイプに関わらず、親水化したため、未処理面と比べて
カーボンブラック( )が付着しにくく、かつ水による洗浄性が向上し、耐汚染効果が認めらＣＢ
れた。塗装表面は造膜・非造膜に関わらず、材内部に の侵入が見られなかったが、無塗装ＣＢ
表面は、表面の凹凸や導管に付着した が洗浄されず、プラズマ処理により汚染率がむしろＣＢ
高まってしまった。塗装表面ではプラズマ処理によって未処理面と比べて水による染料の洗浄
性が向上し耐汚染効果が認められた。

： ％（前年度までの達成度 ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
木質パーテーションの試作と評価、自然系塗料の公正な選択、プラズマ処理による耐汚染効果

で成果が得られ、研究は順調に進捗しており、中期計画の達成は可能である。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

木質パーテーションの試作と臨床テストによる評価、自然系塗料、天然系塗料の性能評価、塗
装表面の防汚技術の開発ができたことから、今年度の目標は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：１ 無修正：２
意見等
１．木質系内装材料、家具などの性能向上の観点から重要な課題である。
２．自然系を含む塗料からの 等についてクイ１aと共同したデータを望む。ＶＯＣ
３ 木材の持つ癒やし効果については興味ある問題であると思う パーテーションの研究では こ． 。 、『

ころ』に関する多くの分野の研究者との協力と成果期待する。
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評価シート（指標）
実行課題番号：クイ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：低環境負荷型耐久性向上技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

建築・土木用材を開発する目的で、天然物利用あるいは熱処理等による生物劣化制御技術を開
発する。木質材料の燃焼性能、防耐火性能を新建築基準法により評価し設計指針等の作成に活用
するするとともに、準不燃・難燃材料や木質外壁材料を開発する。光劣化抑制に必要な基礎的知
見の集積、及び耐候性能基準の明確化により、木材の耐候性能を向上させる淡色系処理の最適条
件を明らかにし、木の美観を活かした高耐候性エクステリア木材を開発する。

２．年度計画
１）天然由来物質のシロアリ行動への作用機作を解明する。
２）木材保存剤によるマツノザイセンチュウ殺虫効果を明確にし、非汚染材製造条件を確立する。
３）難燃薬剤注入処理や防火塗料との組合せによる燃焼抑制効果の性能評価を行う。
４）木材表面の光安定化処理による耐候性向上技術を開発する。
５）超臨界二酸化炭素による薬剤の木材への注入条件を検討する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）カラマツ由来のシロアリ摂食阻害物質を効率的に抽出するシステムを開発した。さらに芳香を

有するカミキリムシ由来の防御物質の同定を行い、当該物質がイエシロアリに忌避作用を示す
ことを明らかにした。

２）マツノザイセンチュウの生存率は保存剤溶液の温度に影響され、温度の低い方が長時間生存し
たが、いずれの場合にも数日以内に完全に死滅した。これらの結果から、生存場所全てに保存
剤を注入できればマツノザイセンチュウを根絶できると考えられた。

３）厚さ mmの木材にリン酸系難燃薬剤を減圧・加圧法に比べて簡易な方法で注入し、所定の薬１５
剤量を固定させた木材に無機系塗料を塗布することで、より少ない難燃薬剤の使用量で不燃材
料、準不燃材料の性能を有する木質材料を開発した。

４）硫酸鉄、塩化鉄等の鉄系金属塩を用いて木材成分と黒色着色反応を行い、その後の透明系造膜
塗装への影響を検討した。硫酸鉄系金属塩水溶液が高い塗膜耐候性を示した。

５）スギ心材に木材保存剤としてナフテン酸銅を仕込み、温度： ℃、圧力： MPa、４０～８０ ２０～３０
時間： hrの処理条件を検討した。試薬は超臨界 にほとんど溶解しなかったが、２．５～３０ ＣＯ２

（ ） 、エントレーナ 供溶媒 としてエタノールを加えたところ試片表面はほぼ均一に着色されたが
内部まで均一に注入させることはできなかった。テブコナゾールや を保存剤として選択ＩＰＢＣ
したところ、テブコナゾールで高い注入性を得た。

： ％（前年度までの達成度 ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
芳香性の新しいイエシロアリ忌避物質、簡易注入法と塗布法の組合せによる不燃材料の開発、

超臨界二酸化炭素による保存剤注入など中期計画の達成に向け研究は順調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

芳香性の新しいイエシロアリ忌避物質の探索、マツノザイ線虫の殺虫効果、難燃剤注入と塗布
による不燃材料の開発、金属塩による着色技術の開発、超臨界二酸化炭素による保存剤注入の研
究が進展し、今年度の目標は達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：１ 無修正：２
意見等
１．特に、カミキリムシ由来物質がシロアリ忌避作用を有するとの知見は、新しい可能性を感じさ

せ興味深い。
２．超臨界 に供溶媒としてエタノールを加えて、ナフテン酸銅を注入しているが、ナフテンＣＯ２

酸銅は通常の加圧注入で十分に処理可能ではないか。
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評価シート（指標）
実行課題番号：クイ３ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：破砕細片化原料を用いた土木・建築用資材の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

木質系廃棄物の低環境負荷かつ高効率な再利用技術が確立され、ボード類の新たな需要が創出
される。爆裂・爆砕・割裂細片から建築用細片積層材、土木用セメント細片複合材、緑化用細片
編成材などが開発される。廃棄木材および廃棄プラスチックから高耐候性、高耐久性を有する木
質系エクステリア材の製造技術が開発され、リサイクル利用が推進される。

２．年度計画
１）細片化原料を用いた建築用ボードの実用化のためのデータを蓄積し、製品化を促進する。
２）爆裂細片・セメント複合材料の成分分析を行う。
３）外構用ボードとしての耐候性能を評価する。

年度計画目標値： ％３０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）建築解体材を原料とし、密度勾配の小さな、これまでより高い性能を有する の製造技術ＭＤＦ

を開発した。従来の 釘のかわりに 釘を使用することで、 倍程度の性能が得らＣＮ５０ ＣＮ６５ １．５
れ、壁倍率 倍に相当する性能が得られた。４．５

２）爆裂細片・セメント複合材料のセメントの硬化阻害が、硬化促進剤の添加によって抑制される
ことが解明された。

３）再構成ボードの高耐候化のため、表面用木粉－プラスチック複合化物の耐候化を行った。表面
の白色化が抑制され、促進耐候試験 時間（屋外1年分を想定）によっても色差が 以下１，０００ ５
に留まり、木質感が保たれた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ６０
建築解体材を原料とした各種ボードの性能向上に関して多くの知見を得ており、研究は順調に

進捗している。中期計画の達成は十分可能である。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

全体として計画どおり推進されているうえ、ボード表面用の木粉－プラスチック複合化物の耐
候化も進展しているので、達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：２
内訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．木質系廃棄物の再生技術の開発は、重要であり、非常に活発に検討が進められていると理解さ

れた。懸念は、得られた結果が多様な建築解体材一般に適用出来るのかどうかである。
２．建築廃材からの 製造コスト（解体、集配、輸送、製造など）のデータがあるとよい。まＭＤＦ

たなぜ 製造が良いのかの理由を明確に。ＭＤＦ
３．爆裂ボードは、釘などが混在する廃材の小片化として興味深い。実用化に向けての検討に期待

する。
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評価シート（指標）
実行課題番号：クイ３ｂ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：再構成木材の木造住宅への適合化技術の開発）

中期計画終了時の達成目標と成果の利活用1．
高度化した住宅の要求性能に応えられる再構成木材の品質向上、その強度等の物性評価、それ

を建築に安全に用いて高い構造性能、居住性能、耐火性能をもたせる適合化技術を開発する。開
発された技術を、設計指針等の作成、建築性能認証の取得に活用する。

２．主な成果
３０ ＰＢ １５１）厚さ mmの厚物パーティクルボード（ ）は通常床下地材として使用される構造用合板（

mm厚)に相当する性能を有していた。厚物 を用いて高強度の床を造ることが可能であった。ＰＢ
厚物 を用いた軸組構法耐力壁では、通常の住宅と同じ仕様でホールダウン金物を使用したＰＢ
場合には壁倍率増加が見込まれることを明らかにした。厚物 を用いた床は重量床衝撃音遮ＰＢ
断性能に優れていることを実証した。

２） mm厚の の熱伝導率は、ほぼ同じ厚さの他の木質面材料と同程度の値であり、熱流量につ３０ ＰＢ
いても、ほぼ同じ厚さの他材料と同程度であった。他材料の代わりに厚物 を床下地材としＰＢ
て利用する上で、熱的な問題は無いことを示した。

３）厚物 は密度効果により同じ厚さの合板より高い防火性能示す材料であることを明らかにしＰＢ
た。 mm厚さ一枚の板構成では 分間の防火構造基準に合格し、 mmでは 分間の準耐火構２６ ３０ ３６ ４５
造に匹敵する性能を得た。厚さ mmの に mmの合板フローリングを張り、天井側に m３０ ＰＢ １２ １２.５
mの強化石膏ボードを２枚張りした床構造は、 分の準耐火構造の性能を示した。６０

４）接合に用いるビスは製品によって強度特性が大きく異なることを明らかにした。ビス形状は、
全長、頭部長、ネジ部の山径、ネジピッチで代表でき、最大強度、試験許容応力、吸収エネル
ギーはこれらの因子で推定可能であった。

３．成果の利活用
今後の建築学会規準等の改訂に合わせて、本研究の成果を基に再構成木材の活用に関する提言

を行う予定である。また、ここで得られたデータや開発された技術を、設計指針等の作成、建築
性能認証の取得に活用する予定である。

４．残された問題点
本研究で実施した床や壁の実験では、 cm× cmサイズの厚物ＰＢを用いたが、現場にお９０ １８０

ける取り回しなどの作業性の面からもう少し小さなサイズの製品、例えば cm× cmサイズが９０ ９０
要求されることも多い。したがって、このような小さなサイズの製品を用いた場合の強度特性も
検討しておく必要がある。また、住宅のバリアフリー化も強く求められているので、床と敷居の
段差をなくすような工法を採用した場合の強度特性も検討しておく必要がある。

％（前年度までの達成度： ％）５．中期計画に対する成果の達成度：１００ ７０
厚物ＰＢの建築利用に関する全ての課題に関して研究成果を得たので、中期計画に対する達成

度を ％とした。１００

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

厚物 の建築利用に関する全ての課題に関して研究成果を得ているので、当初期待された成ＰＢ
果を得たとして達成と評価した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．木質系廃棄物から十分に信頼性のある、再構成木材が製造可能であることが示されたことは、

非常に意義がある。ここで製造された再構成木材の再度の利用にも問題がないと予想されるこ
、 、 、 。とから 木質資源を相当に長期間にわたり 繰り返し回収 再利用する途を拓いたことになる

２．作業性を考慮し半分の大きさのものを今後考えた工法を進めると同時に、少し軽量化できる方
法を考えて欲しい。

． 。 。３ 軽量達成・高強度材料が使用現場では求められている このような観点からの検討が望まれる
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平成１６年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応
（ク）木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究

開催日平成１７年２月１６日
項目 指摘事項 対応結果

実行課題について
クア２ａ 超臨界水、亜臨界水の作用の相異について明 処理する木粉量を増加し、処理圧力を低減しするこ

らかにして頂きたいし、両者のコスト的な面も含 と、水流量の調整を行うことで、昨年に比較して水使
めて実用化の可能性を明らかにして頂きたい。 用量を１/３に削減した。現有装置の１０数倍規模の
レブリン酸についても、その最終用途とコスト的 ベンチプラント製造に向けて研究が進んだ。
な面も含めた成算を論じて頂きたい。

クア３ａ 木材の燃焼とダイオキシン発生の問題は、重要 ダイオキシン発生を抑制するため、抑制剤である炭
であると思う。単に発生機構の解明にとどまら 酸カルシウムの添加を試みたが、効果は無かった。
ず、むしろ発生機構解明をまたなくても、発生さ オゾン処理と紫外線（ＵV）については、踏み込んだ
せない燃焼法の開発を研究すべきと感じてい 研究に至らなかった。
る。

クイ２ａ この課題の中で、パーテーションに関する検討 行政、心理学者、脳神経外科医の専門家によるパー
に興味を持った。医療や心療の場で、木材の持 テーション委員会を組織し、臨床テスト用パーテーシ
つ癒し効果が発揮されれば、と思う。研究の進 ョンを用いて試験・調査を行った。その中で、木製で
展を期待します。 ある優位点を明らかにした。

クイ３ｂ 再構成木材の住宅材料としての利用技術の確 厚物パーティクルボードを木造住宅へ適用するため
２ 立が、今、最も急がれている研究課題の一つで の技術に関するデータを蓄積した。ユーザーが利用

あることは承知している。その意味で、このグル 出来る形にする方向である。
ープの一層活発な活動を期待したい。

研究項目について
クア２ 注入技術は、化学修飾の基礎技術であるので 超臨界二酸化炭素によるスギ心材の注入性を数倍

この点を重視して欲しい。 に向上することが出来た。超臨界二酸化炭素への化
学物質の溶解性についても研究を進めている。

研究分野について
ク 他の分野（総合研究所であり、分野も森林から 木材産業の川上である森林経営や伐木・搬送の分

木材まで幅が広い）の研究内容を聞く機会を有 野の所内研究者と交流を深める意識で、委員会を組
効に活用し、情報交換、交流を進めて国研であ 織した。これを通じ、研究員が広い視野を持つように
る森林総合研究所としての益々の活動（国民の 努めた。
安全、生活、環境など）を期待します。

ク 昨年より評価会議が改善されており、今年度は 研究の背景を十分理解して、研究に望み、発表を行
目的、成果がよく理解できた。実行課題の中で うように努めた。しかし、発表力は十分ではなく、更な
多くの担当者が関わっているが、課題の中でど る努力が必要である。
のような形で連携をとって課題の達成に努めて
いるのか分かるような工夫が欲しい。
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平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（ク）木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究

開催日平成１７年２月１６日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
クア１ｂ リグナン類の抗菌性は興味深いが、カワラタケ 抗菌性のレベルが高く、実用化の可能性が高い場合

以外にも建築物に関わる褐色腐朽菌を用いて には、検定のための菌種を広げて検討を進めたい。
検定をして欲しい。

クア１ｄ セルロース系フィルムの応用分野の可能性を示 大学・企業との共同研究をめざし、応用の可能性を
して欲しい。 広げる。

クア２a 液化、超臨界流体処理の経済性評価を行って 研究の中に経済性の視点を入れる様に努める。関
欲しい。パームオイルポリオールと空果房繊維 連する課題が２つの実行課題に分かれて入らないよ
の複合体とクア１aのポリウレタンについては、 うに努める。
併せて、経費を含め検討して欲しい。

クア２ｂ 市販の木酢液のレベルや機能を明確にして欲 調査研究を進めている段階にある。まとまった段階
しい。 で、発表を行う。

クア３a 現場に近い条件で、木材の寸法、構成などを変 更に多くの条件で燃焼実験をすることは、経費的・労
えて燃焼し、ダイオキシン生成量の確認をして 力的に困難であるため、これまでのデータの解析に
欲しい。 より、成果を現場に適用出来るようにしたい。

クイ２a VOCのデータはクイ１aと共同して示すことを望 来年度の成果発表では、一つの課題は出来る限る
む。パーテーションの研究では「こころ」に関す まとめて発表するようにする。担当研究者が参画して
る研究者との協力と成果を望む。 いる外部のパーテーション委員会での作業を進め、

木材と「こころ」の関係について研究を深める。
研究項目について
クア３ 地球環境との関係で木材の適切な利用は大き 京都議定書の発効後の現在、木材利用の環境への

な関心を持たれる課題である。地味な研究であ 寄与は非常に大切な課題であるので、研究の成果
るが、木材利用の持つ意味、環境負荷などにつ が見える形で研究を進めて行く。
いて総合的な研究を進めることを期待する。

研究分野について
ク 新しい課題に対しては、領域を超えて研究者が 新しい研究課題を、横断的に進められるよう引き続

集まれるシステムの良さが見えているので、研 いて努力する。
究推進に活かして欲しい。

ク 従来より、横の連携を進めるようにお願いしてき １７年度は、今中期計画の最終年度であり、成果の
たが、その点の改善が進んでいることがよく理 位置付けをしっかりと行う。
解できた。今後は、成果を出口として意識するこ
と、基礎データを積み重ねることをお願いする。
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ク分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

（ア） （イ）評価単位
バイオマス資源の 木質材料の高度全分野に対

多角的利用技術 利用技術の開発ク する割合

の開発［％］
266,457 15 ％ 143,449 123,008予算［千円］
(80 ％) (83 ％) (77 ％)（受託プロジェクト

研究費の割合）
［％］

43.6 12 ％ 22.1 21.5勢力投入量
（人当量）［人］

26 16 ％ 15 11委託研究
機関数

40 9 ％ 11 29研究論文数
175 14 ％ 62 113口頭発表数
16 11 ％ 6 10公刊図書数
92 13 ％ 32 60その他発表数
8 53 ％ 7 1特許出願数
4 13 ％ 3 1所で採択された

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
（１）研究の推進方向

ク 木質資源の環境調和・循環利用技術の開発に関する研究

第２－１－（１）－ク

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ
②区分 ト①

◎ 100 1クア１ａ リグニン、多糖類等樹木主成分の効率的分離・変換・利用技術の高度化

◎ 100 2クア１ｂ 樹木抽出成分の有用機能の解明と利用技術の高度化

○ 80 1クア１ｃ 微生物・酵素利用による糖質資源の高度利用

◎ 100 1クア１ｄ セルロースの高次構造形成と生分解機構の解明及び高度利用技術の開発

○ 80 2クア２ａ 液化、超臨界流体処理等によるリサイクル技術の開発

○ 80 1クア２ｂ 炭化及び堆肥化による高品質資材化技術の開発

◎ 100 1クア２ｃ 化学的、生化学的手法によるバイオマスエネルギー変換技術の開発

◎ 100 1クア３ａ 環境ホルモン関連物質生成機構の解明及び拡散防止技術の開発

◎ 100 1クア３ｂ 木材利用のライフサイクル分析

◎ 100 2クイ１ａ 複合化のための接着技術の高度化

◎ 100 1クイ１ｂ 複合材料の性能向上技術の開発

◎ 100 1クイ２ａ 木材及び木材表面への機能性付与技術の開発

◎ 100 1クイ２ｂ 低環境負荷型耐久性向上技術の開発

◎ 100 2クイ３ｂ 破砕細片化原料を用いた土木・建築用資材の開発

◎ 100 1クイ３ｂ２ 再構成木材の木造住宅への適合化技術の開発

（指標数：１５、 ウェイトの合計③：１９ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １８２０（ ）
＝ ＝９６（％）

ウェイトの合計③ １９

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０
半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会
ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シート（指標）
実行課題番号：ケア１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ： 日本産広葉樹材の識別データベースの開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

日本産広葉樹 種について、木材組織的特徴と識別拠点、および顕微鏡写真等の画像のデー５００
タベースを公開することにより、日本産広葉樹について、専門家でなくても様々な情報に容易に
アクセスできるようにする。樹木の生育環境や生理条件と木材組織の変異や形成過程を明らかに
して、育林技術の改善に役立てる。過去の木材資源利用および森林植生の変遷について明らかに
し、民俗学の研究に役立てる。

２．年度計画
１）画像デ－タベ－スにクサトベラ科などの約 標本分を追加し、コード入力済み樹種の識１，０００

別デ－タベ－スを公開する。
２）アジア産ツツジ属樹木の道管形質を解析する。
３） を用いて樹幹内でのカーボンアロケーションの季節変動を解析する。13C
４）弥生時代及び古代の遺跡出土材を識別し木材利用を解明する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）富山県東南部等において 点の木材標本採集を行い、クサトベラ科のほか新規にプレパラー３０４

ト作製した約 標本分の画像データベースを作製した。昨年度作製したコードにもとづ１，０００
いて日本産広葉樹 種の検索が可能な識別データベースを公開した。６５８

２）マレーシア産のツツジ属について道管形質を解析した結果、道管径や密度は温帯産のものと同
じであるのに対し、道管要素長は µｍほど長いことを明らかにした。３００

３）ダフリアカラマツの成長期前半に取り込まれた炭素は速やかに早材形成に使われ、成長期後半
に取り込まれた炭素は翌年の年輪形成に使われることを明らかにした。

４）長崎県原の辻遺跡の弥生時代の建築材・杭材等を調べたところ、遺跡の建築材・杭材にはマキ
属が優先的に用いられていたことを明らかにした。

： ％（前年度での達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
標本採集やデ－タベ－ス公開は順調に進んでおり、道管形質の解析、炭素の使われ方や遺跡木

材の利用樹種が明らかにするなど研究は順調に進捗しており、中期計画の達成は可能である。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

標本採集やデ－タベ－ス公開、道管形質の解析、炭素の使われ方や遺跡木材の利用樹種の解明
など研究は順調に進捗している。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１． 種が検索可となり、光顕観察による識別に大きく寄与した。樹種名の入力で識別拠点が一６５８

覧できるとなおよい。
２．データベースへのアクセス件数の推移はどうか。公開した樹種の識別データーベースの利用拡

大への啓蒙が求められる。
３．非常に重要な仕事であるが、エンドレスになる可能性もあるため、長期的な年度目標を明らか

にしておくことが必要ではないか。



- 193 -

独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ケア１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：スギ等造林木の成長と樹幹内構造変異及び用材の品質に影響を及ぼす要因の解）
明
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

品種や地域によるスギの材質の特性を全国のスギから得た標準的なデ－タと比較してスギの材
質および品質の類別化を行い、スギの植栽や保育に役立てる。スギの成長パタ－ンに関するデ－
タを蓄積して成長と材質との関係を明らかにし、育林によって材質をコントロ－ルしていくため
の基礎デ－タとして役立てる。

２．年度計画
１）２品種について丸太ヤング係数、密度などの測定を行い、材質変動の実態及び変動要因につい

て解析する。
２）デンドロメータ及びピンマーキングによるスギ、ヒノキの期間成長解析を継続する。

） 。３ 主要造林樹種若齢木のバイオマス重量の測定及び容積密度の測定を行い変動について解析する
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）丸太の動的ヤング係数はクモトオシで GPa、ヤブクグリは GPaであるなど品種間での差９．６ ４．６

が大きく、品種内でのばらつきは小さかった。ヤング係数の変動にはミクロフイブリル傾角の
遺伝的影響が大きかった。容積密度は両品種ともに g/cm で差がみられず、心材含水率は０．３６ 3

品種間や部位間での差が大きかった。
２）スギの 年の期間成長パターンは、 月下旬に期間成長量が最大となるなど 年と同様２００４ ４ ２００３

であったが、ヒノキは 月以降も成長が継続するなどスギとやや異なっていた。ヒノキの晩材７
への移行時期はスギよりも遅く、 月下旬以降の木部形成量が多かった。６

３）主要造林樹種 種について密度解析を行い、 評価のための木材密度の基準値を整備した。８ ＣＯ２

全乾容積密度の平均値および ％信頼区間は、エゾマツ ± g/cm 、アカエゾマツ９５ ０．３５２ ０．０１３ 3

± g/cm 、トドマツ ± g/cm 、ミズナラ ± g/cm 、ウ０．３９３ ０．０１８ ０．３２３ ０．０１１ ０．５９９ ０．０１４3 3 3

０．４９９ ０．０２７ ０．５４８ ０．０１２ ０．４６２ ０．０２３ダイカンバ ± g/cm 、ヤチダモ ± g/cm 、コジイ ±3 3

アラカシ ± g/cm であった。g/cm 、 ０．６３１ ０．０１８3 3

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
、 、これまでにスギ 品種の材質解析 樹種の成長解析及び主要造林樹種の密度解析を行うなど５ ２

研究は計画どおりに進んでいる。

１評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト
評価結果の理由

当年度は、これまでのスギ 品種の解析に加え 品種の材質解析、 樹種の成長解析及び主要造３ ２ ２
林樹種の密度解析を行うなど、研究は順調に進捗している。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．スギ品種間の差異に迫っている。さらに密度差が何によっているのか、将来的にはコントロー

ルすることも視野に入れていただきたい。
２．個体内部位の違いによる動的ヤング係数についての検討は必要ないか。
３．非常に重要な仕事であるが、エンドレスになる可能性もあるため、長期的な年度目標を明らか

にしておくことが必要ではないか。
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評価シート（指標）
実行課題番号：ケア１ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：木材のレオロジー的特性及び圧電機構の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

木材の不均質性が振動性状に与える影響、および弾性域から塑性域に至るまでの圧電特性等、
変形とレオロジ－的性質との関係を明らかにし、新たな木材の特性評価手法の開発につなげるシ
－ズとする。

２．年度計画
１）実大乾燥材を用いて振動試験等による内部割れの解析を行う。
２）塑性破壊までの応力域における圧電出力の周波数依存性を明らかにする。
３）応力緩和中の細胞形状の変化や様々な荷重レベルでの細胞変形等を解析する。
４）セルロース系複合フィルムの温度変化による焦電・電歪効果を明らかにする。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
Ｇｔ１ Ｅｌ１ ２ Ｇｇ１ 捻り振動による動的せん断弾性率 と縦振動ヤング率 の比 方向のたわみ振動からの） 、

Ｅｇ ０．０８３ ０．０７１ ０．０６５ ０．１１と の比の平均値はそれぞれ で 割れがない材の比がそれぞれ、 、 、 、
程度であることから内部割れの影響を検出できた。

２） Hzの周波数で振動させながら試料を引張し、試料に加わる応力と変位および圧電気信号を計５
測できた。

） 、 。３ 応力緩和中の木口面の 年輪幅内において 応力緩和時の細胞が変形することを明らかにした１
、 、 。また 応力緩和中は全体の変位が一定のため 狭まる箇所と拡がる箇所があることがわかった

４）フィルムの誘電率は、シアノエチルプルラン／チタン酸バリウムの後者の割合が増加すると増
大し、ポ－リングを行うとさらに飛躍的に増大した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
当年度は、振動試験をより高度化して内部割れの検出を行うとともに、新たな手法による圧電

気信号の計測を行い、また応力緩和時の細胞変形の検出及びセルロ－ス系複合フィルムの誘電率
を高めることに成功するなど、順調に成果を蓄積してきている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

内部割れの検出、圧電気信号の計測、応力緩和時の細胞変形の検出及びセルロ－ス系複合フィ
ルムの誘電率を高めることが可能となるなど研究は順調に進捗している。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．内部割れを検知できたことは高く評価できる。ただし、割れの程度によってどのような違いが

生じるか、理論的にも詰めていただきたい。
２．将来、内部割れ評価法につなげるといった実用化の見地からのアプローチを検討していただき

たい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ケア２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：製材の強度性能評価技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

木質構造物の設計上不可欠な構造用材の強度性能データを整備し、木質構造の設計規準・指針
等の基準強度として活用する。これによって、木造住宅および中・大規模木質構造物の構造安全
性を向上させ、強度のバラツキの大きい木質材料の信頼性を高める。

２．年度計画
１）実大いす型せん断強度と曲げせん断強度の違いを明らかにする。
２）データ管理システムのインポート部分を改善し、丸太とたいこ材のフォーマットを作成する。
３）構内に設置した木製防護柵の劣化度と非破壊診断結果との関係を明らかにする。
４）腐朽がめり込み及び接合強度に及ぼす影響を解明する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）前年度に行ったスギのせん断および複合破壊の割合は ％程度であったが、当年度に行った１０

樹種では、約 から半数近くの試験体がせん断に関わる破壊を示した。実大いす型方式及び１/３
中央集中荷重方式で得られたせん断強度を比較した結果、平均値でみると、すべての樹種にお
いて実大いす型方式の値が中央集中荷重方式のそれを上回った。

２）データインポート部分を改良することによって、インポートされる項目が整理され、インポー
ト終了後の不備データの確認も容易にできるようになった。また、全体の負荷を小さくする目
的で、可能な限り製材品の項目と一致させるように丸太及びたいこ材のフォーマット案を作成
した。

３）構内に設置された無処理及び防腐処理された防護柵を非破壊調査した結果、無処理の木製ビー
ムについては設置後 年を経過すると腐朽の発生によりピン打ち込み深さ及び 方向の超音波１ Ｒ
伝播時間に増加傾向が認められた。宮崎県に設置された木製防護柵、長野県に設置された木製
防護柵および木製遮音壁と群馬県に設置された木製遮音壁について劣化調査を行い、既存の非
破壊検査技術を適用する際の作業性について長所と短所を明らかにした。また、各測定を実施
する際の共通フォーマットを作成した。

４）めり込み強度性能は腐朽によって指数的に減少し、目視評価 において初期の 以下に至る１ １/２
ことがわかった。すべてのめり込み強度特性は、密度、ヤング係数に比べて目視評価、ピン打
ち込み深さとの間で相関係数が高いことが認められた。また、釘引き抜き抵抗についても腐朽
による低下の傾向が明らかになった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
異なる試験方法から得られるせん断強度の違い、及びめり込み強度性能に及ぼす腐朽の影響が

解明されるなど、新たなデータが蓄積された。また、木製防護柵の劣化診断技術の開発に向けた
膨大なデータが収集されるなど、研究は順調に進んでいる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

計画どおりに進んでいる上に、農林水産研究高度化事業研究「木製道路施設」を開始したこと
により、所期の計画を上回る成果が得られた。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．腐朽診断技術の確立は急務であり、期待も大きい。
２．せん断試験法の提案はよいことである。生物劣化に対する評価については森林総研内の他部門

との意見交流が重要と考える。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ケア２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：接合強度の耐力発現機構の解明と耐力評価方法の確立）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

各種金物や接合具の種類ごとに異なる木質構造接合法の耐力発現機構を明らかにするととも
に、接合部の耐力評価法や強度データベースを構築する。この成果を建築学会や木材加工技術協
会等の関連団体が発行する設計基準や指導書等の出版物に盛り込む等、木質構造の設計者や施工
者が実務に活用しやすい形で提供する。これにより、従来よりも安全で快適な木質構造の設計が
容易になるとともに、性能表示に対応できるような住宅の設計が可能になる。

２．年度計画
１）接合具のマルチプル効果を解明する。
２）在来軸組接合部の大変形繰り返し加力による履歴挙動を明らかにする。
３）接合部データベースの収集・蓄積・公開の問題点を明らかにする。
４）異樹種集成材の樹種構成が面圧性能に及ぼす影響を解明する。
５）短尺材利用のための接合部と繊維材料等によるその補強技術を開発する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）アカマツ に対して繊維方向の同じ列にドリフトピンを 本から 本打ち込み、引張型 面ＬＶＬ １ ４ ２

せん断試験を行った。ピンの本数が多くなるに従って、最大荷重および初期直線域の傾きは増
加し、最大変形量は小さくなる傾向が認められた。

２）軸組耐力壁の大変形繰返し加力試験結果を用いて履歴性状を検討・考察した。タイロッドを使
って拘束した板倉形式の耐力壁では、強度はあまり高くないものの変形角 でも耐力低下は１/８
見られないことを明らかにした。

３）接合部データベースに求められるデータには、実験収録生データ、修正実験データ、性能モデ
ル化曲線、単なる強度情報など要求者によって幅があり、収録と提供において配慮する必要性
を明らかにした。

４）アカマツおよびスギラミナから構成される プライの異等級構成集成材を作成し、面圧試験を４
行った。試験により得られた荷重－めり込み変形量曲線から、 の方法により 荷ＡＳＴＭ Ｏｆｆｓｅｔ
重（降伏荷重 、初期剛性、めり込み変形エネルギーを求めた。）

５）短尺のスギ柱角を用いて、実大の平行弦トラス、はしご梁を製造し、製造上の問題点を抽出し
た。両者とも標準的なプレカットマシンを用いて精度よく加工できること、また現場における
組み立ても非常に容易であることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
接合部の耐力発現機構の解明と強度評価、及びデータベース化が計画どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

計画どおり進捗し、多数本のドリフトピン接合や異樹種集成材の接合強度に関するデータが得
られるとともに、データベース化の問題点等が明らかとなり、所定の成果が得られた。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．金物はその熱特性で木材の含水率を局部的に高める危険性があり、耐久性を左右すると思われ

る。長期的視野で検討していただきたい。
２．今後、実験結果をもとにした理論的構築への展開を期待したい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ケア２ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：木質構造の構造要素の耐力発現機構の解明とその理論化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

木質構造物の構成要素の耐力発現機構の解明とその理論付けを行うとともに、構造物の設計に
有用な構造性能データを整備し、木造住宅及び中・大規模木質構造物の構造安全性の向上に寄与
する。開発した強度性能データベース及び構造解析方法は、日本建築学会や関係団体が発行する
構造設計指針等の出版物に盛り込む等、実務者が実際の設計に活用しやすい形で提供する。

２．年度計画
１）過去の実大実験データを分析し、建物全体及び耐力壁の挙動の関係を把握する。
２）地域産材を利用した改良型壁・床の性能を評価する。
３）既存木造住宅の劣化と構造性能との関係を解明する。
４）耐力壁の静的及び動的性状の関係を解明する。
５）新しい構法による構造部材の開発を行う。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）実大 階建木造住宅に作用した荷重と鉛直構面の回転角比との関係を得た。築 年の伝統的２ １１６

木造住宅の構造性能と倒壊限界を実験により求めた。
２）岩手県産スギ板倉壁の通し材を１本としたものの壁倍率を求めた。広島県産スギ圧密化パネル

を釘打ちした床組の強度性能を評価した。
３）ほぼ同じ間取りの 棟の木造住宅の固有振動数は、増築部分を撤去することで低下したが、撤２

去して完全に同じ間取りとなった状態ではほとんど差がなかった。 棟間には劣化の差が認め２
られたが、固有振動数には劣化よりも増築部分の影響の方が大きかった。

４）石膏ボード張り準耐力壁及びこれを金物で補強した壁の面内せん断実験を実施し、振動実験の
結果と比較することにより静的性能と動的性能の違いについて考察した。

５）接合部を不織布により補強する方法を開発した企業と、この手法で補強した軸組の振動実験に
関する打ち合わせを行った。

その他、中越地震の被害木造建物 棟の調査を行い、被害度と構造との関係を明らかにした。２９

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
中越地震に対して緊急調査を行ったため、データの整理がやや遅れている部分もあるが、内容

的には計画以上に進んでいる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

中越地震に関して交付金プロジェクトを立ち上げ緊急調査を実施し、貴重なデータと知見を得
た。このため、計画以上の研究内容となっている。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．データの蓄積、地道な努力がやがて大きな成果を生む。耐力発現機構については徹底した議論

が不可欠であろう。
２．今後、実験結果をもとにした理論的構築への展開を期待したい。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ケア３ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：木質材料で囲まれた空間で生じる熱、水分の移動、振動、音の伝播などの物理）

現象の解明
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

木質部材や木造床の仕様に反映させて居住環境の改善を図るために、熱、水分の移動、振動、
音の伝播などの物理現象の解明を行う。得られた成果は、木材を利用した設計を手掛ける建築事
務所やハウスメーカーの設計部門などに受け渡す。木炭を活用した床下湿気制御を実現し、木質
居住環境の耐久性の向上を図る。得られた成果は、建築廃材を原料とした床下調湿木炭の性能保
証データとして、床下調湿木炭の製造や販売に携わる民間企業に受け渡す。

２．年度計画
１）民家型住宅のモデル床の梁間隔等の仕様変更により、床衝撃音遮断性能の向上を図る。
２）建築廃材を原料とした木炭による床下調湿機能の持続性を、温湿度等の実証データにより明ら

かにする。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）民家型住宅のモデル床の軽量床衝撃音については、梁間隔を mmから mmに変更した９１０ １，８２０

ことによって、卓越周波数帯域が Hz帯域から Hz帯域に移動した。スギ単層フローリン５００ ２５０
グ1層と比較すると、遮音材を挿入して dBの床衝撃音レベルの低減効果が得られた。遮９～１６
音材は、 mmより厚くしても床衝撃音レベルの低減効果が少ないことを明らかにした。重量床８

、 、 、衝撃音については タイヤとゴムボール衝撃ともに 遮音材を挿入することによって dB４～９
あるいは dBの床衝撃音レベル低減効果が認められた。梁間隔を mmから mmに１１～１２ ９１０ １，８２０
変更しても、タイヤとゴムボール衝撃ともに、同程度の重量床衝撃音レベル低減効果が認めら
れた。

２）床下と外気の温度はほとんど差が無く、この傾向は木炭敷設前後で変化しなかった。相対湿度
は、木炭敷設前には外気より床下のほうが常に数％高く推移したが、木炭敷設後は両者の差が
小さくなった。絶対湿度は、木炭敷設前では外気より床下のほうが から g/m 高く推移０．３ ２．３ 3

していたが、敷設後は低下して常に１g/m 以下の差で推移し、 月から 月にかけては外気より3 ３ ９
床下のほうが下回った。以上の結果から、敷設後４年目においても、木炭によって床下内の水
分は実質的に低減されており、木炭による床下湿気低減効果が持続していることを明らかにし
た。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
民家型住宅の床の音環境を改善する技術開発、及び木炭による床下調湿機能の実証が計画どお

り進捗し、所定の成果が得られている。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

民家型住宅のモデル床で、梁間隔を広げても床衝撃音遮断性能を向上させることができた。木
炭の床下調湿効果の持続性を 年目まで確認し、木炭を有効利用する上で実用的な成果を得てお４
り、研究は順調に進んでいる。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．スギ単層フローリングはあまりにも低遮音性であるので、リフォーム的に改善する手法も視野

に入れて欲しい。
２．床下への木炭敷設に関しては、木炭の湿気低減寿命の推定が望まれる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ケア３ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：生理応答を指標とした木質居住環境の快適性評価技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

科学的かつ定量的に解明されていない木材の快適性増進効果を明らかにするためのデータを蓄
積する。これを用いて主観評価では差異が認められないが、生理応答評価では有意差が認められ
るという本来の生体の反応を抽出できる評価システムを開発する。この評価システムは、民間企
業との共同研究を通して、科学的に実証された木材の快適性に基づいた製品開発のために活用す
る。

２．年度計画
１）各種木造床の床衝撃音について、心理音響解析による音質評価を行なう。
２）表面塗装や材料温度の異なる木材及び木質材料に接触した時の主観評価と生理応答の関係を明

らかにする。
３）女性被験者について、パーソナリティと生理応答の関係を解析する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）衝撃力の変化や木造床の仕様の違いによる床衝撃音の変動に対して、 の評価指標である最ＪＩＳ

大Ａ特性音圧レベルやオクターブバンドの床衝撃音レベルより、心理音響指標である非定常ラ
ウドネスやスペシフィックラウドネスのほうが鋭敏に変化することを明らかにした。

２）温冷感は材料に接触したときに手と材料との間に生じる熱流束の最大値の対数と、また粗滑感
は表面粗さの対数との間にそれぞれ高い相関を示した。また、接触快適感と温冷感との間に最
も良い相関が見られ、木材はいずれも快適であると評価された。しかし、外れ値も見られるこ
とから、快適感には温冷感以外の様々な感覚が影響を及ぼしていると考えられる。

３）時間分解分光法による血液中ヘモグロビン濃度の絶対値測定では、材油入りチョコレートなど
の味覚・嗅覚刺激により、酸化型ヘモグロビン濃度の上昇、還元型ヘモグロビン濃度の低下が
認められた。これは測定部位(前頭前野)の脳の活動が上昇していたことの反映であると考えら
れる。またパーソナリティにより、ヘモグロビン濃度の絶対値に有意差がある可能性が認めら
れた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
木材に関わる音環境や温熱環境の快適性を評価する技術について成果を蓄積してきており、ま

た木材抽出成分による味覚・嗅覚刺激でパーソナリティによる脳活動の有意な差を明らかにする
など、研究は一層進んでいる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

昨年度から開始した科研費による研究に関しても成果が蓄積されてきており、全体として所期
の計画以上の成果が得られている。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．難しい課題である。被験者の普遍性は望むべくもないので、パーソナリティに着目した点は秀

逸である。
２．非常に重要な仕事である。研究内容にメリハリをつけ、分散的にならないような工夫の必要性

を感じる。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ケイ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：スギ材の用途選別技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

電気容量および位相差の測定に基づいた丸太の含水率分布検出法を開発し、また丸太の材内密
、 。度分布パターンを非破壊的に測定する技術を開発し スギ丸太の仕分け・選別技術に反映させる

さらに、乾燥の効率化および製材品の強度性能を勘案した製材木取り方法を開発し、利用目的に
応じた丸太の仕分け・選別技術に反映させる。

２．年度計画
１）誘電率の丸太長さ方向への連続測定と水分分布の画像表現法の高度化を行う。
２）穿孔抵抗と丸太の表面情報の組合せによって、密度の丸太内分布の評価精度を向上させる。
３）丸太の選別・仕分方法を比較検討し、製材品の乾燥効率及び強度性能を考慮した標準木取り方

法を提案する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）周波数 kHz、 kHzにおける電気容量には、丸太円盤の平均含水率による大きな影響が認１０ １００

められず、このため電気容量を直ちに丸太含水率の指標とするのは困難であることを明らかに
した。

２）ピロディン打ち込み深さと材の気乾密度との間には高い相関があり、打ち込み深さから気乾密
度の推定が可能であることを明らかにした。木口面に打撃したハンマーの反発量による密度推
定方法については、年輪内の密度変動による測定値のばらつきが大きいため、材内密度変動の
検出への適用は困難であると考えられた。

） 、 、３ 丸太段階で含水率や強度を考慮した仕分けを行い 用途に適した木取りで製材することにより
効率よく製材できる可能性が示唆された。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ７０
これまで丸太の含水率分布評価方法、密度評価方法、製材の加工効率への選別効果について成

果が得られており、総じて計画どおり進んでいる。

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

丸太の含水率測定法、密度推定法について様々な取り組みが行われ、測定の限界と新しい可能
性を明らかにした。また、丸太材質の仕分けが、引き続く製材加工効率を向上させることを明ら
かにしており、全体として順調に進んでいる。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．選別･仕分けと歩留まりの論理的な関連は興味深い。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ケイ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：高温・高圧条件下での木材組織・物性変化の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

乾燥の高速化と建築用材としての性能を確保するための処理条件を明らかにする。成果は論文
ならびに各種乾燥研修テキストに引用することによって、新しい乾燥処理技術の開発の促進なら
びに人工乾燥技術の普及に活用する。

２．年度計画
１）微細レベルでの高温・高圧処理による組織構造変化の解析を行う。
２）高温水蒸気中における実大材の含水率変化をリアルタイムで測定し、解析する。
３）高温高圧雰囲気中における引っ張り応力下での残存応力を解析する。

年度計画目標値： ％２５

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）スギ心材を ℃以上の飽和水蒸気で処理することによって水分移動は改善されるが、熱によ１００

る成分の分解を避けるためには ℃の温度で処理を行うことが望ましいことを明らか１００～１２０
にした。

） 、２ 従来困難であった高温水蒸気中における実大材の含水率の経時変化を追跡することを可能とし
得られた平衡含水率は既報値と類似することを示した。

３）高温高圧雰囲気中における残存応力を解析し、処理時に生じる収縮応力の予測方法を明らかに
した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９５ ７０
高温水蒸気処理による水分移動性改善のメカニズムを明らかにした。また、従来は困難であっ

た高温水蒸気中の含水率測定を行うなど、高温域における乾燥技術の発展に寄与する重要な情報
を得た。これらの成果により研究は予定以上に進んだ。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

高温域における水分移動促進の仕組みや高温処理下での物性変化の追跡を可能にするなど、新
たな知見が得られている。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等

． 。１ 基本的な物理量を外周に影響されずに測定する技術を確立することは大変重要で意味がある
成果を生かすと同時に更に深めて欲しい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：ケイ１ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：圧力・温度条件の制御による高速乾燥技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

乾燥効率化ならびに品質向上のための処理条件を明らかにするとともに、新しい高速乾燥法の
開発を行う。これらの成果は、学会誌や業界誌に発表し、各種団体の木材乾燥マニュアル、乾燥
講習会テキストに取り込むことによって、木材乾燥技術の向上と普及とに活用する。

２．年度計画
１）高温前処理後 ℃を標準とし、減圧及び加圧下での適正乾燥条件を求める。８５～９５
２）過熱処理と減圧工程を併用した乾燥条件の適正化を図る。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）一般の建築用材では ℃、見えがかりの材では ℃を標準とし、乾燥速度の向上に８５～９５ ５０～７０

は弱減圧処理を加えると効果があることを確認した。また、乾燥スケジュール作成のための指
標として温度と乾湿球温度差に対する絶対湿度の表を作成した。

２）高速乾燥処理における表面割れの軽減、乾燥時間の短縮、仕上がり含水率分布の均一化には、
加圧過熱処理と高周波加熱処理との併用がより効果的であることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９５ ７５
弱減圧下での適正乾燥条件を明らかにし、また高温高圧処理と引き続く減圧下での高周波加熱

処理による乾燥条件を明らかにするなど、乾燥技術の向上に役立つ有益な成果が得られ、研究は
予定どおり進展した。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

乾燥材の品質向上のための標準的な処理条件を明らかにするとともに、高速乾燥技術の改良を
進めた。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．絶対湿度では 変数の数式化を望む。平衡含水率図表についてはより簡便で正確な式化を期待２

する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：ケイ２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：スギ品種等の材質特性に応じた最適乾燥プロセスの解明と性能評価）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

スギ材の材質特性と建築用材としての各種性能の評価に基づいて、用途に応じた乾燥材生産の
最適条件を解明し、建築用乾燥材生産のための技術基準を明らかにする。これらは、学協会誌に
発表するとともに、林業・林産業関連団体の乾燥材生産マニュアル、各種木材乾燥講習会テキス
トに反映させることによって、林業、製材業、木造住宅建築業における乾燥材生産・利用の啓蒙
のための技術指針として活用する。

２．年度計画
１）収縮率等の材質指標と狂い及び割れとの関係を取りまとめる。
２）乾燥方法・条件別のコストを取りまとめる。
３）強度性能および耐久性の観点から乾燥材の構造材としての評価を行う。
４）各種用途に適した乾燥システムの設計を行う。
５）乾燥材の を評価する。ＶＯＣ

年度計画目標値： ％２５

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）樹幹内部のミクロフィブリル傾角や密度の違いに起因する収縮率の違いにより乾燥材の割れや

曲がりの挙動が変化することを明らかにした。
２）乾燥コストは生産規模が大きいほど低くなり、従来の蒸気式乾燥のみによっても月産 m 規５００ 3

。 、 、模までの低減効果は大きい 人工乾燥と天然乾燥との組み合わせでは さほど低減効果はなく
ボイラー燃料として廃材を利用することが効果的であることを明らかにした。

３）乾燥方法の違いによるヤング係数の差は認められなかったが、縦引張り比例限度応力と縦引張
り強度が ℃で乾燥した材で小さくなることを明らかにした。１３５

４）高温湿熱条件が乾燥材の性能変化に与える影響について確認し、各種材種に適した乾燥生産の
ための方法をとりまとめた。

５）過熱蒸気乾燥したスギ材から放散する総揮発性有機化合物の気中濃度は、気乾状態にした場合
よりも顕著に少いことを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９５ ７０
乾燥方法による木材の狂いや強度の変化に関する基礎的知見を得た。また、乾燥コストおよび

。 、 、用途別の乾燥法を体系化した そのほか 乾燥方法の異なる場合の 放散特性を明らかにしＶＯＣ
。 、 。素材利用を促進するために重要な知見を得た これらのことから 研究は予定以上に進んでいる

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

乾燥材生産コストや乾燥材の性質・品質の解明が進み、乾燥材生産システムの構築および乾燥
材普及のための成果が得られている。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．地に脚が着いている感じが強い。品種は環境適応に基づいた結果であろうが、材は生活組織と

してどのように適応したのだろうか。
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評価シート（指標）
実行課題番号：ケイ２ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：性能及び信頼性確保のための乾燥処理基準の明確化）

中期計画１．
乾燥処理が接合強度や構造部材の強度に及ぼす影響のほか、乾燥割れや施工後の含水率変化に

よって生じる問題点を解析し、建築用材として要求される乾燥材の品質基準を解明する。

主な成果２．
１）ボルトおよび釘接合部の強度的性能は、部材含水率が高いほど低下する傾向を示した。
２）柱・梁接合部において柱材として乾燥材を用いることにより最大荷重が増加した。

） 、 。３ 柱脚試験体の引抜き最大荷重は 各金物の設計許容耐力に対して十分な余力を持って上回った
４）壁については、試験体作成時の部材含水率に関わらず、時間と共に含水率が低下すれば耐力が

１５～２０％乾燥材程度まで回復することを明らかにした。その低下傾向については、含水率が
以下となると、最大荷重および剛性はそれ以上低下しないことが明らかとなった。

５）壁に壁紙を貼ることにより壁の初期剛性および最大耐力が向上することが分かった。
６）床については、乾燥の困難な平角材を部材として用いる場合でも、釘間隔を従来の半分にする

ことによって最大耐力を通常床の 割まで向上させることができた。９

成果の利活用３．
接合部に関しては、今後の建築学会規準等の改訂に合わせて本研究の成果を基に提言を行って

いく予定である。また、壁の動的性能については、建築学会・動的小委員会に提出予定である。

残された問題点４．
接合部については、高速乾燥において生ずる可能性のある内部割れや材質の変化について、よ

り悪条件下での影響を一定の範囲で評価することができたが、交付金プロジェクト研究「スギ高
速乾燥」で開発された高速乾燥材を用いての検証を行うことはできなかった。また、筋かい壁の
含水率の影響に関しては、節の影響が含まれている可能性がある。

５． ： ％（前年度までの達成度： ％）中期計画に対する成果の達成度 １００ ８０
接合部や壁組、床組に乾燥材を使用した場合の強度性能の変化を評価し、乾燥材使用のメリッ

トや要求される品質基準を明らかにすることができ、所期の目標を達成できた。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

乾燥材を構造部材として用いた場合の構造要素の強度性能評価、および乾燥程度と強度性能と
の関係を把握することができた。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．含水率変化を耐久性と結びつけて検討していただきたい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：ケイ３ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：変化する木材資源・新木質材料に対する機械加工技術の高度化）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

加工形状の複雑化、新開発木質材料の加工等に対応した効率的木材資源の多様化、低質化、
な加工技術およびそのシステムの構築に必要な基礎情報を得て、これらを機械メーカーの機械開

また、木材加工における作業の安全化と発や木材加工工場のレイアウト作りの指導に活用する。
作業環境の改善に役立つ情報を収集し、木材加工業界における災害防止の基準策定に活用する。

２．年度計画
１）製材の自動化システムに応用できるニューラルネットワークモデルを開発する。
２）スギ単板切削において、良好な単板品質を得るための適正切削速度を明らかにする。
３）丸鋸切削における切削条件と浮遊粉塵の質量濃度との関係を明らかにする。
４）プレカット材を使用する工法別のプレカット材の生産能率を分析する。

年度計画目標値： ％１５

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）丸太材面性状を推定するニューラルネットワークモデルを作成したが、推定精度は必ずしも高

くなく、今後モデルの改良が必要である。
２）切削速度は mで、刃口水平方向間隔は通常の設定値よりやや狭くすることによって良好な２～３

単板品質が得られた。
３）含有水分による粉塵粒子の重量の違いや粒子間の付着により試験材含水率と質量濃度は負の相

関関係にあることを明らかにした。
４）プレカット工場における 要員１人あたりの生産量は 工法、金物工法、在来構法、在ＣＡＤ ２×４

来・金物兼用の工場の順で多く、生産能率は金物工法が在来構法より良いと考えられる。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６５
単板品質の向上、プレカット工場の生産能率の分析、工場の作業環境改善に資するデータ収集

が進み、当年度は計画達成に向け予定どおりに進んだ。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

計画どおりに加工技術の効率化に必要なデータが蓄積され、粉塵濃度についても新たな知見が
得られている。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．切削面粗さと切削速度とが負の関係にある点に興味を引かれた。どこかで正に転ずるのだろう

か。
２．丸のこ切削時の浮遊粉塵について、現場に即した加工作業形態で観察してはいかがか。
３．プレカット工場の調査データは興味深い。重要な仕事であると認識しているが、工場実態の把

握が弱いのではないか。実務者との連携が必要であろう。
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評価シート（指標）
実行課題番号：ケイ３ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

ケ 安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究
指標（実行課題 ：木材加工機械の消費エネルギーの削減と性能向上技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

加工機械の加工精度、加工能率、エネルギー消費の実態と問題点を明らかにする。得られた成
果は加工精度及び加工能率の向上、消費エネルギーの削減に活用する。木質残廃材のエネルギー
資源としての利用技術を開発する。これは木質残廃材のエネルギー利用システムの設計や評価法
の構築に活用する。

２．年度計画
１） ルータ加工における円弧切削指令の送り速度による追従性を解析する。ＮＣ
２）各種人工林材の乾燥スケジュールの特徴を樹種ごとに解析する。インサイジング加工の密度と

深度の効果をスギ柱材の人工乾燥試験により評価する。
３）廃棄物の種類、形状、破砕機械、処理時間および消費電力と粉砕最終生成物の品質との関係か

ら粉砕処理工程の特性を解析する。
４）入手可能な多樹種の残廃材について熱分解特性を解析する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
） 。 、１ 指令経路と実際の経路との最大誤差Δｒは送り速度(v)の増加にともなって大きくなる また

加工円の半径(r)が小さくなるほど、追従性は悪化する。Δｒとvおよびrとの関係式は、Δｒ
＝ v×v/ｒで示される。０．００３

２）植林ユーカリグランディスの乾燥温度は、乾燥初期: ℃、乾燥末期: ℃が上限であった。４０ ７０
スギ心持ち柱材のインサイジング加工密度を従来試験の ％に、また加工深さを局所的に深３０
くし、 ℃で乾燥を行った場合、 本中 本にのみ表面割れが生じた。８５～９５ １２ ３

３）チッパーにおける加工材トンあたり消費電力量は、材の断面積が大きくなると増加する傾向に
あったが、材長の影響は受けなかった。せん断式粉砕機においては、材長が長く、断面積が小
さいほうが、トンあたり消費電力量は小さくなった。

４）健全な材では ピークとその温度がスギ、ヒノキ、マツの順で高くなった。灰分はいずれｄＴＧ
も ％以下の低いレベルであったが、スギの解体材には灰分が ％含まれており、ガス化を０．１ ２
行った場合は装置のメンテナンスに留意する必要がある。松食い虫被害材については、灰分の
増加は見られず、ガス化燃料として利用可能と示唆される。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８５ ６５
ルータ加工では表面粗さと追従性により適正な加工条件が求められること、またインサイＮＣ

ジング加工の乾燥性向上への効果や粉砕方法による消費エネルギー特性を明らかにしている。廃
材のエネルギー利用のための熱分解特性データを得るなど、全体として順調に進んでいる。

評価結果 〇達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

機械加工における加工精度の向上や消費エネルギーの削減に活用できるデータ、また木質残廃
材の利用技術を構築するために必要なデータを集積している。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．実行課題が幅広いので大変だと思うが、フォーカスをどこにあわせるか十二分に検討してくだ

さい。
２．インサイジング加工に際して、工具（挿入刃）の形状の影響の検討は必要ないか。
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平成１６年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応
（ケ）安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究

開催日平成１７年２月１０日
項目 指摘事項 対応結果

実行課題について
ケア１ｃ 内部割れと超音波伝播時間に関する解析を進 縦・たわみ・捻り振動試験に加え、超音波伝搬時間

め、同時に診断法として確立してほしい。 測定も行い、内部割れの検出が可能となり、さらに検
討を進めている。

ケア２ａ ケア２ａは、達成目標の中に実用化の方向をよ 交付金プロジェクト「国産材」において、協力機関との
り明確にしていただきたい。 ネットワーク化を含め、データ管理システムの構築に

向けた研究を推進中である。
ケア３ａ 木炭の床下調節機能については、基礎データ 実際の住宅で収集した基礎データを解析した。関連

の蓄積が望まれる。そのメカニズムの解析と既 研究の結果も踏まえて、敷設仕様を作成した。
存木造住宅への敷設仕様の作成にも努力して
いただきたい。

ケア３ａ 床、壁ともにモデル研究としては面白いが、現 壁については、スリット構造の表面に通気性材料で
実性に欠ける。 化粧する。床については、スギフローリングの厚さを

薄くして、実用的な仕様を作成した。実験は次年度に
実施する予定である。

ケイ２ａ スギ乾燥に関連するスギ品種の情報量をさらに 心材含水率だけでなく、密度、ミクロフィブリル傾角、
増やしてほしい。 収縮率等についての情報収集と整理を行った。

ケイ２ａ 乾燥経費に関しては天然乾燥費をどのように評 天然乾燥を含め、乾燥方法による乾燥コストの相違
価するのか。 を評価した。

ケイ３ａ 丸太形状に沿った曲がり挽き加工をしない理由 一般に製材品は通直な材であり、従って直線挽きを
は何か。 行っている。特殊な需要がある場合には、曲がり挽

きをしている。
ケイ３ａ 浮遊粉塵の形状を測定する目的を明らかにさ 丸鋸による加工において、鋸速度や材料の送り速

れたい。 度、加工材料の違い等によって粉塵の形状が違って
くる。従ってこのことを明らかにすることによって、人
体等への影響を軽減するための粉塵対策が立てや
すくなる。

ケイ３ｂ スギのインサイジングについては、使用時に露 加工密度、加工パターンを変えて、使用時に露出し
出しない面からのインサイジング加工とその効 ない２面のみの加工を行い、適正な加工密度により
果について検討されてはいかがか。 割れの発生を抑制できることを示唆した。

ケイ３ｂ 割れ、狂いの抑制を目的とするインサイジング インサイジング加工は乾燥時の応力を分散させて表
には違和感を禁じ得ない。 面割れや内部割れを抑制することが期待できる。こ

れを利用して、乾燥速度を速め、かつ割れ等の欠点
発生が生じない効果を追求している。

研究項目について
ケ 各研究項目とも公立試験研究機関等との連携 プロジェクト研究等を通じて対応してきた。

を強化して、研究の効率化を図り実用化を進め
ていただきたい。

研究分野について
ケ 評価会議におけるプレゼンテーションに工夫が パワーポイントによるプレゼンテーションに統一した。

必要である。 補足説明資料等を活用した。



- 208 -

独立行政法人森林総合研究所

平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（ケ）安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究

開催日平成１７年２月１０日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
ケア１ａ １．樹種名の入力で識別拠点が一覧できるとな １.使い方の利便性に関しては、今後、検討していく。

およい。 ２.専門誌などに紹介記事を載せるよう務める。
２．公開した樹種の識別データベースの利用拡 ３.樹種数は、約８００種をメドにデ－タベ－スを完成さ
大への啓蒙が求められる。 せる予定である。
３．非常に重要な仕事であるが、エンドレスにな
る可能性もあるため、長期的な年度目標を明ら
かにしておくことが必要ではないか。

ケア２ａ 生物劣化に対する評価については森林総研内 今後とも「木材の耐久性及び保存処理」部門の研究
の他部門との意見交流が重要と考える。 者と意見交換をしながら、研究を推進していく。

ケア２ｃ 耐力発現機構については、今後、実験結果をも 実験データを分析し、構造部材が外力を受けた時の
とにした理論的構築への展開を期待したい。 挙動を解明するとともに、挙動の数式化を試みたい。

ケア３ａ １．スギ単層フローリングはあまりにも低遮音性 1.民家型住宅の化粧表しの床構造は元々遮音性が
であるので、リフォーム的に改善する手法も視 低い。その外見を変えない範囲で低遮音性を緩和す
野に入れて欲しい。 ることを目指しているので、床衝撃音レベルの絶対

値ではなく低減量を評価対象と考えている。面材料
を積層付加する仕様として、床のリフォームにも使え
るようにしたい。

２．床下への木炭敷設に関しては、木炭の湿気 ２．およそ５年ごとに木炭を天日干し等で維持管理す
低減寿命の推定が望まれる。 ることによって、住宅の寿命より木炭の湿気低減寿

命を長くすることを目指している。５年をメドに木炭に
よる湿気低減効果を実証する予定である。

ケア３b 非常に重要な仕事であるので、研究内容にメリ 五感に対応して独立した課題を設定しているが、生
ハリをつけ、分散的にならないような工夫の必 理的および心理的応答を指標とした木質居住環境
要性を感じる。 の快適性評価技術の開発を統一目標として研究を

推進する。
ケイ３ａ 重要な仕事であると認識しているが、工場実状 プレカット工場の生産能率の解析では、実務者との

の把握が弱いのではないか。実務者との連携 連係を深め、できるだけ正確な実状を把握するよう
が必要であろう。 努める。

ケイ３ｂ インサイジング加工に際して、工具（挿入刃）の インサイジング加工については、さらに加工条件を変
形状の影響を検討する必要ないか。 えて、乾燥性への効果を検証するよう努める。
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ケ分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

（ア） （イ）評価単位
安全・快適性の向 国産材の加工・利全分野に対

上を目指した木質 用技術の開発ケ する割合

材料の利用技術［％］
の開発

116,136 6 ％ 45,870 70,266予算［千円］
(14 ％) (37 ％) (0 ％)（受託プロジェクト

研究費の割合）
［％］

29.5 8 ％ 16.6 12.9勢力投入量
（人当量）［人］

10 6 ％ 2 8委託研究
機関数

43 10 ％ 24 19研究論文数
96 8 ％ 68 28口頭発表数
8 6 ％ 6 2公刊図書数
55 8 ％ 34 21その他発表数
0 0 ％ 0 0特許出願数
2 7 ％ 2 0所で採択された

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
（１）研究の推進方向

安全・快適性の向上を目指した木質材料の加工・利用技術の開発に関する研究ケ

第２－１－（１）－ケ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ
②区分 ト①

◎ 100 1ケア１ａ 日本産広葉樹材の識別データベースの開発

◎ 100 1ケア１ｂ スギ等造林木の成長と樹幹内構造変異及び用材の品質に影響を及ぼす
要因の解明

◎ 100 1ケア１ｃ 木材のレオロジー的特性及び圧電機構の解明

◎ 100 1ケア２ａ 製材の強度性能評価技術の開発

◎ 100 1ケア２ｂ 接合強度の耐力発現機構の解明と耐力評価方法の確立

◎ 100 1ケア２ｃ 木質構造の構造要素の耐力発現機構の解明とその理論化

◎ 100 1ケア３ａ 木質材料で囲まれた空間で生じる熱、水分の移動、振動、音の伝播などの
物理現象の解明

◎ 100 1ケア３ｂ 生理応答を指標とした木質居住環境の快適性評価技術の開発

◎ 100 1ケイ１ａ スギ材の用途選別技術の開発

◎ 100 1ケイ１ｂ 高温・高圧条件下での木材組織・物性変化の解明

◎ 100 2ケイ１ｃ 圧力・温度条件の制御による高速乾燥技術の開発

◎ 100 2ケイ２ａ スギ品種等の材質特性に応じた最適乾燥プロセスの解明と性能評価

◎ 100 1ケイ２ｂ 性能及び信頼性確保のための乾燥処理基準の明確化

◎ 100 1ケイ３ａ 変化する木材資源・新木質材料に対する機械加工技術の高度化

◎ 100 1ケイ３ｂ 木材加工機械の消費エネルギーの削減と性能向上技術の開発

（指標数：１５、 ウェイトの合計③：１７ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １７００（ ）
＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ １７

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０
半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会
ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ｃ：未達成 （５０％未満） ａ＋

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シート（指標）
実行課題番号：コア１ａ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題 ：ゲノム情報及び分子マーカーを活用した森林植物研究）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

ナラ類の核ゲノムに関する浸透交雑現象が解明され遺伝資源保全対策に対してより具体性を持
つ提言を行うことができる。スギの着花性及び着花量を制御する遺伝的メカニズムの解明により

ＱＴＬ花粉症対策の進展を図ることができる サクラソウの連鎖地図の充実化及び異なる環境での。
反応が解明され、その成果は他殖性植物保全におけるゲノムレベルでの指針作成に利用できる。
資源植物ゲノムでは主要針葉樹の 情報の集積が行われ今後の針葉樹ゲノム解析のためのデＥＳＴ
ータベース構築に利用できる。

２．年度計画
１）ゲノム情報及び分子マーカーを活用しコナラ属の浸透交雑現象を解析する。
２）スギの開花に関連する遺伝子の連鎖地図上での位置及び発現を解析する。

年度計画目標値： ％４０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）コナラ属の浸透交雑の解析では、 の プライマー組でスクリーニングを行い、 プライＡＦＬＰ ３６ ８

マー組で安定した ピークが得られた。種特異的なマーカーは未開発であるが、多型フラＤＮＡ
グメントの出現頻度が種間で異なることを明らかにした。 プライマー組で得られた マーカ２ ４０
ーの結果を用いて主座標分析を行ったところ、第 座標 寄与率約 でカシワとミズナラを1 ２１( %)
明瞭に区別することが出来た。

２）スギの雄花着花に関する遺伝子を解析し、雄花について 遺伝子、栄養シュートに関し１，４９６
て 遺伝子が組織特異的である可能性を認めた。さらに、他の植物種の遺伝子情報との比較３５０
から、新たにＧ 、 などと相同性を持つ遺伝子の部分塩基配列を得ＩＧＡＮＴＥＡ、ＨＥＮ２、ＦＴ ＧＡＩ
た。新たに 化した 遺伝子座により家系親の変異のスクリーニングを行った。家系親間ＳＴＳ ４８
で多型を持つ マーカーに、前年度に開発した マーカーをあわせて 個体の遺伝子型を２１ １５２ Ｆ２
決定をした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ６０ ２０
平成 年度から新たに 年間の計画で始まったこの実行課題について、コナラ属の浸透交雑現１５ ３

２ ６０象の解析、スギの開花に関する遺伝解析が計画どおり進捗したことから、 年次での達成度を
％とした。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

マーカーによるミズナラ及びカシワの浸透交雑、スギの開花に関する遺伝子情報を予定ＤＮＡ
どおり解析できたことから、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．主要林木の遺伝的構造が着実に明らかになっており、年度計画を達成している。また、成果公

表も順調である。
２．研究成果を公表することについては優れた実績を挙げている。研究方向で次の飛躍を考えて欲

しい。
３．花粉症対策の進展を図ることができるといっているが、このあとどのように応用に展開してい

くのでしょうか知りたい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：コイ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題 ：形態形成等成長・分化の特性解明と関連遺伝子の単離及び機能解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

林木の花粉タンパク質遺伝子、光合成器官や生殖器官の分化・発達及び心材化に関連する遺伝
子、情報伝達系に関連する遺伝子、外生菌根共生体の形成や分化に関連する遺伝子を５クローン
単離し、それら遺伝子の発現特性を解明する。また、遺伝子機能の解明に必要な林木の遺伝子組
換え技術がより効率的なものに発展させる。

これらの成果をもとにして、完全長 を含む遺伝子、それらの配列情報及び遺伝子組換えcＤＮＡ
の効率化に関わる情報を、国内外の研究機関へ提供する。

２．年度計画
１）ジベレリン生合成系酵素遺伝子、心材化に関連する遺伝子、花成形成制御遺伝子等成長・分化

に関わる新たな遺伝子を単離し、遺伝子の発現特性を解明する。
２）単離した遺伝子の機能解明のために組換えポプラの作出を進める。
３）ポプラ完全長 ライブラリーに含まれる の塩基配列解読を継続し、遺伝子の同定及cＤＮＡ cＤＮＡ

び機能推定を行う。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）ポプラのジベレリン生合成系の新規 酸化酵素遺伝子、花成制御関連遺伝子、スギの新規ＧＡ２

花粉アレルゲン遺伝子を単離した。また、スギ木部で発現する遺伝子の部分塩基配列を
個以上決定した。スギの 遺伝子( 遺伝子ホモログ)が、雄花だけではなく葉や１，０００ ＭＡＤＳ Ｂ

雌花でも発現することを明らかにした。
２）花成抑制に関わるTerminal Flower 1 ( )遺伝子の発現を抑制する組換えポプラ及びジベＴＦＬ１

レリン生合成系酵素 酸化酵素遺伝子、ジベレリンのシグナル伝達に関わる 量体GタンパＧＡ２０ ３
ク質遺伝子、タンパク質リン酸化酵素遺伝子をそれぞれ過剰発現する組換えポプラの作出を進
めた。

３）ポプラ完全長 の塩基配列を 個以上解析し、重複しない 種の遺伝子を収集cＤＮＡ ３０，０００ ４，５２２
した。これらの中には多数の環境ストレス関連遺伝子が含まれていた。完全長 の大規模cＤＮＡ
収集は、樹木で世界初の成功例である。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
形態形成等成長・分化に関連する遺伝子の単離及び機能解明は中期計画に対し予定どおり進捗

している。収集した完全長 は、ポストゲノム時代の樹木の基礎生物学的知見の集積に役立cＤＮＡ
つだけでなく、環境ストレス耐性樹木の作出などに利用できる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

ポプラ完全長 の大規模収集や遺伝子組換え技術を利用したポプラの花成制御技術の開発cＤＮＡ
で想定以上の成果が得られ、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．実行課題毎に達成度にややばらつきがあるものの、全体として研究は順調に進行しており、年

度計画を達成している。とくに、完全長 ライブラリーの作成は、波及効果が大きく優れcＤＮＡ
た成果である。

２．研究は順調に進んでいる。今後は、どのような遺伝子を導入するべきかについても検討して欲
しい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：コイ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題 ：林木の成長・分化の制御に関与する細胞壁等因子の解析と機能解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

細胞壁中でのペクチン－ホウ酸複合体の構造と機能を解明することで、細胞壁の構造安定化の
機構を明らかにする。細胞壁由来の糖鎖を高検度かつ迅速に測定できる手法を確立する。ペクチ
ン側鎖の生合成及び分解に関係する酵素系をタンパク質レベルで明らかにする。

これらの成果はホウ素の施肥・管理法の作業マニュアルに重要な情報を提供する。糖鎖の測定
手法は細胞壁糖鎖の生合成や分解の解析に有力な手法となる。さらに、酵素の解析は成長過程に
おけるペクチン側鎖の代謝機構の解明に繋がる。

２．年度計画
１） アミノベンズアミドで標識したガラクトオリゴ糖の構造を 等により解析する。２－ ＮＭＲ
２）細胞壁変異体の糖鎖を解析するとともに、アラビノース転移酵素の活性を測定する。
３）ガラクタナーゼの精製を進め、精製標品のアミノ酸配列を解析し、 ライブラリーを作製cＤＮＡ

する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）ガラクタンをガラクタナーゼにより加水分解し、重合度の異なるガラクトオリゴ糖を単離・精

製した。各オリゴ糖の還元末端を により蛍光標識し、 等により解析した。 ガ２ＡＢ ＮＭＲ ２ＡＢ-
ラクトオリゴ糖を用いて - とマングビーンミクロソーム画分を反応させ、ガラクトーＵＤＰ Ｇａｌ
ス転移酵素反応を解析した。また、 -アラビノピラノースを用いてガラクトオリゴ糖へのＵＤＰ
アラビノース転移酵素反応を解析した。

２）ペクチングルクロン酸転移酵素遺伝子の発現を抑制した組換えタバコと非組換え体では、ペク
チン多糖ラムノガラクツロナンⅡに差は認められなかった。

３）ギンドロ培養細胞細胞壁から３種類のガラクタン分解酵素を精製し、それぞれの 末端アミノＮ
酸配列を解析した。現在、アミノ酸配列情報に基づき、c の単離を進めている。ＤＮＡ

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
細胞壁糖鎖の転移反応を解析する手法の開発やペクチン側鎖の生合成及び分解に関連する酵素

の精製が進み、中期計画に対し予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト ２
評価結果の理由

-ガラクトオリゴ糖を用いたガラクトース転移酵素やアラビノース転移酵素の反応解析、２ＡＢ
組換えタバコの解析、ガラクタン分解酵素の精製を進め、年度計画を達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： ２
訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．細胞壁合成に関わる基礎的研究であるが、研究は順調に進行しており、年度計画を達成してい

る。細胞壁でのホウ素機能解明への手がかりが得られつつあり、今後の展開が期待される。今
後、木本樹種にも焦点を当てた研究を期待したい。成果公表も順調である。

２．細胞壁に関する研究では優れた成果を挙げている。今後は、世界をリードするような活躍が期
待される。
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評価シート（指標）
実行課題番号：コイ１ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題 ：限界環境応答機能の生理・生化学的解明と関連遺伝子の単離及び機能解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

樹木の環境応答反応を明らかにすることにより、個体・細胞レベルでの環境適応反応を解析する。限
界環境応答関連遺伝子5クローンの獲得を目指す。耐塩性に関連する遺伝子を単離する。樹木の微量
要素であるホウ素応答反応を解析する。放射線による樹木への影響及びその防御に関する分子機構の
解明を進める。

これらの知見により、樹木の成長特性が明らかになり、分子レベルでの高塩環境適応機構、成長や形
ペクチンメチルエステラーゼの態形成におけるホウ素の機能・作用機構やホウ素欠乏耐性における

役割の解明が期待でき、有用樹木育成への技術開発につながる。

２．年度計画
１）ホウ素欠乏耐性細胞の特性を調べ、ペクチンメチルエステラーゼ遺伝子の発現を解析をする。
２）カタラーゼ遺伝子の発現に及ぼす塩ストレスや光強度の影響を解析する。
３）ポプラに高線量ガンマ線を照射し成長特性を解析するとともに、 修復関連遺伝子を単離ＤＮＡ

する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）ギンドロ培養細胞から、ペクチンメチルエステラーゼ( )の を単離した。その塩基ＰＭＥ cＤＮＡ

配列は、ポプラのものと ％の相同性を示した。９７
２）アカシアのカタラーゼ遺伝子( 1、 2)の発現特性について、日周性考慮して解析した。Ｃａｔ Ｃａｔ

1の発現は明期の遅い時期に、 2の発現は明期の早い時期にピークがあった。 種類のＣａｔ Ｃａｔ ２
遺伝子の発現時期の差異は、暗所では検出できなかった。塩ストレスによる 遺伝子の発現Ｃａｔ
に及ぼす塩ストレスの影響を解析すると、 2の発現は明期の早い時間に誘導された。Ｃａｔ

３）ポプラの成長に及ぼすガンマ線照射の影響を解明した。また、 リガーゼIVのポプラ相同ＤＮＡ
遺伝子を単離した さらに ガンマ線照射したポプラでは 修復関連遺伝子 51 ＤＮＡ。 、 （ 、ＤＮＡ Ｒａｄ
リガーゼIV）の発現が増加した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
限界環境応答機能の生理・生化学的解明と関連遺伝子の単離及び機能解明について、中期計画

に対し予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

ギンドロのホウ素欠乏細胞の生理特性は解析できなかったが、 遺伝子の単離、 遺伝ＰＭＥ Ｃａｔ
子や 修復関連遺伝子の発現特性の解析、ポプラの成長に及ぼす放射線の影響評価を進め、ＤＮＡ
年度計画を達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３

意見等
． 、 、１ ガンマー線照射研究の位置付けがやや不明瞭であるが 研究は全体として順調に進行しており

年度計画を達成している。ただ、ストレスにともなって発現する遺伝子とストレス耐性との関
係を検証する研究に、もっと精力を注ぐ必要がある。また、成果公表はやや不十分である。一
層の努力を期待したい。

２．放射線照射についての成果を早く論文で公表することが望まれる。
３．興味ある成果が出てきているようなので公表につなげて欲しい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：コイ１ｄ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題 ：きのこ類の子実体形成機構の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

食用きのこの子実体形成時に特異的に発現する重要な遺伝子を明らかにする。これらの遺伝子
の発現様式や発現量を明らかにする。きのこの子実体形成を誘起する物質を解明する。これらの
研究成果は、きのこの新たな育種マーカー及び連鎖地図のマーカーの開発に繋がる。さらに、子
実体を誘起するために必要な基本構造が明らかになり、子実体誘起物質を含む新たな素材の開発
に繋がる。

２．年度計画
１）シイタケ子実体形成時に特異的に発現する新規遺伝子について、その全長 を単離し、塩cＤＮＡ

基配列を解析する。
２）ヒラタケの培養菌糸と子実体に特異的に発現する遺伝子を解析する。
３）栽培試験で活性を確認したエノキタケ廃菌床由来画分に含まれる活性物質の精製を進める。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）シイタケの子実体形成過程で特異的に発現する遺伝子( )の塩基配列を解析した。推定アＣＤＣ５

ミノ酸配列は分裂酵母のものと高い相同性を示した。大腸菌内で発現させ、 タンパク質ＣＤＣ５
ＤＮＡ cＤＮＡ ２０の部分配列に結合する 配列を明らかにした。これまでに単離した 断片を用い、

種類の遺伝子が子実体原基及び成熟子実体で特異的に発現することを明らかにした。
２）ヒラタケの子実体形成時に、子実体で特異的に発現している２つのc 断片（A8-D、A8-U）ＤＮＡ

を単離した。A8-Dはcytochrome 系酵素の遺伝子と、A8-Uは他の糸状菌が炭素飢餓状態Ｐ４５０
に陥った時に発現する遺伝子と相同性を示した。ヒラタケの培養菌糸に特異的に発現する遺伝
子のc 断片を１種類単離した。ＤＮＡ

） 、 、 、３ エノキタケ廃菌床の熱水抽出物をSephadexLH20樹脂カラム上にのせ 水 ％メタノール水２０
％メタノール水及び ％メタノール水で順次溶出させた。 ％メタノール水溶性画分に強４０ ６０ ２０

い子実体形成促進活性が検出された。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
きのこの子実体形成時に特異的に発現する遺伝子の解析も順調に進み、中期計画に対し予定ど

おり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

シイタケやヒラタケの子実体形成時に特異的に発現する遺伝子の解析だけでなく、エノキタケ
廃菌床由来画分に含まれる活性物質の精製も進め、年度計画は達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３

意見等
１．遺伝子関連の研究項目が、育種マーカー開発にどのように繋がるのか不明瞭であるが、研究自

。 、体は順調に進行している 子実体形成促進物質に関する研究では興味深い成果が得られており
、 。 、 。それらの化学的実体の同定を含め より詳細な解析が待たれる また 成果公表も順調である

２．子実体形成に関する遺伝子レベルでの研究の進展を期待する。
３．子実体形成促進物質の究明にあたっては培地との関連性に興味がある。
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評価シート（指標）
実行課題番号：コウ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題 ：林木における不定胚経由の個体再生系の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

林木の不定胚誘導、個体再生のモデル系における内的・外的培養要因を明らかにする。主要広
葉樹及びスギとヒノキを含む針葉樹の不定胚誘導、個体再生の効率化要因を解明する。

これらの成果により、安定的な培養系により個体が再生される。スギ、ヒノキへの新規除草剤
抵抗性の遺伝子の導入が行われ、森林植物の遺伝子組換え作出技術の進展に資する。さらに、バ
イテクによる効率的な保存と増殖技術が開発され、遺伝子組換え植物を含む多様な森林遺伝資源
植物の利用に向けた手法の開発に繋がる。

２．年度計画
１）スギやヒノキ等の不定胚を経由した個体再生条件を開発する。
２）森林植物の不定胚形成細胞等の培養保存や超低温保存の条件を解析する。

年度計画目標値： ％１０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）スギ、ヒノキ、サワラ、クロマツ、アカマツ、ヤクタネゴヨウ、ベニバナトチノキ、マホガニ

ーについて、不定胚形成細胞の培養維持を行い、不定胚経由の個体再生条件を再検討した。ス
ギ、ヒノキ等で、アブシジン酸、ポリエチレングリコール( )と活性炭等を添加した不定ＰＥＧ
胚成熟培地を用い、再生個体を得た。その後、人工気象室や温室で順化し、来年度に苗畑に移
植する予定である。また、サワラの不定胚よりプロトプラストを誘導し、そこから不定胚経由
した個体再生に世界で始めて成功した。不定胚形成には、 と 含有培地が適してお２，４-Ｄ ＢＡＰ
り、その後の増殖では暗下で１分間 回転の旋回液体培養が最適であった。ベニバナトチノ１００
キの不定胚培養では、 は mg/lの濃度で不定胚の成熟や発芽を阻害した。ＰＥＧ １０～１００

２）ベニバナトチノキの不定胚の培養保存で、 mg/lの は ヶ月後の生存率を向上させた。５０ ＰＥＧ ８
また、ヒノキやサワラの不定胚形成細胞を液体窒素下で凍結保存しても、解凍後にそれらの細
胞が生存していることを確認した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ９０ ８０
林木における不定胚経由の個体再生系の開発、組織培養技術による保存・増殖技術の開発に向

かって、中期計画は予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

スギやヒノキ等の不定胚の成熟培地の開発や組織培養による保存・増殖技術を開発するための
至適培養条件の検索だけでなく、サワラの不定胚からプロトプラストを単離し、再度不定胚を誘
導して個体再生に成功したので、年度計画を達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は着実に進行しているが、培養条件の検討等は極めてルーティンであり、従来の枠から突

出して新規なものはない。新しい発想とチャレンジを期待したい。しかし、サワラの不定胚由
来プロトプラストからの個体再生の成功は、応用的観点から意義ある成果である。今後、通常
の組織から単離したプロトプラストからの再生にも挑戦してほしい。成果公表も概ね順調であ
る。

２．サワラ以外の針葉樹でプロトプラスト培養系の開発が望まれる。
３．不定胚形成細胞等の超低温保存方法の開発に期待する。
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独立行政法人森林総合研究所

評価シート（指標）
実行課題番号：コウ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題 ：きのこ類の形質転換に必要なベクター及び遺伝子導入技術の開発）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

マツタケのレトロエレメントを用いた新たなシイタケの宿主・ベクター系の開発、パーティク
ルガン法を用いたきのこの簡易な形質転換法を開発する。菌根判別技術の開発では、マツタケの
人工栽培研究の評価法としての分子モニタリング法を開発する。

これらの成果は、シイタケ等主要栽培きのこの遺伝子機能の解明に役立つだけでなく、マツタ
ケの生態のモニターや人工栽培研究において信頼性かつ汎用性のある有効な評価技術となる。

２．年度計画
１）レトロエレメントの組換えに有効な最小 領域を特定する。ＤＮＡ
２）パーティクルガン法の最適条件を解析し、ヒラタケへの遺伝子導入法を開発する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）レトロエレメントmarY1(6-kb)の末端に位置する約0.4-kbの反復配列( )がmarY1とは独立ＬＴＲ

した ( )と呼ばれるトランスポゾンであることを明らshort interspersed nuclear element ＳＩＮＥ
かにした。この はマツタケ染色体の至る所に存在し、染色体進化に深く関わってきたこＬＴＲ
と、シイタケを含む他の菌類にも広く分布すること、発現することから、この を利用すＬＴＲ
ることで遺伝子組換えの効率が向上すると期待される。そこで、この を組み込んだハイＬＴＲ
グロマイシン抵抗性ベクターを作製し、シイタケのスフェロプラストに導入した。また、マツ
タケの を用いたマツタケの個体識別法を開発した。ＬＴＲ

２）パーティクルガン法を用い、ヒラタケへの遺伝子導入の至適条件を解析した結果、 psi１，３００
のヘリウムガス圧、 m金粒子、 cm打ち込み距離で最適であった。また、様々な遺伝０．６ ５～８μ
子導入用ベクターを構築した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
きのこ類の形質転換に必要なベクター及び遺伝子導入技術の開発は、中期計画に対し予定どお

り進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

組換えに有効なレトロエレメントの最小領域の特定やパーティクルガン法による遺伝子導入に
至適条件の決定が十分になされ、年度計画を達成した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．研究は順調に進行しており、年度計画を達成している。特に、レトロエレメントを菌類研究に

、 。活用できるマーカーおよび形質転換ベクターとして確立しつつあり 将来の成果が期待できる
また、成果公表も概ね順調である。

２．シイタケ等での遺伝子組換え体の開発が進展することを期待する。
３．マツタケー樹木相互作用の菌株レベルでの解析の実用化に期待する。
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評価シート（指標）
実行課題番号：コウ２ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題 ：遺伝子組換え林木における遺伝子発現及び野外影響事前評価）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

ポプラ等の遺伝子組換え体を用いて導入遺伝子の形質発現を解析し、組換え樹木の環境安全性
に関する諸要因を解明する。

これらの知見は樹木における遺伝子組換え体の安全性評価手法の開発に繋がる。

２．年度計画
１）組換えポプラにおける導入遺伝子の存在様式を解析する。
２）隔離温室で組換えユーカリの成長速度やアレロパシー特性を解析する。
３）組換えポプラと非組換えポプラに形成された菌根の成長を解析する。

年度計画目標値： ％２９

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）除草剤ビアラホス耐性遺伝子( )を導入した組換えポプラから全 を単離し、導入遺伝子ｂａｒ ＤＮＡ

の存在様式を解析した。
２）タバコ転写因子を過剰発現させ隔離温室で育成した組換えユーカリで非組換え体よりも成長の

良い系統があった。数種類の着花促進剤を処理したが、組換えユーカリは着花しなかった。組
換えユーカリのアレロパシー特性を解析したところ、非組換え体よりもアレロパシーの低い組
換え体が存在した。

３） 遺伝子を過剰発現した組換えポプラと非組換えポプラに無菌条件下で 種の菌根菌を接種ｂａｒ ５
し、形成された菌根を液体培地で培養したところ、根毛と菌根菌の増殖は生じたが、組換え体
と非組換え体で差異は検出できなかった。組換えポプラの菌根チップから分離した 系統のコ８
ツブタケはどれも導入遺伝子を保持していなかった。 種の菌根菌のビアラホスに対する感受６
性を調べたところ、ウラムラサキは高い耐性を、コツブタケは最も感受性を示した。

以上の他に、年度の途中から開始した研究として、ポプラ 遺伝子をアンチセンス方向ＡＣＣ
及びセンス方向でポプラへ導入したところ、アンチセンス方向に過剰発現させた組換えポプラ
は、分枝する特徴があることを明らかにした。さらに、ストレス応答性転写因子の遺伝子を過
剰発現する組換えポプラの作出を進めた。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ５１
組換えポプラから菌根菌への導入遺伝子移動の可能性を科学的に否定し、組換え林木における

遺伝子発現及び野外影響事前評価は、中期計画に対し予定どおり進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

菌根菌への導入遺伝子移動の可能性、組換えユーカリの成長特性やアレロパシー特性の解析だ
けでなく、 遺伝子を導入した新たな組換えポプラの作出に成功し、年度計画を達成した。ＡＣＣ

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
訳(人) (１) (２) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．遺伝子組換えポプラを用いた環境安全性の研究は、成果が少ない。また、これらの実験をどの

ように野外影響事前評価に結び付けていくのか、不明確である。肯定的成果は得られなかった
が、菌根菌と宿主との遺伝子交換という課題は興味深い。実験系、実験設定を再検討して再挑
戦してほしい。全体として、計画を達成するには一層の努力が必要である。成果公表は不足し
ており、一層の努力が必要である。

２．本課題の推進には困難な面があることも理解できるが、着実な進展を期待する。
３．ポプラ、ユーカリ以外の林木に対して組換え体の環境安全性を評価できる普遍的な手法の開発

が望まれる。
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評価シート（指標）
実行課題番号：コエ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題 ：環境適応手段として樹木が生産する各種成分の探索と機能の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

環境適応手段として 種の樹木種子が生産する成分の植物成長制御活性及び抗酸化活性を明５０
らかにする。さらに、活性の高い樹種で活性本体の解析を行う。

これらの成果は、樹木の植物間相互作用や酸化的ストレス等の自然環境要因に対する適応機能
を解明するためのシーズとして活用できる。

２．年度計画
１）広葉樹種子に含まれる植物生長制御物質の化学構造と抑制活性との構造活性相関を解明する。
２）広葉樹種子抽出物についてフェノール性化合物量などの測定を行い、種子成分の組成と抗酸化

活性との相関を解明する。
年度計画目標値： ％２５

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）広葉樹種子に含まれる飽和脂肪酸の中で、炭素数 のものが最も高い植物成長制御活性を９～１０

示した。脂肪酸のカルボキシル基をアルデヒド基あるいは水酸基に置換すると、活性は減少し
た。一方、脂肪酸のカリウム塩、ナトリウム塩はより高い活性を示した。これらの結果は、種
子中の中鎖飽和脂肪酸が他の植物との植物間相互作用に関与している可能性を示している。

２）約 種の広葉樹種子抽出物の抗酸化活性を測定した。カバノキ科の種子では、プロアントシ４０
アニジン類が抗酸化活性に関与していた。一方、ブナ科の種子では、他のフェノール性成分の
関与が示唆された。これらの結果は、種子中のプロアントシアニジン等のフェノール性成分が
自然環境下における酸化的ストレスへの適応に関与している可能性を示している。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ７７ ５２
今年度までに 種以上の樹木種子が生産する成分の植物成長制御活性及び抗酸化活性を明ら５０

かにするとともに、活性の高いクスノキ種子から植物成長制御物資を同定している。また、プロ
アントシアニジン等の抗酸化活性成分本体の解析にも着手しており、順調に中期計画を達成して
いる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

クスノキ種子に含まれる飽和脂肪酸の植物成長制御活性との構造活性相関について詳細な検討
を行っている。また、約 種の広葉樹種子成分の抗酸化活性を検定し、プロアントシアニジン４０
等のフェノール性成分の活性への関与を解明しており、今年度の評価を達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３

意見等
１．着実に研究は進行している。しかし、抽出液の成長抑制活性のレベルから一歩進めて、抽出液

中の成長抑制物質の化学的本体の同定を目指す必要がある。成果公表は不足しており、一層の
努力が必要である。

２．新たな研究の展開に繋がるようなブレークスルーを期待する。
３．植物成長制御活性について、側鎖のある脂肪酸等、範囲を広げての検討が望まれる。
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評価シート（指標）
実行課題番号：コエ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題 ：きのこ類の多様な機能の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

、 、 、きのこの有効成分に与える菌株 栽培方法の影響を検討することにより きのこの持つ嗜好性
栄養等の多様な機能を解明する。

得られた成果は、におい成分等きのこの多様な機能を利用する技術の開発に資する。

２．年度計画
１）乾シイタケのニオイ成分であるレンチニン酸の生成経路を解析する。
２）エリタデニン高含有シイタケ系統の育成を行う。
３）乾シイタケのニオイ成分量に影響を与える培地成分の検索及びレンチナン高含量シイタケ菌株

の選抜を行う。
４）口腔内細菌に対するきのこの抗菌性を評価する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）レンチニン酸は、システインからグルタチオンへ至る経路から分岐して生合成されることを示

唆した。
） 、 。２ 森林総合研究所保有株の子実体中のエリタデニン含有量を測定し 高含有菌株を明らかにした

また、発生温度を高めることにより、エリタデニン含有量が増大することを明らかにした。
３）培地中にグルタミン酸を添加すると、ニオイ成分量が増大した。一方、グリシンの添加はニオ

イ成分量を減少させた。レンチナン含有量を測定するため、森林総合研究所保有菌種（ 菌１００
種）及び市販品種（ 品種）を菌床栽培し、子実体を収穫した。２５

４）きのこ（ 種）の菌糸体の ％エタノール水抽出物は、 種の口腔内細菌に対する高い抗菌１１８ ８０ ７
性を示した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
シイタケのエリタデニン含有量の向上及びニオイ成分量の制御に効果的な培地添加物を解明す

るとともに、各種きのこの口腔内細菌に対する抗菌性等の新規な機能性を見出しており、全体と
して中期計画が順調に進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

レンチニン酸の生成経路の解析、エリタデニン高含有シイタケ菌株の解明、乾シイタケのニオ
イ成分量に影響を与える培地成分の検索、口腔内細菌に対するきのこ含有成分の抗菌性評価に関
して、予定どおりの成果が得られている。レンチナン含有量の測定がやや遅れているが、全体と
して研究が順調に進捗している。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．シイタケの匂い成分の前駆体であるレンチニン酸の生成経路についての研究は順調に進行して

おり、年度計画を達成している。また、培養条件の探索、変異体の選抜、抗菌性試験等、応用
的研究も着実に進行している。ただし、成果公表は不足しており、一層の努力が必要である。

２．きのこ生産の現場に繋がる研究の進展を期待する。
３．アミノ酸と乾燥椎茸ニオイ成分の生成への関わりの究明は他のきのこ栽培にも応用できる重要

な課題である。
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評価シート（指標）
実行課題番号：コエ２ａ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

コ 生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究
指標（実行課題）担子菌による土壌汚染物質の分解条件の解明と評価
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

木材腐朽菌による環境汚染物質の分解機能の評価及び解明を行うとともに、分解・代謝に関与
。 、 （ ）する酵素系を解明する 得られた成果は 農地中の有害汚染物質 ダイオキシンやディルドリン

分解のための白色腐朽菌処理など微生物を利用した環境修復技術の開発につなげる。

２．年度計画
１）ダイオキシン存在下で発現する主な遺伝子の全長 をクローニングする。cＤＮＡ
２）土壌中に接種した担子菌の生存、増殖を追跡できるモニタリング手法を開発する。
３）未ざらしパルプ存在下で生菌が生産するペルオキシダーゼの活性染色を行い、培地中での生菌

の菌体外酸化反応の局在性について解析する。
年度計画目標値： ％３３

３．年度計画の進捗状況と主な成果
Ｐ４５０１）ウスヒラタケの培養液からダイオキシンの分解に関わっているとみられるシトクローム

に類似の遺伝子断片を見いだした。定量 によりダイオキシン存在下で同遺伝子のホＲＴ-ＰＣＲ
モロジーを有する遺伝子の発現量の増加が示唆され、ダイオキシン分解代謝の中間体の構造か
ら初発反応が 等による芳香環への水酸基導入である可能性が示唆された。Ｐ４５０

２）担子菌の を指標にした定量 により、土壌中の菌糸体を定量でき、生存や増殖を追跡ＤＮＡ ＰＣＲ
できるモニタリング手法を確立した。

３） （ ）株の培養菌糸体の先端部に菌体外ペルオキPhanerochaete crassa ＭＡＦＦ４２０７３７ ＷＤ１６９４
シダーゼが局在することを顕微分光法による測定で確認した。菌糸先端部に局在するペルオキ
シダーゼのほとんどはマンガンペルオキシダーゼであった。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ６６ ３３
前期の本課題（コエ２ａ）で、担子菌の環境汚染物質の分解機能を評価・解明するとともに、

マンガンペルオキシダーゼの特性を明らかにした。この段階で中期計画を達成しており、継続の
本課題においてもダイオキシン等の汚染土壌の環境修復に担子菌を活用するための菌糸体量のモ
ニタリング手法の確立やダイオキシンの代謝分解に関与する遺伝子の取得と解析が進んでおり、
本年度の成果を累積して ％とした。６６

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

ダイオキシン存在下で発現する遺伝子の全長 のクローニングには至らなかったが、分解cＤＮＡ
初期に関与するとみられるシトクローム の類似遺伝子断片を見いだした。Ｐ４５０

汚染土壌の環境修復に利用できる担子菌のモニタリング手法を確立した。 の菌体外ペP. crassa
ルオキシダーゼの局在性を明らかにした。以上の成果から、年度計画を達成とした。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３

意見等
１．ダイオキシン関連 の研究およびペルオキシダーゼの研究は着実に進行しており、年度計cＤＮＡ

画を達成している。ダイオキシン分解の研究は応用価値の可能性が高い研究であり、遺伝子レ
、 。 、ベルの研究もさることながら 当該菌による代謝分解経路を特定する研究も期待したい また

成果公表は不足しており、一層の努力が必要である。
２．マンガン・ペルオキシダーゼの菌糸先端での発現では、今後の進展を注目したい。
３．新しく見いだされた菌糸先端部のペルオキシダーゼ活性については評価する。
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平成 年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応１６
（コ）生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究

開催日平成１７年２月８日
項目 指摘事項 対応結果

実行課題について
コ エ １ 研究成果を論文として公表することが望まれ 一部の課題では学術雑誌で論文として公表すること
ａ、コエ る。 ができたが、他の課題でも論文で公表するよう引き
1 b、 続き努める。
コエ２ａ
２
コア１ａ 研究の成果について、多くの情報が蓄積してい 学術誌での総説や普及誌等で研究の成果を紹介し
２ るのだから、外部の人が情報を活用しやすいよ て外部への情報提供に努めているが、今後も継続し

うな解説やマニュアルの作製を望む。 て行う。

研究項目について
コエ２ａ 担子菌によるダイオキシンの分解・減少の発見 学会での口頭発表を行ったが、今後は論文で成果を
２ は、環境問題への応用上の重要性が高いと考 公表するように努めていく。

えられる。論文発表が待たれる。

研究分野について
コ 会議における研究成果の説明に関して、成果に 指摘に従い、研究成果についてより理解が容易にな

関する印刷物等が資料として配付されると理解 るような説明方法等の工夫を行った。
の助けになるので、考慮してもらいたい。

平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（コ）生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究

開催日平成１７年２月８日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
コイ１ｃ 研究成果を論文として公表することが望まれ 学術雑誌で論文として公表するように努めていく。

る。
研究項目について
コエ２ 成果公表は不足しており、一層の努力が必要で 論文での成果の公表に努める。

ある。
研究分野について
コ 各課題の説明において、入口と出口を明らかに 指摘に従い、課題の説明で課題の背景、目的等を明

してから成果を説明してくれると理解し易くな らかにするように工夫を検討する。
る。
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コ分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

評価単位 （ア） （イ） （ウ） （エ）

全 分 野 森林生物の 森林生物の 遺伝子組換 森林生物機コ
に 対 す ゲノム研究 生命現象の え生物 の開 能の高度利
る 割 合 分子機構の 発 用技術の開

［％］ 解明 発
138,207 8 ％ 13,733 76,974 20,521 26,979予算［千円］
(51 ％) (83 ％) (54 ％) (30 ％) (41 ％)（受託プロジェク

ト 研 究 費 の 割
合）［％］

27.6 8 ％ 3.1 11.9 7.1 5.5勢力投入量
（人当量）［人］

12 8 ％ 0 4 0 8委託研究
機関数

22 5 ％ 8 8 3 3研究論文数
96 8 ％ 30 44 11 11口頭発表数
8 6 ％ 2 2 0 4公刊図書数
20 3 ％ 2 8 7 3その他発表数

0 0 ％ 0 0 0 0特許出願数

4 13 ％ 1 3 0 0所 で 採 択 さ れ た

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
（１）研究の推進方向

生物機能の解明と新素材の開発に向けた研究コ

第２－１－（１）－コ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ

②区分 ト①

◎ 100 1コア１ａ２ ゲノム情報及び分子マーカーを活用した森林植物研究

◎ 100 2コイ１ａ 形態形成等成長・分化の特性解明と関連遺伝子の単離及び機能解明

◎ 100 2コイ１ｂ 林木の成長・分化の制御に関与する細胞壁等因子の解析と機能解明

◎ 100 1コイ１ｃ 限界環境応答機能の生理・生化学的解明と関連遺伝子の単離及び機能解明

◎ 100 1コイ１ｄ きのこ類の子実体形成機構の解明

◎ 100 1コウ１ａ 林木における不定胚経由の個体再生系の開発

◎ 100 1コウ１ｂ きのこ類の形質転換に必要なベクター及び遺伝子導入技術の開発

○ 80 1コウ２ａ 遺伝子組換え林木における遺伝子発現及び野外影響事前評価

◎ 100 1コエ１ａ 環境適応手段として樹木が生産する各種成分の探索と機能の解明

◎ 100 1コエ１ｂ きのこ類の多様な機能の解明

◎ 100 1コエ２ａ２ 担子菌による土壌汚染物質の分解条件の解明と評価

（指標数：１１、 ウェイトの合計③：１３ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １２８０（ ）
＝ ＝９８（％）

ウェイトの合計③ １３
（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０
半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会
ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シート（指標）
実行課題番号：サア１ａ２

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

サ 森林・林業・木材産業政策の企画立案に資する研究
指標（実行課題 ：林産物貿易の拡大が持続的森林利用に与える影響評価）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用
１）森林資源蓄積の変化と丸太生産量との相互関係や経済発展と林産物需要との関係、造林政策や

資源再生政策、貿易政策などの影響をより適切に取り込めるように既存のグローバルモデルを
改良することにより、将来の世界の森林資源状況と林産物市場について概略的な長期見通しと
政策シミュレーションの実行がより精緻なものとなる。

２）主要林産物輸出国における森林・林業・林産業とそれらに関連する諸政策に関する最新の動向
を分析することによって、国際交渉や我が国の森林・林業・林産業政策を企画・立案する際に
必要な基礎資料を提供できる。

２．年度計画
１）グローバルモデルのパラメータ設定と構造の改良を行う。
２）ロシアにおける林業・林産業・林産物貿易の動向とそれに関わる諸政策の動向を解明する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
） 、 （ 、 ） 。１ データセットを 新しい 林産物統計 FAOSTAT2004 CD-ROM版 に基づき更新・改訂したＦＡＯ

モデル改良のため林産物需給関数の推定を行い、需要の価格・所得弾性値は地域や経済力別の
グルーピングではなく、世界全体でのパネルデータで良好な推定結果を得ることができ、

の改良に資するメドがついた。森林資源サブモデル改良のための情報収集も行った。ＷＦＰＭ
２）ロシアの森林認証面積の大半はヨーロッパ・ロシアに存在し、今後も急速な増加が予想される

（ 年 万ha 。同時に加工・流通認証をも取得している。ロシアの木材輸出は原木から２００４ ２１２ ）
製品に変化する傾向があり、製品輸出の促進に向けて 年には木材製品の輸出関税率が引２００４
き下げられた。このため日本への製品輸出に弾みがつくと予想されるが、旧式化した木材加工
設備の近代化が遅れている。中国の急速な経済成長と国内伐採規制の強化とによって、北洋材
合板への転換を図りつつある我が国の合板業界とのロシア産原木獲得競争が強まるなど、東ア
ジア木材貿易に大きな変化が起こりつつある。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
モデル分析では、 の改良に資するメドがついたことにより、次年度の政策シミュレーＷＦＰＭ

ション分析への足掛かりを得られた。主要林産物輸出国の実態分析では、ロシアにおける森林認
証の最新情報や、木材（製品）輸出促進上の課題などが摘出された。次年度は主要林産物輸出国
の総括的分析となっており、各国情報を組み立てる。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

との共同研究で開発した に用いるデータセットの改訂とモデルの改良を行っＪＩＲＣＡＳ ＷＦＰＭ
たこと、ロシアにおける森林・林産業の現状についての動向を解明したこと、などから年度計画
を達成したと判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト： １
訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．課題の中の個々の研究については着実に前進している。しかしながら課題全体については、個

、 。 、々の課題相互の関係が希薄で もう少し戦略的に個々の課題設定を考える必要がある 例えば
個別の国の研究データをグローバルモデルの構築に利用するなどを検討されたい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：サア１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

サ 森林・林業・木材産業政策の企画立案に資する研究
指標（実行課題 ：木材市場の動向分析及び国産材需要拡大条件の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

国内における木質系資材の加工・流通・消費の構造を解明し、国産材需要拡大のための国産材
安定供給システムのあり方および創出策を明らかにする。また国内林産物需給モデルを構築し、
国産材市場の長期推計を行う。得られた成果は、林野庁当局や林業・木材業界に発表論文や報告
書提出、関連委員会での活動を通して提示し、国産材振興に必要な諸施策・方策の立案に反映さ
せるために活用する。

２．年度計画
１）木材関連業及び住宅建築業の補足調査を踏まえ、住宅建築分野における木材流通・需要構造の

分析を行う。国産材安定供給システム創出策を提示するため、実態及び問題点の把握、整理を
行う。

） 、 。２ 製材品及び合板に関する需給モデルの推定 紙・パルプなどに関する需給モデルの構築を行う
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）補足調査を通して、九州・宮崎県での国産材大型製材工場では、既存流通システムを通さず、

住宅メーカーへの直販方式などでスギ乾燥無垢材の供給を拡大していることがわかった。国産
材の需要拡大には、昨年度明らかにした高次加工製品（集成材等）生産の強化とともに、国産
材の乾燥無垢製材品でも、一定の品質・価格・供給の量的安定性が確保できれば、地方圏での
住宅メーカーを中心に需要の拡大は可能であること、問題点は住宅メーカーの利用拡大に向け
て、上記要件を備えた国産材の一貫供給体制をどう創るかであること、を明らかにした。

２）国内の製材品市場と合板市場に関する需給モデルについて、時系列データによる同時決定型モ
デルを推定した。紙・パルプの需給モデルについては、関連研究レビューを行い、データセッ
トの作成とモデルの定式化を行った。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８５ ６５
国産材の需要拡大には、高次加工製品（集成材等）生産の強化とともに、国産材の乾燥無垢材

生産の可能性を検討することが必要である。このため、スギ材産地・九州での国産材大型製材工
場による乾燥無垢製材品供給の拡大とその供給システムの特徴を探り、地方圏での無垢材市場確
保のための課題を摘出した。高次加工製品と乾燥製材品の重層的な建築材供給体制を創ることが
必要と考え、次年度の国産材安定供給システムのあり方および創出策の提示のための足掛かりを
得た。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

評価結果の理由木材加工業の実態調査を通して、国産材の需要拡大のためには高次加工生産の
強化のほかに乾燥無垢製材品においても安定した供給体制が整えばその可能性があることを明ら
かにしたこと、木材製品及び紙パルプに関する需給モデルの構築を行ったことなどから、年度計
画は達成されたと判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．今年度、南九州のスギ無垢材の供給と大型集成材の生産が加わったことにより、全体として今

日の木材市場の最先端の動向が構造的に明らかになりつつある。サア１ａ２のグローバルモデ
ルと国内の需給モデルの連結が近いうちにできれば良い成果となる。

２．木材加工業の実態調査により、乾燥無垢製品材需要への国産対応の課題が解明され、需給モデ
ルが製材品・合板市場については構築された。
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評価シート（指標）
実行課題番号：サイ１ａ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

サ 森林・林業・木材産業政策の企画立案に資する研究
指標（実行課題 ：持続的な森林管理・経営の担い手育成及び施業集約・集団化条件の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

施業集約化・集団化の条件と指針を解明する。林業労働者の安定的雇用のために今後の森林管
理・経営主体が備えるべき諸条件を解明する。林業労働力の簡易需給推計モデルを構築し、将来
推計を行う。得られた成果は、担い手育成及び林業労働力確保施策の企画・立案者である国・地
方自治体、並びに施業集約化・集団化の実施主体である林業事業体・森林組合等を対象に、今後
の施策立案及び事業活動に反映できるよう する。ＰＲ

２．年度計画
１）東日本における施業集約化・集団化の実態調査を行い、結果を解析する。
２）優良事業体及び就労者の実態調査を行い、結果を解析する。
３）メッシュ単位での山村人口・林業就業者の分布変動を分析し、林業労働力需給モデルのプロト

タイプを作成する。
年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）施業の集約・集団化には、地域的なレベルで「支援交付金制度」や「森林施業計画制度」を活

用する仕組み作りが必要である。林家側からは①現金の新たな持ち出しがない、②所有山林の
質的向上、などの条件が求められる。これに対して、説明の際 や施業収支試算ソフトなどＧＩＳ
を利用し、集約・集団化の有利性、見込収入など具体的イメージが膨らむよう努め、所有者に
負担を求めないことが重要である。

２）全国的にＩターン新規林業就業者の定着率が低い。愛媛県の新規現業職員離率はＩターン者が
約５割で、地元就業者と比較して 倍以上の比率である。参入初期の転職の理由は体力面など２

、 。の問題であるのに対し 年目頃からは職場の運営方針などに対する疑問による転職が増える４
群馬県多野東部森林組合でも新規就業者は林業未経験者が多く、従業員 名のうち大卒以上２４
が 名と高学歴化しているが、平成 年度以降離職者がほとんどいない。従業員への様々な１０ １１
投資（福利厚生、資格など）とともに、従業員アンケートにより意向把握に努めている点が考
えられる。

） 。 、 、３ メッシュ単位での山村人口の分布変動を分析した 山村地域の人口変動を都市型 都市近郊型
、 。農山村型及び奥地山村型の つのクラスターに分類し 年までの将来人口推計を行った４ ２０３０

林業労働者数については日本の総人口の減少を織り込んだ全国・地方別林業労働者数推計を行
った。伐出労働力需給に関するプロトタイプモデルを作成した。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
施業集約・集団化の条件と指針についてはほぼ解明できたものと思われる。他についても優良

事業体及び就労者の実態調査を積み重ねるなど中期計画どおりに進捗している。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

施業集約・集団化の条件と指針について具体的な提案を行った。優良事業体及び就労者の新規
の報告があり、メッシュ単位での山村人口の分布変動分析及び山村地域人口と林業労働者数の将
来推計に昨年に引き続き取り組まれた。伐出労働力需給に関するプロトタイプモデルが作成され
た。以上のことから、本年度の計画は達成されたと判断した。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果内 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
訳(人) (２) (１) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等

． 、 、 、 、 （ ）１ 施業集約 集団化条件 Ｉターン者定着率 優良事導体 人工推計基準設定 森林からの距離
について、分析結果は妥当である。

２．コーディネーター機能の経済化（経費とコストの行政負担 、競争原理導入の弊害（落札価格）
の限界値破壊）林業作業等の推計値、定住化条件等も必要。

３．中期計画全体の目標に対して、今年度の課題ないし研究内容がどのように関係するのか先が見
えにくい。
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評価シート（指標）
実行課題番号：サイ１ｂ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
小項目 （１）研究の推進方向

サ 森林・林業・木材産業政策の企画立案に資する研究
指標（実行課題 ：中山間地域の活性化条件及び適切な森林管理のための公的関与方策の解明）
１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用

地域ニーズを踏まえた森林管理による山村集落活性化条件の解析を行う。森林情報の整備条件
。 。 、および森林情報のあり方の解析を行う 公的関与による森林管理方策の解析を行う 素材生産量

造林面積の決定要因とその影響を解析する。全国森林計画および地域森林計画において、森林資
源の将来推計手法の改善に反映させる。

以上の成果は、中山間地域の活性化に責任を持つ林野庁はじめ国、地方自治体および林業サー
ビス事業体に対して論文の発表や報告書の提出、出席する各種委員会における発言等を通して、
その施策に反映されるよう活用する。

２．年度計画
１）全国山村の集落活動の実態分析を進める。
２）森林情報整備の実態分析を進める。
３）フランスの補助金システムの分析を行い、公的関与のありかたを解析する。
４）地方自治体による森林管理施策、伐採･造林に影響を与える社会経済・資源要因に関する分析

を行う。
５）森林所有権流動化の実態を調査する。

年度計画目標値： ％２０

３．年度計画の進捗状況と主な成果
１）全国の集落アンケート調査結果によると、集落活動衰退の原因は活動を支えてきた人たちの一

層の高齢化である。担い手の育成、組織づくりや、資金面の支援の必要性を訴える山村が多か
った。 市町の事例を分析から、行政、 、民間の有機的な連携で活性化が可能であること３ ＮＰＯ
を明らかにした。

） 。２ 県と森林組合との契約によって森林 情報の提供・活用が効果的であることを明らかにしたＧＩＳ
森林簿の地番の抜本的な修正により、地籍情報と森林 情報のリンクが可能になり、森林管ＧＩＳ
理に有効に利用できる可能性を示した。

３）公的関与の類型化を検討し、仏国の事例を 図式により分析した。交付金制度について、Ｓａｖａｓ
森林施業計画制度の実効性の確保、森林施業実施の前提となる森林に対する基本的情報の整備
・精度向上といった意義を明らかにした。

４）素材の供給関数を私有林を対象としたもので推計した。民有林の伐採面積は、伐採照査による
伐採面積推計よりも大きくなる傾向がある問題を明らかにした。

５）森林所有権の移動に関し、北海道と四国地方の調査から所有規模 ha以下の売却、投機的な２０
購入が行われていることを明らかにした。

： ％（前年度までの達成度： ％）４．中期計画に対するこれまでの成果の達成度 ８０ ６０
中期計画に沿って遂行され、成果が得られた。事例や実態調査の蓄積により、最終年度のとり

まとめに向かって基盤ができあがりつつある。

評価結果 ○達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト １
評価結果の理由

中山間地域の活性化という観点から、年度計画に基づいた研究を実行し、計画を達成したと判
断される。

研究分野評価委員評価結果集計
評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウエイト：１
内訳(人) (３) (０) (０) (０) 修正：０ 無修正：３
意見等
１．地域が活性化するということを 「景観」や「 法人」等の視点でみることも良いが、生産、 ＮＰＯ

活動との関係でみることはできないのか。



- 229 -

独立行政法人森林総合研究所

平成１６年度研究分野評価会議 １５年度指摘事項の１６年度対応
（サ) 森林・林業・木材産業政策の企画立案に資する研究

開催日平成１７年２月１５日
項目 指摘事項 対応結果

実行課題について
サ ア １ 環境問題など非経済的要素、および環境問題 各国別の政策の変化は、結果的には人工林面積や
ａ２ に対する各国の政策的対応をより積極的にWF 資源量のデータの変化として反映されていることを明

PMのモデルにビルトインすると、より実践的な らかにした。
モデルになるのではないか。

サイ１ａ 一般化への仮説を立てて研究を進めないと、優 いくつかの事例調査の結果から、施業の集約化、集
良事例のケース・スタディーの積み重ねに終わ 団化の条件を抽出整理しつつある。
ってしまうおそれがある。

研究分野について
サ 「山村集落の活性化」について、別の方策が無 基本的には森林・林業をメインとした活性化を考えて

いか、根本的に見直す。 いるが、地域全体としてさまざまな主体が協力連携し
て住みやすい町作りを行う方向性を検討した。

平成１６年度研究分野評価会議 指摘事項と対応方針
（サ）森林・林業・木材産業政策の企画立案に資する研究

開催日平成１７年２月１５日
項目 指摘事項 対応方針

実行課題について
サ ア １ 課題全体については、個々の課題相互の関係 課題の目的はグローバルモデル構築である。関連し
ａ２ が希薄で、もう少し戦略的に個々の課題設定を て実行して得られた追加的な成果の取り扱いを再検

考える必要があるのでははないか？例えば、個 討する。共通的データセットを用いるモデルに個別の
別の国の研究データをグローバルモデルの構 国の研究データを組み入れることは、今のところ困難
築に利用するなどを検討されたい。 と考えている。

サイ１b 「地域が活性化する」ということを、「景観」や「N 森林・林業、加工、消費といった主体（川上～川下）
PＯ法人」等の視点でみることも良いが、生産活 の関係強化と、その関係を意識した施策が地域の生
動との関係でみることはできないのか。 産に寄与し、活性化をもたらす、という姿を描けるの

ではないかと考えている。
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サ分野研究課題別予算・勢力投入量及び成果

（ア） （イ）評価単位
主要木材輸出国 持続的な森林管全分野に対

及び我が国におけ 理・経営のためのサ する割合

る木材需給と貿易 政策手法の高度［％］
の動向分析 化

16,851 1 ％ 4,932 11,919予算［千円］
(10 ％) (0 ％) (14 ％)（受託プロジェクト

研究費の割合）
［％］

12.9 4 ％ 5.2 7.7勢力投入量
（人当量）［人］

0 0 ％ 0 0委託研究
機関数

14 3 ％ 4 10研究論文数
20 2 ％ 6 14口頭発表数
3 2 ％ 2 1公刊図書数
50 7 ％ 24 26その他発表数
0 0 ％ 0 0特許出願数
1 3 ％ 0 1所で採択された

主要研究成果数
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成
するためにとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査
（１）研究の推進方向

森林・林業・木材産業政策の企画立案に資する研究サ

第２－１－（１）－サ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ウェイ

②区分 ト①

◎ 100 1サア１ａ２ 主要国の森林資源・林産物市場の動向分析及び予測手法の開発

◎ 100 1サア１ｂ 木材市場の動向分析及び国産材需要拡大条件の解明

◎ 100 1サイ１ａ 持続的な森林管理・経営の担い手育成及び施業集約・集団化条件の解明

◎ 100 1サイ１ｂ 中山間地域の活性化条件及び適切な森林管理のための公的関与方策の解明

（指標数： ４、 ウェイトの合計③： ４ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ４００（ ）
＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ ４

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００
概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０
半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果
未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成
（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会
ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）
ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査

（２）きのこ類等遺伝資源の収集、保存

指 標 ① きのこ類・森林微生物等の遺伝資源の収集等を引き続き行う

年度計画：

「きのこ類・森林微生物等の遺伝資源を 点探索・収集、評価し、遺伝資源の増殖・保５００

存・配布を推進する （中期計画）ため、」
きのこ類・森林微生物等の遺伝資源の収集等を引き続き行う。

実施結果：

１０５ １５ ９２野生きのこ、木材腐朽菌、樹木病原菌等の森林微生物遺伝資源を 点収集し（平成 年度

点 、うち 点（平 年度 点）を独立行政法人農業生物資源研究所に保存し、残り 点は当所） ９０ １５ ７２ １５

に保存した。

なお、遺伝資源の収集保存点数は、平成 年度からの累計で 点となった。１３ ６２３

Pleurotus ostreatus Pleurotus cornucopiae var.citrinopileatus Pleurotus pulmonarius Pleurotus、 、 、
等ほかを多数収集した。djamor Rumph.ex Fr. Boedijn( )

*きのこ類・森林微生物等の遺伝資源の収集推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

２４７ １７９(426) ９２(518) １０５(623)収集・保存数

２０９ １７９(388) ７２(460) ９０(550)委託保存数

( )内は累計値*

（参考：年報 Ⅲ資料 ５）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

森林微生物資源の収集保存が順調に進行しており計画を達成した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 １ 試験及び研究並びに調査

（２）きのこ類等遺伝資源の収集、保存

第２－１－（２）

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① きのこ類・森林微生物等の遺伝資源の収集等を引き続 ◎ １００ １

き行う

（指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ １

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ２ 分析及び鑑定

指 標 ① 外部からの分析、鑑定等の依頼に迅速かつ円滑に対応する

年度計画：

外部からの分析、鑑定等の依頼に迅速かつ円滑に対応する。

実施結果：

木材の鑑定、難燃剤を注入した木材の燃焼量測定試験、木質材料の耐候性試験、木質製品やハ

ムの製造に利用されるチップ等の樹種の鑑定 林業用種子の発芽効率の鑑定など 件の依頼 平、 （２０１

成 年度 件）があり、その分析及び鑑定を実施した。１５ ２１７

外部からの分析や鑑定の依頼はこの 年間平均して 件を上回る。これに係る鑑定書の発行事３ ２００

務処理日数の短縮は定着させており、迅速な事務処理を行って依頼者へのサービス向上に努めて

いる。

分析、鑑定依頼数の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

２０６ ２３９ ２１７ ２０１分析・鑑定依頼数

（参考：年報 Ⅲ資料 ６）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

木材鑑定をはじめ、外部からの要請に基づいて順調に業務を実施していることから計画を達成

した。

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ２ 分析及び鑑定

第２－２

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 外部からの分析、鑑定等の依頼に迅速かつ円滑に対応 ◎ １００ １

する

（指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ １

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合

独立行政法人森林総合研究所
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ３ 講習

指 標 ① 国内外の国公立機関、民間、大学等からの研修希望者を積極的に受け入れる

年度計画：

国内及び海外の大学、公立試験研究機関、民間等からの若手研究者等の研修希望者を積極的か

つ計画的に受け入れる。

実施結果：

受託研修生受入れ制度等により、 名（平 年度 名）を研修生として受け入れ、国や独１０９ １５ １０９

法、県の研修生に対しては高度な研究調査手法や実験技術について、大学学生に対しては研究の

基礎的方法について指導を行った。

○依頼先別の受入人数（括弧内は昨年度の数）

国 （横浜植物防疫所他） ２ （２）

独立行政法人（国立環境研究所） １ （０）

県 （北海道立林産試験場他） ２６ （２８）

大学（東京大学他） ７５ （６７）

民間（ 株）北研他） ５ （１２）（

合計 １０９ （１０９）

研修終了時に研修生に対して行ったアンケート調査によると 「研修に満足できた」との回答を、

得た。アンケート結果は、今後研修生の受け入れ態勢を検討する際に参考とするなど、ニーズに

応えた受託研修となるよう積極的に取り組む。

海外からの研修生は、 関係の個別対応で 名、集団研修生として 名（アルゼンチン、カＪＩＣＡ ３０ ５

、 、 、 、 ） 、メルーン ケニア フィリピン ジンバブエ各国 名 ～ を受け入れた他１ １６．８．３０ １６．１１．１９

計 名を受け入れた。各研修生の研究業務の推進や交流・友好関係の進展に寄与できた。また、７０

研修生に対するアンケート調査を行い、研修制度の点検を行った。

研修生受入れ数の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

１０１ １０２ １０９ １０９受託研修生受入数

１０２ ７２ ７９ ７０海外(JICA等)受入

２０３ １７４ １８８ １７９合 計

（参考： 年報」Ⅲ資料 ７－２－１、７－２－２、９－４－１）「

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

大学、県を中心に研修生を受け入て研修が実施されたこと、今年度は研修生に対するアンケー

ト調査を実施して、研修内容の点検を行ったことを評価して、達成と評価した。
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ３ 講習

指 標 ② 県、民間等からの技術指導等への講師派遣に積極的に対応する

年度計画：

県、民間等からの技術指導等への講師派遣希望に積極的に対応する。

実施結果：

講師の派遣については、外部からの依頼により研修講師として 回（平 年度 回）２６９ １５ ２７１

の派遣を行った。
主な依頼元は、森林技術総合研修所等の国の機関、国公立及び私立大学、高校、小学校、博物

館、都道府県、市町村、民間研究機関、林業関係団体、農業関係団体、漁業関係団体、 であＮＰＯ

り、本所 研究領域と全支所で対応し、内容は多岐にわたっている。２３

講師派遣数の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

２３２ ２１８ ２７１ ２６９講師派遣数

（参考：年報 Ⅲ資料 ９－１ ）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

外部機関からの要請に対しては、前年とほぼ同数の対応実績であり、事務処理の簡素化にも努

めており達成した。
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ３ 講習

第２－３

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 国内外の国公立機関、民間、大学等からの研修希望者 ◎ １００ １

を積極的に受け入れる

② 県、民間等からの技術指導等への講師派遣に積極的に ◎ １００ １

対応する

（指標数：２ 、ウェイトの合計③：２ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ２００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ ２

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ４ 標本の生産及び配布

指 標 ① 標本の適切な保管・生産を行うとともに、要請に応じた配布を行う

年度計画：

標本の適切な保管等を図るとともに、必要な材鑑について採集を継続する。

実施結果：

樹木の標本採集調査を４地点（宮崎県西臼杵郡・児湯郡及び富山県上新川郡・中新川郡）で実

施し、 個体から材鑑標本等を採集、保存した（平成 年度 個体、調査地 カ所 。３０４ １５ ４２６ ３ ）

また、外部からの要請に対応し、材鑑、さく葉、マツノザイセンチュウ等の標本を 点配４，５３４

布した（平成 年度 点 。１５ ２，５７３ ）

主な配布先：大学、国公立博物館、民間企業、ニュージーランド農林省等

標本作製・標本配布数の推移

平１３年度* 平１４年度 平１５年度 平１６年度

５３１ ４６１ ４２６ ３０４標本作製数（個体）

２，８７６ ５，１６１ ２，５７３ ４，５３４標本配布数(点)

平 年度は、採集調査地以外に本所樹木園から標本を採集* １３

（参考：年報 Ⅲ資料 ８）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

外部からの要請に応えるよう標本の採取を実施するとともに昨年以上の点数を配布することが

できたので達成と評価した。
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ４ 標本の生産及び配布

第２－４

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 標本の適切な保管・生産を行うとともに、要請に応じ ◎ １００ １

た配布を行う

（指標数： １ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ １

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ５ 行政、学会等への協力及び国際協力

指 標 ① 「森林吸収源データ緊急整備事業 「森林吸収源としての保安林管理情報緊急整備」、

事業」及び「森林吸収源計測・活用体制整備強化事業」を推進する

年度計画：

林野庁委託の森林吸収量報告・検証体制緊急整備対策「森林吸収源データ緊急整備事業」につ

いては、調査対象地域を拡大して森林簿データならびに国家森林資源データの整備に必要な解析

・検証並びにシステム開発を実施する 「森林吸収源としての保安林管理情報緊急整備事業」につ。

いては、主として管理実態調査結果の解析を行う 「森林吸収源計測・活用体制整備強化事業」に。

ついては調査内容を拡充して継続・推進する。

実施結果：

温暖化対策に関しては、昨年同様森林総合研究所内に設置した「吸収量検証プロジェクト事務

局」を活用し、温暖化対策に関する総合的な管理運営体制をとった。

「森林吸収源データ緊急整備事業 ：」

１）民有林の森林簿調査について計画どおり進め、その特徴を整理した。 国家森林資源データベ

ースについて情報収集のグランドデザインを定め、都道府県データを国家一元データベースに

取り込むデータコンバーターの設計や、ハード／ソフトウエアの環境構築等を行った。

「森林吸収源としての保安林管理情報緊急整備事業 ：」

１） ヵ年で全国保安林の の管理実態を調査し、 年度調査地域について規制や是正措置が概２ ３ １５%
ね適正であることを確認した。

２）ロシア等 カ国における法令による管理実態を調査し、日本の制度に対する意見を収集した。５

「森林吸収源計測・活用体制整備強化事業 ：」

k１ 国有林を対象とする経営企画課 年末森林現況図作成事業 を新たに加え 全国 万） 「 」１９８９ １６．３５

㎡のデジタルオルソ画像を整備、森林面積変化の調査手法を岐阜県等で検証した。

２）国際ワークショップとカナダ等 カ国での外国調査を通して、日本で検討している手法に対し３

て過去のデータがよく利用されているという評価や、森林簿を基礎とする算定に他のインベン

トリィを検証や比較に用いる手法が有用であるとの意見を得た。

「クリーン開発メカニズム（ ）植林基礎データ整備 ：ＣＤＭ 」

１）ミャンマーにおける調査を追加し、熱帯半乾燥地のバイオマス生産や社会経済データを収集し

た。

「森林衰退状況調査 ：」

１）全国 カ所の通常調査地で観測を行った。また、衰退が認められる宮崎県のスギ人工林等で１７３

詳細な原因調査を継続した。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

、 。プロジェクト事務局を中心に 事業のいずれも事業計画に沿って実施し 成果を上げつつある３

本格整備に向けたデータ蓄積と体制が構築されつつあり、計画を達成した。
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ５ 行政、学会等への協力及び国際協力

指 標 ② 行政、学会等に専門家として協力する

年度計画：

日本林学会、日本木材学会等の学会活動へ参加し、森林・林業・木材産業に関する科学技術の

発展に寄与する。

実施結果：

林野庁、地方公共団体等の行政機関や林業関係団体等が行う委員会に依頼に応じて職員を派遣

するとともに、日本森林学会、日本木材学会、日本地すべり学会、砂防学会、森林利用学会等の

役員、専門委員会委員に就任してこれらの業務分担を行うなど学会活動に積極的に貢献した。

派遣回数は、 回(平１５年度 回)であった。１，５８２ １，７９９

依頼元と派遣件数（カッコ内は平１５年度件数）

依頼元 件数

国・地方公共団体等 １，０１７（１，１３６）

財団法人・社団法人等 ５４７（ ６４５）

その他 １８（ １８）

１，５２６（１，７９９）

依頼出張回数の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

１８７１ １８６８ １７９９ １５２６依頼出張回数

台風の豪雨災害や地震災害の発生による林野庁及び県からの緊急要請に応じて、山地災害の専

、 、 、 。門家を派遣し要請に応え 災害の原因究明 二次災害防止 応急対策等への助言・指導を行った

緊急災害対応として、 月新潟・福井豪雨 名（ 件 、台風 号徳島県 名（ 件 、台風 号愛７ ２ ２ １０ １ １ ２１） ）

（ ）、 ）、 ）、 ）、媛県 名 件 三重県 件 台風 号岡山県 件 新潟県中越地震緊急調査 件１ １ １名（１ ２３ １名（１ ４名（３

福岡県西部沖地震緊急調査 件 、を派遣した （延べ人数 件 ）２名（１ １２名（１０） 。 ）

また、復旧対策への県からの要請に応え、福井県、愛媛県の各災害対策検討委員会に職員を派

遣した （延べ人数 件 ）。 ）８名（８

スマトラ沖大地震及びインド洋津波被害政府調査団の団員としてタイ及びスリランカにおける

海岸林の効果について調査等のため、専門家を派遣した （ ）。 ）２件（４人

スギヒラタケの摂取により急性脳症を引き起こす可能性が問題となったことに対し、新潟県内

のスギヒラタケの発生地域を新潟県森林研究所と連携して緊急調査し、きのこの専門家としてス

ギヒラタケ腐朽材や子実体を収集して依頼に対応した。

（参考：年報 Ⅲ資料 ９－１ ）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

、 。行政対応では相次ぐ災害調査に迅速に対応したほか 各種学会活動にも貢献しており達成とした
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ５ 行政、学会等への協力及び国際協力

指 標 ③ 海外への専門家の派遣を積極的に進める

年度計画：
国際会議や国際協力事業団等の行うプロジェクトに専門家の派遣等の協力を行う。

実施結果：
国際機関等との協力については、国際機関（ 等）主催の専門家会合への参加、国際ＩＰＣＣ、ＩＳＯ

（ ） 、 （ ） 、協力機構 の長期・短期専門家と調査団員 国際林業研究センター 上席研究員ＪＩＣＡ ＣＩＦＯＲ

国際農林水産業研究センター（ ）林業プロジェクト短期在外研究員等として、平成 年ＪＩＲＣＡＳ １６
度中に、 名（平 年度 名）の専門家を カ国へ派遣した。６１ １５ ７８ ２２
ただし、国際協力機構による専門家派遣人数は、この間の 予算削減という背景により大幅ＯＤＡ

に減少している。
○ 専門家の派遣先・種別と派遣人数

派遣先・種別 派遣人数

（カッコ内は平成１５年度）
１)国際機関（ＩＰＣＣ、ＩＳＯ等）主催の専門家会合等 １６ （１５）
２)国際協力機構（ＪＩＣＡ）の長期・短期専門家と調査団員 １５ （３１）

３)国際林業研究センター（ＣＩＦＯＲ）の上席研究員 １ （ １）
４)国際農林水産業研究センター（ＪＩＲＣＡＳ）の １４ （１１）

林業プロジェクト短期在外研究員

５)森林総合研究所依頼出張制度 １５ （２０）
６１ （７８）

派遣対象国
大韓民国、中国、フィリピン、ベトナム、タイ、マレーシア、カンボジア、インドネシア

スリランカ、ドイツ、フランス、イタリア、フィンランド、スロベニア、カナダ、アメリカ
キューバ、アルゼンチン、オーストラリア、フィジー、モーリシャス、セネガル

○ 海外協力のために派遣した職員数の推移
平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

海外派遣人数 ９７ ７５ ７８ ６１

５６) ３６) ３１) １５)（JICA調査団員数） ( ( ( (
(４１) (３９) (４７) (４６)上記以外

（ ）、 （ ）、 （ ）国際協力機構 国際林業研究センター 国際農林水産業研究センターＪＩＣＡ ＣＩＦＯＲ ＪＩＲＣＡＳ

の国際共同研究プロジェクトに対しては、プロジェクトごとに「所内支援委員会」を設け、プロ
ジェクト推進を積極的に支援した。
また、 件の プロジェクトにおける「国内支援委員会」に委員等として参画し、プロジェ１０ ＪＩＣＡ

クト推進を積極的に支援した。
（参考： 年報」 資料 ９－２）「 III

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

国際協力機構による専門家派遣人数は 予算削減という外的要因により大幅に減少したが、ＯＤＡ
それ以外では派遣を着実に行ったこと、国内支援委員会、所内支援委員会等を通じて積極的に支
援活動を実施したことから達成と評価した。
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ５ 行政、学会等への協力及び国際協力

第２－５

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 「森林吸収源データ緊急整備事業 「森林吸収源と ◎ １００ １」、

しての保安林管理情報緊急整備事業」及び「森林吸収

源計測・活用体制整備強化事業」を推進する

② 行政、学会等に専門家として協力する ◎ １００ １

③ 海外への専門家の派遣を積極的に進める ◎ １００ １

（指標数： ３ 、ウェイトの合計③：３ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ３００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ ３

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ６ 成果の公表、普及、利活用の促進

指 標 ① 普及に移し得る研究成果、技術成果の公表を図る

年度計画：

普及に移し得る研究成果、技術成果の公表を図る。

実施結果：

公刊図書に 件（改訂 砂防用語集、シックハウスと木質建材資料集、東南アジアの荒廃熱１６３

帯林のリハビリテーション、森の花を楽しむ のヒント、日本の森林／多様性の生物学シリー１０１

ズ、北海道森林物語、木材・樹木用語辞典を寄稿した （平 年度 件、平 年度 件）森林。 １５ ２０２ １４ ２１４

総研として出版規程を定め、様々な機会を捉えて成果を出版の形で公表する体制を整えた。

森林総合研究所が主催または共催したシンポジウム・研究集会は、講演会「スギ等地域材の有

効利用技術の開発と需要拡大を目指して－ 万 の需要拡大のために技術的に何ができるか５００ m3

－ 、 ランドスケープエコロジー分科会国際ワークショップ「断片化した森林」 ＩＵＦＲＯ ８．０１．０３

ランドスケープの保全と管理」等 件（平 年度 件）であった。１０ １５ １１

主要な研究成果として選定された 課題を研究成果選集として編集刊行し、 部を関係各２８ ４，０００

機関へ配布するとともに、課題ごとに全文をホームページ上で一般に公開した。

（参考：年報 Ⅲ資料 １０－１、１０－２、１１）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

研究成果の公表について図書の刊行、国際を含むシンポジウムの開催も定着してきたので達成

と評価した。
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ６ 成果の公表、普及、利活用の促進

指 標 ② 規格策定のための各種委員会に積極的に参加し、データ等を提供する

年度計画：

規格策定のための各種委員会等に積極的に委員を派遣するとともに、データ等の研究成果ＪＡＳ

を提供する。

実施結果：

国内における林産物の標準化（製材の 規格、集成材の 規格見直しのための検討会）のＪＡＳ ＪＡＳ

ために専門家をカナダに派遣するとともに、 （木構造技術委員会 、 （木ＩＳＯ ＴＣ１６５ ＩＳＯＴＣ８９）

質面材料技術委員会）へも専門委員をフィンランド、マレーシアへ派遣する等、研究・技術成果

を各種規格作成の基礎資料として提供している。

国連の国際規格（ ）の国内委員会に委員として参加し、日本農林規格（ ）や木材・建ＩＳＯ ＪＡＳ

築関係の大臣認定や製品認証の委員にも参加している。

また、木材利用の拡大と山村振興の一環として研究成果を社会に還元するため、森林セラピー

基地、ロード選定委員会等に専門家を派遣し、全国の市町村・民間企業等からの森林セラピー基

地への応募と認定に係る作業を行った。

（参考：年報 Ⅲ資料 ９－１）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

木質資源や森林利用の観点から行政が行う技術標準策定のための委員会等に参加し、森林総研

として成果の提供を行い計画を達成した。
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ６ 成果の公表、普及、利活用の促進

指 標 ③ 国内学会、国際学会、研究集会へ参加し、発表を積極的に行う

年度計画：

国内及び外国の学会、研究集会へ積極的に参加させ、発表を促す。

実施結果：

国内外の学会・シンポジウム等に参加し 口頭及びポスターにより 件の発表を行った 平、 （１，３１５

年度 件 。１５ ５７３ ）

XXII International Congress of Entomology the 6th International Symposium主な大会としては、 、

on Plant Responses to Air Pollution and Global Changes 2004 World Congress on In Vitro、

Biology 19th International Conference of Zoology IUFRO International Workshop "Landscape、 、

、日本森林学会大会、日本木材学会大会、日本応用動物昆虫学会大会、日本生態学Ecology 2004"
会大会、日本地すべり学会等

国際学会等が主催する国際研究集会での研究発表のため、 名（運営費交付金 名、科研費補６８ ４９

助金等 名）を海外へ派遣した（平 年度 名 。 また、研究交流法で 名が 国際学会等に参１９ １５ ４５ ３９）

加した（平 年度 名 。１５ １６ ）

学会等での発表件数の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

８０２ ９９８ ５７３ １３１５学会等発表件数

*国際学会等参加者数の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度

８８ ７８ ６３ １０７国際学会参加者数

出張及び研究交流法参加者合計数*

（参考：年報 Ⅲ資料 ９－２、９－３ ）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

学会大会を年度末に開催するよう変更したことで、年間 回となる学会があったため数値が激２

変しているが、国際研究集会参加を含め順調に増加しており、成果を学会発表と原著論文として

の公表の両方を目標とするよう指導し定着しつつある。
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評価シ－ト（指標）
大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ６ 成果の公表、普及、利活用の促進

指 標 ④ 研究成果の情報発信と普及に努める

年度計画：
平成 年度に実施した研究成果情報に関するフォローアップアンケート調査を取りまとめ分析１５

する。ホームページ「研究最前線」コーナーを研究情報発信のシステムとして機能的なものとし
て定着化させる 「森林総研メール通信」への加入者を増やし、当所からの情報入手を希望する個。
々人に対して直接的に情報発信していく。まとまった研究成果を自ら出版するための出版に関す
る規則を整備する。
実施結果：

研究所の成果を以下の手段で公表した （ ）は平成 年度実績。 １５
○ 印刷物
「研究報告」 本所 回 （ 回）４ ４
「年報」 本・支所 回 （ 回）７ ７
「所報」 月 刊 回 （ 回）１２ １２
「研究情報」等 支 所 回 （ 回）２４ ２６
「研究の森から」 本 所 回 （ 回）１２ １０
○ 公開等
「研究成果発表会」 本・支所 ６回（５回） 人（ 人）９２８ １，２０３
「一般公開」 本・支所 ５回（４回） 人（ 人）２，２２２ １，６９７
多摩森林科学園 人（ 人）９０，１４６ ７７，６１５
○ イベント等を通じた展示
「森林の市 「つくばリサーチギャラリー 「林野庁中央展示 「つくば科学フェスティバル 、」、 」、 」、 」

「アグリビジネス創出フェア 「つくばテクノロジーショーケース」」、
○ 教室
「森林講座」 多摩・北海道・九州 回 （ 回）１８ １６
「森林教室」 多摩 回 （ 回）８ ８
「つくばちびっ子博士」 １回（１回） 人（ 人）１，１０７ ２５３
「つくば科学フェスティバル」 １回（１回）
「サイエンスキャンプ 「子ども樹木博士 「夏休み昆虫教室」」、 」、
○ ホームページへのアクセス件数は以下のとおりである （ ）は平成 年度実績。 １５

本所 件 （ ）３５９，７８５ ３４５，８４２
支所 件 （ ）５９９，６２９ ５２３，２７７
合計 件 （ ）９５９，４１４ ８６９，１１９

研究成果情報に関するフォローアップアンケート調査を取りまとめた結果、独法化後、成果選
集や研究の森からなどが読まれる頻度と認知度の高まり、ホームページの閲覧頻度の増加などが
見られた。また、ホームページ「研究最前線」コーナーには通年を通して計 件を掲載し、情報４４
発信システムとして定着させた 「森林総研メール通信」への加入者を 名に増やした。。 １６２
研究成果を出版物として公表する体制を強化するため、森林総合研究所出版規程を定め、様々

な機会を捉えて成果を出版できるよう整備した。
（参考：年報 Ⅲ資料 １０－３、１１，１５－２）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：
数少ないスタッフのもとで多様な発信の場を獲得するとともに、参加者等の増加がみられるな

ど計画以上の達成が得られたと評価する。
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評価シ－ト（指標）

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ６ 成果の公表、普及、利活用の促進

指 標 ⑤ 特許等の知的所有権の取得、利用の促進に努める

年度計画：

特許等の知的所有権の取得及び利用の促進に努めるとともに、知的所有権取得について研究職

員を啓発するため、各種講演会・研修会など参加を促す。技術移転を促進するため、技術移転機

関（ ）へ保有特許や未公開特許等に関する情報を積極的に提供する。ＴＬＯ

実施結果：

研究職員の知的財産権取得に関しての啓発のため、講演会、研修会等の案内をサイボウズ及び

連絡調整会議などで周知した。 件の講演会などを案内し、延べ 名が参加した。６ ９

職員からの特許出願に関する相談は今年度は 件（平成 件）あり、今年度の出願総数は８ １５年度８

国内 件）と特許取得への意欲が高まっている。１５件（７

特許等研究成果普及を目的として、今年度から新たに開催されることとなった「アグリビジネ

ス創出フェア」に 件出展し、つくば研究支援センターが主催する「つくば新技術講座」で 件講５ ５

演を実施した。また 「第 回産学官連携推進会議」及び「 特許流通フェア」にそれぞれ１件、 ２ ２００４

出展する等、特許の実施許諾実績を挙げるべく取り組んでおり、今年度新規に実施許諾契約を１

件締結することができた。

その他として、当所の著作物の転載許可申請が 件あり、その内 件に対応した。２５ ２４

また、共同研究の成果としては、メーカーと共同で 「不燃材料 「天敵昆虫の生物農薬として、 」、

の利用」等を特許出願した。

製品化についても、メーカーと共同で 「不燃材料 「ブレーキ付刈払機 「集材機別の生産コ、 」、 」、

ストプログラム」等を行った。

（参考：年報 Ⅲ資料 １４－１、１４－３、１５－２）

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

、 、 。特許申請数の増加 新規実施許諾を実施 製品化するなどその成果は計画を達成したと評価した
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成

するためとるべき措置

中項目 ６ 成果の公表、普及、利活用の促進

第２－６

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 普及に移し得る研究成果、技術成果の公表を図る ◎ １００ １

② 規格策定のための各種委員会に積極的に参加し、デー ◎ １００ １

タ等を提供する

③ 国内学会、国際学会、研究集会へ参加し、発表を積極 ◎ １００ １

的に行う

④ 研究成果の情報発信と普及に努める ◎ １００ １

⑤ 特許等の知的所有権の取得、利用の促進に努める ◎ １００ １

（指標数： ５ 、ウェイトの合計③：５ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 ５００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ ５

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シ－ト（財務関係指標）

（大項目） 第３ 予算、収支計画及び資金計画

指 標 ① 経費（業務経費及び一般管理費）節減に係わる取り組み

（支出の削減についての具体的方針及び実績等）

実施結果：

１）本所構内で発生した倒木・廃材について、チップ化の取り組みを本格的に稼働させ、地元農家

等にチップを提供するなど資源の再利用を図るとともに、廃棄物処理に要する経費を大幅に節

減した。

２）車両について、利用方法等の見直しを行い、保有する自動車 台を削減し、車両に係る経費の１

削減を図った。

３）電気の受給契約の見直しを行い、契約基本電力の引き下げ、複数年契約の実施等に取り組み、

電気料金の縮減を図った。

４）ボイラーの燃料費の節減に努めるべく進めてきた灯油からガス化への切替えを 年度もって１６

完了し、地球温暖化防止対策の一環としての 削減に寄与するとともに、経費節減につなげＣＯ2

た。

評価結果 取り組み(成果)は

十分（適切） やや不十分（やや不適切） 不十分（不適切）

評価結果の理由：

経費の削減については、廃棄物処理経費や車両経費の節減に努めたほか、電気の受給契約の工

夫に取り組んだことを評価した。

ボイラーのガス化への切替えは、昨今の原油価格の高騰により、経費面でガスの有利性が顕著

となる結果となった。

独立行政法人森林総合研究所



- 252 -

評価シ－ト（財務関係指標）の集計表

予算、収支計画及び資金計画大項目 第３

経費（業務経費及び一般管理費）節減に係わる取り組み中項目 １

第３－１

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 経費（業務経費及び一般管理費）節減に係わる取り組 ◎ １００ １

み

（支出の削減についての具体的方針及び実績等）

（指標数： １ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ １

（ 評価の達成区分）

十分（適切） ：90％以上 達成度：１００

やや不十分（やや不適切 ：50～90％ 達成度： ８０）

不十分（不適切） ：50％未満 達成度： ０ 評価結果

◎：十分

（分科会評価区分）

ａ：十分（適切） （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：やや不十分（やや不適切 （５０以上～９０％未満））

ｃ：不十分（不適切） （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シ－ト（財務関係指標）

（大項目） 第３ 予算、収支計画及び資金計画

指 標 ② 受託収入、競争的資金及び自己収入増加に係わる取り組み

（受託収入、競争的資金及び自己収入増加についての具体的方針及び実績等）

年度計画：

、 、 、農林水産省をはじめ文部科学省 環境省等 他省庁の公募研究プロジェクトに積極的に応募し

競争的資金の獲得を図るとともに、他機関との連携協力を強化し、分野横断的な総合プロジェク

トを提案し、委託費の獲得を目指す。

外部からの研究資金の獲得を目指して、テーマ別ワークショップ等を積極的に開催するととも

に、関連の研究集会の開催を支援する。

実施結果：

外部資金獲得を積極的に進め、農林水産省をはじめ、林野庁や環境省等の研究プロジェクトに積極

的 に応募し、競争的研究費の獲得を図った。特に、文部科学省から「科学技術振興調整費」の緊急研

平成 年（ 年）新潟県中越地震に関する緊急研究 スマトラ島究に機動的に対応し、「 １６ ２００４ 」及び「

」の委託を受けた。 また、文部科学省の科学沖大地震及びインド洋津波被害に関する緊急調査研究

研究費補助金に対して本年度も積極的に応募し、１４課題の新規採択を受けた。

国際的基準に基づいた生物多様性及び森林の健全性評価手法の開発に関するワークショップ等

を開催する等、予算獲得に向けた各種研究集会を開催した。

項 目 件 数 金額(百万円)

１）政府等受託＊ ６６( ６３） １，８９０(１，７９

９( １０) ３８( １８)受託研究

５( ９) ７( ８)助成研究

３７( ２４)** １０８( ６７)科学研究費による研究

４)合 計 １１７(１０６) ２，０４３(１，８８

( )内は平成１５年度の数値

科学研究費による研究： 件のうち 件が平 年度新規、 件平 年度終了。** ３７ １４ １６ １ １５

内訳＊政府等受託の

件 数 金額(百万円)委託先省庁

１８ (１８) ５３５（４７６）農林水産技術会議

１６ (１６) ７６７（６８２）林野庁

１４ (１３) ３９５（３７９）環境省

７ ( ７) ９５（１４６）文部科学省

１１ ( ９) ９８（１０８）その他

１）合 計 ６６ (６３） １，８９０（１，７９

( )内は平成１５年度の数値

なお、外部資金獲得状況の推移を参考資料 に示した。３

（参考：年報 Ⅲ資料 ４－２、４－３、４－５、４－７）

評価結果 取り組み(成果)は

十分（適切） やや不十分（やや不適切） 不十分（不適切）

評価結果の理由：

外部資金への積極的応募が定着し、科研費を含め、研究費も順調に増加していることから、取

り組みは十分である。
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参考資料３

外部資金の獲得状況の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度年度

件 金額（百万 件 金額（百万 件 金額（百万 件 金額（百万

項目 数 円） 数 円） 数 円） 数 円）

54 1,016 62 1,359 63 1,791 66 1,890政府等受託*

1 2 9 18 10 18 9 38受託研究

1 1 7 9 9 8 5 7助成研究

- - 13 48 24 67 37 108科学研究費によ

る研究

56 1,019 91 1,434 106 1,884 117 2,043合 計

*政府等受託の内訳の推移

平１３年度 平１４年度 平１５年度 平１６年度年度

件 金額 件 金額 件 金額 件 金額

項目 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円）

54 390 14 535 18 476 18 535農林水産技術

会議

1 82 12 70 16 682 16 767林野庁

1 379 22 496 13 379 14 395環境省

- 139 8 209 7 146 7 95文部科学省

27 6 49 9 108 11 98その他

54 1,016 62 1,359 63 1,791 66 1,890合 計
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評価シ－ト（財務関係指標）の集計表

予算、収支計画及び資金計画大項目 第３

受託収入、競争的資金及び自己収入増加に係わる取り組み中項目 ２

第３－２

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 受託収入、競争的資金及び自己収入増加に係わる取り ◎ １００ １

組み

（受託収入、競争的資金及び自己収入増加についての

具体的方針及び実績等）

（指標数： １ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ １

（ 評価の達成区分）

十分（適切） ：90％以上 達成度：１００

やや不十分（やや不適切 ：50～90％ 達成度： ８０）

不十分（不適切） ：50％未満 達成度： ０ 評価結果

◎：十分

（分科会評価区分）

ａ：十分（適切） （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：やや不十分（やや不適切 （５０以上～９０％未満））

ｃ：不十分（不適切） （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シ－ト（財務関係指標）

（大項目） 第３ 予算、収支計画及び資金計画

指 標 ③ 法人運営における資金の配分状況

（人件費、事業費、一般管理費等法人全体の資金配分方針及び実績、関連する事業の

状況、予算決定方式等）

実施結果：

１）法人運営の資金配分は、研究に係わる業務費を重点的に配分することを念頭に取り組んだ。

２）一般管理費については、施設の保守等に必要な義務的経費を確保し、その他の経費を縮減する

という基本的な考え方にたって、項目毎に支出の必要性を精査した上で、資金配分した。

３）業務費のうち、緊急に対応すべき課題のために管理する特別研究費については、新たに 課１１

題の運営費交付金プロジェクトを設定し（年度途中に設定した緊急対応 課題を含む 、資金４ ）

の配分を行った。

４）一般研究費については、課題毎の研究成果を加味した傾斜配分を行うとともに、評価結果によ

る原資の再配分を行った。

評価結果 取り組み(成果)は

十分（適切） やや不十分（やや不適切） 不十分（不適切）

評価結果の理由：

資金の配分については、研究成果に基づく予算の傾斜配分、法人として特別に進行管理を行う

プロジェクト研究への重点配分、一般管理費の経費縮減を観点に入れた適切な配分がなされてお

り、適切と評価した。
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評価シ－ト（財務関係指標）の集計表

予算、収支計画及び資金計画大項目 第３

法人運営における資金の配分状況中項目 ３

第３－３

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 法人運営における資金の配分状況 ◎ １００ １

（人件費、事業費、一般管理費等法人全体の資金配分

、 、 ）方針及び実績 関連する事業の状況 予算決定方式等

（指標数： １ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ １

（ 評価の達成区分）

十分（適切） ：90％以上 達成度：１００

やや不十分（やや不適切 ：50～90％ 達成度： ８０）

不十分（不適切） ：50％未満 達成度： ０ 評価結果

◎：適切

（分科会評価区分）

ａ：十分（適切） （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：やや不十分（やや不適切 （５０以上～９０％未満））

ｃ：不十分（不適切） （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シ－ト（指標）

大項目 第４ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

中項目 １ 施設及び設備に関する計画

指 標 ① 研究業務等の効率的な実施を確保するため、中期計画に定められている施設及び設備

の整備改修について、当該事業年度における業務を実施する。

実施結果：

施設及び設備について、研究業務の関連を重視する観点から改修の箇所及び内容を選定し、平

成 年度において、森林病害媒介昆虫飼育施設増改築など 千円の必要な整備を計画１６ ６件１６７，５７４

どおり実施した。

これらの改修により、中期計画に基づく当該施設・設備の目的に添った研究分野での取り組み

などをより進展させるよう環境整備を行った。

なお、二酸化炭素動態観測施設については、平成 号台風による倒壊を緊急に修復するた１６年１８

め補正予算で年度計画に追加された。

１）森林病害媒介昆虫飼育施設増改築（本所） 千円３８，５５４

、 、野外及び室内での効率的な昆虫飼育が可能となり 現在注目されているナラ類の集団枯損等

新たな森林病害の解明等に対応出来る環境を整備した。

２）木曽試験地実験室増築 千円９，１３５

森林施業が生物に与える影響の解明のため、試料の分離・調整・培養室と分析・実験室を分

離させ、精密かつ効率的な研究が出来る環境を整備した。

３）生物環境調節棟改修 （北海道支所） 千円１６，０１６

環境変動による北方森林生態系の動態予測研究のため、安定した環境条件下での精密な実験

が可能となり、高い精度での影響予測が行うことが出来る環境を整備した。

４）昆虫飼育低温ガラス室改修 （北海道支所） 千円２０，３８８

森林害虫の生態解明や、エゾマツカサアブラムシの加害性について効率的な研究が出来る環

境を整備した。

５）標本展示・学習館新築（関西支所） 千円４４，９３９

試料の調整・保管室と標本展示・学習室を整備し、森林・林業に関する教育・指導など、広

汎にわたる学習を目的とした来訪者を受け入れる環境を整備した。

６）四国支所研究本館改修 千円３８，５４２

建築から 年を経過していることから、老朽化対策として、また、精密な機器を利用した分３０

析や試料保管等に必要な温度管理を可能となるよう、建具の改修や、個別空調方式への改修を

行い、研究環境の改善を行った。

７）北海道支所二酸化炭素動態観測施設 千円４９，７９４

台風１８号による強風で倒壊し、観測タワー（ 基）及び観測機器等が使用不能となったた２

め、北方系落葉広葉樹林の二酸化炭素吸収・放出量、及び森林微気象要素の測定が可能となる

よう、観測タワー及び観測機器の復旧を行い、国際的なフラックスネットワークの観測網に空

白を生じさせないよう整備した。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

中期計画に定められている施設及び設備について、平成 年度に予算化した施設の改修を計画１６

１８ １６どおり実施したことから達成と評価した。また、台風 号の被害を受けた観測タワーの復旧も

年度中に実現出来たことも評価した。
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第４ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

中項目 １ 施設及び設備に関する計画

第４－１

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 研究業務等の効率的な実施を確保するため、中期計画 ◎ １００ １

に定められている施設及び設備の整備改修について、

当該事業年度における業務を実施する

（指標数： １ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １００（ ）

＝ ＝１００（％）

ウェイトの合計③ １

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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評価シ－ト（指標）

大項目 第４ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

中項目 ２ 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む ）。

指 標 ① 業務運営の簡素化、適正化に努め、職員を適切に配置することにより業務を効率的に

推進する

年度計画：

業務運営の簡素化、適正化に努め、職員を適切に配置することにより業務を効率的に推進する。

実施結果：

人事に関する計画については、中期計画に定めた職員削減数 名に基づき削減するなど適切な２７

管理を行うとともに、業務内容や業務状況に即した要員配置に努め、円滑な業務運営を図った。

１）採用管理については

① 退職及び出向の状況を勘案し、 名分の補充を見合わせ、計画期間内の削減計画を確実なもの５

とする。

② 研究部門については、各研究領域、支所における研究体制及び中期計画に基づく研究課題を勘

案し、公募選考採用により専門的知識を有する研究者 名を採用するなど、研究体制の充実１３

を図る。

③ 一般管理部門については、業務状況や組織としての継続性等を勘案し、試験採用により 名を４

採用する。

等の措置を講じたところである。

２）要員配置については

① 総務部・企画調整部に関連する一般管理部門については、業務内容・業務量等の状況や係等の

組織の設置状況を踏まえて、適材適所を旨とした配置を行う。

② 研究部門については、研究領域支所等の研究体制及び中期計画に基づく研究課題の達成等を勘

案し、研究職員を適切に配置する。

等の基本的な考えに立って適切な時期に人事異動を行うなど、円滑な業務運営に努めた。

なお、今中期計画期間中の人員配置状況の経年比較を参考資料 に付した。４

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

、 、職員の適正配置については 中期計画に定める職員の削減計画の達成を確実なものとしたこと

業務に必要な要員を適材適所を旨として人事管理を行ったことから、達成と評価した。
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参考資料４

人員の配置状況の経年比較（期首／期末）

年 度 １３ １４ １５ １６

区 分

総務部門 １３８ １３５ １３１ １２５

１３６ １３０ １２８ １２６

一般職員

企画部門 ４８ ４８ ４８ ５１

４８ ４７ ４８ ５１

技術職員 ３１ ３１ ３１ ３０

３１ ３１ ３１ ３０

研究職員 ４７２ ４７２ ４６１ ４５３

４７４ ４６９ ４５７ ４５５

再任用職員 １ ０．５ １

１ ０．５ １

６８９ ６８７ ６７１５ ６６０.
合 計 ６８９ ６７８ ６６４５ ６６３.

（注）

１．期首は各年度の 現在の職員数４．１

２．期末は各年度の 現在の職員数３．３１

３．再任用職員については、週 時間勤務であるため、 人と換算２４ １人当たり０．５
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評価シ－ト（指標）

大項目 第４ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

中項目 ２ 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む ）。

指 標 ② 任期付き研究員の受け入れ体制の整備を図る。

年度計画：

研究職員の採用計画について、任期付き任用の具体化を進める。

実施結果：

任期付き任用については、中期目標及び中期計画の事項ではないが、採用管理上の課題として

年度計画に掲げたところであり、森林・林業と言う長期的研究の特性をふまえて、任期付き任用

での採用可能な研究分野及び研究業務の選定など、引き続き実現に向け検討を行っている。

評価結果 達成 概ね達成 半分以上達成 未達成 ウェイト １

評価結果の理由：

任期付任用については、採用すべき研究分野や職務内容についてほぼ目処をつけたものの、

年度中に実施に至らなかったことから、概ね達成とした。１６
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評価シ－ト（指標）の集計表

大項目 第４ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

中項目 ２ 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む ）。

第４－２

評価結果

具 体 的 指 標

達成区分 達成度① ウェイト②

① 業務運営の簡素化、適正化に努め、職員を適切に配置 ◎ １００ １

することにより業務を効率的に推進する

② 任期付き研究員の受け入れ体制の整備を図る ○ ８０ １

（指標数： ２ 、ウェイトの合計③：２ ）

達成度の計算：

｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 １８０（ ）

＝ ＝９０（％）

ウェイトの合計③ ２

（ 評価の達成区分）

達成 ：90％以上 達成度：１００

概ね達成 ：70％以上90％未満 達成度： ８０

半分以上達成：50％以上70％未満 達成度： ６０ 評価結果

未達成 ：50％未満 達成度： ０

◎：達成

（分科会評価区分）

ａ：達成 （９０％以上） 分科会

ただし、ａ＋：特に優れた実績がある場合 評価区分

ｂ：条件付き達成（５０以上～９０％未満）

ｃ：未達成 （５０％未満） ａ

ただし、ｄ：特に業務の改善が必要な場合
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平成１６年度 具体的指標の自己評価シート 総括票
具体的指標の

評価 評価結果

単位 概 半 未評価

の 達 ね 分 達大項目 中（小）項目名 評価単位項目 （ ）
評定 成 達 以 成番号

成 上

１ ６第１． 業務の効率化 a
２ ２業務運営の効率化に関 競争的研究環境の整備 a＋
３ １する目標を達成するた 施設、機械の効率的活用 a
４ ４めとるべき措置 研究の連携・協力 a
５ ７研究支援業務の効率化及び強化 a
６ ５事務の効率的処理 a

９ ４1(1) ア.森林における生物多様性の保全に a
関する研究

１９ １1(1) イ.森林の国土保全、水資源かん養、生活 a
環境保全機能の高度発揮に関する研究

１１ １1(1) ウ.森林に対する生物被害、気象災害等の a
回避・防除技術に関する研究

１４ １1(1) エ.多様な公益的機能の総合発揮に a
関する研究

２０ １1(1) オ.地球環境変動下における森林の a＋
第２． 保全・再生に関する研究

１３ ３国民に対して提供する カ.効率的生産システムの構築に1(1) a
サービスその他の業務 関する研究

１２ １の質の向上に関する目 キ.森林の新たな利用を推進し山村振興に1(1) a
標を達成するためとる 資する研究

１２ ３べき措置 * ク.木質資源の環境調和・循環利用技術の1(1) a
開発に関する研究

１５1(1) ケ.安全・快適性の向上を目指した木質材料 a＋
の加工・利用技術の開発に関する研究

１０ １1(1) コ.生物機能の解明と新素材の開発に a
向けた研究

４1(1) サ.森林・林業・木材産業政策の企画立案に a
資する研究

１1(2) きのこ類等遺伝資源の収集、保存 a
１２ 分析及び鑑定 a
２３ 講習 a
１４ 標本の生産及び配布 a
３５ 行政、学会等への協力及び国際協力 a
５６ 成果の公表、普及、利活用の促進 a

取り組み（成果）は十分１ 経費（業務経費及び一般管理費）節減に a
（適切）第３． 係わる取り組み

取り組み（成果）は十分予算、収支計画及び 受託収入、競争的資金及び自己収入２ a
（適切）資金計画 増加に係わる取り組み

取り組みは十分（適切）３ 法人運営における資金の配分状況 a
１第４． その他農林 施設及び設備に関する計画１ a
１ １水産省令で定める業務 職員の人事に関する計画（人員及び人件費２ a

運営に関する事項 の効率化に関する目標を含む。）

大項目 第２ １．試験及び研究並びに調査（１）研究の推進方向*
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